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－ 1 － （受理日 2025 年 1 月 16 日） 

日本の生物圏保存地域の特徴とみなかみ町による里山保全への活用実態

松本創平¹・山下詠子¹

¹東京農業大学地域環境科学部 

要旨： ユネスコ MAB 計画の保護地域制度である生物圏保存地域(以下，BR)は，その機能に持続可能な発展が含まれ

ている点から，農林業分野での効果が期待されている。本研究では日本の BR における特徴と里山保全活動の事例の

分析から，里山保全に向けた BR の活用のあり方を考察する。群馬県みなかみ町では，自伐型林業と BR の理念が合

致することから，自伐型林業の推進が開始された。それに伴い，自治体の林業振興に係る職員数を増加させ，BR の登

録が自治体内での森林・林業の位置づけを変えたことが分かった。BR の登録のみでは地域への恩恵は限定的であり，

自治体が BR の理念を踏まえてどのような施策を選択するのかが重要になる。その際に，地域内での里山保全の位置

づけを改めさせる大義名分として BR を活用できる可能性があると考えられた。 

キーワード：生物圏保存地域，ユネスコエコパーク, 里山保全, 自伐型林業  

Biosphere Reserves in Japan and their actual use in Satoyama conservation by Minakami Town 
Sohei MASTUMOTO1, Utako YAMASHITA1 

1Faculty of Regional Environment Science, Tokyo University of Agriculture 

Abstract: Biosphere Reserves (BRs), protected area systems under the UNESCO MAB program, are expected to be effective in 

agriculture and forestry, in that its functions include sustainable development. This study examines the use of BRs in Satoyama 

conservation, based on an analysis of the characteristics of Japanese BRs and from the case study of Satoyama conservation activities 

in Minakami Town, Gunma Prefecture. In Minakami Town, the promotion of small-scale forestry was initiated, and the principles 

of small-scale forestry and BRs fit well together. The number of staff involved in forestry promotion in Minakami Town increased 

accordingly, and it was found that the registration of BRs led to a change in the positioning of forests and forestry in the town. BR 

registration alone has only limited benefits for a region, and what measures the town chooses is an important question, based on BR 

principles. In this case, it was indicated that a BR could be used to change the positioning of Satoyama conservation within the town. 
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I はじめに 

生物圏保存地域（Biosphere Reserves：以下 BR と略記）

とは，ユネスコの「人間と生物圏(Man and Biosphere)計画」

の一事業として 1976 年に登録が始まった国際的な自然

保護地域制度である。日本国内では 2010 年からユネス

コエコパークと愛称されている。BR は生態系の保全と

持続可能な利活用の調和を目的とし，生物多様性の保全，

学術的研究の支援，経済と社会の発展という 3 つの機能

を有し，これらの機能を発揮するために核心地域，緩衝

地域，移行地域の 3 つの地域区分が設定される。核心地

域は厳格な保護が求められ，指定にあたっては法的な保

護担保措置を要する。緩衝地域は核心地域に影響を及ぼ

さない程度の環境教育やエコツーリズムなどが行われる

地域である。移行地域は人々の生活地を含み，農林業等

の人と自然の調和した経済活動の発展を実現する場とな

っており，BR に特徴的な地域区分である。また，BR で

は登録申請から登録後の管理運営まで，関係自治体によ

ってなされる。世界自然遺産は政府が，国立公園は環境

省が保全管理を行うのに対して，BR は基礎自治体であ

る市町村が中心となって地域の様々なステークホルダー

が管理運営に参画することとなる。 

当初の BR の機能は，生物多様性の保全と学術的研究

の支援のみであった。この枠組みの下で日本では 1980 年

に屋久島，大台ヶ原・大峰山，白山，志賀高原の４地域

が国主導で BR に登録された。その後，1995 年の第 2 回

生物圏保存地域大会で策定されたセビリア戦略にて，BR

の 3 つ目の機能である経済と社会の発展の場という方向

性が示され，BR の地域区分に移行地域が新たに設けら

れた。セビリア戦略は BR 制度の性質を大きく変えた転

換点となり，その後に綾，只見，南アルプス，祖母・傾・

大崩，みなかみ，甲武信の６地域が BR に登録された。 

BR に関する先行研究は，観光まちづくりについて論
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じる研究(4)，BR に対する地域住民の認識に関する研究

(6)，「人口」「観光客数」「ふるさと納税額」の，3 つの 

指標から BR による地域活性化や経済効果の検証を試み

た研究(5)等がある。一方，農林業に対する BR の影響に

焦点を当てた研究は少ない。海外では，BR のロゴマーク

を作成し，農産物のブランド化が行われた地域の事例が

あるが(1，3)，日本における BR を用いた農林業分野への

活用の事例報告は少ない。 

そこで本研究では，まず国内の 10 地域の BR における

運営体制，取組内容を整理する。その上で，BR の登録を

契機に自伐型林業の推進を始めた群馬県みなかみ町の事

例から，同事業の中で BR であることがどのように活用

されたのか，また地域の林業への影響を明らかにする。 

研究方法は，文献調査，及び（公財）日本自然保護協

会，大台町，みなかみ町，利根沼田森林組合，みなかみ

町内の自伐型林業の活動者にヒヤリング調査を実施した。 

 

Ⅱ 日本における BR の特徴 

1．管理体制からみた BR の類型¹⁾ セビリア戦略策定

後，2010 年代まで停滞していた国内の BR の活動だった

が，綾 BR の登録を目指す過程で再び活発化し始め，国

内における審査基準と申請手続きが定められた。持続可

能な発展を目指すことから，手続きなどは基礎自治体で

ある市町村が主体となって取り組むことが決まった。 

 そのため，日本の BR では，セビリア戦略より前に登

録されたか，以後に登録されたかによって，登録に至る

経緯に違いがでる。セビリア戦略以後に登録された BR

は自治体が主体となって登録しているため，登録の目的

が自治体の施策に位置づけられている。しかしセビリア

戦略以前に登録された BR は，国主導で登録されたため，

現在は自治体で管理を行っているものの，BR 登録の目

的が自治体の施策で位置づけられていなかった。 

また，BR のほとんどにおいてエリアが複数自治体に

またがるため，中心的な 1 つの自治体が管理するか，複

数自治体が連携して管理していくかでも管理運営体制は

大きく異なる。特に難しいのは後者で，山岳地域には自

治体の境界線が引かれていることも多く，核心地域の設

定の段階で既に複数自治体にまたがっていることが多い。

南アルプス BR は 10 市町村にまたがるが，文化や風土が

多様であり，地理的な距離も遠いため各自治体担当者が

集まりづらく，合意形成には相当な時間や労力がかかる。

また，7 市町村から成る大台ヶ原・大峯山・大杉谷 BR で

は，十津川村と五條市はもともと BR への関心が低く，

それぞれ 2022 年，2023 年に大台ヶ原・大峯山・大杉谷

BR 協議会から脱退している。以上より，登録時期と管理

運営体制によって BR は 4 つに類型化される（図-1）。 

2．活動報告書から見た BR の取組の傾向 BR の取組

については，日本ユネスコエコパークネットワーク

(JBRN)の HP に掲載されている各 BR の活動報告書から

分析した²⁾。この活動報告書は 2019 年に開かれた JBRN

大会における各 BR の報告資料である。 

BR 登録後の自治体の新たな取組としては，大学との

連携や，地域の小中学校を対象とした BR を関連させた

環境教育，ユネスコスクールへの登録の推進など，学術

的研究や環境教育への取組が多い傾向がみられた。一方

で農林業の推進や里山保全などの取組の報告は少なかっ

た。例えば只見 BR では，生物多様性の保護・保全や地

域の伝統産業や文化の発展に資する活動などを対象とし

て補助金を出しており，その一部に地場産業の育成を目

的とした支援が含まれていた。  

 

III  みなかみ BR における事例研究 

1．みなかみ町の概要 みなかみ町（人口 1 万 7053 人，

2024 年）は群馬県北部に位置し，2005 年に月夜野町，水

上町，新治村の 3 町村が合併して誕生した。利根川での

ラフティングやキャニオニング，登山やスキー等のアク

ティビティを有し，年間約 400 万人の観光客が訪れるア

ウトドア産業が盛んな地域である。 

みなかみ町の林野率は約 9 割で，その 8 割を国有林が

占め，民有林の約 7 割は広葉樹天然林である。私有林の

平均所有山林面積は 1 ha 程だが，大規模所有者を除くと

大部分の所有者が 0.2~0.3 ha と小規模零細な所有構造で

あり，BR 登録以前は小規模私有林の整備が進んでいな

い状況にあった。 

2．BR 登録の経緯 みなかみ町が BR の登録を目指し

たきっかけとなったのは，同町の国有林で行われていた

官民協働による赤谷プロジェクトのメンバーで MAB 計

画委員でもあった土屋俊幸氏からの提案であった。その

後，赤谷プロジェクトのメンバーで綾 BR への視察が行

われた。当時の町づくりのテーマであった「みなかみ水・

図–1. 登録時期と管理体制による BR の4類型 

Fig. 1 The four types of BR according to registration period 

and management system 
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環境力宣言」の主旨とも合致しており，3 町村の合併に

より町の方向性が定まらない中で，国際的な機関である

ユネスコからの評価を得ることは町としての一体感を高

めるものとして期待された。2014 年に町の産業振興に取

り組むまちづくりビジョン策定委員会において BR 登録

の提案がなされ，翌年の中間報告会では BR の登録と理

念をまちづくりの核とすることが発表され，BR が町の

総合戦略の中心に位置づけられた。そこから，BR の申請

や手続きの業務を行うエコパーク推進室が町役場内に設

置され，登録に向けた動きが本格的に始まった。以上の

経緯を表-1 に示した。 

3．自伐型林業の推進 2015 年度より開始された「ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略」により，2016 年には当

時の総合戦略課と農政課とで地方創生事業の検討が始ま

っていた。そこに BR 登録後の取組を準備するエコパー

ク推進室が加わり，地方創生交付金を利用した BR 事業

の検討が始まった。町の手入れ不足の森林を問題に感じ

ていた農政課の担当職員が，総合戦略課，エコパーク推

進室に対して BR 事業として自伐型林業を提案し，自伐

型林業推進協議会の中嶋健造氏の講演を聞きに行った。

講演を聞き，自伐型林業が里山保全と新たな産業創出に

つながる点から BR の理念との親和性を感じ，自伐型林

業を推進する取組を開始することになった(図-2)。 

2016 年 8 月には中嶋氏を町に招き，自伐型林業フォー

ラムを開催した。山林所有者や地域住民，林業関係者な

ど 120 名がフォーラムに参加し，アンケートにて参加者

の 5 割が「自伐型林業に挑戦したい」と答えるなど，町

民の賛同の声も多かった。同年 10 月から 12 月の自伐型

林業の研修には 46 名が参加し，翌年からは複数の自伐

型林業グループが結成され，活動が展開された。 

自伐型林業グループは 2017 年の 4 グループから 2024

年現在は 15 グループに増え，合計で 123 人が活動して

いる。多くの人が自伐型林業の活動に副業として取り組

んでおり，本業はアウトドアガイドや公務員，建築土木

関係者などである。特にアウトドアガイドについては，

ガイドの休業期に自伐型林業に取り組めるなど，職業と

して相性が良い部分もある。多くのグループが薪づくり

や里山整備を目的として活動を行っている。 

 自伐型林業への町からの支援施策には，➀国の森林・

山村多面的機能発揮対策交付金に対する町からの上乗せ

補助（地域環境保全タイプの 16 万円/ha に 4 万円/ha 上

乗せ），②自伐型林業に必要となる安全講習や技能講習の

受講費補助，③町が所有する作業車等の資機材の貸し出

し，④追加研修や安全講習等の情報提供などがある。 

さらに町は 2018 年からは国産材家具メーカーのオー

クヴィレッジ株式会社と包括連携協定を結び，自伐型林

業で伐り出された広葉樹を活用している。2021 年には 17 

㎥，2022 年には 21 ㎥，2023 年には 43 ㎥の木材が活用

された。両者の HP ではそれぞれに，この協定が BR の

理念をもとに里山整備や地域材を活用した 6 次産業のモ

デル化を目指すと説明されている。里山整備という環境

保全のストーリーが商品の付加価値になっている。しか

し，協定を結ぶきっかけは，オークヴィレッジの担当者

がみなかみ町を訪れた際に広葉樹林資源に魅力を感じた

ためで，BR に魅力を感じてのものではなかった。 

 また，2022 年からは株式会社カインズとの協定も結び，

自伐型林業で伐り出された薪がカインズ店舗で販売され

ている。2022 年には 6.6 ㎥が，翌年には 61 ㎥の薪が販

売された。外国産の薪に比べて価格は高いものの，自伐

型林業の説明やその活動が環境保全に繋がっていること

がポスターで説明されている。一方，BR に関する説明は

記述されていなかった。 

 町によるオークヴィレッジ，カインズとの連携におい

て，両企業ともに環境保全型の産業への支援を商品への

付加価値としていたが，協定を結ぶきっかけに BR が魅

年 月 内容 

2012 10 土屋氏よるBRの紹介を受け，BRの検討を開始 

 12 町の産業振興の取組に向けた機関である「まちづくりビジ
ョン策定委員会」の設置 

2014 3 まちづくりビジョン策定委員会においてBRを提案し，まち
づくりの核としていくことが賛同される 

 7 BR登録に向けた手続きなどを開始するため，町役場内にエ
コパーク推進室を設置 

2015 8 日本ユネスコ国内委員会へ意思表明及び概要申請書を提出 

2016 3 BR推進のために具体的な事業計画等の検討をすすめる 
（→自伐型林業の推進へ） 

 6-8 日本ユネスコ国内委員会へ申請書を提出 

 8 日本ユネスコ国内委員会による国内審査 

 9 日本ユネスコ国内委員会よりユネスコ本部へ推薦 

 12 みなかみBRの具体的な推進体制，事業の提示 

2017 3 BR国際諮問委員会による審査 

 4 町役場内にエコパーク推進課の設置 

 6 BR登録 

図–2. 自伐型林業推進の経緯 

Fig 2. Background of the promotion of small-scale forestry 

表–1. みなかみ BR の登録までの経緯 

Table 1. Background to the registration of Minakami BR 
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力となって働いたわけではなかったといえる。 

4．自治体の改組 BRの登録申請をした翌年の 2017年

4 月，町役場組織内に BR 登録を見据えた事業を展開す

るためにエコパーク推進課が設置された。同課の事業の

一つに林業の振興が掲げられ，農政課の職員 21 人中 1 人

のみだった林務担当職員がエコパーク推進課に移り，エ

コパーク推進課には林務担当職員が 3 人配属された。さ

らに 2019 年には 5 人に増員された。 

2020 年には部署に限らず全庁的にエコパークの理念

を共有し，それぞれの取組に BR の理念を組み込んで推

進していくために，エコパーク推進課は発展的に撤廃さ

れる。それに伴い，農政課は農林課に改められ，農林課

内に林業振興係が新設され，3 人が配属された(図-3)。町

役場組織内の林務担当職員が増え，BR の登録を契機に

森林林業に係る体制が拡充されたといえる。 

Ⅳ 考察 

みなかみ町では，BR が自伐型林業の推進の後ろ盾と

なったことや，自治体林政の体制が拡充されたことから，

BR の登録により町における森林林業政策の位置づけが

変化したことが分かった。しかしながら木材の販路拡大

につながった外部企業との連携において，企業側にとっ

て BR の魅力が連携のきっかけとなったわけではないが，

BR の理念が結果として商品への付加価値に繋がってい

る。また，従来の人工林林業には変化がなかった。 

BR は法的拘束力が弱く，日本ではまだ知名度が低い

ため，BR 登録そのものだけでは，地域への恩恵は少ない

ことが考えられる。しかし，みなかみ町では BR をまち

づくりの方向性として活用し，BR 登録は自治体が地域

の自然との関わりを再認識する機会となった。このよう

に，自治体が BR を地域振興にどのように位置づけるか，

その上でどのような地域の課題に目を向けるかが重要に

なると考えられる。一方で，みなかみ BR は登録申請の

準備段階から自治体が主導したセビリア戦略後の単独自

治体型の BR であるため，まちづくりの方向性と合わせ

て事業を展開しやすかったと考えられる。 

現状の BR では地域そのものにかかる付加価値として

の機能は限定的であるが，地域の課題の発見を促す「レ

ール」としての機能があると考えられた。BR という「レ

ール」に乗ったことをきっかけに，BR として何をするべ

きかを考え，その結果，里山保全や自伐型林業の推進に

至った。また，薪の販売や町の自伐型林業への支援継続

の要望も，BR が大義名分として活用されていた³⁾。自治

体だけでなく地域住民も BR を活用して町づくりに参加

することにつながり，自治体が BR の理念から外れそう

な施策をした際に，その脱線を防ぐ機能も期待できる。 

謝辞：みなかみ町役場農林課，企画課をはじめ調査にご

協力いただいた皆様に感謝申し上げます。 

注 

1）松田裕之・佐藤哲・湯本貴和 (2019)「ユネスコエコパ

ーク」京都大学学術出版会 を参照して記述。 

2）活動報告書の他に，管理運営計画書や申請書もあるが，

より具体的な活動が分かる活動報告書を閲覧した。 

3）2024 年 10 月 9 日，自伐型林業の活動者へのヒヤリン

グによる。 
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林業作業者における安全行動と技術習得に関する意識 

田中亘 1・笹田敬太郎 1・猪俣雄太 1・高山範理 1・御田成顕 1・片田陽菜 2・山口広子 2・都築伸行 3 
1森林総合研究所・2筑波大学・3林野庁 

 

要旨：本研究では，林業作業者における現場での安全行動に関する意識づけ，および技術習得のためのマニュアル類

の活用状況を明らかにするために林業作業者へアンケート調査を実施した。林業作業者が安全でない行動を取りうる

状況としては，現場の作業条件が厳しいときを挙げる者が最も多かった。また，経験年数が短い者は疲労がたまって

いるとき，一方で経験年数が長い者は経験則から判断するときを多く挙げる傾向が確認された。技術習得マニュアル

の活用頻度については，年間で 1～数回と回答する者が過半を占めることが確認された。また，マニュアル活用の頻

度は一般班員において低い傾向が確認された。上記の結果から，安全行動と技術習得の意識向上に関しては属性等を

考慮した適切な働きかけが有効であることが示唆された。 

キーワード：林業作業者，アンケート調査，マニュアル，ガイドライン 

 

Forestry workers’ awareness of safe behavior and technical acquisition 

Wataru TANAKA1, Keitaro SASADA1, Yuta INOMATA1, Norimasa TAKAYAMA1, Nariaki ONDA1, Haruna KATADA2, 

Hiroko YAMAGUCHI2, Nobuyuki TSUZUKI 
1Forestry and Forest Products Research Institute; 2University of Tsukuba; 3Forestry Agency 

 

Abstract: In this study, a questionnaire-based survey was conducted among forestry workers to clarify their awareness of safe 

behavior during work and of their use of manuals for technical acquisition. When asked about situations in which forestry workers 

may behave unsafely, the most common answer was “when the working conditions in the field were harsh”. In addition, it was 

confirmed that forestry workers with less experience tend to behave dangerously when they are tired, while those with more 

experience tend to behave dangerously when judging based on past experience. Regarding the frequency of use of technical 

acquisition manuals, it was confirmed that the majority of respondents replied that they use them once or several times a year. It was 

also confirmed that the frequency of manual use tends to be low among general team members. The above results suggest that 

appropriate efforts that take attributes of forestry worker into account are effective in raising awareness of safe behavior and technical 

acquisition. 

Keywords: forestry worker, questionnaire survey, manual, guidelines 

I はじめに 

林業における死傷者（休業 4 日以上）数は長期的に減

少傾向にあり，2003 年で 2,874 人だったが 2023 年では

1,140 人となっている(4)。しかし，近年は減少傾向が鈍化

する状況にある。また，他産業と比較しても受傷率が高

いことには変わりがない。このような状況に対して，林

野庁および厚生労働省は林業労働安全衛生対策として，

マニュアル作成や伐木作業に関わるガイドラインの普

及・定着による安全確保と技術習得を推し進めている(2, 

3, 5)。 

林業における労働災害に関する研究では，猪俣ら（2022）

が 60 歳以上高齢層と 20 歳未満層の発生率が高いという

ように年齢との関係を指摘している(1)。他方で山田

（2016）は経営主らによる巡視頻度の高い事業体では死

傷災害が発生する確率が低くなるというデータを紹介し，

従業環境の重要性を指摘している(6)。 

本研究ではアンケート調査の結果を基に，林業作業者

における現場での安全行動に関する意識づけ，および技

術習得のためのマニュアル類の活用状況を明らかにする。

特に後者において，林業作業者の属性等との関係を明ら

かにして，労働安全対策に関わる有効な働きかけ方につ

いて考察を加える。 

 

II 調査方法 

林業・木材製造業労働災害防止協会の林業部門の全

3,715 会員（個人と団体を含む）を対象としたアンケート

調査を 2023 年 12 月～2024 年 1 月に実施した。WEB フ

ォーム，郵便および FAX を通じて，1,034 人から回答を

論 文 関東森林研究 76-1 (2025) 
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得た。質問項目は回答者個人の属性（年齢・林業経験年

数・役職など），安全行動に関わる意識，マニュアル・テ

キスト類の活用状況，およびガイドラインの認知状況で

ある。本稿では，安全行動指針や技術向上のための指導

書・教科書・解説書類一般を「マニュアル」，厚生労働省

の定める「チェーンソーによる伐木等作業の安全に関す

るガイドライン」を「ガイドライン」として記述する。 

 

III 結果と考察 

 1．回答者の属性 回答者の年齢は，10 歳代 1％，20 歳

代 13％，30 歳代 23％，40 歳代 31％，50 歳代 20％，60

歳代 9％，70 歳代以上 3％であった。40 歳代以下が約 3

分の 2 を占めており，同 46％の林業従事者全体（2020 年

国勢調査）と比較すると，若年層の割合が高くなってい

る。居住地は北海道 10％，東北 14％，関東 10％，中部

25％，近畿 9％，中国 13％，四国 4％，九州 15％であっ

た。林業の経験年数は 1 年未満 2％，1 年以上 3 年未満

10％，3 年以上 6 年未満 13％，6 年以上 10 年未満 21％，

10 年以上 15 年未満 18％，15 年以上 20 年未満 14％，20

年以上 22％であった。 

 2．安全行動に対する意識 ケガおよびヒヤリハット

（災害には至らなかった危険事例）の経験について尋ね

たところ，54％がケガの経験あり，75％がヒヤリハット

の経験ありと回答した（図–1）。これを経験年数別で見る

と，ケガは経験年数が増えるにつれて漸増していくこと

が分かる。一方，ヒヤリハットについては 48％が経験あ

りと回答する経験 1 年未満を除いて，いずれも 8 割前後

が経験ありと回答している。つまり，ヒヤリハットの場

面は経験年数が比較的浅い者でも多くが遭遇している状

況がうかがえる。 

不安全な行動を取りうる状況について尋ねたところ，

「現場の自然条件（傾斜や足場が悪いなど）が厳しいと

き」と回答した者が 49％，「疲れがたまっているとき」

が 48％，「これまでの作業経験から，大丈夫と思うとき」

が 45％，「経験したことがない作業をするとき」が 17％

であった（図–2）。これを経験年数別で見ると，「現場の

自然条件が厳しいとき」については顕著な傾向が見られ

ない。しかし，「疲れがたまっているとき」および「経験

したことがない作業に向き合うとき」については経験年

数の短い者が多く回答する一方，「これまでの作業経験か

ら，大丈夫と思うとき」については経験年数の長い者が

多く回答しており，現場経験を積むにしたがって，不安

全な行動を取りうる状況に対する見方に変化が生じてい

る様子がうかがえる。 

不安全な行動の見直しや安全作業に対する意識向上に

つながるきっかけについて複数回答で尋ねたところ，「自

分のヒヤリハット経験」を挙げた者は 64％と最も多かっ

た（表–1）。次いで，「他人のケガをみて」46％，「他人の

ヒヤリハットをみて」39％，「自身のケガ」38％，「安全

講習・研修」36％となっていた。安全講習・研修の効果

は一定程度認められるものの，それよりも自身や同僚の

ケガ，ヒヤリハットの経験が意識の変化により大きな影

響を与えていることがうかがえる。 

3．マニュアルの確認およびガイドラインの認知 マ

ニュアル類の活用状況に関わり，どのような場面で見直

すか尋ねたところ，「安全大会・講習・研修のとき」や「職

図–1. ケガおよびヒヤリハットの経験 

Fig.1 Respondent’s experience of injury and near miss 
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図–2. 不安全な行動をとる可能性のある状況（複

数回答） 

Fig.2 Situations in which respondents may behave 

unsafely (multiple answers) 
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表–1.  不安全な行動を見直すきっかけ（複数回答） 

Table 1 Opportunity to reconsider unsafe behavior  

(multiple answers) 

 

⾃⾝のケガ 他⼈のケガをみて
⾃分のヒヤリハッ
ト経験

他⼈のヒヤリハッ
トをみて 褒められた経験

38% 46% 64% 39% 3%
先輩・同僚の技術
をみて

先輩・同僚からの
指摘・注意 安全講習・研修 安全パトロール これまでない

25% 28% 36% 9% 1%
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場外の講習・研修のとき」という回答が多かった（表–2）。

現場での確認や他人への指導時というように現場で日常

的に活用されているというよりむしろ現場外での特別な

講習・研修時に活用されている状況にある。 

マニュアル類の改善すべき点としては，「実際の現場に

合ったものにする」ことが最も多く挙げられたほか，重

要なポイントの強調，図やイラストの利用などが挙げら

れた（表–3）。上記の設問の回答傾向と合わせると，既存

のマニュアル類が現場に即していないと捉えられている

ために現場での活用が進んでいないという見方もできる。 

以下では，マニュアル類の確認頻度およびガイドライ

ンの認知状況と回答者の属性等について，クロス集計お

よびカイ二乗検定を行った結果を示す。マニュアル類の

確認頻度およびガイドラインの認知状況とケガの経験と

の関係では，ケガの経験がない者の方がマニュアル類の

確認頻度が高い傾向が示された（図–3，P<0.01）。同様に

ケガの経験がない者の方がガイドラインの「内容把握，

その通りに作業」とする回答割合が高いというように認

知が高い傾向が示された（P<0.01）。 

マニュアル類の確認頻度と経験年数との関係では，優

位な差は確認されなかった（図–4）。また同様にマニュア

ル類の確認頻度と林業に関わる教育・研修歴についてク

ロス集計したところ，優位な差は確認されなかった（図

–5）。つまり，「緑の雇用」を含む各種の研修経験がマニ

図–3. マニュアル類の確認頻度およびガイドライ

ンの認知状況とケガの経験 

Fig.3 Cross tabulation on frequency of checking the 

manual, awareness of the guidelines, and injury experience 
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図–5. マニュアル類の確認頻度と林業教育・研修経

験 

Fig.5 Cross tabulation on frequency of checking manuals 

and forestry education/training experience  
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表–2. マニュアル類を見直す場面（複数回答） 

Table 2 Reviewing the manuals (multiple answers) 

 

 

表–3. マニュアル類で改善すべきと考える点（複数回

答） 

Table 3 Points that should be improved in the manuals 

(multiple answers) 

 

安全⼤会・講習・
研修のとき

職場外の講習・研
修のとき

現場で効率性を確
認したいとき

現場で安全性を確
認したいとき

54% 39% 12% 27%
技術的に難しい伐
採をするとき

現場で伐倒に失敗
したとき

他⼈に伐倒作業を
指導するとき

法例・制度を確認
したいとき

16% 9% 25% 20%

⽂章を短くする
図やイラストを多
くする

重要なポイントを
強調する

実際の現場状況に
合ったものにする

13% 33% 35% 44%

⼿順だけでなく異
常時の措置を⽰す

動画により具体的
な説明や危険ポイ
ントを明⽰する

改善点はない

26% 23% 11%

図–4. マニュアル類の確認頻度と林業経験年数 

Fig.4 Cross tabulation on frequency of checking manuals 

and years of forestry experience 
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ュアルに対する意識を特段に高めているわけではないと

いう状況がうかがえる。 

マニュアル類の確認頻度と事業体における役職につい

てクロス集計したところ，経営者が比較的頻度高くマニ

ュアル類を確認する一方，一般作業員は確認する頻度が

低く（P<0.01），「全く見ていない」という者も 2 割を超

えている（図–6）。経営者は事業体を安定的に運営しよう

とする観点から，より安全に対する意識が強く働くもの

の，一般作業員まで同様の意識が共有されていないとい

うギャップがうかがえる。 

マニュアル類の確認頻度およびガイドラインの認知状

況と所属事業体における安全確保にともなう報酬制度

（無事故報酬等）の有無をクロス集計したところ，報酬

制度がある事業体に所属する者は，制度がない事業体に

所属する者に比べて，マニュアル類の確認頻度が高いこ

とが示された（図–7，P<0.01）。同様に，報酬制度がある

事業体に所属する者は，制度がない事業体に所属する者

に比べて，ガイドラインについて認知する度合いが高い

ことが示された（P<0.01）。つまり，事業体における報酬

制度はマニュアル確認やガイドライン把握といった安全

な行動を心がけるインセンティブとして働いている可能

性があると考えられる。 

Ⅳ おわりに 

アンケート調査の結果から，林業作業者の多くがヒヤ

リハットの経験があり，それが安全な行動を心がける契

機の一つとなっていること，不安全な行動をとりうる状

況には経験年数で差が見られること，マニュアル類の確

認頻度とケガの経験の有無には一定の関連があると考え

られることが示された。マニュアル類の確認頻度が高い

ことが即ケガの回避につながるとまではいえないものの，

効果があることが推測される。また，マニュアル類の確

認頻度と役職，表彰制度・報酬制度の有無には関連があ

るが，教育・研修歴，経験年数は関連が強くないことが

示された。 

以上の観点から，安全な行動と結びつくマニュアルや

ガイドラインをより深く現場に浸透させていくためには，

林業作業者の経験年数や役職といった属性に応じた働き

かけ，それに加えてインセンティブの導入が有効と考え

られる。 
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図–6. マニュアル類の確認頻度と役職  

Fig.6 Cross tabulation on respondent's position within the 
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図–7. マニュアル類の確認頻度およびガイドライン

の認知状況と安全確保にともなう報酬制度 

Fig.7 Cross tabulation on frequency of checking the 

manual, awareness of the guidelines, and reward system for 

ensuring safety at the respondent’s company 
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あり

週1回程度 ⽉1回以上
２〜３ヶ⽉に1回以上 年1回程度
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N=911

N=95
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なし

あり

①内容把握、その通りに作業
②内容を把握しているがその通りに作業していない
③内容は把握していない
④知らない

N=911

N=95
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野外教育研究者がみる演習林の活用方法―日本大学藤沢演習林の事例― 

杉浦克明 1・大石康彦 2・山田亮 3 
1日本大学生物資源科学部・2森林総合研究所多摩森林科学園・3北海道教育大学 

 

要旨：2024 年 6 月に日本大学生物資源科学部にて，日本野外教育学会のエクスカーションを実施した。その中で，野

外教育研究者が藤沢演習林を視察し，この演習林で何をしたいかをテーマとするワークを行った。本研究では，この

ワークから，森林科学ではない体育・スポーツ科学の野外教育研究者が演習林をどのように捉え，どのように活用で

きると考えるのかを明らかにした。方法は，演習林を 1 時間ほど見学した後，活用方法を一人 3 枚程度の制限を設け

てカードに記入してもらった。その結果，キャンプ，泥遊び，木登り等のふれあい活動群が 16 件，観察等の自然環境

活動群が 3 件，林業体験等の森林資源活動群が 2 件となった。よって，野外教育研究者はふれあい活動に属する活動

を志向する傾向が強いことが明らかになった。 

キーワード：演習林，野外教育，森林環境教育，森林科学，研究者 

 

The use of university experimental forests by outdoor education researchers: A case study of the 

Fujisawa Experimental Forest, Nihon University 
Katsuaki SUGIURA1, Yasuhiko OISHI2, Ryo YAMADA3 

1College of Bioresource Sciences, Nihon University; 2Tama Forest Science Garden, Forestry and Forest Products Research 

Institute; 3Hokkaido University of Education 

 

Abstract: In June 2024, the Japan Outdoor Education Society held an excursion at the College of Bioresource Sciences, Nihon 

University. During this event, participants visited the Fujisawa Experimental Forest to explore potential activities that outdoor 

education researchers might conduct within this environment. This study aimed to identify how outdoor education researchers in 

physical education and sports science, who are not forest scientists, perceive and envision the utilization of the forest. The 

methodology involved one-hour visit to the training forest, after which the participants were asked to fill out up to three cards per 

person detailing possible uses for the forest. As a result, there were 16 activities in the interaction category, such as camping, playing 

with mud, and tree climbing; 3 activities in the natural environment category, such as observation; and 2 activities in the forest 

resource category, such as forestry experiences. Thus, it is clear that outdoor education researchers have a strong preference for 

activities within the “interaction” category. 

Keywords: university experimental forest, outdoor education, forest and environment education, forest science, researcher

I はじめに 

日本は国土の約 7 割が森林であるにもかかわらず，多

くの人の森林・林業への認識や関心は高くない。そこで，

森林・林業の学びの機会を創出するため，様々な主体に

よって森林環境教育の実践が行われている。なお，森林

環境教育は森林教育と同義で用いられることもあるが，

本研究では一貫して森林環境教育を用いる。 

森林環境教育の活動場所は，森林を主とするが，森林

に限定されるものではなく公園や博物館なども含まれる 

(7)。プログラム内容も，自然観察，植樹，下草刈り，枝

打ちなのどの森林管理作業，キャンプ，登山などの野外

運動，炭焼きといった地域文化など多様である(7)。特に，

森林環境教育では，技術職員による木登りや伐倒などの

実際の作業を見せることが重要との指摘もある(1)。 

森林環境教育の目的は，森林・林業についての認識や

理解を深めるために，主に森林内での体験を通じて育む

人材の育成をしていくことである(7)。森林内での体験や

活動というと，森林環境教育の他にも体育・スポーツ科

学を中心とした野外教育がある(9)。 

野外教育とは，小森(4)によると自然の中で組織的・計

画的に一定の教育目標をもって行われる野外活動・自然

体験活動の総称であり，自然，他存在，自己についての

創造的，調和的な理解と実践について直接体験を通して

育む統合的・全人的な教育とされている。 

野外教育の自然体験活動には，キャンプ，登山，沢登

り，野外炊事といった野外活動，自然・環境学習活動，
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文化・芸術活動，林業・農業体験などが含まれる(9)。 

森林環境教育と野外教育は，活動の場や活動内容に共

通項が多い。しかしながら，2 つの教育の主目的は異な

っている。このため，それぞれの実践・研究者の森林内

での活動内容といった視点が異なる可能性がある。これ

を解明できれば，森林や演習林の活用方法の検討材料に

加えることができる。 

 そこで，本研究の目的は，体育・スポーツ科学を主軸

として実践と研究を行っている野外教育研究者が，森林

科学の実践・研究に用いられている大学演習林でどの様

な活動ができると考えているのか，その視点の違いを検

証することである。 

 

II 方法 

1. 調査対象 2024 年 6 月 28 日から 6 月 30 日に日本

野外教育学会第 27 回大会（日本女子体育大学）が開催さ

れた。日本野外教育学会は，野外教育を学際領域として

位置づけ，自然，人，体験を柱としており，野外活動，

自然体験，冒険教育，環境教育，森林・林業教育，博物

学など自然を活用した観光や地域振興等に携わる実践

者・研究者で構成されている(5)。所属している研究者の

多くは，体育・スポーツ科学を主とした研究者で構成さ

れている。第 27 回の日本野外教育学会大会においては

エクスカーションとして 3 つのコースが用意された。 

A コースの「森林教育プログラム体験」は，2024 年 6

月 28 日の 12 時 30 分から 17 時の予定で日本大学生物資

源科学部にて開催され，7 名の参加者があった。当日の

天候は雨天であったが，室内でのオリエンテーション，

大学における森林科学教育・研究紹介と屋外での演習林

視察および森林教育プログラム体験を行った。本研究は，

A コースに参加した野外教育研究者 7 名を対象とした。 

2. 演習林の概要 エクスカーションで視察した日本

大学生物資源科学部の藤沢演習林は，住宅地や小学校の

他，畑と隣接した大学キャンパスに併設されており，標

高は 30ｍで，面積は約 5 ha である。コナラを主体とした

広葉樹二次林で，ムクノキ，ミズキ，シラカシ等が見ら

れる。演習林を縦断するように谷地形になっており，中

央は水域になっている（図–1）。一部には，スギやヒノキ

が植栽されている。 

3. 分析手法 エクスカーションの中で演習林の視察

を約 60 分間行った後に，演習林利用に関する制約は考

えずに，演習林で何をしたいのかをテーマとしたワーク

ショップを行った。参加者に白紙のカードに演習林でし

たいことについて想定する対象者と内容を記入してもら

った。なお，カードの枚数は一人 3 枚程度の制限を設け

た。記入されたカードの内容について，大石・井上(6)に

よって整理された森林体験活動の 40 項目と照合し，そ

の内容をさらに井上・大石(3)の森林体験活動の 4 つの活

動群(森林資源，自然環境，ふれあい，地域文化)に整理し

た。 

 

III 結果と考察 

 7 名の参加者から 18 枚のカードを集めることができ

た。一枚のカードに 2 つの内容を含む場合も分析の対象

とした。カードに記入された内容は表–1 の通り，20 個の

内容が示された。表–1 の左列の番号は任意の番号である。

プログラム内容を見ると，「林業キャンプ」，「のこぎり体

験」，「森の動物足跡さがし」等であり，森林環境教育の

内容(7)にも含まれるものが多く見られた。一方で，「森の

レストラン」，「森の飲み会」，「沢の中での泥んこ遊び」，

「森の運動会」，「昼寝の場所捜し」などもあった。なお，

「森のレストラン」とは，実際の野外炊事ではなく，自

然のものにふれ，使って，イメージし，自然のものを食

材に見立てて料理を作るアクティビティのことである。

対象者については，幼児から大人までのものが見られた。 

 記入されたカードの内容について，大石・井上(6)によ

って整理された森林体験活動の 40 項目と照合した結果

が図–2 である。40 項目のうち 11 項目に分類され，自然

を利用した遊びが 5 件，キャンプが 3 件と続いた。カー

ドに記入された「キャンプファイヤー」と「焚火」につ

いては，40 項目に該当するものがなかったので，その他

として取り扱った。なお，「のこぎり体験」については，

具体的な内容が不明であったため，枝打ちと間伐・除伐

図–1. 日本大学藤沢演習林の地形 

Fig.1 Topography of the Fujisawa experimental forest of 

Nihon University 
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の 2 項目を併せて取り扱った。 

 

表–1. カードに記入されたプログラム内容と対象者 

Table 1 Program content and target participants as indicated on 

the card 

 

野外教育の自然体験活動には，野外活動，自然・環境

学習活動，文化・芸術活動，林業・農業体験など(9)があ

るが，今回の結果から，野外教育研究者は森林を林業体

験の場ではなく野外活動の場として捉える傾向が強いも

のと考えられた。森林環境教育プログラム実践の多くは

林業体験や林産物加工が多い(7)ことから，森林科学の研

究者との視点の違いが明らかとなった。 

次に，40 項目に分類した内容を，さらに井上・大石(3)

の森林体験活動の 4 つの活動群(森林資源，自然環境，ふ

れあい，地域文化)に整理した。その結果が表–2 である。

表–2 の最初に出てくる「林業キャンプ」は，キャンプ的

な要素の他に，林業の要素も含まれていたので，活動群

に分類する際には「ふれあい」と「森林資源」の 2 つを

含むものとした。 

 表–2 の活動群を見ると，ふれあい活動群が 16 件，自

然環境活動群が 3 件，森林資源活動群が 2 件となった。

一般に実施されている森林環境教育プログラムの多くは，

森林資源活動群である(7)のに対し，野外教育研究者はふ

れあい活動群に属する活動を志向する傾向が強いと考え

られた。 

 

表–2. プログラム内容の整理と分類 

Table 2 Organize and categorize program content 

 

 

さらに，想定する対象者について整理した結果が図–3

である。なお，未記入の 1 件は除いた。まず，幼児から

小学校高学年までが9件で，青年期以上が7件であった。

その中間に当たる小学校高学年以上が 3 件であった。小

学生までを対象としているものがやや多かったものの，

青年期以降を対象としているものも約半数見られた。こ

の結果から，森林環境教育実施の対象者の多くは児童や

プログラム内容 対象

1 林業キャンプ 大学生以上

2 のこぎり体験 小学校5年～中学3年

3 森の動物の足跡さがし 小学校高学年

4 自然観察会 小学生

5 同じ樹皮の木探し 小学生

6 漢方デトックスデイキャンプ 青年以上

7 キャンプファイヤー ファミリー

8 森林サイエンスキャンプ 小学校5年～中学3年

9 森の飲み会 40歳から

10 森の美術館 大人

11 焚火 幼児から

12 森のレストラン 幼児から

13 ツリークライミング 小学校5年から

14 木登り 未記入

15 沢の中での泥んこ遊び 幼児から

16 森の運動会 小学生

17 森の隠れ家づくり 小学校4年～6年

18 昼寝の場所捜し 大学生

19 山菜採り 大人　

20 きのこ狩り 大人

プログラム内容 項目

林業キャンプ キャンプ ふれあい 森林資源

のこぎり体験 枝打ち、間伐・除伐 森林資源

森の動物の足跡さがし 野生生物の調査 自然環境

自然観察会 生物の観察・学習 自然環境

同じ樹皮の木探し 生物の観察・学習 自然環境

漢方デトックスデイキャンプ キャンプ ふれあい

キャンプファイヤー その他 ふれあい

森林サイエンスキャンプ キャンプ ふれあい

森の飲み会 野外料理・食事 ふれあい

森の美術館 展覧会・ギャラリー ふれあい

焚火 その他 ふれあい

森のレストラン 自然を利用した遊び ふれあい

ツリークライミング アスレチック・ロープスコース ふれあい

木登り 自然を利用した遊び ふれあい

沢の中での泥んこ遊び 自然を利用した遊び ふれあい

森の運動会 自然を利用した遊び ふれあい

森の隠れ家づくり 自然を利用した遊び ふれあい

昼寝の場所捜し 心身の健康のための休養 ふれあい

山菜採り 食材採取 ふれあい

きのこ狩り 食材採取 ふれあい

活動群

図–3. 想定する対象者の年代 

Fig.3 Age of expected participants 
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図–2. 森林体験活動 40 項目に分類した結果 

Fig.2 Results categorized into 40 forest experience 
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親子を対象としている(8)のに対し，野外教育研究者は青

年期以降のプログラムも想定している傾向が強いと考え

られた。その理由として，野外教育研究者はキャンプを

中心とした野外活動プログラムを志向する傾向があるが，

それらの活動が必ずしも児童だけを対象としたものでは

ないことが推察された。このように，対象者をとっても

野外教育研究者と森林科学研究者との違いが明らかとな

った。 

以上，本研究の結果や既往研究から図–4 のような教育

の関係性があると考えられた。まず，対象者であるが，

どちらの教育も共通している。しかし，一般向けの森林

環境教育の多くは児童や親子向けが多く(8)，野外教育分

野は子供から大人まで幅広いため，重点が置かれている

対象者が異なっている。活動場所であるが，前述した通

り森林環境教育も野外教育も森林で行われるものが多い

(7, 9)が，野外教育は森林に限らない。プログラム内容に

ついても本研究の結果や既往研究から共通性は高い(7, 

9)ものの，両者で志向傾向が異なる。森林環境教育と野

外教育の目的はそれぞれ異なるが，一部で共通性が見ら

れる。つまり，下部の項目ほど共通性が高く，上部の項

目ほど共通性が低くなると考えられた。 

IV おわりに 

 本研究は，日本野外教育学会のエクスカーションの一

つとして行った森林教育体験プログラム体験に参加した

野外教育研究者を対象としているため，他の野外教育研

究者よりも森林・林業に対する認識は高いと考えられる。

その様な参加者であっても，本研究の結果から，野外教

育研究者は大学演習林を林業体験の場というよりも野外

教育の場として捉えており，ふれあい活動群に属する活

動を志向する傾向が強いと考えられた。 

また，演習林を活用したプログラムの検討において，

想定する対象者が小学生以下に偏っていなかった。よっ

て，森林環境教育で課題となっている青年期以降の対象

者向けプログラム(8)を検討する際には野外教育研究者

の考え方を参考にできる可能性がある。そういったこと

から，森林環境教育研究者と野外教育研究者が連携する

意義があるのではないだろうか。 

 全国の国公立大学の演習林では，公開森林実習という

形を取って単位互換協定の実施を行い，演習林の相互利

用が行われている(10)。枚田ら(2)によると，森林をはじ

めとするフィールドへのニーズは高く，大学関係者だけ

でなく市民のためにも大学演習林を教育施設として体制

を確立する必要性を指摘している。しかし，演習林を市

民へ開放するには，安全管理や教育研究の活動場所の維

持等を考慮した場合，多くの課題が残る。 

本研究の結果から，演習林を所有する大学や演習林の

場所によって，利用の制約等は無視できないものの，演

習林の今後の活用方法を考えるにあたり，森林科学研究

者以外の視点を取り入れながら連携する意義もあると思

われる。 

今回の調査では対象者が少ない中で，野外教育研究者

と森林科学研究者との違いが明らかになったが，今後は

さらなる既往研究を整理し，改めて論証できる実験や調

査を企画する必要があるだろう。 
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航空機 LiDAR データによる林分平均形状比・収量比数・相対幹距の推定に関する検討 

－茨城県・福岡県の一部地域の事例－ 

西園朋広 1・田中真哉 1・高橋與明 2・齋藤英樹 1・福本桂子 2 
1国立研究開発法人 森林研究・整備機構 森林総合研究所 

2国立研究開発法人 森林研究・整備機構 森林総合研究所九州支所 

 

要旨：茨城県と福岡県の一部地域で取得された航空機 LiDAR データを用いて，林分平均形状比・収量比数・相対幹距を

推定した。航空機 LiDAR データから得られた本数密度・上層樹高・平均枝下高を説明変数として，平均形状比・相対幹

距・収量比数の 3 指標を推定する重回帰式を作成した。推定した 3 つの指標間で比べると収量比数・相対幹距は平均形

状比よりも良好に推定できた。この方法で相対幹距・収量比数の広域マッピングを行い，活用する場合には，決定係数で

0.50 程度の推定であることを許容する必要がある。 

キーワード：航空機 LiDAR，形状比，収量比数，相対幹距，マッピング 

 

Airborne LiDAR-based estimation of average height-diameter ratio, relative yield index, and relative 

spacing index: A case study in selected areas of Ibaraki and Fukuoka prefectures 
Tomohiro NISHIZONO1, Shinya TANAKA1, Tomoaki TAKAHASHI2, Hideki SAITO1, Keiko FUKUMOTO2 

1Forestry and Forest Products Research Institute, 2Kyusyu Research Center, Forestry and Forest Products Research Institute 

 

Abstract: We estimated average height-diameter ratio, relative yield index, and relative spacing index, using airborne LiDAR data, in 

the selected areas of Ibaraki and Fukuoka prefectures. Multiple regression equations were developed to estimate the three indices, using 

the stem density, upper tree height, and average branch height obtained from the airborne LiDAR data as explanatory variables. 

Comparing the estimated three indexes, the relative yield index and the relative spacing index were estimated more accurately than the 

average height-diameter ratio. When conducting wide-area mapping of relative yield index and relative spacing index, for forest 

management, using airborne LiDAR data, it is necessary to accept an estimation with a coefficient of determination of approximately 

0.50. 

Keywords: airborne LiDAR, average height-diameter ratio, relative yield index, relative spacing index, wide-area mapping

I はじめに 

形状比は樹木形状の指標であり，太さ（直径）に対す

る高さ（樹高）の比を意味している。収量比数と相対幹

距は林分密度の指標であり，樹高と本数密度から算出で

きる。林分密度が高いと，林分内で形状比が高い個体が

増加し，風雪害を受けやすいと予想される。このことか

ら，これらの指標は気象害リスクと関連が深いとされる。

もし，航空機 LiDAR データからこれらの指標を林分ご

とに推定し，広域でマッピングできれば，気象害リスク

を考慮して森林を適切に管理していく上で有用な情報と

なる。 

本研究では，茨城県と福岡県の一部地域を対象として，

航空機 LiDAR データから，林分平均形状比（以下，平均

形状比と記す）・収量比数・相対幹距を推定し，妥当な推

定が可能かどうか検討した。 

 

II 材料と方法 

1．データ 茨城県が 2019 年度に民有林を対象として

計測した LiDAR データを解析に利用した。このデータ

では，レーザパルスの照射密度が対象範囲全体で 1 m2あ

たり 10 点以上となるように設計されていた。また，対象

範囲のスギ・ヒノキ一斉人工林に設置されたプロットの

調査データを資料として用いた。プロット調査は 0.04 ha

の円形プロットで行われ，直径 6 cm 以上の個体につい

て毎木の胸高直径と樹種が記録されていた。また，各プ

ロットで直径階に偏りがないように 10 本のサンプル木

が抽出され，樹高が計測された。未測定木の樹高は樹高

曲線式（ネスルンド式）によって胸高直径から推定した。

プロット数はスギで 59，ヒノキで 64 である。 

福岡県が 2020 年度に同県久留米市の森林を対象とし

て計測した LiDAR データを解析に利用した。このデー

論 文 関東森林研究 76-1 (2025) 
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タでは，レーザパルスの照射密度が対象範囲全体で 1 m2

あたり 4 点以上となるように設計されていた。また，茨

城と同様のプロット調査が実施されており，このデータ

も用いた。プロット数はスギで 26，ヒノキで 31 である。 

2．データ集計 LiDAR データを用いて樹頂点抽出を

行い，調査プロット内の樹頂点の数・地面からの高さを

用いて本数密度・上層樹高を算出した。Chamberlain et al.

の方法(1)により個体の枝下高を推定し，この値からプロ

ットごと平均枝下高を算出した。まず，クリギング補間

を行って 50 cm 解像度の DTM（Digital Terrain Model）を

作成した。これを利用して，すべての点群を地盤面から

の高さに正規化した CHM（Canopy Height Model）を得る

とともに，ラスタ形式の CHM を 50 cm 解像度で作成し

た。次に，可変エリアの局所最大値フィルタリング法で

樹頂点を抽出した。さらに，樹頂点をマーカーとした

Watershed 法によって領域分割を行い，分割された個々の

樹冠セグメントに含まれる点群データを用いて，

Chamberlain et al.の方法で，枝下高を推定した。なお，両

処理ではファーストパルスのみを利用した。LiDAR デー

タの処理の詳細は，田中・高橋(3)を参照されたい。 

地上調査データから個体ごとに形状比（樹高÷直径）を

計算して，この値をプロットごとに平均し，平均形状比

を算出した。プロットごとに Lorey の平均樹高(2)を算出

し，これを上層樹高とした。得られた上層樹高と本数密

度を用いて（表 1），相対幹距・収量比数を算出した。 

3．解析 一般に航空機 LiDAR 計測では，樹高の計測

精度は高い。また，対象林では平均枝下高も精度よく推

定できた(3)。一方，一般に本数の推定は，高密度では適

切な推定が困難であり，過小になると考えられる(4)。実

際に，今回推定した本数密度においてもこの傾向が認め

られ，本数密度が 750 本程度を越えると著しく過小にな

った（田中、未発表）。相対幹距・収量比数は，上層樹高

と本数密度から計算されるので，適切に本数密度を推定

できれば，上層樹高・本数密度の推定値から定義式で算

出できるはずである。ただし，上記のように，航空機

LiDAR計測で算出される本数密度NLは不確実性が高く，

定義式から推定することは困難であった。とはいえ，NL

は本数密度との間に相関を持つことは確かであるため，

本数密度に関してある程度の情報を持っていると考えら

れる。そこで，本研究では，航空機 LiDAR データから得

られた本数密度 NL・上層樹高 HL・平均枝下高 BHLを説

明変数とする重回帰式を作成し，平均形状比 H/D・相対

幹距 Sr・収量比数 Ry を推定する手法を検討した。 

説明変数 2 つ以上の組み合わせの全てについて（1：

HL・BHL，2：HL・NL，3：BHL・NL，4：HL・BHL・NL），

交互作用項を持つ重回帰式を回帰して（モデル 1～4 と

記す），H/D・Sr・Ry を推定した。当てはまりの妥当性を

把握するために，一つ抜き交差検証法（LOOCV）を用い

て決定係数を計算して，比較した。解析には、統計ソフ

ト R の caret パッケージ（train 関数）を用いた。 

 

III 結果と考察 

 表 2・図 1 に地域・樹種ごとに，各モデルによって得

られた決定係数を示した。全般的に，スギよりもヒノキ

の決定係数が大きかった。この種間差の要因は不明であ

る。また，茨城よりも福岡の決定係数が大きかった。地

上調査データにおける Ry・Sr のレンジが茨城（Ry：0.55-

1.00，Sr：9.61-23.66）より福岡（Ry：0.35-0.98，Sr：10.36-

35.90）で大きかったことが影響しているかもしれない。 

 茨城データについて，従属変数（H/D・Sr・Ry）間で比

較すると，H/D の決定係数の最大値はスギで 0.34，ヒノ

キで 0.35 であり，Sr（スギで 0.51，ヒノキで 0.65）・Ry

（スギで 0.60，ヒノキで 0.66）より小さかった。福岡デ

ータにおいても，H/D の決定係数（スギで 0.36，ヒノキ

で 0.78）は，Sr（スギで 0.70，ヒノキで 0.82）・Ry（スギ

で 0.56，ヒノキで 0.85）より小さかった。特に，スギで

は 0.35 程度であることから，H/D については，適切な推

定は困難だと考えられる。よって，今回対象とした従属

変数の中では，Sr・Ry の方がより妥当な推定が可能だと

いえる。なお，Sr・Ry について，推定が良好なモデルの

決定係数は 0.51～0.85 であった（図 2・3 に，最良モデル

による H/D・Sr・Ry の推定結果を示す）。つまり，今回の

方法で航空機 LiDAR データから Sr・Ry の広域マッピン

グを行い，森林管理のための情報として活用する場合に

は，決定係数で 0.50 程度の推定を許容する必要がある。 

Sr・Ry について，モデル間で比較すると，地域・樹種

によって良好なモデルは異なっていた。例えば，全般的

にモデル 4 の決定係数は大きかったが，福岡スギではモ

デル 4 はほとんど説明力がなかった（表 2・図 1）。この

原因は，若齢林における NL の推定誤差が著しく過小で

あったことであった。地域・樹種に依存しない統一的な

モデル式が得られると実用的には便利であるが，現段階

では対象となる地域・樹種・従属変数ごとに適切なモデ

ル式の種類を検討する必要がある。 
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表1　プロットの林分構成値（地上調査データから集計）

Table 1 Stand attribute for test plots

最⼩ 平均 最⼤ 最⼩ 平均 最⼤ 最⼩ 平均 最⼤
スギ 14.0 25.6 35.9 15.4 32.6 53.6 250 899 2800

ヒノキ 10.6 18.3 25.6 13.7 24.0 46.6 325 1521 2900
スギ 6.7 20.9 29.5 10.3 28.5 41.1 200 1019 1975

ヒノキ 8.5 17.0 26.4 13.4 26.3 41.8 250 949 2000福岡

上層樹⾼（m） 平均直径（cm） 本数密度（本/ha）地域 樹種

茨城

表2　LOOCVで求めた重回帰式の決定係数

Table 2  Coefficient of determination of multiple regression equation obtained by LOOCV

1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4
スギ 0.33 0.34 0.32 0.29 0.29 0.46 0.51 0.51 0.40 0.54 0.57 0.60

ヒノキ 0.40 0.25 0.24 0.35 0.67 0.37 0.52 0.65 0.66 0.37 0.51 0.64
スギ 0.04 0.36 0.29 0.00 0.45 0.70 0.65 0.11 0.27 0.56 0.54 0.21

ヒノキ 0.57 0.55 0.63 0.78 0.65 0.77 0.82 0.74 0.71 0.79 0.85 0.80
注：1〜4はモデル1〜4（Ⅱ章3節）を⽰す。
    太字は該当の従属変数・地域・樹種のモデル間で最も⼤きい決定係数を⽰す。
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Fig. 1 Comparison of the coefficient of determination for the estimated models
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図2 最良モデルによる推定値と実測値（茨城）
タイトルの数字は最良モデルの番号を示す。
Fig. 2 Estimated and measured indexes by best model for Ibaraki. The number in the title indicates the 
number of the best model.
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Fig. 3 Estimated and measured indexes by best model for Ibaraki. The number in the title indicates the 
number of the best model.
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航空機 LiDAR データによる樹冠長の推定に関する検討 

－福岡県久留米市の事例－ 

齋藤英樹 1・田中真哉 1・高橋正義 1・西園朋広 1・高橋與明 2 
1森林総合研究所・2森林総合研究所九州支所 

 

要旨：本研究は航空機 LiDAR データから簡便な方法を用いてスギ，ヒノキ林の樹冠長を広域で推定することを目的

とする。樹冠長は樹高と枝下高の差分であり，樹木の成長や健康状態を示す指標として用いられる。しかし広域にわ

たる森林で樹冠長を面的に測定し評価することは容易ではない。そこで航空機 LiDAR データを利用して樹冠長を面

的に推定した。研究対象地は福岡県久留米市内の森林地帯である。航空機 LiDAR データと地上で取得されたプロッ

トデータを利用して樹高と枝下高を推定する線形回帰モデルを作成し，樹高，枝下高を推定した。最後に対象地全体

に対してメッシュ単位で点群の z 値の統計量を求め，先のモデルを利用して樹高と枝下高を面的に推定し，その差分

を計算して樹冠長の推定マップを作成した。 

キーワード：森林構造，エリアベース解析，スギ，ヒノキ，リモートセンシング 

 

Study on estimation of tree canopy length by aircraft LiDAR data 

-Case study of Kurume City, Fukuoka Prefecture, Japan- 

 
Hideki SAITO1, Shinya TANAKA1, Masayoshi TAKAHASHI1, Tomohiro NISHIZONO1, Tomoaki TAKAHASHI2 

1Forestry and Forest Products Research Institute; 2Kyushu Research Center, Forestry and Forest Products Research Institute 

 

Abstract: The objective of this study is to estimate the canopy length of cedar and cypress forests over a wide area 

using a simple method based on aircraft LiDAR data. Crown length is the difference between the tree height and 

the crown base height, and is used as an indicator of tree growth and health. However, it is not easy to measure 

and evaluate crown length over a wide area in a forest. Therefore, we used aircraft LiDAR data to estimate tree 

crown length in an areal manner. The study area was a forested area in Kurume City, Fukuoka Prefecture. A 

linear regression model was created to estimate tree height and crown base height using aircraft LiDAR data and 

plot data acquired on the ground. Finally, the statistics of the z-values of the point cloud were obtained for the 

entire target area in mesh units, the tree height and crown base height were estimated using the previous model, 

and the difference between the two was calculated to create an estimated map of the crown length. 

Keywords: Stand structure, Area base analysis, Cedar, Cypress, Remote sensing 

I はじめに 

樹冠長とは，樹高から枝下高を引いた値である。樹冠

とは，樹木の枝葉が広がる部分のことで，樹冠長は樹冠

の長さを表す指標である。枝下高とは，樹冠の一番下に

ある枝の基部までの高さである。樹高と枝下高の差を計

算することにより樹冠長を推定することができる。樹冠

長は，樹木の成長や健康状態を示す指標として用いられ

る。樹冠長が長いほど，樹木は光合成を行うことができ，

栄養分を吸収することができるため，成長が良好である

と考えられる。また，樹冠長が長いほど，風害や冠雪害

に対する抵抗力も高くなる。樹冠長は樹種や林齢，立木

密度などによって影響を受ける。一般的に，樹種によっ

て樹冠長には差があり，針葉樹は広葉樹よりも樹冠長が

長くなる。森林管理においては，樹冠長を適切に保つこ

とが重要である。そのため，間伐や下刈りなどの施業に

よって，樹冠長を適切に保つことが求められる。樹冠長

の測定は，森林の管理や研究において重要な作業である

が，地上調査で広域の樹冠長を求めるのは容易ではない。 

近年，航空機 LiDAR を利用することにより，樹冠面と

地表面の高さを利用して樹高を容易に求めることができ

るようになった。一方で，枝下高は上空から直接観測で

きない。このため枝下高を求めるためにいくつかの推定

論 文 関東森林研究 76-1 (2025) 
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手法が提案されている。枝下高の推定手法には，大きく

分けて樹冠の形状を詳細に表現できる手法と処理が簡単

で計算コストが低い手法の 2 つに分けられる。 

樹冠の形状を詳細に表現できる手法には，voxel-based 

method と nonlinear regression-based method がある。voxel-

based method は，樹冠を立方体（voxel）に分割して，各 

voxel の高度から枝下高を推定する。nonlinear regression-

based method は，樹高プロファイルと枝下高の関係を非

線形回帰モデルでモデル化して，枝下高を推定する。こ

れらの手法は，樹冠の形状を詳細に表現できるため，精

度の高い枝下高推定が可能である。しかし，処理が複雑

で計算コストがかかる。 

処理が簡単で計算コストが低い手法には，spline curve-

based method，inflection point-based method，crown ratio-

based method がある。spline curve-based method は，樹高

プロファイルからスプライン曲線をフィッティングして，

枝下高を推定する。inflection point-based method は，樹高

プロファイルの屈曲点から枝下高を推定する。crown 

ratio-based method は，樹冠比から枝下高を推定する。こ

れらの手法は，処理が簡単で計算コストが低いため，大

規模なデータセットの処理に適している。しかし，樹冠

の形状を詳細に表現できないため，精度が低下する可能

性がある。 

近年，深層学習を用いた手法も提案されている。この

手法は，樹高プロファイルから枝下高を推定する深層学

習モデルを学習することで，精度の高い枝下高推定が可

能である。しかし，モデルの学習に大量のデータ量が必

要である。多源データ融合を用いた手法も研究されてい

る。この手法は，LiDAR データだけでなく，他のセンサ

ーデータ（画像データ，気象データなど）も用いて，枝

下高を推定する。単一センサーデータよりも精度を向上

させられる可能性がある。しかし，データの収集や処理

が複雑になる。 

このように，枝下高の推定手法には，それぞれに利点

と欠点がある。本研究の目的は航空機 LiDAR データか

ら簡便な方法を用いてスギ，ヒノキ林の樹冠長を広域で

推定することである。 

 

II 材料と方法 

1．研究対象地 研究対象地は，福岡県久留米市のスギ，

ヒノキ林とした（図–1）。久留米市の総面積は 22,996 ha

であり，そのうち森林は 3,348 ha と総面積の 15％を占め

ている。森林面積のうちスギ，ヒノキを主体とする人工

林面積は 2,477 ha であり，人工林率は約 74％である(2)。

久留米市の年平均気温は16.8℃，年間降水量は1938.4 mm，

日照時間は 1963.9 時間となっている(1)。梅雨にあたる 6

月と 7 月は月間 300 mm 以上の降水量があり，特に 2019

年 7 月 21 日には 1 日で 323.5 mm の雨量を記録する(1)な

ど集中豪雨による被害が，台風による強風の被害ととも

に懸念される地域である。 

 

 
図–1.  研究対象地（福岡県久留米市森林域） 

Fig.1 Study area (Forest area in Kurume City, Fukuoka, Japan) 

 

2．地上調査データ プロットデータは，久留米市によ

り「令和３年度久留米市森林経営管理制度推進業務」と

して業務委託の中で，森林資源解析を行うために測定さ

れたものである。プロットデザインは，半径 11.28 m の

円形プロットで面積は 0.04 ha である。プロット中心位置

はスマート測量ポール（パスコ社）により測定された。

調査対象木はスギとヒノキである。胸高直径は，5 cm 以

上の樹木すべてを山側斜面の地上 1.2 m の位置を，直径

巻き尺を用いて計測した。樹高と枝下高はプロットごと

に 10 本程度を，超音波樹高測定器バーテックス IV

（HAGLOF 社スウェーデン）を用いて測定した。プロッ

ト数はスギ 29 プロット，ヒノキ 31 プロットである。樹

高と枝下高が未測定の樹木については，それぞれについ

て以下の方法で推定した。樹高については，スギ，ヒノ

キそれぞれについて，樹高と胸高直径の関係を示すネズ

ルンド式：H ~ (1.2 + (DBH^2 / (a + b * DBH)^2))を用いて

推定した。パラメータ a, b については，ランダム効果を

設定するかの検討を行い，赤池情報量規準 AIC を用いて

最適なモデルを選択した。枝下高については，樹種を分

けずに枝下高と胸高直径の線形式を用いて推定した。単

木データはプロットごとに集計を行い，ローレイの平均

樹高，平均枝下高，平均胸高直径を算出した。これらの

解析および以下の航空機 LiDAR データの解析には，R お

よび lidR パッケージを用いた(3, 4, 5)。 

スギ，ヒノキ合わせて 60 プロットに通し番号を付け

た上で，偶数，奇数のグループに分けて，それぞれモデ

ル作成用，検証用のデータとした。 

3．航空機 LiDAR データ 本研究で用いた航空機
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LiDAR データは，福岡県の「令和 2 年度福岡県森林航空

レーザ測量等業務委託」により 2020 年 11 月 17 日～12

月 2 日に取得された。仕様上の点密度は，4 点／m2であ

る。観測には回転翼の AS350B が使用され，対地高度は

700 m，飛行速度は 20 m/s であった。使用されたレーザ

スキャナは，ニコントリンブル社製Harrier68i である。 

4．航空機 LiDAR データからの統計量 

航空機 LiDAR データの解析は，単木の形状を再現し

て解析する単木単位の解析と単位面積での点群の統計値

を用いるエリアベースの解析に分けられる。本研究では

エリアベースの解析を行った。統計値を計算する前に，

点群の z 値から標高値を引いて z 値から地形の影響を取

り除いた。また最初の反射であるファーストパルス以外

の点群は解析対象から外した。さらに下層植生の影響を

除去するため，地上から 2 m 以下の点群も解析対象から

外した。統計値を計算する単位は地上調査プロットの大

きさに合わせて直径 11.28 m の円とし，この内部の点デ 

ータの z 値（高さ）の最大値，最小値，平均値，標準偏

差，パーセンタイル値などの基本的な統計量を計算した。 

5．ローレイの平均樹高，枝下高の推定 

プロットごとの統計量から平均樹高を推定する手法と

しては，z 値の 80 パーセンタイル値が統計的に平均樹高

を適切に表現できるとの先行研究がある(6)。このため本

研究では，z 値の 80 パーセンタイル値（以後 zq80）に加

え，75 パーセンタイル値（以後 zq75），85 パーセンタイ

ル値（以後 zq85），z 値の最大値（以後 zmax），z 値の平

均値（以後 zmean）について，モデル作成用データを用

いて線形回帰モデルを作成し，それを検証用データに当

てはめ RMSE を計算することで検討を行った。この際，

単回帰モデルの他に標準偏差（以後 zsd）を加えた重回帰

モデルの結果についても同様に検討した。枝下高につい

ても，zq60，zq65，zq70，zmean の単回帰モデルと zsd を

加えた重回帰モデルについて検討を行った。 

6．樹冠長のマッピング 

対象地域の樹冠長をマッピングするため，航空機

LiDAR データ取得地域を 20 m×20 m のメッシュに分け

て，その内部の統計量を計算した。それぞれのメッシュ

について，5．で選択されたモデルを用いてローレイの平

均樹高と枝下高を推定し，その差分を計算することで樹

冠長を求め，久留米市内の森林域の樹冠長を求めた。 

III 結果と考察 

1．ローレイの平均樹高推定 

表–1 はローレイの平均樹高推定の回帰分析における

修正決定係数と RMSE を示す。パーセンタイル値を利用

した単回帰分析の結果では，zq75 を説明変数としたとき

に一番 RMSE が小さくなった。単回帰と重回帰では zsd

を加えた重回帰分析のほうがやや RMSE が小さくなっ

た。zmax，zmean を使った単回帰では RMSE が 2 前後と

パーセンタイル値を使った推定よりも RMSE が大きく

なった。zmean では，zsd を加えた重回帰にすることで

RMSE は改善した。スギ，ヒノキの樹種の違いも検討し

たが顕著な違いはなかった。 

2．枝下高の推定 

表–2 はローレイの枝下高推定の回帰分析における修

正決定係数と RMSE を示す。枝下高の推定では，zmax を

使った単回帰およびzmaxにzsdを加えた重回帰でRMSE

が 2.8 以上と大きくなったが，それ以外では RMSE は，

2 弱で大きな違いはなかった。また zmax のとき以外は

zsd は有意な変数とはならなかった。スギ，ヒノキの樹種

の違いも検討したが顕著な違いはなかった。 

表–1. ローレイの平均樹高推定の回帰分析における修正

決定係数と RMSE 

Table 1 Adjusted R-square and RMSE in Regression Analysis 

of Lowrey's Mean Tree Height Estimation 

表–2. 枝下高推定の回帰分析における修正決定係数と

RMSE 

Table 2 Adjusted R-square and RMSE in Regression Analysis 

of Crown Base Height Estimation 

Adjusted R-squere RMSE (m)
zq75 0.953 1.832
zq75+zsd 0.955 1.751
zq80 0.955 1.847
zq80+zsd 0.956 1.783
zq85 0.956 1.868
zq85+zsd 0.955 1.829
zmax 0.884 1.957
zmax+zsd 0.888 2.092
zmean 0.934 2.023
zmean+zsd 0.958 1.766

Adjusted R-squere RMSE (m)
zq60 0.983 1.899
zq60+zsd 0.983 1.943
zq65 0.982 1.925
zq65+zsd 0.983 1.973
zq70 0.981 1.951
zq70+zsd 0.983 2.001
zmax 0.963 2.800
zmax+zsd 0.972 2.970
zmean 0.985 1.926
zmean+zsd 0.984 1.946
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3．樹冠長のマッピング 

樹高や枝下高を推定する際に，パーセンタイル値を利

用することにより RMSE が小さいモデルを作成できる

ことが明らかとなったが，パーセンタイル値を利用する

場合には探索的に最適なパーセンタイル値を選ぶ手間が

生じる。このため，本研究では最適なパーセンタイル値

を利用するのと遜色な結果を出した zmean 値と zsd 値を

利用したモデルでマッピングを行った。この際，利用し

たモデルは以下の通りである。 

LH ~ zmean + zsd (1) 

HB ~ zmean (2) 

ここで，LH はローレイの平均樹高，HB は枝下高を示

す。 

図–2 は推定されたローレイの平均樹高，図–3 は推定

された枝下高，図–4 は推定された樹冠長を示す。 

図–2. 推定されたローレイの平均樹高 

Fig. 2 Estimated Lorey’s Height 

図–3. 推定された枝下高  

Fig. 3 Estimated Crown Base Height 

図–4. 推定された樹冠長 

Fig. 4 Estimated Crown Length 

本研究の結果より航空機 LiDAR データからからロー

レイの平均樹高と枝下高を推定し，樹冠長を広域で推定

することが可能であることが示された。しかし，求めた

樹冠長を検証したところ，その推定精度は低く，実際の

樹冠長との乖離があることが明らかとなった。航空機

LiDAR データ解析における平均樹高，枝下高と樹冠長と

の関係については今後も検証を進める必要がある。また

解析に用いたプロットデータは，樹高と枝下高について

はプロット内の代表木のみ測定されており，未測定のデ

ータはネズルンド式などで推定された値からプロットの

平均値として求めている。こうしたことも解析に影響を

与えている可能性がある。今後，毎木の測定データが得

られる地域で本研究結果の適用性を検証していく必要が

ある。 

謝辞：本研究は，農林水産研究推進事業委託プロジェク

ト研究「管理優先度の高い森林の抽出と管理技術の開発」
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環境情報と空間解析によるヤナギ超短伐期施業の適地評価

－千葉県印西市，宮崎県都農町のポテンシャルと課題－

髙橋正義 1・北原文章 1・鄭峻介 2・早舩真智 3・大森聡 4 

1森林総合研究所・2森林総合研究所北海道支所・3森林総合研究所関西支所・4 筑波大学 

要旨：FIT 制度導入などを背景に，燃料用木質バイオマス材の需要が急速に高まっており，新たな供給方法として，

ヤナギ超短伐期施業による木質バイオマス生産に注目が集まっている。NEDO・エネルギーの森事業においてヤナギ

超短伐期施業による木質バイオマス生産の実証試験を開始した千葉県印西市，宮崎県都農町を対象に，現存植生図や

土壌分類図などの環境情報と GIS を用いた空間解析により，ヤナギ超短伐期施業の適地を評価した。印西市は，ヤナ

ギ超短伐期施業の適地である耕作放棄地や平地林が市全域にあるのに対し，都農町の適地は東部の平野に限られてい

た。 

キーワード：ヤナギ，超短伐期施業，適地評価 

Assessment of suitable sites for willow short rotation coppice with environmental information and 

spatial analysis 

-Potential and Challenge in Inzai City, Chiba and Tsuno Town, Miyazaki

Masayoshi TAKAHASHI1, Fumiaki KITAHARA1, Shunsuke TEI2, Masatomo HAYAFUNE3, Satoshi OMORI4 

1Forestry and Forest Products Research Institute; 2Forestry and Forest Products Research Institute Hokkaido Research Center; 
3Forestry and Forest Products Research Institute Kansai Research Center; 4University of Tsukuba 

Abstract: Demand for woody biomass for fuel is increasing rapidly accelerating the introduction of the FIT system. Huge attention 

is being drawn to the willow short rotation coppice (SRC) as a new supply method for fuel wood. The assessment of suitable sites 

for willow SRC in Inzai City, Chiba Prefecture, and Tsuno Town, Miyazaki Prefecture is done, where demonstration trials for woody 

biomass production using willow SRC were started supported by the NEDO Energy Forest Project. Environmental information such 

as vegetation maps and soil classification maps were used for spatial analysis using GIS. In Inzai City, abandoned agricultural lands 

and lowland forests, which are suitable areas for willow SRC, are located throughout the city. Whereas suitable areas in Tsuno Town 

are limited to the eastern plains. 

Keywords: Willow, Short Rotation Coppice, Assessment of Suitable sites 

I はじめに 

日本国内に約 30 種あるヤナギは，穂木で容易に植栽

が可能で初期成長に優れる。萌芽再生する樹種を用いる

ことで，2 - 5 年程度の短伐期での伐採と萌芽再生を繰り

返すことで木質バイオマスを生産する超短伐期施業

（Short Rotation Coppice）が可能である。欧米ではすでに

実用化されており，日本国内でも旺盛な需要によって不

足する木質の燃料用材の新たな供給源として注目を集め

ている。超短伐期施業に関する国内での研究は北海道を

中心に行われてきており，1,5 万本/ha の穂木を植栽し，

伐期 3 年，萌芽更新による 7 回の収穫を繰り返す施業体

系の提示(5)や，北海道におけるバイオマス生産に適した

ヤナギ 2 種の優良系統の選抜(6)などが行われている。近

年では関東地方でもヤナギのバイオマス生産に向けた樹

種と施肥効果に関する研究(4)などが進められており，ヤ

ナギによる日本国内でのバイオマス生産は技術的に可能

と考えられる。 

ヤナギを用いた商用規模でのバイオマス生産には，大

論 文 関東森林研究 76-1 (2025) 
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面積でヤナギを植栽する必要があることから，その栽培

適地についても検討が必要である。伊藤ら(2)は，環境情

報を用いて北海道内におけるヤナギ超短伐期施業の可能

性を評価した。さらに北海道下川町を対象にした研究と

して，環境情報を用いたヤナギ施業適地の抽出(3)や土地

利用，農機利用，運材距離などを想定した栽培適地評価

(1)を行っており，地域におけるヤナギバイオマス生産の

定量的なポテンシャルを理解するために必要な情報を取

得する試みがなされている。 

著者らが参画する研究グループは，国立研究開発法人

新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）新たな燃

料ポテンシャル（早生樹等）を開拓・利用可能とする“エ

ネルギーの森”実証事業の支援を受け，ヤナギ超短伐期

施業技術を活用した木質バイオマス燃料用材の生産実証

を開始した。そこで，実証地が位置する宮崎県都農町お

よび千葉県印西市を対象として，ヤナギ超短伐期施業に

よる木質バイオマス生産のポテンシャルを評価すること

を目的として，ヤナギ超短伐期施業の適地を分析，評価

し，ポテンシャルと課題を明らかにした。 

 

II 対象地，資料と方法 

1．対象地 対象地は NEDO 実証事業でヤナギの栽培

実証地が位置する宮崎県都農町と千葉県印西市とした。 

宮崎県都農町は，人口約 10 千人の町で，宮崎県北部の

日向灘に面し，面積は 10,211 ha である。そのうち耕地は

1,400 ha，林野面積は 6,854 ha である。千葉県印西市は，

千葉県北部に位置し，北側は利根川に接する，人口約 103

千人の市である。面積は 12,379 ha で，そのうち耕地は

4,130 ha で，林野は 2,475 ha である。 

2．資料および方法 先行研究である伊藤ら(3)および

古家ら(1)を参考に，環境情報として，第６回・第７回自

然環境保全基礎調査植生調査のうち現存植生図（環境省），

国土数値情報（国土交通省）のうち自然保護地域図，土

壌分類図，土地分類調査のうち 250 m メッシュ傾斜角図

を用いた。対象自治体が含まれるデータをそれぞれの公

開サイトからダウンロードし，現存植生図は，先行研究

における土地利用／被覆カテゴリを参考に，凡例を再分

類し，土地利用／被覆図を作成した（図–1）。土壌分類

図も同様に先行研究のカテゴリを参考に再分類した（図

–2）。土地利用被覆図および土壌分類図から，先行研究

でヤナギの施業適地とされる区分を抽出し，適度に応じ

たカテゴリ分けを行った。 

傾斜角図は，農機利用を想定したカテゴリに再分類（図

–3）し，農機利用を想定した傾斜 15 度以下のエリアをさ

らに抜き出した。 

さらに，農地の区画情報である農林水産省の筆ポリゴ

ンデータ（令和 6 年データ，図-4）を利用してその土地

が農地であるかをオーバーレイ解析によって分析した。 

 

 

 

図–1. 宮崎県都農町の土地利用被覆図 

Fig.1 Land use and Land cover map of Tsuno town, 

Miyazaki.  

図–2. 宮崎県都農町の土壌分類図 

Fig.2 Soil type map of Tsuno town, Miyazaki. 

図–3. 宮崎県都農町の傾斜区分図 

Fig.3 Slope map of Tsuno town, Miyazaki. 
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 ヤナギの施業適地について，先行研究（1, 3)と同様に，

農機利用が可能な平坦な場所で，ヤナギの生育，栽培が

可能な土地利用被覆および土壌条件が重なる場所とした。

傾斜条件は傾斜角 15°以下を農機利用が可能な平坦地

とし，それ以上の傾斜は不適とした。土地利用被覆は，

耕作放棄地や雑草群落などヤナギの施業によって土地利

用の有効活用にもつながる適地スコア+++とし，伐跡群

落等を適地スコア++に，場合によっては転換の可能性が

ある農耕地，植林地などは潜在適地として適地スコア+

とした。土壌条件はヤナギ生育可能性の工程に基づく土

壌分類群 5 区分を踏まえ，褐色森林土壌を適地スコア+

とした。土地利用被覆ではヨシ群落など，土壌分類では

砂丘未熟土壌などの先行研究で分類が示されていない条

件は要検討エリアとして適地スコアを付与しなかった。 

 

III 結果と考察 

図-5 に宮崎県都農町の適地区分図を示した。都農町の

施業適地は町の東部に集中していた。都農町西部は主と

して山間部の森林地帯で，傾斜が緩やかな植林地などが

わずかに散在する程度であった。都農町は，ほとんどの

場所では適地スコア＋であり，最も適するとされるスコ

ア+++に分類される土地は極めて少ないことが明らかに

なった。 

図-6に千葉県印西市のヤナギの施業適地評価図を示し

た。印西市には傾斜 15 度以上の傾斜条件の場所が存在

せず，市全域にヤナギ施業が可能な土地利用が広がって

いた。印西市でも都農町と同様，適地スコア+が最も多か

ったが，適地スコア+++に分類される場所が市中央部に

見られたことが異なっていた。適地スコア+++の多くは

ニュータウン開発に伴う造成地が広がるエリアで，都市

開発にとっても適している場所であり，他の土地利用と

の競合が避けられない場所と考えられる。土地利用被覆

に用いた現存植生図が作成されてからやや時間が経過し

ており，現地踏査から，適地スコア+++に区分された場所

の多くはすでに都市的土地利用（物流・商業施設，デー

タセンター，太陽光発電所）などに利用されていたこと

から，印西市で適地スコア+++の場所が大面積でヤナギ

の超短伐期施業に活用される可能性は低いと考えられる。 

表-1に印西市および都農町のヤナギ施業適地評価と農

地区画の割合との関係を示した。印西市の適地は約 5,100 

ha で，市の面積の約 4 割が適地と判定された。一方，都

農町でヤナギの適地と判定された面積は 1,800 ha，町の

面積の約 18 %であった。また，都農町は適地と判定され

た場所の約 89 %が農地の区画であった。これはヤナギの

栽培に適した土壌，土地利用の場所で比較的平坦で農機

利用が可能なエリアはほぼ農地であったことを表す。し

たがって都農町でヤナギの超短伐期施業は耕作に使われ

ていない農地，すなわち耕作放棄地が最も有力であると

いえる。一方で，印西市はヤナギ施業適地に占める農地

の割合が約 68 ％と都農町より低い傾向にあり，施業適

図–4. 宮崎県都農町の筆ポリゴン図 

Fig.4 Agricultural land map of Tsuno town, Miyazaki. 

図–5. 宮崎県都農町のヤナギ施業適地評価図 

Fig.5 Willow SRC potential map of Tsuno town, 

Miyazaki. 

図–6. 千葉県印西市のヤナギ施業適地評価図 

Fig.6 Willow SRC potential map of Inzai city, Chiba. 
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地の約 3 割が農地以外の土地利用であった。筆ポリゴン

は衛星画像等のリモートセンシングデータを元に作成さ

れているため，長年耕作放棄され林地化した場所は含ま

れていないものと考えられる。また，筆ポリゴンには平

地林は含まれないことから，印西市では低利用の平地林

もヤナギ超短伐期施業に適用できる場所があることが示

唆された。 

ヤナギの施業適地に関する先行研究を参考に，現存植

生図や国土数値情報，筆ポリゴンといった公開の環境情

報と空間解析によって千葉県印西市と宮崎県都農町のヤ

ナギ超短伐期施業の適地を評価し，両自治体がヤナギ施

業のポテンシャルをどの程度有しているかを定量的に示

せた。使用した環境情報はいずれも全国でデータが整備

されていることから，今回示した方法は，全国の他の自

治体でも直ちに適用でき，ヤナギの超短伐期施業のポテ

ンシャルを知る最初の一歩としての情報を得ることが可

能である。筆ポリゴンを用いた解析を行うことで，ヤナ

ギの施業適地と土地利用の中でも大きな面積を有する農

地との関係を示し，ヤナギ超短伐期施業による耕作放棄

地の解消に役立つ可能性を定量的に把握できる。 

一方で，今後検討すべき課題がいくつか明らかになっ

た。全国で簡便に適用可能であることを念頭に，全国デ

ータが公開されている 250 m の傾斜区分図としたが，こ

れは先行研究よりも解像度が劣る。農機利用評価の観点

からは，より精細な地形データを用いることがのぞまし

い。ヤナギの施業をより具体的に検討する段階で，精細

な地形データによる地形解析と再評価をすることが望ま

しい。大規模なヤナギ栽培を想定する場合，道路のアク

セス度は重要な要素の一つであるが，今回示した方法は

道路のアクセス度は考慮しなかった。また，古家ら(1)が

示した，栽培・収穫したヤナギを木質バイオマス発電所

等の需要サイドへ運搬するコストを考慮した評価も重要

である。加えて，使用した環境情報が作成されてからや

や時間の経過したものも含まれていた。無人航空機を用

いた空中写真等のより鮮度の高いデータを用いることで，

より精緻な適地評価が可能になると考えられる。ヤナギ

超短伐期施業の実用化とその普及を図るためにも，引き

続きヤナギ超短伐期施業の適地評価手法の改良に取り組

む必要がある。 

謝辞：本研究は，国立研究開発法人新エネルギー・産業

技術総合開発機構（NEDO）の助成事業（JPNP21002）
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⾯積(ha) 割合(%) ⾯積(ha) 割合(%)

スコアなし 899.06 5.30 507.12 9.30
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71 年生アカマツ人工林の成長経過と間伐の影響 

細田和男 1・西園朋広 1・北原文章 1・田中真哉 1・小谷英司 1 
1森林総合研究所 

 

要旨：アカマツ人工林としては全国で唯一現在でも調査を継続している浅間山麓の収穫試験地について，71 年生まで

の成長経過を整理した。意図的に間伐を行っていない比較区はもちろん，弱度の下層間伐が繰り返されてきた間伐区

も収量比数 0.8 を上回る高い密度を保っているが，上層樹高や幹材積合計は高齢になっても頭打ち傾向が弱く，直線

的に増加していた。間伐区と比較区の総粗成長量はほぼ一致し，最終収量一定の法則に従っていた。 

キーワード：収穫表，相対幹距，収量比数，総成長量，平均成長量 

 

Growth and thinning effect of 71-years-old Japanese red pine plantation 
Kazuo HOSODA1, Tomohiro NISHIZONO1, Fumiaki KITAHARA1, Shinya TANAKA1, Eiji KODANI1 

1Forestry and Forest Products Research Institute 

 

Abstract: The growth process of the 71-years-old Japanese red pine plantation was summarized. Both thinned and 

un-thinned plot maintained high densities, with relative yield index exceeding 0.8. The increase in the top height and 

the stand volume did not slow down as they aged, but continued to increase linearly. The total gross increment of the thinned and 

un-thinned plot was almost the same, and it followed the law of constant final yield. 

Keywords: yield table, relative spacing, relative yield index, total increment, mean annual increment 

I はじめに 

森林総合研究所は森林管理局と共同で全国の国有林に

収穫試験地と称する長期固定試験地を設定し，主として

人工林の成長量や林分構造の推移を長期間にわたって調

査してきた(6)。収穫試験地の樹種は現在スギ，ヒノキ，

カラマツまたはトドマツがほとんどである。樹種別人工

林造林面積に占めるマツ類（アカマツ，クロマツ，リュ

ウキュウマツ）の割合は，現在は 1％程度に過ぎないが，

1970 年度までは 10%以上で，ヒノキあるいはカラマツを

上回っていた年度もあり(7)，かつてはアカマツも主要造

林樹種のひとつであった。このため，アカマツについて

も関東森林管理局管内に 7 か所，中部森林管理局管内に

4 か所の人工林収穫試験地が設定された。しかし，松く

い虫被害を受けてほとんどの試験地が順次廃止となった。

本稿では，全国で唯一現在でも調査を継続している貴重

なアカマツ人工林収穫試験地について，2024 年 6 月に定

期調査を行ったので，これまでの成長経過や間伐区と無

間伐区の違いについて報告する。 

 

II 資料と方法 

報告する高峰アカマツ人工林収穫試験地は，中部森林

管理局東信森林管理署管内，長野県小諸市高峰国有林に

所在する。浅間山の山頂から西南西に約 7 km の山腹緩

斜面に位置し，標高は約 1,200 m，傾斜 5～12°，斜面方

位は南～南西向き，土壌型は BD である。西側は防火線

を挟んで民有林，南側はカラマツ人工林，その他はアカ

マツ人工林に隣接している。 

1953 年の春，アカマツ林の伐採跡地に ha あたり約

3,000 か所の播種穴を設け，周辺林分から採取したアカマ

ツ種子の人工播種が行われた。播種後 1955 年まで毎年 1

回，計 3 回の下刈りが実施されている。1959 年 12 月に

0.238 ha の標準地（間伐区）が設定された。また 1964 年，

意図的に間伐を行わない 0.1 ha の無間伐区（比較区）が

追加設定された。以後 2～7 年間隔で計 13 回（比較区は

11 回）の定期調査が行われた。その間，間伐区では計 8

回の下層間伐が実施され，材積間伐率は 12～24 ％であ

った。 

定期調査での調査内容は，個体識別のうえ胸高直径と

樹高の全数測定，寺崎式樹型級区分，被害の有無等であ

る。胸高直径は，ペンキで印づけられた毎回同じ胸高位

置を輪尺によって 0.1 cm刻みで 2方向測定した平均であ

る。樹高は年代により測高ポール，ブルーメライス測高

器，バーテックス測高器によって 0.1 m 括約で全て実測

されてきた。 

試験地の成長経過の特徴をみるため，早尾(1)に収録さ

れている「長野，新潟県地方あかまつ収穫表」（1944 年 7
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月，林業試験場技師 麻生誠調製，前橋営林局発表）の主

林木（間伐木以外の生立木）の平均値や合計値を比較対

象とした。また本数密度の指標として，試験地の各時点

の上層樹高と ha あたり本数密度から，相対幹距と収量比

数を算出した。相対幹距は，上層樹高に対する平均樹木

間距離の百分率であり，平均樹木間距離は「10000÷本数

密度」の平方根で計算した。当地方の国有林アカマツに

特化した密度管理図は作成されていないため，収量比数

は「関東・中部地方アカマツ林分密度管理図」（1973 年 3

月，日本林業技術協会調製，林野庁監修）によって求め

た(5)。間伐区，比較区ともに枯死木は平均値や合計値の

計算に加えなかった。ただし，幹材積の総粗成長量には

枯死木も加算した。なお上層樹高については，試験地で

は樹型級区分も行われてきているので上層木のみの平均

樹高を算出することもできたが，個人差のない，より客

観的な評価のために Lorey の平均樹高（胸高断面積を重

みとする加重平均樹高）をもって上層樹高とした。Lorey

の平均樹高は，目視での階層区分による上層樹高に近い

ことが細田ら(2)によって確かめられている。 

 

III 結果と考察 

 1. 上層樹高の推移と樹高地位 前述のとおり，間伐区

では弱度の下層間伐が繰り返された一方，比較区は意図

的に間伐が行われなかった。このため比較区には被圧木

が多数混在しているが，上層樹高で比較すると両区はお

おむね同じ経過で，特に 56 年生まではほぼ一致，61 年

～71 年生では比較区の方がやや高く，その差は 1.0～1.6 

m であった（図–1）。両区は同一の平衡緩斜面に設定さ

れ，緩衝帯を挟んで等高線方向に隣接しており，上層樹

高の推移を考え合わせると，両区の地位はほぼ同等と判

断される。 

 収穫表と比較すると，試験地は調査開始当初，地位 3

等に相当していたが，その後地位 2 等相当，51 年生以降

は地位 2 等と 1 等の中間程度で推移している（図–1）。収

穫表と比べて，試験地は加齢に伴う樹高成長の頭打ち傾

向が弱く，60 年生を超えた現在も比較的直線的に樹高が

増加していることが見てとれる。 

杉田(9)は岩手県のアカマツ天然林の個体の成長経過

を樹幹解析によって分析し，樹高成長が停止するのは樹

齢 80～120 年であったと報告している。場所の違い，人

工林と天然林との違いはあるが，本試験地の樹高成長も

当面の間，あまり頭打ちにならずに持続する可能性が高

いと考えられる。 

 2. 本数密度の推移 前述のとおり，本試験地では ha

あたり 3,000 か所の播種穴を設けて播種が行われたが，

ひとつの穴に複数の種子を播いた結果，初期には 3,000

本/ha を大きく上回る立木が成立していた。試験地として

設定された 7 年生当初，ひとつの播種穴から 1～12 本，

平均 4～5 本のアカマツが発生している，との観察記録

が残っている。71 年生現在でも，比較区においては 1 か

所に 2～3 本が群状に残存していることは少なくない。

この結果，図–2 に示すとおり，両区ともに収穫表 3 等を

上回る本数密度で推移し，特に比較区は収穫表 3 等の 2

倍を上回っていた。なお図–2～4, 6 において，間伐区の

同一林齢で結ばれた 2 点は間伐の前後の値を示している。 

 3. 相対幹距と収量比数の推移 間伐区の 22 年生以降

の相対幹距はおよそ 16～20％，収量比数はおよそ 0.8～

0.9 で（図–3，図–4），弱度の間伐を繰り返しながら高い

密度で管理されてきた。間伐区では間伐による本数減少

図-2. 本数密度の推移 

Fig. 2 History of stand density 

図-1. 上層樹高の推移 

Fig. 1 History of top height 
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以外にも，競争による自然枯死が定期調査のたびに数本

ずつ確認されてきた。國崎(4)は，岩手県内で自己間引き

が生じているアカマツ人工林の相対幹距の上限が 19.1％

であることを報告し，自己間引きが発生しやすい，混み

すぎの基準として相対幹距 20％を提案した。本試験地の

間伐区でも自然枯死が生じていることは，國崎の提案に

合致しているといえる。 

 比較区の 22 年生以降の相対幹距はおよそ 12～14％，

収量比数はおよそ 0.95 前後で自己間引きを起こしなが

ら，密度管理図の最多密度曲線に沿って推移してきた（図

–3，図–4）。最多密度曲線の切片が妥当であるという前提

に立てば，比較区が収量比数 1.0 よりもやや低い密度で

推移しているのは，群状に成立している立木があるから，

という解釈ができるかもしれない。林分内に均等に残存

しているよりも，群状の方がより隣接木との競争が激し

いと考えられるからである。 

4. 胸高直径の比較 本数密度が異なる結果，71 年生現

在の平均胸高直径は間伐区が 37.4 cm に対して，比較区

は 30.3 cm と明らかに小さかった。比較区のなかでは 27 

cm 未満の割合が多く，比較区の平均胸高直径を引き下げ

ている一方，35 cm 以上の範囲では比較区よりも間伐区

の本数が多かった（図–5） 

5. 幹材積合計，総成長量，平均成長量の推移 比較区

は平均胸高直径が小さいが本数密度が高いので，現存す

る幹材積合計では間伐区を大きく上回っている（図–6）。

また，比較区は初期から一貫して，また間伐区は 51 年生

以降おおむね収穫表 1 等を上回っている。幹材積合計に

過去の間伐量を加算した総純成長量で比較すると（図–7），

逆に間伐区のほうが比較区よりも明らかに多い。さらに

過去の枯死量を加算した総粗成長量で比較すると，間伐

区と比較区はほぼ一致し，最終収量一定の法則に従って

いることが確認された。 

総純成長量をその時点の林齢で除した平均純成長量は，

伐期の選択に関わる重要な指標である。収穫表の平均純

成長量は 40 年生前後でピークとなるが（図–8），本試験

地は間伐区，比較区ともに，51 年生以降平均純成長量は

おおむね一定であり，明らかなピークが認められないこ

とが特徴的である。なお，30～44 年生で間伐区の平均純

成長量の増加が停滞，比較区では減少しているのは，台

風の影響と思われる枯死が一時的に増えたためと考えら

れる。 

 

Ⅳ おわりに 

 これまでスギ，ヒノキ，カラマツの収穫試験地につい

ては，既存の収穫表と比較して高齢になっても樹高成長

や幹材積成長が衰えないことが多いことが確認されてい

る(3)。上に述べたとおりアカマツについても１例ではあ

るが，スギなどと同様の傾向にあることが初めて分かっ

図-5. 71 年生時点の胸高直径分布 

Fig. 5 DBH distribution in 71-years-old 

図-3. 相対幹距の推移 

Fig. 3 History of relative spacing 

図-4. 収量比数の推移 

Fig. 4 History of relative yield index 
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た。 

1783 年の浅間山噴火後に成立した当地のアカマツ天

然林は「霧上の松」とも呼ばれ(8)，一部は中部森林管理

局により希少群落保護林や特別母樹林に指定されている。

報告した試験地は天然林ではなく播種造林による人工林

であるが，種子は周辺林分から採取されたもので，遺伝

的には天然林と同一と考えられる。標高が高く，幸いに

して現在までのところ松くい虫の被害を免れており，ア

カマツ人工林の成長経過や間伐効果を記録する貴重な事

例として，今後も定期的な追跡調査を行っていく必要が

ある。 

謝辞：本報告にあたり，当試験地の維持管理にご高配を

いただいている中部森林管理局技術普及課ならびに東信

森林管理署の各位に謝意を表します。また，著者以外に

過去の定期調査を担当した森林総合研究所 家原敏郎，齋

藤英樹，髙橋正義，古家直行，山田祐亮，福本桂子，大

道一浩（現林野庁），光田 靖（現宮崎大学）の各氏，と

りわけ試験地設定後間もなくから 2000 年度まで長年に

わたって担当された元森林総合研究所木曽試験地主任

（故）原光好氏に深く敬意を表します。 
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Fig. 6 History of stand volume 
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図-7. 幹材積成長量の推移 

Fig. 7 Total increment of stand volume 
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Thinning and subsequent vegetation changes in abandoned forests 
in the Soma region of Fukushima Prefecture 

Iwao UEHARA1 
1Tokyo University of Agriculture 

Abstract: Since the 2011 of the Pacific coast of Tohoku Earthquake, many abandoned forests remain in Fukushima Prefecture. In 
this research, I aimed to thin abandoned Japanese cedar and cypress forests and secondary broadleaf forests in the Soma region, one 
of the areas severely contaminated by radioactive fallout, observe the subsequent vegetation recovery, and make recommendations 
regarding future operations in the area. The research method was to thin 50% of the trees in each study stand from 2019 to 2022, 
compare the relative light intensity before and after thinning, and conduct a vegetation survey from June to October 2024 in four 
study areas of 10 m x 10 m (1 are). Although seedlings of 30 to 50 tree species were found in each stand, their top growth was low, 
and the coverage of the forest floor was also low in Japanese cedar and cypress stands. The main reason for this was thought to be 
low light intensity due to canopy closure, and additional thinning was considered necessary.  
Keywords: relative illuminance, forest floor vegetation, coverage, seedlings, 50% thinning 

福島県相馬地方の放置林における間伐の実施とその後の植生変化 

上原巌 1  
1東京農業大学 

要旨：2011 年 3 月の東日本大震災の発生以来，福島県内の各地にはいまなお放置された状態の山林が数多く存在して

いる。本論文では，放射性降下物の汚染が甚大であった地域の一つである相馬地方のスギ，ヒノキの放置林および広

葉樹二次林を対象地とし，それぞれ間伐をおこない，その後の植生回復を観察し,今後の当地における施業について提

言することを目的とした。研究の方法は，各調査林分において 50％の本数間伐を 2019 年～2022 年に実施し，間伐前

後の相対照度を比較し，それぞれ 10 ｍ×10 m（１a）の調査区を 4 か所ずつ設けて，2024 年 6～10 月に植生調査をお

こなった。各林分では 30～50 樹種前後の実生が見出されたものの，その上長成長は低く，スギ，ヒノキ林分において

は林床の被覆度も低かった。その主な理由には林冠閉鎖による低照度が推察され，追加の間伐が必要と考えられた。

キーワード：相対照度，林床植生，被覆度，実生，50％間伐

I . Introduction 

Since the Great East Japan Earthquake and the serious 
nuclear accident in March 2011, many abandoned forests 
remain in Fukushima Prefecture. I have been continuously 
monitoring radioactive cesium in abandoned forests in the 
Soma region, which suffered the most damage, since the 
earthquake in 2011 (1, 4, 5). After the half-life of cesium-134 
passed, a decrease in radioactive cesium concentrations was 
observed from around 2018, so thinning was started and 
implemented in 2019 (6, 7). There have been several reports on 
the difficulties of thinning and subsequent vegetation recovery 
in abandoned artificial forests, particularly in cypress forests (2, 
3, 8, 9). The purpose of this study is to investigate the recovery 
of vegetation after thinning in these forests.  

Ⅱ. Research Methods 
The subjects of the study were 4 forest stands: ① 36-year-

old Japanese cedar (Cryptomeria japonica) stand: tree density 
3000  trees / ha, average tree height 11 m, average DBH 20 cm 
(Imada district, Soma City); ②30-year-old Japanese cypress 
(Chamaecyparis obtusa) stand tree density 3500 trees / ha, 
average tree height 12 m, average DBH 15 cm (Haramachi 
district, Minamisoma City); ③ 20-year-old Japanese cypress 
stand: tree density 2000 trees / ha, average tree height 8 m, 
average DBH 14 cm (Odaka district, Minamisoma City); ④
Broadleaf secondary forest mainly composed of tall trees such 
as Quercus serrata and Castanea crenata: tree density 3500 
trees / ha, average tree height 17 m, average DBH 25 cm 
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(Tamano district, Soma City). 
The research method was to thin 50% of the trees in each forest 

stand in December 2019 in the cedar forest (①), in 2020 in the 
cypress forest (②), in 2021 in the broadleaf forest (④), and in 
2022 in the cypress forest (③). Relative light intensity was 
measured again six months after the thinning, and a comparison 
was made before and after thinning. The relative illuminance 
was measured using an illuminometer, ANA-F11, 
manufactured by Tokyo Koden Co., Ltd. Twenty-five meshes, 
each 2 m x 2 m, were set in each plot, and measurements were 
taken at the center of each mesh, 2 m above ground level. 
However, relative light intensity was not measured in the 
broadleaf secondary forest. From June to October 2024, four 
survey areas of 10 m x 10 m (1are) were set up in each forest 
stand, and a vegetation survey of the forest floor was conducted. 
The vegetation survey investigated the seedling tree species, 
tree height, and coverage. Neither area is home to wild deer and 
is surrounded by animal fences. 

Ⅲ. Results and Discussion 
1. Change in relative light intensity before and after

thinning  The change in relative light intensity before and 
after thinning is shown in Table 1. In all cases, thinning was 
carried out at a 50% thinning rate, but there was variation in the 
improvement in relative light intensity. In particular, in the 30-
year-old Hinoki forest, the relative light intensity after thinning 
remained below 20%. However, in the 20-year-old Hinoki 
forest, a large improvement in relative light intensity was 
observed. This suggests that early thinning is desirable. 

Table 1: Change in relative light intensity before and after 
thinning in each forest stand (%) 

２. Changes in forest floor vegetation  The changes in
forest floor vegetation before and after thinning in each 
surveyed stand are shown below. 
① 36-year-old Japanese cedar stand  Before thinning,

Acer palmatum, Cerasus jamasakura, Pinus densiflora, 
Quercus serrata,  Lindera umbellata，Neolitsea sericea，Aria 
japonica，Toxicodendron trichocarpum , Fraxinus lanuginose, 
Buckleya lanceolate, Abies firma , Ilex crenata,,Kalopanax 
septemlobus, Orixa japonica,  Rhaphiolepis indica, Viburnum 
dilatatum, Viburnum phlebotrichum, Akebia trifoliata were 
confirmed on the stand floor. Table 2 shows the tree species 
found on the forest floor in September 2024. A total of 31 tree 
species were confirmed, most of which were less than 1 m in 
height. The only two tree species that were more than 1 m in 
height were Buckleya lanceolate and Callicarpa japonica. 
Many of the tree species were intolerant and many were wind- 
or bird-dispersed species. 

Table 2: Tree species identified on the forest floor of a 36-year-
old cedar stand after thinning (September 2024) 

<Deciduous broad-leaved trees＞ 

Stachyurus praecox , Buckleya lanceolate, Kalopanax septemlobus, 

Toxicodendron trichocarpum, Ilex macropoda, Fraxinus sieboldiana, 

Lindera umbellate, Callicarpa mollis, Callicarpa japonica, Pertya 

glabrescens, Acer palmatum var.matsumurae, Acersieboldianum, Acer 

crataegifolium,  Acer palmatum,  Philadelphus satsumi，Hamamelis 

japonica，Neillia incisa，  Viburnum dilatatum, Quercus serrata, 

Castanea crenata， Clethia barbinervis，Rhododendron kaempferi，

Carpinus laxiflora, Carpinus tschonoskii, Magnolia obovata 

＜Evergreen broad-leaved trees＞ 

Rhaphiolepis indica, Ilex crenata 

＜Evergreen conifer＞ 

Pinus densiflora, Abies firma Cryptomeria japonica, Chamaecyparis 

obtusa  

② 30-year-old Japanese cypress stand   Next, the tree
species of the forest floor vegetation after thinning in a 30-year-
old cypress stand are shown in Table 3. Before thinning, the 
relative light intensity in the forest was less than 1%, and 
therefore there was almost no vegetation on the forest floor. 
However, after thinning, 45 tree species were confirmed 
(October 2024). However, the vegetation height was low, with 
most trees less than 50 cm tall, and no seedlings over 1 m were 
observed. In addition, the coverage of the forest floor was low. 
Many of the tree species were thought to be bird-dispersed or 
wind-dispersed, and many creeping plants were also seen. Rare 
tree species included Ginko biloba and Actinidia chinensis, as 
well as Cornus kousa, but these are thought to be seeds 
dispersed by raccoon dogs that ate the fruit in garden trees or 

Survey stand 
Before 

thinning 

After 

thinning 

Cedar 36-year stand 7.4 （±13.8） 26.8（±5.4） 

Cypress 30-year stand 0.7（±0.2） 18.9（±4.6） 

Cypress 20-year stand 6.2（±4.8） 37.0（±26.6） 

Broadleaf secondary forest Not measured 
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outdoors near the surveyed sight. 

Table 3. Tree species confirmed on the forest floor of a 30-year-
old cypress stand after thinning (October 2024) 

＜Deciduous broad-leaved tree＞ 

Celastrus orbiculatus ， Toxicodendron trichocarpum ， Mallotus 

japonicus，Acer sieboldianum，Chengiopanax sciadophylloides，Acer 

subsp. pictum，Lindera umbellata，Callicarpa japonica，Callicarpa 

mollis，Morus australis，Berchemia racemosa，Carpinus tschonoskii，

Acer palmatum,，Acer crataegifolium，Populus tremula，Cornus kousa，

Cornus controversa，Hamamelis japonica，Zanthoxylum schinifolium，

Celtis jessoensis，Lespedeza bicolor，Carpinus laxiflora，Cleradendrum 

trichotomum，Quercus serrata，Viburnum dilatatum ，Philadelphus 

satsuma 

＜Climbing woody plant＞ 

Wisteria floribunda，Smilax china，Trachelospermum asiaticum，

Akebia trifoliata，Vitis coignetiae，Actinidia arguta，Stauntonia 

hexaphylla，Actinidia chinensis 

＜Evergreen broadleaf tree＞ 

Eurya japonica var. japonica，Rhaphiolepis indica，Pieris japonica 

subsp. japonica，Ilex crenata，Camellia sinensis 

＜Evergreen Conifer＞ 

Abies firma，Cryptomeria japonica，Chamaecyparis obtusa 

＜Deciduous conifer＞ 

Gingko biloba 

③20-year-old Japanese cypress stand  The 20-year-old
cypress stand was young and had a low tree density, so the 
illuminance within the forest was higher than in the 30-year-old 
cypress stand reported above, and 15 tree species were 
identified before thinning. After thinning, the relative 
illuminance increased to 37%. The vegetation after thinning is 
shown in Table 4. The coverage of the forest floor was higher 
than in the 30-year-old cypress stand, but the vegetation height 
was still low, and the only tree species over 1 m in height were 
chestnut and magnolia. 

Table 4. Tree species identified on the forest floor of a 20-year-
old cypress forest after thinning (September 2024) 

<Deciduous broad-leaved tree> 

Toxicodendron trichocarpum，Lespedeza bicolor，Fraxinus sieboldiana，

Viburnum dilatatum ， Styrax japonica ， Acer crataegifolium,

Rhododendron kaempferi var. kaempferi，Akebia trifoliata，Abelia 

spathulata，Cerasus jamasakura，Clethra barbinervis，Kalopanax 

septemlobus，Pertya scandens，Magnolia obovata，Ilex macropoda，

Alnus firma，Viburnum phlebotrichum，Quercus serrata，Quercus 

crispula，Acer rufinerve，Castanea crenata，Carpinus japonica，Smilax 

china，Chengiopanax sciadophylloides，Wisteria floribunda，Lonicera 

gracilipes var. glabra，Lindera praecox，Lyonia ovalifolia var. elliptica，

Lindera umbellata，Acer subsp.dissectum  

＜Evergreen broad-leaved tree> 

Ilex crenata，Eurya japonica var. japonica，Camellia sinensis，Quercus 

myrsinifolia，Ardisia japonica，Osmanthus heterophyllus，Pieris 

japonica subsp. japonica 

＜Evergreen conifer> 

Cryptomeria japonica，Chamaecyparis obtuse, Pinus deinsiflora 

④ Broadleaf secondary forest   The vegetation after 
thinning of the broadleaf secondary forest is shown in Table 5. 
The coverage of the forest floor was the highest in the forest 
stands surveyed this time. The number of tree species found was 
also the highest, at 55. This included rare trees such as Acer 
maximowiczianum. Most of the trees were dispersed by birds or 
by nature, and many cherry and maple species were found. 
However, most of the trees were less than 1 m tall, and only five 
species were found to be over 1 m tall: Castanea crenata, 
Cerasus jamasakura, Quercus serrata, Magnolia kobus, and 
Magnolia.ovobata. 

Table 5. Tree species confirmed on the forest floor of the 
broadleaf secondary forest after thinning (September 2024) 

＜Deciduous broad-leaved tree> 

Rubus palmatus var. coptophyllus，Padus grayana，Styrax japonica，

Stephanandra incisa，Euonymus sieboldianus var. sieboldianus，

Euonymus sieboldianus var. sieboldianus， 

Chengiopanax sciadophylloides，Ilex macropoda，Cornus controversa 

var. controversa，Buckleya lanceolata，Ilex serrata, Smilax china，

Castanea crenata，Magnolia kobus，Symplocos sawafutagi，Akebia 

trifoliata，Viburnum erosum，Corylus sieboldiana，Pourthiaea villosa，

Viburnum phlebotrichum，Callicarpa japonica，Callicarpa dichotoma，

Hamamelis japonica ， Fraxinus sieboldiana ， Acer amoenum 

var.anoenum，Lindera umbellata，Lindera umbellata var. membrancea，

Cerasus apetala var. tetsuyae，Magnolia obovata，Cerasus jamasakura，

Actinidia arguta，Kalopanax septemlobus，Philadelphus satsumi，Acer 

rufinerve，Acer crataegifolium，Berchemia racemosa，Viburnum 

dilatatum，Eleutherococcus spinosus，Viburnum sieboldii，Rosa 

multiflora，Acer palmatum，Carpinus laxiflora，Carpinus tschonoskii，

Acer pictum subsp. dissectum，Staphylea bumalda，Aralia elata，

Cornus macrophylla，Acer maximowiczianum，Quercus crispula 
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＜Evergreen broad-leaved tree＞ 

Ilex crenata，Eurya japonica var. japonica，，Trachelospermum 

asiaticum 

＜Evergreen conifer＞  

Abies firma，Cryptomeria japonica，Chamacyparis obtusa 

3. Comparison of vegetation in each forest stand  To
summarize the results of this survey, after 50% thinning in all
forest stands, 31 species were identified in the 36-year-old
Japanese cedar forest, 45 species in the 30-year-old Japanese
cypress forest, 41 species in the 20-year-old Japanese cypress
forest, and 52 species in the secondary forest. In each forest
stands, there are many pioneer species such as Toxicodendron 
trichocarpum and intolerant trees. It suggests that these stands
progress in early stages of succession. Those species are
characterized by a large number of bird- and wind-dispersed
tree species. There are also many seedlings of Rosaceae, Acer, 
and climbing woody plants. In addition, the vegetation coverage 
was 10 to 25% in the Cryptomeria japonica and Chamecyparis 
obtusa forests, and 25 to 75% in the secondary broadleaf forests. 
However, in all forest stands, the top growth of the seedlings
was mostly less than 1 m. These results suggest that in artificial 
coniferous forests that have been left unattended for more than
30 years, a single thinning attempt is effective in promoting the 
germination of a certain number of tree species, but the effect
on their growth is still low. 
4. Future forest treatment guidelines  From above results,

although new tree species were found on the forest floor, their
heights and floor coverage were still low, therefore it seems that 
further thinning is necessary in the Cryptomeria japonica and
Chamecyparis obtusa forests. Furthermore, in the case of
Chamaecyparis obtusa forests, due to the characteristic crown
formation, it seems that control by the actual canopy and proper 
arrangement of the crown is more important than simple
thinning rate. For the time being, it seems advisable to carry out 
this thinning to open up spaces in the canopy and between trees, 
to encourage wind and bird dispersal, and to promote the
germination of buried seeds.

In terms of vegetation, many useful broadleaf trees including 
medical plants were found, so it would be advantage to cultivate 
them in the future, especially medicinal and special-purpose 
trees, and to make effective use of the forest floor vegetation. 

Ⅳ. Conclusion 
Although seedlings of 20-40 tree species were found in each 

stand, their top growth was low, and the coverage was also low 
in the Cryptomeria japonica and Chamecyparis obtusa stands. 
The main reason for this is thought to be the low light intensity 
caused by the still-closed canopy, and further thinning was 
deemed necessary. 
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早生樹ウラジロエノキに対する穿孔性被害の発生について：石垣島の事例 

竹中浩一 1・数井宏 2 
1国際農研センター農村開発・2個人 

 

要旨：近年，全国的に早生樹造林の推進気運が高まっている。沖縄県では，均質かつ急成長が特徴のウラジロエノキ

に関する研究が推進されている。当センターでは，沖縄県石垣島の亜熱帯環境下で，早生樹ウラジロエノキ及びセン

ダンの植栽を実施した。先行例では，センダンに対するカミキリムシ科昆虫による穿孔が報告されているが，ウラジ

ロエノキへのこのグループによる被害は軽微なものを除き見当たらない。本調査では，前例のないウラジロエノキに

対するタイワンゴマダラカミキリの穿孔被害を報告する。センダンと隣接して植栽されたウラジロエノキには本種に

よる被害が確認され，またウラジロエノキではセンダンと比較して外観からの判別が困難であった。そのためセンダ

ンのような既知の被害樹種と隣接した植栽は避けることが望ましく，また被害の早期発見のためには幹に加えて根元

周囲などの定期的な確認が必要である。 

キーワード：病害虫，食害嗜好性，リスク軽減，多目的利用 

 

A wood-boring beetle infestation of Trema orientalis: First report from Ishigaki Island 
Koichi TAKENAKA1, Hiroshi KAZUI2 

1Japan International Research Center for Agricultural Sciences, Rural Development Division; 2Field Naturalist/Self-employed 

 

Abstract: In recent years, there has been a growing momentum nationwide to promote fast-growing tree plantations. In Okinawa 

Prefecture, research on the afforestation of Trema orientalis (L.) Blume (charcoal tree) has been widely conducted because of its 

rapid growth and potential as a high-quality wood for school desks. In this study, we planted T. orientalis with Melia azedarach L. 

(chinaberry), another promising fast-growing tree species, in a field on Ishigaki Island, Okinawa Prefecture. Previous studies have 

reported boring damage by several species of the Cerambycidae family on M. azedarach. However, reports of such damage to T. 

orientalis are scarce, except for minor incidents. This study reports a previously undocumented case of boring damage by 

Anoplophora macularia (Thomson), the white-spotted longhorn beetle, in T. orientalis. The damage caused by A. macularia was 

confirmed in T. orientalis planted adjacent to M. azedarach, and the damage was more difficult to identify on T. orientalis than on 

M. azedarach by appearance. Consequently, it is recommended to refrain from planting trees in close proximity to this known host 

tree species. To detect damage to the trees at an early stage, it is necessary to regularly check the base of the tree as well as the trunk. 

Keywords: Pests and diseases, feeding preference, risk reduction, multi-purpose use 

I はじめに 

石垣島のウラジロエノキ（Trema orientalis (L.) Blume）

植栽地において，これまで同樹種に対する情報のなかっ

たタイワンゴマダラカミキリ（Anoplophora macularia 

(Thomson)）による穿孔被害が発生したので報告する。 

近年，全国的に早生樹造林の推進気運が高まっている

(7)。また，沖縄県においてはウラジロエノキがその有望

樹種のひとつとして採用され(10)，旺盛な成長と学習机

など用材としての期待から，沖縄県機関を中心として先

進的な研究が実施されている(10)。著者らは，2022 年か

ら石垣島の圃場においてウラジロエノキとセンダン

（Melia azedarach L.）を隣接植栽し，それぞれの成長を

観察してきた。これまで，植栽直後よりセンダンに対し

ては，新梢，成葉，樹幹に対して複数の虫害が発生し，

一方，ウラジロエノキに対しては被害種が少なく，かつ，

被害程度も軽微であった。このことからウラジロエノキ

の方がセンダンに比べ，用材をはじめとする生産対象と

して，病虫獣害による材質低下の危険性が少ないのでは

ないかと評価したところである(9)。しかしながら，その

後のウラジロエノキの観察において，樹木の外見からは

判別困難なタイワンゴマダラカミキリによる穿孔が明ら

かとなり，また，その様相はセンダンに対するそれとは

異なるものであった。先行研究において，センダンに対

するゴマダラカミキリ（Anoplophora malasiaca (Thomson)）

他穿孔性害虫の危険性は既に報告されている(2)。一方，

ウラジロエノキに対するカミキリムシ科昆虫による穿孔
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害は，米国ハワイ州においてビロウドカミキリの一種

（Acalolepta aesthetica (Olliff)）の宿主となる可能性が唯

一指摘されているのみであり，かつ被害は軽微である(4)。

本調査では，石垣島においてこれまで報告例のない，在

来樹ウラジロエノキに対する移入種タイワンゴマダラカ

ミキリによる穿孔被害の事例を報告し，沖縄県内ひいて

は熱帯地域における同樹木の利用における病害虫管理の

情報提供に資することを目的とする。 

 

II 材料と方法 

1．調査地 本調査は，沖縄県石垣市，国際農林水産業

研究センター熱帯･島嶼研究拠点（24°22'42"N 124°11'42"E）

に設置する早生樹植栽試験地において行った。市街地の

気象は，年平均気温 24.5℃，最低及び最高平均気温はそ

れぞれ 18.9℃（1 月），29.6℃（7 月）を示し，年平均降

水量は 2096 mm（1991–2020 年, 30 年間平均）である(1)。

当センターでは，亜熱帯気候の環境を利用した早生樹の

植栽試験として，A 区（区域面積 280 m2，センダン 40 本，

ウラジロエノキ 40 本，2022 年 2 月植栽），B 区（同 96 

m2，ウラジロエノキ 24 本，2022 年 4 月植栽），C 区（同

720 m2，ウラジロエノキ 72 本，2022 年 10 月植栽），D 区

（同 400 m2，ウラジロエノキ 64 本，2023 年 2 月植栽），

計 4 区画を設定した。これらの植栽区ではそれぞれの区

で，植栽の苗列間を 1 m, 2 m, 3 m, 2 m 間隔とした。また，

各区の計測時（A, C, D 区：2024 年 4 月 12 日，B 区：間

伐実施のため伐倒前の2024年2月13日）における月齢，

平均根元直径，平均樹高は表-1 のとおりである。 

本試験地では， 2024 年 4 月下旬及び 6 月中旬の 2 回

に分けて，A 区においてバイオマス計測のためウラジロ

エノキ 40 本を伐採した。また，2024 年 2 月，B 区にお

いて個体間競争緩和と萌芽育成試験のため，本数率 50％

（24 本中 12 本を地上 20 cm の高さで伐採）の間伐を実

施した。 

2．被害発生経緯 まず A 区では，植栽直後の 2022 年

5 月頃，試験区内でゴマダラ模様の鞘翅が既に発見され

ていた。その後段階的にセンダン 2 個体の幹に裂傷が生

じ，傷口からフラスが排出されていたことから穿孔性害

虫の存在が疑われた。フラスの排出は 2024 年 5 月頃ま

で続いた。しかし，A 区では，センダンと共に同じ試験

地に植栽していたウラジロエノキにはセンダンと同じ外

傷が見られなかったため，2024 年 4 月にバイオマス調査

を行うまでの間，センダンのみがカミキリムシに潜入さ

れていると認識していた。B 区では，2024 年 2 月 19 日

の間伐までの間，24 本のウラジロエノキに葉及び樹皮よ

りフラス（虫糞や木くず）排出などの外見的異常は見ら

れなかった。しかし，伐採ののち，間伐木のうち 3 本の

切り株断面にフラスの充満した孔が現れた。その後，4 月

5 日朝，B 区の間伐木一本の切り株側面に高さ 15 cm の

位置に直径 11 mm の孔が生じ，カミキリムシ成虫が樹幹

から脱出し飛翔する状況を目撃した。このとき，ウラジ

ロエノキへのカミキリムシによる穿孔害を初めて認識し

た。その後 A 区においても 2024 年 4 月及び 6 月の伐採

過程で幹内部の状態が明らかとなったことにより，ウラ

ジロエノキへのカミキリムシの穿入があったことが確認

された。 

3．被害調査 センダン及びウラジロエノキの双方に

カミキリムシによると思われる穿孔被害が認められたた

め，植栽木の外傷やフラス排出の有無を A 乃至 D 区に

おいて 2024 年 4 月から 9 月の毎月中旬に計数した。ま

た，全伐を行った A 区及び間伐を行った B 区では，脱出

孔が認められた植栽木について 2024 年 4 月 22 日に孔の

直径と地上からの高さを計測し，さらに，切り株断面に

孔が認められた伐採木の材サンプルを 2024 年 7 月 19 日

に採集した。 

4. 加害虫の同定 被害調査により採集したカミキリ

ムシを顕微鏡により観察し，鞘翅の斑紋等の形態的特徴

をもって，本州のゴマダラカミキリと近縁種を区別する

ため槇原(3)が作成した分類図およびその他形態的な特

徴を説明する資料に照らし，種同定を行った(5, 8)。 

5. 他の穿孔虫の確認 2024 年 4 月，カミキリムシが

初めて植栽木から脱出した後，他に穿孔している可能性

のある個体を脱出時に確認するため粘着式害虫捕獲シー

ト（カミキリホイホイ，アース製薬株式会社，東京都）

を 4 月 22 日，6 月 11 日の 2 回，未伐採の B 区ウラジロ

エノキ 12 本に貼付し脱出する本種成虫の捕獲を試みた。

シートはそれぞれ 6 月 11 日及び 7 月 17 日に回収し，付

着生物を確認した。 

 

III 結果と考察 

1. 加害虫の同定 試験地植栽木より採集した計 4 頭

Plot sp. Month-old n D0 (cm) H (m) 

A 
M. azedarach 27 38 6.9 ± 2.1 3.2 ± 0.9 

T. orientalis 27 40 13.0 ± 3.0 3.5 ± 0.7 

B T. orientalis 22 24 16.4 ± 3.9 5.1 ± 3.6 

C T. orientalis 19 72 13.3 ± 3.4 2.4 ± 0.7 

D T. orientalis 14 64 7.1 ± 1.2 1.6 ± 0.3 

表–1. 調査対象地の植栽木の平均根元直径(D0)及び樹高

(H),（平均値±標準偏差） 

Table 1 Mean basal diameter (D0) and height (H) of planted trees 

in the study area (values: mean ± standard deviation) 
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のカミキリムシの形態を観察した。一頭はセンダンの梢

端を摂食中，二頭はウラジロエノキ伐倒後に切株から捕

獲，残る一頭は羽化前の蛹状で幹内の蛹室から摘出した。

これらを顕微鏡観察したところ，前胸背の斑紋，中胸腹

板突起，及び触角の特徴が既存の分類基準( 3, 5, 8)に合致

し，蛹 1 頭についても中胸腹板突起が確認されたことか

ら，両樹種から採集された当該昆虫のすべてをタイワン

ゴマダラカミキリであると判定した。なお，成虫はオス

1 頭（体長 34 mm），メス 2 頭（体長 34, 37 mm），蛹は性

別不明 1 頭（体長 37 mm）であった。以上の結果から，

この調査地で発生した穿孔被害は，すべてタイワンゴマ

ダラカミキリによるものと推定した。 

 2. 被害発生状況 試験区別，樹種別に穿孔性被害が認

められた樹木数は表-2 のとおりである。A 区のセンダン

植栽木 2 本に発生した樹皮上の外傷は，2022 年 5 月中旬

に確認され，フラスは 2024 年 4 月に脱出孔が確認され

るまで排出された（図-1）。しかし，その後同様の症状は

他のセンダン個体には見られなかった。一方，ウラジロ

エノキは，2024 年 4 月上旬，B 区の間伐木切株から脱出

中のタイワンゴマダラカミキリを目撃の後，A 区におい

て，同月下旬に新たな脱出孔の発生を確認した。 

その後，バイオマス調査のため行った伐倒の結果，材

内部の蛹室の存在を確認した立木も含め，ウラジロエノ

キへの穿孔被害は合計 11 本となった。続いて，C 区，D

区において，根元直径の計測に併せて外見を確認したが，

樹皮の外傷やフラスの排出など，異常は認められなかっ

た。結果，本試験地では複数種のゴマダラカミキリ類

(Anoplophora 属)により宿主とされるセンダンよりウラ

ジロエノキの被害数がより多かった(2, 11, 12)。 

3. 脱出孔の計測 次に，センダンとウラジロエノキに

生じた外傷の範囲，脱出孔の直径及び地上高を求めた。

センダン被害木 2 本の内一本には脱出孔が認められ，そ

の直径は 12.0 mm，高さ 108 cm，外傷は高さ 70～88 cm

の位置にあった。他方は脱出孔痕が既に不明瞭でその直

径は計測困難であったが，外傷は高さ 55～80 cm にあっ

た。両センダンに生じた幹上の外傷は幹途中から生じ

徐々に上部へ移動していた。ウラジロエノキでは，被害

木 11 本の内 6 本に 9 個の脱出孔を確認した。一本の樹

木から複数の脱出孔が生じた場合があった。脱出孔は平

均直径 13.1 mm（最小 12.0 mm～最大 15.0 mm），開孔位

置の平均高さは 12.7 cm（最小 7.0 cm～最大 20.0 cm）と

低い位置にあり，また心材を中心に穿孔するなど（図-2），

センダンへの加害と比べ異なる様相が見られた。沖縄県

内のゴマダラカミキリの被害では地表から高さ約 10 cm 

内の樹幹に傷を付けて産卵することが多く，地表面に露

出した根に産卵する場合もあるとされている(6)。今回の

調査では産卵による傷は確認されなかったが，センダン

では比較的高い位置に幼虫の食害による外傷が観察され

早期の確認が可能であった。一方，ウラジロエノキでは，

センダンに見られた外傷が観察されないため脱出孔の出

現まで被害が確認できず，また脱出孔が低い位置にある

ことから，確認はセンダンと比較してより困難であった。 

4. 捕虫シートの貼付 さらに，2024 年 4 月上旬に初

めての成虫個体を確認した後，同月中に粘着シートを用

い，新たな成虫の捕獲を試みた。結果，2 回の貼付を行

ったものの，小型マイマイや土壌動物が捕獲されたのみ

で対象虫は捕獲できなかった。しかし，樹木へのシート

の有無にかかわらず，2024 年 9 月末までの間，すべての

植栽木に新たな脱出孔は発見されていない。 

5. タイワンゴマダラカミキリの発生時期 調査地に

おいて脱出孔の発生は 4 月に集中しており，タイワンゴ

マダラカミキリは 4 月に羽化脱出すると考えられる。ま

た 5 月中旬より樹皮上の外傷が観察されていることから，

この時期までに産卵をしていると考えられる。沖縄県内

ではゴマダラカミキリが 3 月中旬から 7 月にかけて羽化

し，4 月から 8 月頃まで産卵が行われることが知られて

いる(6)。これらと比較して今回のタインワンゴマダラカ

ミキリでは脱出及び産卵時期が短いが，観察例が少ない

ためより正確なこれらの時期の特定にはさらに調査が必

要である。またゴマダラカミキリでは幼虫で越冬するこ

とが知られているが(6)，7 月に蛹が採集されたにも関わ

らず，9 月まで成虫の捕獲や新たな脱出孔の発生がなか

ったことから，一部が蛹で越冬する可能性がある。 

6. まとめ 今回の調査では，センダンと比較してウラ

ジロエノキでは外観からのタイワンゴマダラカミキリに

よる被害の確認が難しいことが示唆された。 

一般的にゴマダラカミキリ類の被害では，早期に発見

し資材設置による捕獲や薬剤による殺虫などの方法によ

り被害拡大の軽減に努めることが必要とされるが(2, 6, 8)，

ウラジロエノキに対するタイワンゴマダラカミキリの被

  sp. 
Plot M. azedarach T. orientalis Total 

A 2 (40) 4 (40) 6 (80) 

B - 7 (24) 7 (24) 

C - 0 (72) 0 (72) 

D - 0 (64) 0 (64) 

Total 2 (40) 11 (200) 13 (240) 

表–2. 試験区別･樹種別穿孔性被害の樹木本数（括弧内

の値は，各区の合計植栽本数） 

Table 2 Number of trees damaged by wood-boring insects in 

each plot (values in parentheses are total numbers of trees) 
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害を早期に発見するためには，センダンでは被害が確認

可能な幹の観察を行うとともに，地際から侵入する可能

性があることを考え根元周囲のより低い位置を注意深く

継続的に観察することが必要と考えられる。また，今回

の調査地では既知の被害樹種であるセンダンとウラジロ

エノキが隣接して植栽されており，このような植林が被

害を助長する可能性も考えられる。この可能性について

は今後調査が必要であるが，当面センダンやカンキツ類

などの既知の被害樹種(2, 6)が既に近隣に植栽されてい

ることが明らかな場合は，隣接地への植栽を避けること

が望ましい。 

謝辞：本調査の実施にあたり，アース製薬株式会社チャ

ネル戦略事業部より防除資材の提供がありました。ここ

に深く感謝を申し上げます。 
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図–1. センダン試験木の幹上外傷とフラス排出（2023

年 11 月，石垣市内国際農研，数井宏撮影） 

Fig. 1 External damage to the trunk of a Melia azedarach test 

tree (November 2023, Japan International Research Center for 

Agricultural Sciences, Ishigaki, by Hiroshi KAZUI) 

図–2. ウラジロエノキ切株に見られるタイワンゴマダ

ラカミキリの蛹室（左：切株下部 0–10 cm の地面側断面，

右：同一株の高さ 10–20cm の地面側断面，両サンプルは

連続した切株であり，右図の孔のみ幹上の脱出孔に接

続，2024 年 4 月，石垣市内国際農研） 

Fig. 2 Pupal chambers of Anoplophora macularia, the white-

spotted longhorn beetle, found in the stump of a Trema 

orientalis tree. Left picture: ground side of stump 0–10 cm 

high, right picture: ground side of stump 10–20 cm high. Both 

wood samples are from the same stumps; a hole in the right 

picture connects to an exit hole on the trunk (April 2024, Japan 

International Research Center for Agricultural Sciences, 

Ishigaki) 
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コナラ苗におけるツリーシェルターの効果 

百田楓太¹・山嵜俊¹・安部哲人¹ 

¹日本大学生物資源科学部 

 

要旨：ツリーシェルターは幼齢木への獣害を防止する目的で活用されている。しかし，国内における広葉樹に対する

知見は依然として少ないため，二次林における代表的な広葉樹であるコナラにおけるツリーシェルターの効果を明ら

かにすることを目的とした。樹高と地際直径を 2023 年 12 月から 2024 年 10 月まで毎月測定し対照区と比較すると

ともに，ツリーシェルター内外の温度を 1 時間毎に測定した。樹高，地際直径ともに夏季から成長を始め，樹高はシ

ェルター区の成長量が有意に大きく，地際直径は対照区の成長量が有意に大きくなった。温度はツリーシェルター内

側が高く，特に冬季に外側との温度差が大きくなった。こうした温度の高さは，防風効果とともにコナラ苗の成長に

影響を及ぼしているものと考えられた。 

キーワード：温室効果，樹高成長，積算温度，成長促進，直径成長 

 

Effects of tree shelter on Quercus serrata seedlings 
Futa MOMOTA1, Suguru YAMAZAKI1, Tetsuto ABE1 

1College of Bioresource Sciences, Nihon University  

 

Abstract: Tree shelters are used to prevent animal damage to young trees. Since the effects of tree shelters on broad-leaved tree in 

Japan is not yet well known, we aimed to clarify the effects on Quercus serrata, which is a broad-leaved tree. Tree height and 

diameter were measured monthly from December 2023 to October 2024 and compared with the control area, as well as hourly 

temperatures inside and outside the tree shelter．Both the height and diameter of the seedings began to grow in the summer, height 

growth was larger in the tree shelter treatment, while the diameter growth was larger in the control. The temperature inside the tree 

shelter was higher, especially in winter. The high temperature inside the tree shelter, along with the wind break, were thought to have 

affected the growth of Quercus serrata seeding. 

Keywords: greenhouse effect, height growth, cumulative temperature, accelerated growth, diameter growth

I はじめに 

ツリーシェルターとはシカなどの野生動物による食害

を防止する目的で苗木に被せる筒である。良い点は獣害

の防止のほか，幼齢木への成長促進，下刈り時の誤伐防

止効果が知られている(4, 6)。一般的なシカの対策である

防鹿柵は定期的なメンテナンスが必要なうえ，一ヶ所で

も壊れていると林地全体への侵入を防ぐことができなく

なる。これに対してツリーシェルターでは 1 本ごとに保

護することで植栽地全体が被害を受けるリスクを減らす

ことができる(3)。また，柵が設置しにくい林地の形状や

地形でも設置可能である。一方で，資材の価格の高さや

設置が難しい立地では倒伏しやすいことが欠点とされる

(5)。 

日本ではスギ、ヒノキなどの針葉樹に主に使われてい

ることから，針葉樹のツリーシェルターに関する知見は

多いが，広葉樹に対する知見は依然として少ない。一方

で，増加したシカによる森林被害は広葉樹を主体とした

天然林でも報告されている。このことから，ツリーシェ

ルターが広葉樹においても効果があることが示すことが

できれば森林生態系の復元や緑化にとって有意義と考え

られる。そこで本研究では，広葉樹であるコナラ苗の成

長におけるツリーシェルターの効果を明らかにすること

を目的とした。 

 

II 材料と方法 

１．調査地 調査は神奈川県藤沢市に位置する日本大

学の苗畑で行った（図-1）。当地域は相模湾に面しており，

暖流の影響を受けるため，夏は涼しく冬は比較的温暖で

ある。降水量は夏に多く，冬に少ない太平洋型気候であ

る。苗畑はフェンスに囲まれているため，シカやウサギ

といった草食動物による食害はない。夏は雑草が生育す

るため，計測時に妨げになる大きな雑草を 8 月と 9 月に

取り除いた。潅水，施肥は行わなかった。               
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図—1. 調査地の 8 月の様子 

 

2．調査方法 広さ約 10 ｍ×10 ｍの範囲に 1 m 間隔

でツリーシェルターを被せた 25 本（シェルター区），ツ

リーシェルターを被せない 25 本（対照区）を交互に植え

た。ツリーシェルターはポリプロピレン製の高さ 140 cm，

幅 9 cm のものを用いた。2023 年 12 月から 2024 年 10 月

まで毎月中旬に樹高と地際直径を測定した。地際直径は

1 回測ってから 90°向きを変え，2 回測定した平均値を

苗のサイズとした。また，気温は 2023 年 12 月から 2024

年 10 月までツリーシェルター内側と外側の温度を高さ

80 cm の位置で「おんどとり」を用いて測定した。期間

を通じて 1 時間のインターバルで計測した測定データを

ウェブ上で公開されている「おんどとり Accumulator213」

で集計し，解析した。2024 年 10 月に昆虫による食害の

有無を調査した。1 枚でも食害されている葉があれば，

その苗は「食害あり」と判定した。本調査期間中にシェ

ルター区，対照区ともに枯死した苗木はなかった。 

 

III 結果と考察 

１．樹高 苗を植栽した 2023 年 12 月から 2024 年 7 月

までシェルター区，対照区ともに樹高 55 cm 前後のまま

ほとんど成長が見られなかった。8 月以降に急激に樹高

が高くなり，シェルター区の方が高くなった。植栽直後

の 12 月は最低 45 cm，最大 70 cm であったが，10 月は対

照区で最低 58 cm，最大 121 cm となり，シェルター区は

最低 67 cm，最大 204 cm となった。12 月から 10 月まで

の総成長量の平均はシェルター区 64 cm，対照区 27 cm

となり，シェルター区が対照区より 2 倍以上成長してい

た（図-2）。シェルターの高さを超えた苗は 8 月 2 本，9

月 5 本，10 月 8 本となった。 

図—2．12 月から 10 月の樹高の推移（エラーバーは標準

誤差） 

 

２．地際直径 地際直径も 12 月から 7 月までシェル

ター区，対照区ともに 6 mm 前後のまま成長しなかった。

8 月以降は太くなり，特に対照区の方が大きく成長した。

植栽直後の 12 月は最低 3.0 mm，最大 10.7 mm，平均 5.9 

mm であったが，10 月は最低 5.9 mm，最大 19.9 mm，平

均 11.0 mm となった。12 月から 10 月までの総成長量の

平均はシェルター区 3.7 mm，対照区 6.5 mm であった。

対照区がシェルター区より約 1.7倍成長していた（図-3）。 

 

 

図—3. 12 月から 10 月の地際直径の推移（エラーバーは

標準誤差） 

 

３．月成長量 樹高成長は 1 月から 6 月まではほとん

ど確認できなかった。7 月から伸長成長を始め 9 月から

は成長量が小さくなった。8 月，9 月，10 月はシェルタ

ー区が対照区より有意に成長量が大きくなった（t 検定， 

p < 0.01，図-4）。最も成長量が多い月は 8 月のシェルタ

ー区が 25cm，対照区が 9 cm であった。 
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図—4. 樹高の月成長量（エラーバーは標準誤差 ｔ検

定 **: p < 0.01） 

 

地際直径は 3 月から 6 月まではほとんど成長が見られ

なかったが，7 月以降に成長量が大きくなった。6 月，7

月，8 月は対照区の成長量が有意に大きくなり（t 検定 

p < 0.05），同様に 9 月も有意に対照区が大きくなった（p 

< 0.01）。それ以外の月は直径成長に有意な違いは見られ

なかった。最も成長量が大きい月は 9 月のシェルター区

で 0.8 mm，対照区で 2.0 mm であった（図-5）。なお，こ

れらの計測は毎月半ばに行ったため，樹高，地際直径と

も成長量は前の月の後半からの月の前半までの値である。 

 

図—5. 地際直径の月成長量（エラーバーは標準誤差 ｔ

検定 **: p < 0.01, *: p < 0.05） 

 

４．昆虫による食害率 昆虫による食害の発生はシェ

ルター区 3/25 本（食害率 12％），対照区は 13/25 本（食

害率 52％）であった。計測時にコナラの苗にガやチョウ

が止まっていることを確認できたため，その幼虫による

食害と推測された。食害は葉の葉柄側に多く，葉先にな

るにつれて少なくなっていた。ただし，目視で食害面積

が多い苗でも，健全なものと成長量が変わらなかったた

め，苗の生存や成長に深刻な影響は与えていないと考え

られた。ツリーシェルターの高さを超えた苗では 8 本中

1 本食害が見られたが，対照区と比較すると食害率に差

がみられたためツリーシェルター内にある苗は防虫効果

を期待できることが示唆された。 

 

５．気温 気温の測定結果を図-6 に示す。このうち，

12 月は温度計設置後の 10 日分，10 月はデータを 16 日

に回収したため 16 日分のデータをそれぞれその月の代

表値として使用した。12 月と 1 月の平均最高気温はシェ

ルター内側が外側より 10.7℃高く，4 月と 5 月は約 5.8℃

高かったが，7 月と 8 月は内外の温度差がほとんどなか

った。コナラが成長し始めた 7 月は 35℃であった。月平

均の日平均気温は 12 月，1 月にシェルター内側が外側よ

り 2.8℃高く，年間を通してシェルター内側が高くなって

いたが，最高気温ほど温度差がなかった。最低気温は冬

季には 0℃以下になったがシェルター内外の温度差はほ

とんど見られなかった。最高気温は夏季のシェルター内

側が高くなると予想されたが，外側と近い温度になった

理由は，外側の温度計に囲いをせず直射日光を受けた可

能性が考えられる。このため，内外の気温差がある冬季

には成長が見られず，気温差がない夏季に成長差が大き

くなった。シェルター内の高温が成長に与える効果を厳

密に検証するためには，今後の継続測定において直射日

光が当たらない仕様に改善する必要がある。 

 

 
図—6. 各月の気温 

 

積算温度は 12 月から 10 月，2 月から 10 月，3 月から

10 月までをそれぞれ算出した。1 月から 10 月までの積

算温度は 12 月からの積算温度と大差ない（12 月は 10 日

分の測定値しかない）ため、ここでは示していない。平

均積算温度はシェルター内外で温度差は少なかった（図

-7）が，最高積算温度は 12 月からの内側の方が 2000℃

近く高くなり，2 月から，3 月からの積算温度も高かった

（図-8）。これらの結果はツリーシェルターに温室効果が

あることを示唆する。こうした温度環境の違いと既往研

究により知られているツリーシェルターの防風効果(2)
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がコナラ苗の成長に影響したと考えられる。

図—7. 平均積算温度 

図—8. 最高積算温度 

Ⅳ まとめ

ツリーシェルターはコナラ苗に対して樹高成長の促進

と直径成長の抑制という影響を与えることが示された。

この結果はこれまでの多くの研究結果を支持するもので

ある(1)。シェルター内部の積算温度は外部より高くなっ

ており，こうした温室効果と，既往研究より指摘されて

いる防風効果がコナラ苗の樹高成長を促進した可能性が

高いと考えられる。

 ただし，気温と成長の関係については，温度センサー

の設置不備のため温室効果と成長の関係を厳密に検証す

ることはできなかった．この点は今後の課題である。ま

た，本研究は植栽して 1 年未満の時点での結果であるた

め，ほとんどの苗がシェルター内部にある状態のもので

ある。苗がシェルター高を超えるのが植栽後 2～3 年と

考えられることから，森林復元や緑化においてシカ食害

を回避するためには，この後の成長過程も明らかにして

いくことがこれから先の重要な課題である。同様に今後

の課題として，既往の研究でも知見が少ない葉の成長や

葉面積の変化なども，ツリーシェルターによる苗への効

果をより詳細に解明する手がかりになると考えられる。

謝辞：本研究では、森林生態学研究室のゼミ生一同に植
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ツリーシェルターによるクヌギへの成長促進効果の検討とコナラとの比較 

山嵜俊 1・百田楓太１・安部哲人 1 

1日本大学生物資源科学部 
 

要旨：ツリーシェルターによるクヌギ苗の成長に対する効果を調べるとともにコナラ苗への効果との比較を行った。

両樹種は 2023 年 12 月にそれぞれ 50 本を苗畑に植栽し，25 本ずつシェルターを設置した。2024 年 10 月まででクヌ

ギ苗はシェルター区では樹高成長が対象区より有意に高く，直径成長は抑制された。これらの効果はコナラ苗でも同

様に確認された。2 樹種のサイズはクヌギの方が樹高が大きく，直径成長もコナラよりやや大きくなった。昆虫によ

る葉の食害率はクヌギの方が全般に高くなり，両種ともシェルター区の食害率が低かった。 
キーワード：ツリーシェルター，成長量，クヌギ，コナラ 
 

Effects of tree shelter on growth of Quercus acutissima seedlings  
and comparison with the effects on Q. serrata 
Suguru YAMAZAKI1, Huuta MOMOTA1, Tetsuto ABE1 

1 College of Bioresource Sciences, Nihon University 
 

Abstract This study examined the effects of tree shelters on the growth of Quercus acutissima seedlings and compared them to the 
effects on Q. serrata seedlings. Both species were planted in the nursery in December 2023 with 50 trees each, and tree shelters 
were installed on 25 seedlings each. By October 2024, Q. acutissima seedlings had significantly higher height growth in the tree 
shelter than in the control, while diameter growth was suppressed in the tree shelter. These effects were also observed in Quercus 
serrata seedlings. Q. acutissima became taller and had slightly larger diameter than Q. serrata. Leaf damage rates by insects were 
generally higher on Q. acutissima and lower on both seedlings in tree shelter. 
Keywords: Tree shelter, hardwood, Quercus acutissima, Quercus serrata 
 
I はじめに 
ツリーシェルターは国内では主に造林地でのシカ食害

防止に使用されているが，食害防止効果の他にも成長促

進効果，誤伐防止効果があるとされている(5, 7)。また，

ツリーシェルターは海外では山地における造林だけでな

く，砂漠緑化(3)や絶滅危惧種の保全(2)など，幅広く活用

されている。 
国内におけるツリーシェルターの活用事例は造林地で

のスギ，ヒノキを中心とした針葉樹に多いが，海外では

広葉樹にも多く用いられており，さまざまな角度から研

究が行われている(6)。その結果，苗の成長特性に関して

は針葉樹よりも広葉樹において効果が高く，例外はある

ものの概ね樹高成長を促進することが知られている(1)。
一方で，国内ではツリーシェルターを用いた広葉樹に対

する効果の研究は必ずしも十分な蓄積があるとは言えな

い。そこで本研究では，ツリーシェルターの広葉樹苗に

対する有効性を明らかにすることを目的として，クヌギ

苗の成長への効果を調べるとともに，同時期に同じ場所

で調査したコナラ苗でツリーシェルターの効果(3)との

比較も試みた。 

II 調査地と方法 
1. 調査地 本調査は神奈川県藤沢市にある日本大学

の苗畑で行った。藤沢市の年平均気温は 16.8℃，夏場は

30℃を超える日が多く猛暑日になる日も多く，冬場は

5℃程まで温度が下がることもある。この苗畑は周囲をフ

ェンスで囲われているため，シカをはじめとする野生動

物による食害の可能性はない。 
2. 方法 調査は 2023 年 12 月から 2024 年 10 月に行っ

た。2023 年 12 月に，調査地の苗畑でおおよそ 10 m×10 
m の空間にクヌギの苗 50 本とコナラの苗 50 本を等間隔

に混植し，そのうち 25 本に通気口のないプラスチック

製白色ツリーシェルター（高さ 140 cm）を設置した。ツ

リーシェルターは高さ 150 cm の園芸用の支柱に結束バ

ンドで固定した。 
ツリーシェルターの内外の温度を比較するため，デー

タロガーの「おんどとり」（T & D 社製）を設置し，1 時

間毎に温度の計測を行った。 
樹高は頂芽の位置の高さをメジャーで計測した。地際

直径は植栽した 2023 年 12 月時に地面から約 10 cm の高

さにマジックでマークし，その位置をノギスにより計測

論 文 関東森林研究 76-1 (2025) 



 － 42 －  

した。これらの計測は毎月中旬に行った。従って以下で

は，例えば 4 月の成長量は 3 月後半から 4 月前半にかけ

ての期間の成長量である。 
昆虫による食害は 10 月に調査した。葉の一部にでも食

痕（葉の穴や不自然は欠け）が見られたら，その苗は「食

害あり」と判定した。加害種の同定はできなかった。 
 

III 結果 
1. クヌギの樹高の推移 植栽した 2023 年 12 月時点

の平均樹高は 58 cm，最小は 47 cm，最大は 69 cm であ

り，シェルター区と対照区でほぼ同じであった。2024 年

10 月の平均樹高はシェルター区で 151 cm，対照区で 83 
cm，最小樹高はシェルター区で 55 cm，対照区で 56 cm，

最大樹高はシェルター区で 208 cm，対照区は 165 cm と

なった。 
月ごとの推移では，シェルター区は 7 月後半から 8 月

前半にかけて急激に成長し，対照区でも成長量は小さい

ものの同様に 7 月後半から 8 月前半にかけて樹高が増加

した（図-1）。その後，8 月，9 月と樹高は増加したが，

10 月に樹高に変化が見られなくなった。最終的にシェル

ター区の 10 月時点の平均樹高は 151 cm となり，対象区

（83 cm）の 2 倍近くまで成長した。その結果，10 月時

点で 25 本中 19 本がツリーシェルターの高さを超えた。 
 

図-1. 毎月の平均樹高（赤い破線はシェルター高） 
 

2. クヌギの月樹高成長量 月ごとの樹高成長量を

図-2 に示す。樹高は 2023 年 12 月～5 月までの間はほ

とんど成長が見られず，6 月～7 月にかけて樹高成長が

始まった。最も樹高が成長した 7 月後半から 8 月前半

にかけての 1 ヶ月間には平均 59 cm の樹高成長が確認

された。この期間の樹高成長量を対照区と比較すると

43 cm の差があり，その前後の期間とともにツリーシ

ェルターが有意に樹高成長を促進していた。しかし 8

月以降は成長量が徐々に下がっていた。 
 

図-2. 月樹高成長量（*は t 検定の有意差） 
 

3. クヌギの直径の推移 植栽した2023年12月時点の

平均直径は 7.2 mm，最小は 4.7 mm，最大は 11.3 mm で

あり，シェルター区と対照区でほぼ同じであった。最終

計測を行った10月の平均直径はシェルター区で11.5 mm，

対照区で 16.8 mm，最小直径はシェルター区で 7.3 mm，

対照区は 9.2 mm，最大直径はシェルター区で 16.0 mm，

対照区 25.2 mm であった。 
月ごとの推移では，12 月から 4 月までは直径にそれほ

ど変化が見られなかったが，8 月から 9 月かけては顕著

に差が見られ，対照区の方が直径は大きくなった（図-3）。
12 月の平均直径はシェルター区，対照区ともに 7.3 mm
であったが，10 月にはシェルター区の平均直径が 11.5 
mm に対して対照区は 16.8 mm と大きなサイズ差となっ

た。 
 

 
図-3. 毎月の平均直径 

 
4. クヌギの月直径成長量 シェルター区と対照区に

おける月直径成長量は 9 月にかけて最も大きくなった。

最も直径成長した 9 月はシェルター区で 1.4 cm，対照区

で 2.9 cm となり，その前月とともにシェルターの有無で

有意な差が見られた（図-4）。それ以外の月でも統計的に
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有意ではなかったものの，多くの月でシェルター区より

も対照区で月直径成長量が大きい値を示した。 
 

 

図-4. 月直径成長量（*は t 検定の有意差） 
 

5. コナラとの比較 クヌギの成長量をコナラと比較

すると，2024 年 10 月の樹高成長量はシェルター区でク

ヌギ（92 cm）がコナラ（65 cm）より 27 cm 大きく，対

照区はクヌギ（25 cm）とコナラ（27 cm）でほとんど変

わらなかった（図-5）。また，2024 年 10 月の直径成長量

はシェルター区でクヌギ（4.2 mm）がコナラ（3.7 mm）

より 0.5 mm 大きく，対照区でもクヌギ（9.5 mm）がコナ

ラ（6.5 mm）より 3.0 mm 大きかった（図-6）。 
 

図-5 クヌギとコナラの樹高の推移の比較 
（赤い破線はシェルター高） 

 

図-6 クヌギとコナラの直径の推移の比較 

6. 気温 2023 年 12 月から 2024 年 10 月にかけてのツ

リーシェルター内部の気温は平均で 19.3℃，最高が

30.8℃となり，それぞれ外部の気温より 1.1℃，5.0℃高く

なった（表-1）。特に冬季の最高気温はシェルター内外の

気温差が大きく，最も差が見られた 1 月 15 日はツリー

シェルター内部が 33.8℃，外部が 17.1℃となり，内部が

16.7℃も高くなった。 
 
表-1. ツリーシェルター内外の気温の推移 

 

 
7. 昆虫による食害 ガの幼虫による食害は 7 月の計

測時に初めて確認された。10 月時点の食害率はシェルタ

ー区で 25 本中 18 本に食害が見られ，シェルター高（140 
cm）を超えて外部に露出した苗の食害率は 89％（19 本

中 17 本）であった。対照区は 25 本中 21 本に食害が見ら

れ，食害率 84％となった（表-2）。しかし，食害があって

も死亡した個体は見られなかった。 
 
表-2. クヌギ苗とコナラ苗の昆虫による食害率の比較 

 
Ⅳ 考察 
クヌギ苗はツリーシェルターを設置することによって

樹高成長が促進され，直径成長は抑制された。これは海

外を含む多くの研究結果(1)を支持する結果である。これ

はツリーシェルターの内部では風を遮ることができるた

め内部の対流が妨げられて温度が高く維持されやすいこ

とと，苗が風に揺られることがないため直径成長よりも

12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月
シェルター内
平均 8.6 8.8 9.5 11.5 18.4 20.8 24.4
最高 26.3 26.0 22.3 25.6 29.4 30.2 32.8
最低 -1.2 -1.6 1.8 2.3 11.2 13.7 17.9
シェルター外
平均 5.9 6.6 8.1 9.8 17.1 19.8 23.4
最高 15.6 16.0 15.0 17.1 23.7 25.8 29.3
最低 -0.7 -0.9 2.4 2.9 11.6 13.9 18.0

7月 8月 9月 10月 期間平均

29.3 30.1 28.3 23.0 19.3
37.0 38.8 37.5 32.9 30.8
24.1 24.8 22.4 16.7 12.0

29.2 30.1 27.8 22.4 18.2
36.3 38.5 35.9 31.1 25.8
24.3 25.0 22.7 16.8 12.4

コナラ クヌギ
シェルター区 12% (3/25本) 72％ (18/25本)
対照区 52％ (13/25本) 84％ (21/25本)
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樹高成長に資源を配分しやすいことが原因と考えられる。 
コナラの苗への効果(4)と比較すると，樹高成長量はク

ヌギの方が 27 cm 大きく，ツリーシェルターの効果がよ

り大きく発揮されていた。野外における実生の成長速度

もコナラと比べてクヌギの方が高い成長を示す研究事例

もある(8)ことから，本研究のクヌギとコナラの成長量の

関係は一般的なものであり，ツリーシェルターを設置し

た場合でもクヌギの高い成長速度は維持・促進されると

考えられた。クヌギの旺盛な成長特性は育苗という視点

からは好ましいが，ツリーシェルターの高さを超えた後

はシカの生息地では高さ 140 cm のツリーシェルターで

はシカによる食害を受ける可能性が高まる。このため，

シェルター高を超えた後でもシカが食害可能な範囲を超

えるまで早い樹高成長を維持できるかどうかが重要とな

る。また，直径成長においてもコナラよりクヌギの方が

やや早い傾向が見られた。一般に苗サイズが大きくなっ

たときにツリーシェルターを撤去すると，ツリーシェル

ターの効果で徒長気味の苗では倒伏しやすいことが知ら

れている。しかし，クヌギは直径成長も早そうなので，

コナラと比べてツリーシェルターを撤去可能なタイミン

グが早くなる可能性を示唆される。このことはシカ食害

地における森林管理を考える上でも重要な知見である。 
 昆虫による食害率をコナラと比較すると，コナラのシ

ェルター区は 12％，対照区は 52％クヌギのシェルター

区は 72％，対照区は 84％と大きな差が見られた（表-2）。
シェルター区を比較するとクヌギの方が食害が多いのは

クヌギの成長が良く，シェルター高（140 cm）を超えた

苗が多かったことが原因の一つと考えられた。コナラに

おいても食害率はシェルター区より対照区の方が高かっ

たことから，ツリーシェルターは虫による食害に対して

も防御効果がある可能性がある。今回の調査は死亡した

個体がなかったものの，サイズが小さい段階での食害は

死亡率やその後の成長に悪影響を与える可能性がある。

従って，昆虫類による食害防止の意味でもツリーシェル

ターは苗に対する正の効果をもつと考えられる。また，

今回苗畑にいる加害種を特定することはできなかったが，

対照区の食害率もクヌギの方が高かったことから，コナ

ラよりもクヌギに対する選好性が高いことが推測された。 
本研究では，枯死した個体がなかったため，ツリーシ

ェルターが死亡率に与える効果は検証できなかった。ま

た，クヌギはシェルター高を比較的早期に超えることが

明らかになったが，その後の成長特性は未解明である。

これらが今後の研究課題と考えられるが，本研究を数年

継続することで明らかにすることができると期待される。 

V 結論 
クヌギはツリーシェルター設置の効果により樹高成長

が増加し，直径成長は抑制された。コナラと比較すると

クヌギは樹高成長が大きく，直径成長はややコナラより

大きかった。シカ食害の可能性を考慮すると，シェルタ

ー高を超えたあとの苗の成長特性を解明することが今後

の大きな課題である。 
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半島マレーシアに植栽された 10 樹種の成長と木部形質の関係 

田中憲蔵 1・河合清定 1・米田令仁 2・Alias Mohamad AZANI3・Zamah Shari NUR HAJAR4 
1国際農林水産業研究センター・2森林総合研究所・3マレーシアプトラ大学・4マレーシア森林研究所 

 

要旨：多様な熱帯雨林樹種がどのような成長特性を持つのか簡便に知ることができれば，植栽後の収量予測などに役

立つ。本研究ではマレー半島の約 20 年生の林分で林冠樹種 10 種の在来樹種の木部形質と直径成長との関係を解析し

た。木部形質として，材密度，含水量，道管の直径と密度，道管面積率を調べた。直径成長と材密度には負の相関が，

道管直径や道管面積率には正の相関がみられた。材密度が高いほど単位材体積あたりの炭素資源投資量が増えるため，

直径成長が低下したと考えられた。また葉が高い光合成を行うためには，高い蒸散速度を支えるための高い通水能力

が必要になるため，道管の形質と成長に関係があったと考えられた。以上から，材密度や道管の特性は種間での植栽

後の成長予測の指標として利用できると考えられた。 

キーワード：機能形質，材密度，道管サイズ，熱帯林，フタバガキ  

 

Relationships between growth and wood traits of ten tree species planted in Peninsular Malaysia 
Tanaka KENZO1, Kiyosada KAWAI1, Reiji YONEDA2, Alias Mohamad AZANI3, Zamah Shari NUR HAJAR4 

1 Japan International Research Center for Agricultural Sciences; 2 Forestry and Forest Products Research Institute; 3Universiti 

Putra Malaysia, 4Forest Research Institute Malaysia 

 

Abstract: In this study, we analyzed the relationships between wood traits and diameter growth of 10 native tree species in about 

20-year-old plantations in the Malay Peninsula. The traits examined here were wood density, moisture content, vessel diameter and 

density, and vessel area ratio. A negative correlation was observed between diameter growth and wood density, while a positive 

correlation was found between vessel diameter and vessel area ratio. High wood density indicates higher carbon investment to 

construct wood and leads to growth limitation. In addition, to perform high photosynthesis, a high water-transport capacity is 

required to support a high transpiration rate, thus it was thought that growth rate was positively related with vessel diameter and area 

ratio. From the above, it was thought that wood density and vessel characteristics related with water conductivity could be used as 

indicators for predicting diameter growth rate among tropical rainforest trees. 

Keywords: dipterocarp tree, functional trait, tropical forest, vessel size, wood density  

I はじめに 

材密度や道管サイズなど木部の様々な特性は木部形質

と呼ばれ，樹種間で大きな違いがある(3, 8, 9)。例えば，

バルサでは材密度が 0.1 g cm-3と軽いが，シタンやリグナ

ムバイタでは 1.0 g cm-3を超え，その違いは 10 倍以上に

なる。木部形質は道管の形態などを通して樹木の通水能

力など生理的な機能とも関係し，樹木の成長速度や乾燥

耐性など様々な生態特性を反映すると考えられている

(3)。そのため，木部形質が成長速度の指標になる可能性

について議論がなされ，特に，材密度については，成長

速度との間に負の相関があることが分かっている(3)。 

熱帯雨林は樹種の多様性が高く，木材生産のための有

用樹種も多いが，過度の伐採などにより資源の劣化が進

んでいる(1, 6, 7)。そのため有用樹種を植林し資源の回復

が図られているが，樹種が多様であるために植栽後の成

長特性が不明な樹種が多く，資源量の回復や収穫予測の

障害になっている(1)。湿潤熱帯域の天然林では，低木や

林冠樹種など様々な生活型を含む樹種の成長速度と材密

度に負の相関が報告されているが，個々の生活型内の比

較は少ない (3, 8)。また林冠樹種を対象とした人工林で

も天然林同様に材密度と成長に相関がみられるのか不明

な点も残されている。さらに，乾燥熱帯林では材密度よ

り通水に関する木部形態の方が成長予測に有用であると

の意見もある(5)。本研究では，半島マレーシアの人工林

を対象に，成長との関係について，材密度だけでなく含

水率や道管形態など樹木の水利用に関する木部形質も加

えて解明することを目的とした。 

 

II 材料と方法 

1. 調査地と対象樹種 調査はマレーシアペラ州のチ

論 文 関東森林研究 76-1 (2025) 
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クス森林保護区の約 20 年生の人工林で行った。対象個

体の直径は 15～50 cm，樹高は 10～35 m に達し，林冠は

ほぼ閉鎖していた。この植林地は，天然林伐採後に植栽

されたアカシアや二次林を伐開しフタバガキ科などの郷

土樹種の植栽が行われている(4, 11, 13)。植栽地の年降水

量は約 3000 mm，年平均気温は 26.8 度である。林冠樹種

10 種を対象とした（表–1）。10 種中，5 種がフタバガキ

科，3 種がマメ科で，残りはウルシ科とジンチョウゲ科

の樹木である。いずれの樹種もマレーシアやインドネシ

アなど東南アジアで木材利用され，特にフタバガキ科や

マメ科の樹種は主要な商業伐採対象である(1, 6)。 

 

表–1. 調査樹種 

Table 1 Studied species  

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 調査項目 対象樹種から 5 個体を選び胸高直径を

測定した。年平均直径成長量は胸高直径を植栽年数で割

った値とした。直径約 5 mm の成長錘で長さ約 10cm の

木部コアを午前中に採取し，生重と体積を計測後，単位

体積当たりの含水量（以降含水率）を計算した(9)。その

後，60 度のオーブンで乾燥後，生材体積当たりの乾重を

材密度とした(9)。コアの内，16 mm2を対象に顕微鏡観察

し，道管の直径や密度，単位面積当たりに占める道管面

積率を測定した(5, 14)。 

 

III 結果と考察 

1. 種間での成長や木部形質の違い 年平均直径成長

量は樹種間で約 3 倍の違いがあり，同じ科内でも有意差

がみられた（図–1）。直径成長量はフタバガキ科の S. 

parvifolia で最も高く，マメ科の I. palembanica やジンチ

ョウゲ科の G. affinis で低い傾向があった。また同じフタ

バガキ科内でも差があり，Dipterocarpus 属や Parashorea

属に比べ，Shorea 属の 3 種の成長が良かった。対象とし

た Shorea 属はすべてレッドメランティと呼ばれる成長

の比較的早い樹種グループに属しており，過去の研究例

とも矛盾しなかった(1)。なお近年ではこのグループは

Rubroshorea属に再分類されるという意見もある(2)。さら

に Shorea 属の間でも，有意な成長量の差があり，S. 

parvifolia に比べ S. leprosula や S. platyclados の成長が遅

かった（図–1）。 

 木部形質にも種間差がみられ，例えば材密度は種間で

2 倍の違いがあり，S. leprosula では 0.3 g cm-3程度であっ

たがマメ科の 3 種やウルシ科の P. monterey では 0.6 g cm-

3を超えていた（図–2）。木部の含水率も樹種間で有意な

差があり，近縁種間でも S. leprosula に比べ S. platyclados

では 2 倍以上高かった（図–2）。木部の水は乾燥ストレス

時の水供給のバッファーになる可能性があり，同一樹種

でも乾燥ストレスがかかる立地で含水率が増加すること

が報告されている(9)。S. platyclados は乾燥ストレスを受

けやすい尾根部を中心に分布するが，S. leprosula は湿っ

た谷部に多く，近縁種間での含水率の違いは両種が分布

する立地を反映している可能性がある(12)。道管直径に

も種間差があり，Shorea 属の 3 種では 0.2 mm 前後の値

であったが，D. platysepalum や G. affinis では 0.1 mm 程

度と半分以下の値であった（図–3）。また，道管密度にも

有意差があり，P. monterey や D. baudii では 10 no. mm-2程

度と多かったが，マメ科の 3 種や G. affinis では 4 no. mm-

2以下と少なかった（図–3）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図–1. 樹種間での成長量の違い 異なるバーの表示は科

の違いを示し，アルファベットは Tukey 法による多重比

較結果を表す（P < 0.05） 

Fig. 1 Growth rates among species. Different bars indicate 

different families and letters indicate significant differences (P 

< 0.05, Tukey's multiple comparison test) 

 

 2. 種間の成長や木部形質の違い 直径成長と木部形

質の関係について回帰分析を行ったところ，材密度との

間に有意な負の相関がみられたが（P < 0.05），含水率と

の間には有意な相関は無かった（P ＞ 0.05, 図–4）。材密

度と成長の負の相関は，熱帯雨林の低木樹種から林冠樹

種までを対象とした研究でも報告があり矛盾しない(8)。 

Species Family

Pentaspadon monterey Anacardiaceae （ウルシ科）

Dipterocarpus baudii Dipterocarpaceae（フタバガキ科）

Parashorea stellata Dipterocarpaceae
Shorea leprosula Dipterocarpaceae
Shorea parvifolia Dipterocarpaceae
Shorea platyclados Dipterocarpaceae
Intsia palembanica Leguminosae（マメ科）

Koompassia malaccensis Leguminosae
Dialium platysepalum Leguminosae
Gonystylus affinis Thymelaeaceae（ジンチョウゲ科）
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y = -3.4x + 3.2
r² = 0.43
P<0.05
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図–2. 樹種間での材密度と含水率の違い アルファベッ

トは Tukey 法による多重比較結果を表す（P < 0.05） 

Fig. 2 Wood density and water content among species. Different 

letters indicate significant differences (P < 0.05, Tukey's 

multiple comparison test) 

図–3. 樹種間での道管径と道管密度の違い アルファベ

ットは Tukey 法による多重比較結果を表す（P < 0.05） 

Fig. 3 Vessel diameter and vessel density among species. 

Different letters indicate significant differences (P < 0.05, 

Tukey's multiple comparison test) 

この負の相関は，各生活型に特有な生態特性との関連が

指摘されている。例えば，林冠樹種はコストが低い低材

密度の幹を持つことで早く成長でき，光獲得に有利にな

ることに対し，低木種は成長が遅いが，材密度が高いこ

とで幹の強度が増加するため落枝や病害虫による損傷に

強く，暗い林床での耐陰性を高めることができると考え

られている(3, 8)。また，材密度が高い樹種は光合成速度

が低いという報告もある(3, 10)。本研究では既報と異な

り，人工林の林冠樹種を対象としたが，材密度は成長予

測の指標として人工林でも役立つことが分かった。 

図–4. 直径成長と(a)材密度，(b)含水率の関係 

Fig. 4 Diameter growth rate in relation to wood density (a) and 

water content (b) 

直径成長と道管径，道管面積率との間には正の相関が

みられたが（P < 0.01），成長と道管密度の間には有意な

相関が無かった（図–5）。道管径や道管面積率が大きいと

木部の通水能力が増加するため蒸散活動を高めることが

可能になる(5, 14)。高い光合成を行うためには，気孔コン

ダクタンスを高め CO2 を葉内に取り込む必要があるが，

同時に蒸散により大量の水が葉から失われるため，木部

には高い通水能力が不可欠である(14)。中国の熱帯季節

林を対象とした研究では，今回の研究と同様に木部の通

水に関する形質と成長に高い正の相関が得られている

(5)。また，今回の研究では，直径成長と通水能力に関す
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る相関係数は材密度の関係より高く，P-値も低いことか

ら，直径成長の指標として予測精度が高いと考えられた。 

図–5. 直径成長と道管径，道管密度，道管面積率の関係 

Fig. 5 Diameter growth rate in relation to vessel diameter, vessel 

density and vessel area ratio 

3. まとめ マレーシアに植栽された高木樹種の直径

成長と木部形質の関係から，材密度が負の相関を，通水

能力に関する形質が正の相関を持つことが分かった。材

密度は過去のデータ蓄積があるため，簡便な成長予測の

指標になるが，通水に関する木部形質の方がより予測精

度が高い可能性が高く，今後熱帯雨林の他の樹種でも通

水との関係を検討する必要があると考えられた。 
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サクラ挿し木の生存および発根に対する二酸化炭素施用の効果

岩本宏二郎 1・勝木俊雄 2 
1森林総合研究所多摩森林科学園・2森林総合研究所九州支所 

要旨：サクラ挿し木における CO2 施用の効果を明らかにするため，多摩森林科学園に植栽された 16 個体のサクラに

ついて挿し木試験を行い，CO2 施用区と対照区で挿し穂の生存期間および発根率を比較した。CO2 は，重曹にクエン

酸水溶液を滴下することにより発生させた。挿し木試験の結果，CO2施用の有無による生存曲線の差が有意（p<0.01）
で，生存時間は CO2 施用により延長されると考えられた。一方，発根率については，CO2 施用区でやや高い傾向が見

られたが，両試験区とも発根しないで枯死した個体も多く，差は明確ではなかった（p>0.01）。今回用いた簡易的な実

験装置は，温度や CO2 濃度の制御が十分でなく，今後詳細な検討が必要であるが，CO2施用はさし木技術の向上に有

望であると考えられた。 
キーワード：サクラ，挿し木，二酸化炭素，生存曲線，発根 

The effects of carbon dioxide addition on the survival and rooting of cherry tree cuttings 
Kojiro IWAMOTO1, Toshio KATSUKI2 

1Tama Forest Science Garden, Forestry and Forest Products Research Institute; 2Kyushu Research Center, Forestry and Forest 
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Abstract: This study aimed to clarify the effect of CO2 application on cherry tree cuttings. We conducted cutting experiments on 16 
cherry trees planted in Tama Forest Science Garden, comparing the survival time and rooting rate between elevated CO2 and control 
groups. CO2 was generated by dripping citric acid solution onto baking soda. Results showed a significant (p<0.01) difference in 
survival curves with CO2 application, suggesting that survival time was extended by CO2 application. However, while the rooting 
rate tended to be slightly higher in the elevated CO2 group, many cuttings in both groups did not root and died, indicating no 
significant (p>0.01) difference. The simple experimental apparatus used did not sufficiently control temperature and CO2 
concentration, requiring further detailed study. Nevertheless, the improvement of cutting propagation techniques through CO2 
application is considered promising. 
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I はじめに 
観賞用のサクラは，遺伝的特性を保つために，主に接

ぎ木や挿し木の方法でクローン増殖されている。現在，

サクラの苗木生産では接ぎ木が一般的であり，挿し木は

接ぎ木の台木苗の生産など，限られた用途に使用されて

いる。接ぎ木で増やしたサクラの苗木では，接ぎ口から

の折損や台木からの萌芽枝と接ぎ穂の混同が頻繁に発生

する。また，長期間植栽する場合，地上部よりも先に台

木の根系が枯死する可能性がある。一方，挿し木は保存

すべき個体のみを増やすことができ，苗木は実生苗と同

様に扱える。このため，遺伝資源の保存の目的では、挿

し木が適切な増殖手法である。しかし，サクラ類の挿し

木増殖は，種類や手法によって活着率が異なり，広く適

用できる増殖技術は確立されていない（3, 8）。また，挿

し付け後発根までに長期間を要することが多く，成功率

向上のためには，生存時間を延長させ，発根までの期間

の枯損を減らすことが必要である。一方，農業における

二酸化炭素（以下 CO2）施用の効果が示され，実用化さ

れてきている（7）。CO2 濃度変化に対する植物の短期的

応答として，光合成速度の上昇や気孔開度の減少・蒸散

速度の低下が示されており（1），ハウスでのパプリカ促

成栽培において，400 ppm～1000 ppm 程度の CO2施用で

収量の増加が示されている（4）。また，いくつかの種類

のサクラにおいて，高 CO2下での組織培養や挿し木にお

ける成功率向上が示されている（2, 6)。本研究では，サ

クラ挿し木におけるCO2施用の効果を明らかにするため，

多摩森林科学園に植栽された 16 個体のサクラについて

さし木試験を行い，CO2 施用区と対照区で挿し穂の生存

期間および発根率を比較した。 
なお，多摩森林科学園サクラ保存林では，由来の異な
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るサクラを管理する基本単位として「栽培ライン」を用

いており（9），本研究でもこれを用いた。 

II 材料と方法 
1．実験装置 2 つのガラス水槽を用いて，CO2濃度が

異なる 2 つの試験区（CO2施用区，対照区）を設置した。

ネット上の記事 (熱帯魚工作箱：自作 CO2 発生器

（https://blog.goo.ne.jp/mizuwarabi）を参考にして，耐圧ペ

ットボトル内で重曹とクエン酸水溶液を反応させて CO2

を発生させる装置を作成し CO2濃度の調整に用いた。こ

の装置は，電動エアポンプを稼働させることでクエン酸

水溶液容器の内圧を高め，重曹を入れた反応容器内に滴

下して発生した二酸化炭素をチューブで水槽へ送るもの

である。エアポンプには２つの排気口があり，一方を CO2

発生装置へ，もう一方を対照区水槽への給気に用いた。

水槽の上面に LED ライトを設置した。エアポンプおよび

LEDライトは，タイマーにより一日13時間稼働させた。

温度は室温とした。 
2．実験および解析 2024 年 5 月から 6 月上旬に，サ

クラ保存林に植栽された 16 栽培ライン各 1 個体の当年

枝を採取し，挿し木を行った（表–1，表–2)。管理上増殖

が必要なラインをおもに対象としており，分類群などは

考慮されていないが，比較的挿し木が容易とされる監物

台真桜や困難な菊咲奥丁子桜(3)など様々な特性を持つ

ラインを含んでいる。当年枝を採取後，2，3 枚の葉を残

して切断，数時間から 1 日水に浸したのち，ポリエチレ

ンポットに鹿沼土を入れ挿し付けた。挿し付け直前に，

切り口をオキシベロン液剤 4 倍溶液に約 5 秒浸した。挿

し木本数は，各サクラで 7 から 25 本とし，CO2施用区と

対照区それぞれにほぼ半数ずつとなるよう設置した（表

–2）。挿し付け後は，土が乾かないよう潅水し，霧吹きで

水の散布を行った。数日おきに観察し，枯死数を記録し

た。挿し穂の生死については，軸が褐変し，葉が褐変ま

たは落葉したものを掘り上げ，切り口または形成された

カルスの変色・腐朽が見られるものを枯死と判別した。

30 日以上生存した挿し穂については，観察時に掘り上げ

て発根の有無を観察し，発根がみられたものは培養槽か

ら除き，残りは元のポットに戻して観察を続けた。観察

は 8 月末まで行った。 
挿し穂の生存日数について生存時間解析の手法を用い

て解析した。CO2 施用区と対照区の生存曲線の差につい

て，栽培ラインを層別変数とする層別 Log-rank 検定を行

った。挿し木の成功率（発根した苗の割合）の CO2施用

区と対照区の差については、応答変数（成功数，失敗数）

をCO2添加の有無の固定効果と採取個体のランダム効果

で説明するモデルのあてはめにより解析した 
3．実験区の環境 水槽内の CO2濃度，気温，湿度につ

いて測定，記録を行った。CO2 濃度は，CO2 センサーモ

ジュール(Zhengzhou Winsen Electronics Technology Co. Ltd. 
MH–Z19C, 秋月電子通商扱）およびシングルボードコン

ピューターRaspberry Pi 3 ，公開されたプログラムライブ

表–1. 試験に用いたサクラ 
Table 1 Cultivated lines of cherries that have tested in
this study 
栽培ライン*1 
Cultivated line*1

分類群名*2 
Scientific name*2

菊咲奥丁子桜 
Cerasus apetala var. pilosa 'Multipetala' 
チョウジザクラ‘雛菊桜’ 

宿木桜 
C. jamasakura var. jamasakura 
ヤマザクラ 

望月桜 
C. ×sacra 
ヤマザクラ×エドヒガン 

片丘桜 
C. leveilleana 'Norioi' 
カスミザクラ‘片丘桜’ 

監物台真桜 
C. Sato-zakura Group 'Multiplex' 
サトザクラ‘真桜’ 

太田桜 
C. Sato-zakura Group 'Ohta-zakura' 
サトザクラ‘太田桜’ 

七沢の猩々 
C. Sato-zakura Group 'Kirin' 
サトザクラ‘麒麟’ 

高台寺 
C. Sato-zakura Group 
サトザクラ 

小木の御所桜 
C. Sato-zakura Group 
サトザクラ 

火打谷菊桜 
C. Sato-zakura Group 
サトザクラ 

龍谷寺の盛岡枝垂 
C. 'Morioka-pendula' 
サクラ‘盛岡枝垂’ 

川崎の水玉 
Cerasus sp. 
サクラ 

三島の勝道桜 
Cerasus sp. 
サクラ 

伊東の河津桜 

C. ×kanzakura 'Kawazu-zakura' 
カンヒザクラ×オオシマザクラ‘河津

桜’ 

オカメ 
C. 'Okame'
カンヒザクラ×マメザクラ‘オカメ’ 

古里桜 
C. ×introrsa 'Hina-zakura'
カラミザクラ×オオシマザクラ‘雛桜’ 

*1 多摩森林科学園における管理上の基本単位。導入元

の名称および導入時の名称から名付けられた

*2 3 種以上の雑種はサクラとし、ヤマザクラ×オオシ

マザクラの栽培品種グループであるサトザクラは種名

扱いとした

*1 Strain names in the Tama Forest Science Garden,
which were given based on their local names and
origins
*2 Hybrids of three or more species are denoted as
Cerasus sp., and the cultivar group Sato-zakura,
hybrids between C. jamasakura and C. spaciosa, is
treated as a species
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ラリ（https://github.com/UedaTakeyuki/mh-z19)を利用して

10 分間隔で記録した。CO2 センサーの測定範囲は，400
～5000 ppm である。水槽内の温度および湿度は測定器

（T&D corporation RTR–53）を用いて 30 分間隔で記録し

た。観測期間における水槽内の日平均気温は 22.0 ℃から

34.9 ℃であった。湿度は観測開始から 7 月中旬までは

80 ％以上で推移したが，以降は徐々に低下した。これは，

槽内の苗数の減少により湿度が維持できなかったと推察

された。CO2 濃度は，センサーのトラブルなどにより一

部の期間（CO2施用区：6/12 ～7/15，対照区：6/12 ～6/27）
しか測定ができなかったが，CO2 施用区ではポンプが稼

働している間は測定センサーの上限である 5000 ppm を

超えることが多かった。夜間は 400 ppm まで徐々に低下

した。対照区では 400～600 ppm で推移した。両区ともセ

ンサーの測定下限値（400 ppm）以下となっていた可能性

はあるが測定できなかった。 

III 結果 
CO2 施用区および対照区におけるサクラ挿し穂の生存

日数および供試数，発根苗数を表–2 に示した。生存日数

中央値は，7 栽培ライン（宿木桜，望月桜，七沢の猩々，

火打谷菊桜，川崎の水玉，伊東の河津桜，オカメ）で対

照区よりも CO2施用区で大きく，3 栽培ライン（菊咲奥

丁子桜，監物台真桜, 龍谷寺の盛岡枝垂）で対照区の方

が大きかった。挿し木後の日数における生存曲線を図-1
に示した。CO2 の添加の有無により生存曲線に違いがあ

るかについて，栽培ラインを層別変数とし，層別 Log-rank
検定を行ったところ，生存時間は CO2添加により有意に

変化し（p = 0.006），生存時間は CO2添加により延長され

ると考えられた。 
16 栽培ラインのうち，6 ラインで発根が認められた（表

–2）。うち 4 ラインでは CO2施用区のみ発根がみられ，1
ラインを除くとCO2施用区の方が発根した苗数が多かっ

た。しかし，二項分布に従う応答変数（成功数，失敗数）

を固定効果CO2添加の有無と採取個体のランダム効果で

説明するモデルのあてはめにより，CO2 処理の有無が成

功率に与える影響を評価したところ，効果は有意とは言

えなかった（p = 0.05）。 

IV 考察 
実験を行った 16 栽培ラインのうち 6 ラインで発根が

認められた（表–2）。岩本ら（3）では 83 ラインでさし木

を行った結果 57 ライン（69 ％）で発根が認められたの

と比較して割合は小さかった。岩本ら(3)では一つの種類

について 20～40 本の挿し木を行ったのに対して今回の

挿木数は少なく，発根率の低い種類で検出ができなかっ

た可能性がある。また，水槽内の日平均気温が 30 ℃を

超えることが多かったなど挿し穂の生育に不適な条件と

なっていた可能性がある。 
CO2 の添加により，挿し穂の平均的な生存期間は対照

区と比較して長くなったと考えられた（図–1）。CO2濃度

変化に対する植物の短期的応答として，光合成速度の上

昇や気孔開度の減少・蒸散速度の低下が示されている（1）。
また，サクラ挿し木の成功率向上のためには，挿し穂の

蒸散量を抑えることが重要であり，密閉差しやミストに

よる散水などの手法が用いられる（5）。挿し穂の生存期

間延長の生理的メカニズムについては今回の結果だけで

は明らかでないが，CO2 濃度の上昇により，呼吸消費や

蒸散量が減少し，根を持たず土からの給水に限りがある

挿し穂の生存に効果があったのかもしれない。また，密

閉されたハウスでの野菜栽培では CO2 が不足するため

CO2 施用が収量増に効果があると考えられている（7）。
今回の結果も，水槽の閉ざされた環境で CO2濃度が低下

し，CO2添加することで生育が改善された可能性もある。

挿し穂の発根については，有意ではなかったものの，CO2

図–1. 試験区におけるサクラ挿し穂の生存曲線 
点線は各栽培ライン，実線は各栽培ラインをプールした

生存曲線を示す。＋は発根した苗を示す。

Fig. 1 Survival curves of cuttings in elevated CO2 and
control groups. Dotted lines indicate individual
cultivated lines, and solid lines represent pooled data
of the lines in each group. "+" denotes censored
cuttings that have rooted. 
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施用区でやや発根率が大きい傾向がみられた。一方，CO2

施用区，対照区ともに発根が見られなかったサクラも多

く，挿木増殖が困難な種類のサクラの発根率を高める効

果は認められなかった。CO2 施用区で発根率が高かった

のは，生存期間が延長されたことにより発根前に死亡す

る挿し穂数が減少したためと推察された。 
 今回の試験では，簡易的な実験装置により培養槽内の

CO2 濃度を高めることができた。しかしながら，培養槽

内の CO2濃度の制御を行うことができず，実験中濃度は

大幅に上昇した。このような高濃度の CO2が植物の成長

に与える影響については報告が少ないが，長期間の CO2

施用（1）や 5000 ppm に達するような高濃度の CO2の施

用（10）で光合成速度は低下することが報告されており，

今後はガス流量などを直接制御するなどより詳細な実験

を行い，適切な施用条件を明らかにする必要がある。 
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表–2. 試験区と対照区における各栽培ラインの生存日数，挿し穂供試数および発根数 
Table 2 Survival days, number of cuttings tested, and number of cuttings rooted in the experimental groups 

栽培ライン 

Cultivated line

挿木日 

Cutting 
date

CO2施用区
Elevated CO2

対照区 

Control

生存日数* 

Survival days

供試数 

N. of 
samples

発根数 

N. of 
rooting

生存日数* 

Survival days

供試数 

N. of 
samples

発根数 

N. of 
rooting

菊咲奥丁子桜 5/22 47(19-107) 5 1 95(47-107) 5 0
宿木桜 5/24 60(28-81) 6 0 28(17-45) 5 0
望月桜 5/27 78(57-102) 5 0 67.5(32-78) 6 0
片丘桜 6/4 17(7-23) 8 0 17(6-23) 8 0
監物台真桜 5/10 35(31-56) 9 6 56(31-74) 5 0
太田桜 5/28 13(13-14) 13 0 13(13-14) 12 0
七沢の猩々 5/23 61(25-106) 5 1 18(11-31) 6 0
高台寺 5/28 14(13-101) 11 0 14(13-20) 11 0
小木の御所桜 5/30 28(12-39) 6 0 28(11-28) 6 0
火打谷菊桜 5/24 48(34-81) 5 0 34(28-45) 5 0
龍谷寺の盛岡枝垂 6/11 24(21-27) 7 0 27(16-27) 5 0
川崎の水玉 5/28 22(13-31) 6 4 13(13-13) 7 3 
三島の勝道桜 5/24 17(17-60) 6 2 17(17-28) 6 0
伊東の河津桜 5/7 122(22-122) 4 0 50(27-77) 3 0
オカメ 6/4 43.5(17-94) 4 0 17(6-70) 5 0
古里桜 6/4 23(6-49) 6 0  23(23-23) 5 2 

* 中央値（最小値-最大値）を示す。発根した苗，調査終了まで生存した苗は除く

* Median (minimum-maximum) values of survival days, excluding censored cuttings that have rooted or survived
until the end of the observation period
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緩効性肥料の施用位置がスギ実生コンテナ苗の生育に及ぼす影響

阿部森也 1 
1茨城県林業技術センター 

要旨：緩効性肥料の施用位置がスギ実生コンテナ苗の生育に及ぼす影響を明らかにするための栽培試験を行った。緩

効性肥料を均一に培地に混合した混合施肥の他，プラグ苗の移植時に苗の直下へ局所的に緩効性肥料を施用した植穴

施肥，混合施肥と植穴施肥を半分ずつ行った併用施肥の 3 条件で栽培したコンテナ苗の成長量を比較した。苗高は，

混合施肥より植穴施肥，併用施肥で高くなり，地際直径は混合施肥に対して併用施肥で大きかった。また，コンテナ

苗の生存率は，いずれの施肥条件でも 9 割以上であり，施用位置による肥料の濃度障害の影響は見られなかった。 
キーワード：基肥，プラグ苗，植穴施肥，生育促進，濃度障害 

Effect of application placement of a slow release fertilizer on the growth of Cryptomeria japonica 
containerized seedlings 
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Abstract: We investigated the effect of the application placement of a slow release fertilizer on the growth of Cryptomeria japonica 
containerized seedlings. The growth of containerized seedlings grown under three different fertilization conditions were compared: 
uniform fertilization, in which slow release fertilizer was mixed evenly into the medium; planting hole fertilization, in which slow 
release fertilizer was applied locally directly below the plug seedlings when they were transplanted; and combined fertilization, in 
which half of the fertilizer mixed into the medium and the other half applied to the planting hole. Seedling height was greater with 
planting hole fertilization and combined fertilization than with uniform fertilization, and ground diameter was greater with combined 
fertilization than with uniform fertilization. Furthermore, the survival rate was over 90% in all fertilization conditions, and no adverse 
effects were observed due to changes in the application placement. 
Keywords: basal application, plug transplant, planting hole fertilization, growth promotion, growth disorders 

I はじめに 
近年，人工林の多くが主伐期を迎えており，今後はこ

れら充実した森林資源の利用が進むことが予想される。

一方，森林の持つ公益的機能を将来にわたり発揮するた

めには，資源利用後の伐採跡地において確実に再造林を

行う必要があるが，日本では立木の販売収入に対し，地

拵えから植栽，下刈りまでの造林初期費用が高く，これ

が再造林意欲の低下に繋がっている。造林初期費用を低

減させる方法には，森林経営の集約化，スマート林業機

器の導入，成長に優れる苗木の活用，一貫作業システム

の導入など様々な取組が提案されているが，苗木生産の

分野では，一貫作業システムに有効なコンテナ苗の安定

生産が求められている。 
現在，実生コンテナ苗の生産方法は，幼苗移植法，プ

ラグ苗移植法，毛苗移植法，直接播種法の 4 つが確立さ

れている(8)。このうち，プラグ苗移植法は，移植苗の生

産に畑を必要とせず，幼苗移植法と比べて苗の移植が容

易であり，育苗期間も短縮できる等の利点がある。一方

で，プラグ苗移植法では，幼苗移植法よりも移植苗のサ

イズが小さいため，1 成長期で出荷規格を満たす苗を生

産するためには，移植後の肥料の作用が重要となる。 
日本にコンテナ苗が導入し始めた 2009 年に作成され

たマニュアルでは，肥料の施用方法として，成分の溶出

が緩やかな緩効性肥料を用いること，コンテナ苗では根

がキャビティの隅々まで広がるので肥料を均一に培土に

混合することが記載されている(1)。その後，全国のコン

テナ苗生産者に対し行われたアンケート調査の中では基

肥と追肥の実施状況が調べられたが，ここでは，基肥は，

培地に肥料を混和する方法として記載されている(5)。
2022 年に林野庁により作成された「コンテナ苗生産の手

引き(8)」でも，コンテナ苗の基肥は，培地に緩効性肥料

を配合するとされており，現在の生産現場では，緩効性

肥料を培地に混合する方法が一般的であると考えられる。 
一方で，農業分野では，肥料の施用位置が作物の根の
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生育に影響することが報告されており(2)，根域への局所

的な施肥が根の窒素吸収量を高めること(6)や，根系発達

が抑制されている条件下では，深層よりも表層への施肥

が有効であること(11)などがわかっている。このことか

ら，コンテナ苗の場合も，培地への混合とは異なる施肥

方法を導入することで生育を促進できることが考えられ

る。特に，コンテナ苗でも，プラグ苗移植直後は根がキ

ャビティ全体に展開していないため，混合施肥ではキャ

ビティの下層に存在する肥料の利用効率が低くなってい

ることも考えられ，根域へ局所的に施肥を行うことでこ

れを改善できる可能性も考えられる。一方で，養分溶出

が緩やかな緩効性肥料であっても，局所的な施用は濃度

障害のリスクもある。そこで，本研究では，緩効性肥料

の施用位置の違いがスギ実生コンテナ苗の生育に及ぼす

影響を明らかにするための栽培試験を行った。 

II 材料と方法 
1．2022 年予備試験 2022 年に予備試験として以下の

栽培試験を行った。2 月に，茨城県林業技術センター(以
下「センター」とする)の少花粉スギ採種園産の種子を農

業用セルトレイ(288 穴)に播種して育成したプラグ苗を，

4 月にコンテナ(MT-150-40P，東北タチバナ，スリット有)
へ移植した。移植時には，基肥として，培地(ヤシ殻破砕

物)に緩効性肥料(N:P:K=15:9:12，肥効期間 5～6 カ月)を
均一に混合した混合施肥区，プラグ苗移植時の植穴の下

(培地表面から深さ 4cm 付近)に集中して施肥した試験区

(植穴施肥区)，キャビティの下部 1/3 の培地に肥料を混合

した下層施肥区の3条件を設定した(図–1)。肥料の量は，

すべての試験区で 1.5 g/苗(10g/L に相当)とし，各試験区

で 1 コンテナ，40 本の苗を供試した。移植後 2 週間は温

室内で管理し，それ以降は野外で管理した。潅水はスプ

リンクラーによって，9月までは毎日夕方に20～40分間，

10 月以降は培地の乾燥状態を見ながら適宜行った。12 月

に苗高と地際直径，生存率を計測した。また，2023 年 3
月にコンテナから苗を抜き取り，デジタルカメラで根鉢

の前後両面を撮影した。撮影した写真を画像解析ソフト

に取り込み，根鉢表面に占める根の割合を前後それぞれ

で算出した後，平均化した値を根鉢の根被覆率とした。 
2．2023 年栽培試験 予備試験の結果を踏まえ，2023

年に以下の栽培試験を行った。センターの少花粉スギ採

種園産の種子を，2023年 2月に農業用セルトレイ(288穴)
に播種して育成したプラグ苗を，4 月にコンテナ(JFA-150，
全国山林種苗協同組合連合会，スリット無し)へ移植した。

基肥として，培地に緩効性肥料を均一に混合した混合施

肥区，プラグ苗の移植穴に集中して施肥した植穴施肥区

の他，混合施肥と植穴施肥を半分ずつ行った併用施肥区

の 3 条件を設定した(図–1)。使用した培地や肥料，肥料

の量及び移植後の管理方法は予備試験と同様とし，各試

験区で 80 本の苗を供試した。2023 年の 5,7,9,11 月に苗高

を，7,9,11 月に地際直径を計測した。また，11 月に苗の

生存率を調査した。あわせて，コンテナから苗を抜き取

り，根鉢の両面それぞれの根の発達状態を，予備試験で

撮影した指標となる写真と照らし合わせながら，目視に

より 5 段階(1: 0-20 %, 2:20-40 %, 3: 40-60 %, 4: 60-80 %, 5: 
80-100 %)で評価し，両面の値の平均値を根鉢の発達状態

とした。 
以上により計測した苗高・地際直径・根鉢の発達状態

について，施肥条件間の差を Kruskal-Wallis 検定で解析し
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図–2. 2022 年の予備試験における生存率(A)，苗高

(B)，地際直径(C)，根鉢の根被覆率(D) 
Fig. 2 Survival rate (A), seedling height (B), ground 
diameter (C), and root coverage rate of the root ball 
(D) in the preliminary test in 2022

図–1. 肥料の施用方法のイメージ 
Fig. 1 Image of how to apply fertilizer 
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た。この解析で施肥条件間に差がみられた場合は，Steel-
Dwass 検定により多重比較を行った。以上の解析には，

統計ソフトウェア R 4. 3. 0 (7)を用いた。 

III 結果と考察 
1．2022 年予備試験 生存率は，1 成長期が経過した 12

月時点でどの試験区でも 90 %を上回っており(図–2A)，
肥料の施用位置を変えることによる濃度障害の影響は見

られなかった。地際直径及び根鉢の根被覆率は，混合施

肥に対し，植穴施肥で大きかった(図–2C, D)。このことか

ら，植穴施肥は，苗が効率良く肥料を利用できるように

なり，肥大成長，根系成長を促進させるうえで有効であ

る可能性が示唆された。一方で，下層施肥では，苗高と

根鉢の根被覆率が混合施肥よりも小さく(図–2B, D)，キャ

ビティの下部にある肥料を苗は利用しにくいこと，ある

いは根が伸長するまではこれらを利用できないことが考

えられた。 
2．2023 年栽培試験 生存率については，いずれの施

肥条件でも 11 月時点で 90 %を上回っており(図–3A)，予

備試験と同様に緩効性肥料を局所施用したことによる濃

度障害は確認されなかった。デントコーンでは，緩効性

肥料を種子と接触させて栽培した場合でも濃度障害が起

こりにくかったことが報告されており(3)，緩効性肥料で

は，即効性肥料を用いた場合に比べて極端な濃度上昇が

生じにくいと考えられる。窒素系の即効性肥料に対して

濃度障害を受けやすいスギの幼苗の場合(9)も，1.5 g/苗の

緩効性肥料を植穴に局所施用する条件では濃度障害は起

こりにくいことがわかった。 
図–3C に 5,7,9,11 月の苗高を示した。Kruskal-Wallis 検

定では，9 月と 11 月に有意差があり(表–1)，多重比較の

結果，9 月は全ての施肥条件間に，11 月は併用施肥と混

同施肥，植穴施肥と混合施肥の間に有意な差が確認され

た。7,9,11 月の地際直径については，Kruskal-Wallis 検定

では，7 月以外に有意差が認められ(表–1)，多重比較では，

9 月，11 月とも併用施肥と混合施肥の間に有意差がみら

れた(図–3D)。以上の結果から，植穴施肥では，夏期の伸

長成長が促進されること，植穴への局所施肥と培地への

χ2 p
苗高

5月 1.11 0.573 ns
7月 2.01 0.366 ns
9月 27.30 <0.001 ***
11月 29.04 <0.001 ***

地際直径
7月 1.60 0.449 ns
9月 7.54 0.023 *
11月 8.05 0.018 *

根鉢の根の発達状態 4.72 0.094 ns

表–1. 2023 年の栽培試験における苗高，地際直径，

根鉢の根の発達状態に関する Kruskal-Wallis 検定の

結果

Table 1. Results of the Kruskal-Wallis test for 
seedling height, ground diameter, and root 
development in the root ball in the 2023 cultivation 
experiment 

図–3. 2023 年の栽培試験における生存率(A)，根鉢の

根の発達状態(B)，苗高(C)，地際直径(D)  
Fig. 3 Survival rate (A), root development in the 
root ball (B), seedling height (C), and ground 
diameter (D) in the cultivation test in 2023 
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混合施肥を併用した場合は，伸長成長がより旺盛になる

ことに加えて，肥大成長も促進されることがわかった。

一方で，11 月の根鉢表面の根の発達状態は，Kruskal-
Wallis 検定において処理区間差は認められず（表–1，図–
3B），予備試験とは異なり，肥料の施肥位置による差は見

られなかった。 
田中ら(10)は，ダイズを用いた試験において，土壌溶液

中の濃度が極端に高くない限り，窒素肥料を施用した部

位で細根が増大したことを報告している。その一方で，

同じダイズでも，接触施肥によって根の生育が抑制され

た報告もあり(4)，局所的な施肥に対する反応は，植物種

や肥料濃度によっても異なると考えられる。本試験にお

いては，スギのプラグ苗をコンテナに移植し，1.5 g/苗の

濃度で緩効性肥料を施用する場合，施用量の半分を局所

的に植穴へ施用することで苗高や地際直径の生育をより

促進できる可能性が示唆された。一方で，大量の培地を

処理する場合は，従来のように肥料を混合させたほうが

効率性は高い。そのため，以上の成果を生産現場に適用

するには，今後，プラグ苗の移植作業と組み合わせて植

穴に緩効性肥料を添加できる機械あるいは器具の開発が

必要になる。 
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ヤマグワの水挿しにおける底部の処理条件の違いが発根におよぼす影響の検討

戸田翔子 1・田中恵 2・上原巌 2 
1東京農業大学大学院地域環境科学研究科・2 東京農業大学地域環境科学部 

要旨：挿し木は鹿沼土などに挿しつける方法が主流であるが，土でなく水に挿す水挿しの方法もある。水挿しでは水

に挿しつけて発根が見られる植物で行われるが，酸素の供給が充分でないため，発根が遅れたり，根が軟弱になりや

すいとされている。また，実際に育てる上では，挿し穂の安定を図る必要がある。そこで本研究は，先行研究で発根

が見られたヤマグワを用いて,鹿沼土に挿したものと 3 種類の水挿しを行ったものを準備し,育成を行った。生存率，成

長量ともに鹿沼土に挿しつけたものが良好であった。水挿しにて挿し穂のまわりに空間を作ることで生存率が改善さ

れた。成長量は土に挿しつけたものが圧倒的に高かったため，水中の空気の循環などをする必要があると考えられる。

キーワード：水挿し，ヤマグワ，発根，生存率，挿し床 

Examination of the effect of different bottom treatment conditions on rooting on wood scion in the water 

of Morus australis 
Shoko TODA1, Megumi TANAKA2, Iwao UEHARA2 

1 Graduate School of Regional Environment Sciences, Tokyo University of Agriculture 

2 Faculty of Regional Environment Science, Tokyo University of Agriculture 

Abstract: Main of cutting is that insert into the soil, but there is a method wood scion in the water that insert into the water. Wood 

scion in the water seems to be used for plants that root when they in the water, but due to insufficient oxygen supply, it is reported 

that delay root development and cause soft roots. When we grow wood scion in the water, we have to stabilize the cuttings. In this 

study, we use Morus australis, which had shown rooting by wood scion in the water in a previous study, was used to prepare and 

grow two types of plants, one inserted in Kanuma soil and the other in three different types of wood scion in the water. Survival rate 

and growth rates were higher for those inserted into the Kanuma soil than into water. Survival rates were improved by creating space 

around the cuttings bases in wood scions in the water. Since the amount of growth is by far the highest for those inserted in soil, it 

is considered necessary to circulate air, etc. in the case of wood scion in the water. 

Keywords: wood scion in the water, Morus australis, rootage, survival rate, cutting media 

I はじめに 

挿し木は植物の一部を用いた無性繫殖法の 1 つであり，

その成長や生存のために水分管理が重要である。現在は

鹿沼土などといった土に挿す方法が大半を占めているが，

水挿しの方法もある。 

水挿しとは，水にさしつけてよく発根するもので行わ

れる方法である。スギでも発根力の強い品種系統のもの

などで水挿しできる場合があるが，根が軟弱になりやす

い(3)。酸素の供給が十分でないので発根が遅れ,全ての植

物でできるとは限らない(1)。水耕法は比較的簡易であり，

均一な材料が得られることなど利点が多いとされている

(4)ため，水挿しでも同じような利点があると考える。水

挿しを行った先行研究はヤマグワを用いてクロムなどの

毒性について調べた研究(9) や観葉植物での水挿し試験

(2)等が挙げられる。ヤマグワの水挿しでは大山・間の実

験により発根後の成長などについては報告されているが

(4, 5) ，発根前からの水挿しや土に挿した場合の成長の

違いや水挿し時の環境の違いによる影響は未だ明確では

ない。 

また，本研究で用いるヤマグワは先行研究にて水挿し

での発根が確認されている(4)。ヤマグワはその樹皮を乾

燥させたものを桑白皮と呼び，消炎，咳止めなど，熟し

た果実を日干ししたものを桑椹と呼び，不眠症，冷え性

などへの薬効成分があるとされている(7)。したがって，

水挿しでの発根が確認されたヤマグワを用いて水挿しで

の発根状態や成長量を比較することは，木材生産以外の

目的で育成する他の樹種にも応用できる方法を模索する

上で重要だと考える。 

本研究では，水挿しと土に挿しつけた場合の活着率の

違いや成長量の違いを比較するため，ヤマグワを用いて，
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条件ごとの活着率と成長量の違いについて調べた。また，

植物体の健全度を非破壊で調べるため，SPAD 値を測定

し，その値についても比較した。水挿しの際，基部の周

辺環境の違いにより活着率に違いが出ると予想されたた

め，ただ水に挿すだけでなく，基部が底に触れないよう

に工夫して，挿し木の育成を行い，成長量の違いについ

て調べた。 

 

II 材料と方法 

1．実験方法 東京農業大学世田谷キャンパス内の樹

高 5.0 m，DBH 8.6 cm のヤマグワ（Morus australis）から

2024 年 4 月 3 日に葉が展葉したばかりの枝を採取した。

挿し穂は全て 16 cm に揃え，切り口を斜めに切ったもの

を条件ごとに 20 本ずつ，計 80 本準備した。挿し床の条

件は比較用に鹿沼土に挿し付けたもの（以下「control区」

とする）と，3 種類の水挿しを準備した。容器は全て同

じプランターを用い，水挿しの場合は排水口に栓をして

水が抜けないようにした。水挿しおよび潅水には水道水

を用い，育成時に挿し穂が不安定にならないようにプラ

スチック板に穴をあけてその穴に挿し穂を挿した。水挿

しの種類は水位 6 cm ほどでプランターの底に挿し穂基

部が触れるようにしたもの（以下「water 区」とする），

プラスチック板の穴を小さくし，輪ゴムを挿し穂に巻い

て基部が底に触れないように浮かせたもの（以下「flow

区」とする），プランターの底に 2 cm ほど鹿沼土を敷き，

水をいれたもの（以下「soil 区」とする）の 3 種類を準備

した（図–1）。育成は東京農業大学世田谷キャンパス内の

C1 温室内にて行った。週に 2 回ほど観察を行い，水挿し

は水位の調整と水温の測定，土に挿したものは pF メー

タの値を元に潅水を行った。挿し木は全て 2024 年 4 月 3

日に挿しつけ，同年 9 月 5 日までに全て掘り取り，2.の

項目について計測を行った。flow 区の２個体で結実が見

られた。うち１個体は実が熟したのちに枯死した。もう

１個体は実が熟さず萎んだ。 

 

 

 

図–1. 条件ごとの挿し穂の様子 

Fig. 1 State of cuttings by condition 

 

2．計測項目 掘り取り後に生存個体数と発根やカル

スの有無を確認した。掘り取り時に葉が全てしおれてい

る個体を枯死個体，葉がしおれていない個体を生存個体，

葉が萎れておらず，発根がみられた個体を活着個体と定

義した。また，SPAD 計（ミノルタ社葉緑素計 SPAD-502）

を用いて茶色く変色しておらず，かつ萎れていない葉の

み SPAD 値を計測し，挿し穂ごとに計測した葉の枚数で

割り，挿し穂ごとの平均 SPAD 値を算出し，その挿し穂

の SPAD 値とした。SPAD 値，各器官の重量を計測した

のは生存個体，活着個体のみで枯死個体は計測しなかっ

た。その後，60℃に設定した恒温機内にて 72 時間以上乾

燥させ，全体，葉，根の乾燥重量を計測した。なお，葉

は落葉した葉や枯死した個体は基部ごとの重量を計測し

ていない。条件ごとの生存率と活着率を比較するために，

生存個体数と活着個体数について Fisher の正確確率検定

を用いて比較を行った。個体の成長量の実験条件による

差を明らかにするために，葉乾重と根乾重についてSteel-

Dwass 法を用いて多重比較を行った。植物の健全度につ

いて，条件による差を明らかにするために SPAD 値につ

いて Steel-Dwass 法を用いて多重比較を行った。葉と根の

成長量，根と SPAD 値の関係を調べるために，散布図と

回帰直線を R ver.4.2.0 を用いて作成した。 

 

III 結果と考察 

1．温室の気温と水温 育成期間中の温室の気温と水

挿しの条件ごとの水温の月平均気温を図–2 に示す。育成

期間中は気温の上昇を防ぐために換気と扇風機による送

風を行った。水挿しの条件ごとに水温の明確な温度差は

なかった。 

 

 
図–2. 温室の気温と条件ごとの水温 

Fig. 2 Greenhouse temperatures and water temperatures per 

conditions 

 

 2．生存率，活着率 生存率と活着率を図–3 に示す。

生存率は water 区と soil 区，control 区，活着率は water 区
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と他の条件で有意な差がみられた。どの条件でも根は下

方向に伸長し，soil 区では挿し穂を安定させるためか水

に沈めた鹿沼土に潜るように根が伸長しており（図–4），

水挿しでは発根してそれほど時間のたっていない根は脱

落しやすいことが観察された。基部が底についた water

区の場合，発根するスペースがないために活着率が低下

したことが推察された。本研究では，水挿しはプラスチ

ック板を用いて挿し穂を安定させようと試みたが，鹿沼

土を使っていない条件にて，育成途中に挿し穂が斜めに

なったことや，それにより葉が水に浸かってしまうこと

もあり，必ずしも挿し穂が安定していたとは言えない状

態であった。生存率なども低いため，水挿し環境はヤマ

グワの生育にとって不適である可能性が考えられる。 

 

 

図–3. 条件ごとの挿し穂の生存率と活着率 

Fig. 3 Survival and rootage rate per conditions 

アルファベットは異なる処理区間にてFisherの正確確率検定にて危険率

5%で有意な差がみられたことを示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図–4. soil での根の様子  

Fig. 4 State of root grow by “soil” 

 

3．葉重，根重 葉重，根重を図–5 に示す。大山・間(4)

によるヤマグワを用いた水挿しの先行研究によると，成

長量は挿しつけ後 30 日後にて新しょう重（乾物）が

639mg，根重（乾物）が 28mg であった。新しょう重と葉

重，根重同士を比較すると，葉重は先行研究より少ない

一方，根重は soil 区では同程度，control 区では圧倒的に

多い結果となった。育成日数や育成環境が異なるため一

概には言えないが，葉の成長には培養液を用いることが

有効である一方で，根の成長量は水挿しで抑制される可

能性がみられた。 

 

 

図–5. 条件ごとの葉乾重，根乾重 

Fig. 5 Leaf dry weight and root dry weight per conditions 

アルファベットは異なる処理区間で Steel-Dwass 法による多重比較により

危険率 5%で有意な差がみられたことを示している。なおエラーバーは各

条件での標準偏差を示す。枯死個体は含めていないため，条件ごとの個体

数は water 区は 5 個体，flow 区は 10 個体，soil 区は 14 個体，control 区は

15 個体である。 

 

また，図–6 に条件ごとの葉重と根重の散布図および回

帰直線を示す。回帰直線の傾きが flow 区に比べて soil 区

は大きくなったため、基部付近に鹿沼土があったことが

結果として発根を促した可能性が考えられるが、本研究

ではその要因は明らかにならなかった。水挿しでは

control 区に比べて根の生長が抑制されたが、水挿しの条

件を変えることで根の生長量を増加させることができる

と考えられた。control 区でばらつきが大きかったのは、

個体によって根の伸長方向が水平方向か下方向かで分か

れており、下方向に伸びていた個体の方が根の生長量が

多かったことが要因として考えられる。 

 

図–6. 葉乾重と根乾重の散布図 

Fig. 6 Scatter plots of leaf dry weight and root dry weight 

相関係数および p 値は上から control 区，soil 区，flow 区，water 区になっ

ている。なお、soil 区と flow 区では有意な相関がみられたため、回帰直線

の式も合わせて示した。 

0

50

100

生存率 活着率

(%
)

water flow soil control

a   ab   b     b          a     b     b     b

0

0.1

0.2

葉重 根重

重
量

(g
)

water flow soil control

a  ab  a  b a  b  b  c 

water 𝑟 ൌ 0.01, 𝑝 ൌ 0.82 

flow 𝑟 ൌ 0.76 ,𝑝 ൌ 0.01 

 𝑦 ൌ 0.23𝑥 െ 3.81𝑒ିଷ 

soil 𝑟 ൌ 0.86 , 𝑝 ൌ 8.57𝑒ିହ 

        𝑦 ൌ 0.70𝑥 െ 0.01 

control 𝑟 ൌ 0.13, 𝑝 ൌ 0.64 



－ 60 －

0

10

20

30

40

SPAD
water flow soil control

4．SPAD 条件ごとの SPAD 値を図–7 に示す。SPAD

を測定した個体はほぼ全て活着していた。クワの苗を用

いた先行研究では，窒素無施用の場合でも SPAD 値は

23.9 を示した(6) 。本研究では，water 区で 23.9 よりも低

い結果となったが，他の条件では 23.9 よりも高い結果と

なった。水挿しであっても，挿し木の健全度は低くなら

ない可能性がある。先行研究により，窒素を施用するほ

ど SPAD 値が高くなることや(6) ，発根後に水ではなく

養液に移すことで成長量が増加する(5)ことが示されて

いるため ，水道水ではなく液肥などを用いることで成長

を促進できる可能性がある。クロモジを用いた先行研究

では SPAD 値と発根数などで相関がみられた(8)。そのた

め，条件ごとの根の乾重と SPAD 値の相関関係について

調べた（図–8）。その結果、どの条件でも有意な相関がみ

られなかったため、本研究では SPAD 値と根重の関係は

明らかにはならなかった。測定した葉の SPAD 値が高く

ても葉重が少ない水挿しでは、挿し穂の健全度が低かっ

た可能性が考えられる。 

図–7. 条件ごとの SPAD 値 

Fig. 7 SPAD value per conditions 

なおエラーバーは各条件での標準偏差を示す。枯死個体は含めていないた

め，条件ごとの個体数は water 区は 5 個体，flow 区は 10 個体，soil 区は

14 個体，control 区は 15 個体である。

図–8. SPAD 値と根重量の散布図 

Fig. 8 Scatter plots of SPAD value and root weight 

相関係数および p 値は上から water 区，soil 区，control 区，flow 区になっ

ている。 

IV まとめ 

 本研究は，ヤマグワを用いて水挿しを行い，土に挿し

た場合との成長の比較と，水挿しでの基部付近の環境に

よる生存と成長について調べた。生存率や活着率は水挿

しでは低くなったが，基部付近に空間をつくることで，

改善がみられた。成長量は土に挿した場合で明らかに多

かったが，水挿しでは，根の成長が悪く，全体の成長量

が減少した可能性があるが，水挿しにより根の成長は抑

制されない可能性がみられたため，水挿しによる成長の

影響は明らかにはならなかった。ディーフェンバキアな

どでは水挿しした個体の発根量が多いため(2) ，樹種の

特性により成長が異なる可能性が考えられる。先行研究

によると(5)，発根後に水ではなく養液に移すことで成長

量が増加するため，水道水ではなく，液肥を用いること

で挿し木の成長を促進し，土に挿した場合と同程度の成

長量を得られる可能性もある。水挿しの利点として，地

下部の成長を直接確認できることがあるが，ヤマグワの

場合，生えたばかりの根は少しの刺激で脱落しやすいた

め，確認の際は注意が必要である。 
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養分不足のスギコンテナ苗に対する秋施肥が耐凍性に及ぼす影響 

飛田博順 1・原山尚徳 1・香山雅純 1・齋藤隆実 1 
1国立研究開発法人 森林研究・整備機構 森林総合研究所 

 

要旨：育苗時の追肥は，量や時期によっては苗の耐凍性を低下させるおそれがある。本研究では，前年 12 月までの追

肥がスギコンテナ苗の翌年 3 月の耐凍性に及ぼす影響を明らかにすることを目的とした。9 月，10 月，11 月，12 月に

追肥する 4 処理を設定し，12 g/L 相当量（5–6 ヶ月間肥効，3.6 g/個体）を施用した。翌 3 月に−15 ˚C から−30 ˚C にお

ける二次枝の電解質漏出率を測定し，50％漏出時の温度 (LT50) により耐凍性を評価した。9 月から 12 月の追肥処理

区の LT50 は，−29.3 ˚C から−28.1 ˚C で，追肥をしない対照区の−24.0 ˚C に比べて低かった。追肥時期の違いによる耐

凍性の低下は認められず，9 月から 12 月の追肥により 3 月の耐凍性が高くなることが示された。 

キーワード：Fv/Fm，浸透ポテンシャル，相対成長速度，窒素含量，電解質漏出率 

 

Effect of fall fertilization on cold tolerance of nutrient-deficient Cryptomeria japonica container seedlings 
Hiroyuki TOBITA1, Hisanori HARAYAMA1, Masazumi KAYAMA1, Takami SAITO1 

1 Forestry and Forest Products Research Institute 

 

Abstract: Fertilizer application during seedling cultivation can potentially reduce seedling cold tolerance, depending on the amount 

and timing. The aim of this study was to determine the effect of fertilizer application up to December on the cold tolerance of 

Cryptomeria japonica container seedlings in March. In each month from September to December, fertilizer was applied at a rate 

equivalent to 12 g L-1 (effective for 5−6 months, 3.6 g per plant). In the following March, electrolyte leakage rates of shoots at −15 

˚C to −30 ˚C were measured, and cold tolerance was assessed by temperature at 50% leakage (LT50). LT50 in each fertilizer 

treatment from September to December ranged from −29.3 ˚C to −28.1 ˚C, lower than the −24.0 ˚C of the unfertilized control. No 

reduction in cold tolerance was observed at different times of fertilizer application, suggesting that fertilizer application between 

September and December increased cold tolerance in March. 

Keywords: Fv/Fm, Electrolyte leakage, Nitrogen content, Osmotic potential, Relative growth rate 

I はじめに 

 秋施肥とは，成長終了期ごろに行う追肥で，当年の成

長には寄与せず，芽の大きさや翌年の成長に寄与しうる

ものである(1)。再造林において出荷時に規格未達の残苗

を次回出荷時まで育苗して活用する場合，施肥により樹

高が高くなり過ぎて規格外になることが懸念されるが，

秋施肥であれば徒長を抑えつつ翌春の苗の養分状態を改

善させ，植栽後の成長促進が期待できる。実際，スギコ

ンテナ苗では，育苗時の 9 月上旬や 10 月上旬の追肥に

より，翌春に植栽した後の 1 年間の成長に促進効果が見

られた(8)。一方，育苗時に，成長期間中の施肥が多すぎ

ると，遅い時期まで成長が続く徒長を示し，休眠開始や

耐凍性獲得が遅れ，霜害や出荷・保管時の低温被害のリ

スクが高くなる(1)。針葉樹では 9 月ごろの秋施肥により

耐凍性が高まることが多く報告されているが，秋施肥や

より遅い時期の施肥に対する耐凍性の反応は，種特異的

であり，施用量や施用時期，評価するタイミングによっ

ても異なる可能性がある(1, 3, 4)。先行研究で，養分不足

状態のスギコンテナ苗について，耐凍性獲得に及ぼす追

肥時期の影響を調べた(9)。その結果，1）8 月から 11 月

の追肥（6 g/L 相当）により，1 月の針葉の耐凍性が上が

ること，2）11 月の追肥では 8 月から 10 月の追肥に比べ

て，耐凍性向上の程度が少なく，耐凍性獲得の遅延の可

能性があること，3）追肥の翌年の成長には 11 月の追肥

による負の影響は見られなかったことを示した(9)。本研

究では，先行研究に引き続き，残苗の利用を想定して，

養分不足状態のスギコンテナ苗を対象に，育苗時のより

遅い時期の 12 月の追肥が，二次枝の耐凍性に及ぼす影

響と，追肥翌年の植栽後の成長に及ぼす影響を明らかに

することを目的とした。本研究では，追肥量を先行研究

の 2 倍に設定し，耐凍性が十分高まった 3 月に耐凍性を

測定した。 

 

II 材料と方法 
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1．調査地と材料 森林総合研究所（茨城県つくば市）

構内の実験林内で育苗と植栽試験を行った。2023 年 1 月

に購入したスギ挿し木コンテナ苗（県姶良 20 号，150 cc）

を 150 cc コンテナ (JFA–150) に移し，ビニールハウス内

で，施肥をせず，潅水のみで育苗を続けた。9 月に単体

のコンテナ (330 cc，HSK330) に移植した。根鉢と容器

の間に生じた隙間の培地にはヤシ殻破砕物（ココピート

オールド，トップ（株），東京）を用いた。 

2．追肥処理 追肥前の苗高は 66.2 ± 0.8 cm（平均 ± 標

準誤差，n = 99）であった。2023 年 9 月から時期を変え

て 1 回のみ追肥を行い，以下の 4 つの追肥処理区を設定

した (n = 20)：9 月 6 日 (SEP)，10 月 6 日 (OCT)，11 月

8 日 (NOV)，12 月 8 日 (DEC)。追肥を行わない対照区 

(CON, n = 19) も設定した。追肥は，先行研究の 2 倍の量

に設定し(9)，根鉢表面に Osmocote Exact Standard High K

（N-P-K 11-11-18，肥効期間 5–6 ヶ月）を 3.6 g/本与えた

（12 g/L 相当）。育苗期間中の 5 月と翌 4 月に苗高と地際

直径の測定を行い，相対成長速度 (RGR) を算出した。 

3．測定項目 追肥した翌年の 3 月に，各処理 5 個体の

上部の二次枝を対象に，耐凍性や耐寒性に関連する生理

特性を測定した。2024 年 3 月 5 日に，一般的な手法であ

る電解質漏出率による耐凍性の評価を行った(4, 7)。早朝

に各個体から二次枝を 6 本採取し，2 ml の超純水を入れ

た試験管に枝の切り口を浸して，プログラムフリーザー 

(ESPEC, MC-711) 内で 4 段階の低温処理を行った。後述

の 2 処理を含め温度処理は 5 個体まとめて行い（試験管

30 本；6 温度処理 × 5 追肥処理），その後の処理は二次

枝ごとに行った（試験管 150 本；6 温度処理 × 5 個体 × 

5 追肥処理）。−2 ˚C に 1 時間置いた後に植氷を行い，さ

らに−2 ˚C で 30 分間置いた後，0.2 ˚C/分の速度で冷却し

た。−15，−20，−25，−30 ̊ C の各設定温度で対象サンプル

を取り出し，4 ˚C の冷蔵庫内に安置した。翌日，試験管

内の枝から先端と水に浸かっていた部分を除き，5 mm 長

の試料を 3 本切り出し，2 ml の超純水を入れた試験管に

移した。室温下 (21 ˚C) において振盪機で 3 時間撹拌し

た後，電気伝導度 (EC-l) を測定した(LAQUA twin COND，

Horiba)。その後，オートクレーブで処理し（121 ̊ C で 20

分），振盪機で 1 時間撹拌した後，電気伝導度 (EC-d) を

測定した。低温処理をせずに 4 ̊ C に保管した枝と，液体

窒素 10 分間と自然解凍の処理を 2 回繰り返した後，4 ̊ C

に保管した枝についても，同様の手順で電気伝導度を測

定した（それぞれ n = 25；5 個体 × 5 追肥処理）。以上よ

り各設定温度での電解質漏出率 (EL) を以下の式から算

出した。 

EL = EC-l / EC-d × 100 

各温度での相対電解質漏出率 (REL) を，4 ˚C 保管の枝

の EL 値を 0%，液体窒素処理枝の EL 値を 100%として

換算した。ロジスティック回帰モデルのカーブフィット

により，REL が 50％になる温度 (LT50) を算出し，耐凍

性の指標に用いた(7)。 

 耐凍性測定の 1 週間後に，耐凍性測定に使用した枝と

同等の位置の枝を対象に，強光と低温のストレスの指標

として夜明け前の光合成の最大光量子収率  (Fv/Fm) 

(Mini- PAM II, Walz) と，浸透調節の指標として浸透ポテ

ンシャル (VAPRO 5520, Wescor) を測定した。測定の前

日に十分根鉢に給水した。Fv/Fmを測定した枝を採取し，

投影面積をスキャンした後 70 ̊ C で 72 時間乾燥させ，投

影面積あたりの乾燥重量 (LMA) を測定した後，窒素含

量を分析した（NC22F, 住化分析センター）。 

 追肥の翌 5 月に処理個体を苗畑に植栽した。追肥を根

鉢表面に施したため，植栽時にはそのほとんどが脱落し

た。植栽時と 7 月，10 月に樹高を測定し，伸長開始前の

4 月から 7 月と，7 月から 10 月のそれぞれの期間の相対

成長速度 (RGR) を算出した。 

4．解析 各測定パラメータを目的変数，追肥処理を固

定効果，個体位置（育苗時のコンテナの違いと，植栽時

の場所の違い）をランダム効果とした一般化線形混合モ

デル (GLMM) を作成し，固定効果について尤度比検定

 

図–1. スギコンテナ苗の 5 月と翌 4 月の苗高 (A, B) 

と地際直径 (C, D)。n.s. は処理区間で有意な差がな

かったことを示す (Tukey, p > 0.05, n = 19−20)。 

Fig.1 Height (A, B) and diameter (C, D) at May and next 

April Cryptomeria japonica container seedlings. n.s. 

indicate no significant differences among treatments 

(Tukey, p > 0.05, n = 19−20). 
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を行った (Rver. 4.3.1)。追肥処理の効果が有意な場合は，

多重比較を行った。RELのLT (50) の算出ではdrc package

の drm 関数でカーブフィットを行った。 

 

III 結果と考察 

1．育苗中のコンテナ苗の成長 追肥処理前の 5 月の

苗高と地際直径は処理間で有意差がなかった（図–1A, C）。

5 月から翌 4 月までの苗高の RGR は処理間で有意差が

あり (p = 0.005)，9 月追肥区が対照区と 10 月追肥区に比

べて高かったが，処理間差は小さく，翌 4 月の苗高は処

理間で有意差がなかった（図–1B）。翌 4 月の地際直径（図

–1D）と 5 月から翌 4 月までの地際直径の RGR は処理間

で有意差がなかった。本研究の追肥は，育苗期間中の成

長に対してほとんど影響を及ぼしていなかった。これま

での報告(8, 9)と比べて，10 月以降の追肥で徒長が生じな

い点は同様の結果であったが，翌春までの肥大成長が促

進されなかった点は異なった。 

 2．コンテナ苗の耐凍性 二次枝の−15 ˚C から−25 ˚C

における REL は，対照区が最も高かった（p < 0.001，図

–2）。追肥処理区間では有意な差がなかった。−30 ˚C で

のRELは，対照区が9月追肥区より高かった (p = 0.013)。

LT(50) は，対照区が−24.0 ± 2.7 ˚C で，9 月から 12 月の

追肥区が，−29.3 ± 3.9 ̊ C，−28.1 ± 3.5 ̊ C，−29.4 ± 4.1 ̊ C，

−28.5 ± 3.4 ̊ C であった。追肥処理区の LT (50) は対照区

に比べて低いことから，9 月から 12 月の追肥により翌 3

月の耐凍性が高くなることが示唆された。この結果は，

窒素不足による耐凍性の低下(6, 9)を支持する結果であ

った。また，追肥処理区間で LT (50)に差がなかったこと

から，12 月の追肥でも 3 月の耐凍性に他の時期の追肥と

差がないことが示された。 

 二次枝の浸透ポテンシャルは処理間で有意差がなく 

(−3.26 ± 0.09〜−2.87 ± 0.06 MPa)，追肥処理によらず浸透

調節が十分なされていた（図–3A）。夜明け前の Fv/Fmは，

処理間で有意差があり (p < 0.001)，対照区が他の追肥処

理区に比べて大幅に低かった（0.25 ± 0.03，図–3B）。追

肥処理区間では，9 月追肥区が 12 月より有意に高い値を

示した。二次枝の窒素濃度は，処理間で有意差があり (p 

< 0.001)，Fv/Fm と同様に対照区で非常に低く (0.41% ± 

0.01)，追肥処理区間では，9 月追肥区 (0.82% ± 0.06) が

10 月に比べて有意に高かった（図–3C）。LMA は，12 月

追肥区が 10 月に比べて有意に低く（p = 0.038，図–3D），

投影面積あたりの窒素含量は，10 月と 12 月追肥区が 9

月に比べて有意に低かった (p < 0.001)。既報の針葉の窒

素濃度は，0.45 から 4.43％の範囲で，平均値が 1.38％で

あった(5)。対照区の二次枝の窒素濃度はこの既報値の最

低値と同等であり，窒素不足で低温と強光によるストレ

スを受けていることが示唆された。一方，追肥区の窒素

濃度も最大で 0.82％で，既報値の平均値に比べて低い値

であることから，本研究の追肥処理は過剰な窒素施肥で

はないと判断できる。 

 

図–2. 追肥時期の異なるスギコンテナ苗二次枝の 4

つの設定温度における 3 月の相対電解質漏出率 

(REL)。曲線は，ロジスティック回帰モデルを使って

カーブフィットした結果を示す。 

Fig.2 Electrolyte leakage from Cryptomeria japonica 

shoots frozen to four different temperatures in March. 

 

図–3. 追肥の翌 3 月のスギコンテナ苗二次枝の浸透

ポテンシャル (A)，夜明け前の Fv/Fm (B)，窒素濃度 

(C)，LMA (D)。異なるアルファベットは処理区間の

有意差を示す (Tukey, p < 0.05, n = 5)。 

Fig.3 Osmotic potential (A), predawn Fv/Fm (B), nitrogen 

concentration (C), and LMA (D) in shoots of Cryptomeria 

japonica container seedlings at March following 

fertilization. Different alphabets indicate significant 

differences among treatments (Tukey, p < 0.05, n = 5). 
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3．追肥の翌年の樹高成長 植栽後の 7 月と 10 月の樹

高は，対照区より追肥処理区で有意に高かった（p < 0.001，

図–4A, B）。樹高の RGR は，伸長開始から 7 月までは，

対照区より追肥処理区で有意に高かったが（p < 0.001，

図–4C），7 月から 10 月の期間では，処理間差がなかった 

(p = 0.22)。翌年の樹高成長への追肥の効果は，春から初

夏にかけて顕著に生じることが示唆された。9 月から 12

月の追肥時期の違いによる追肥翌年の樹高成長への影響

は見られなかった。先行研究(9)でも，8 月の追肥では，

9月から11月の追肥に比べて翌年9月までの樹高のRGR

が低下したが，9 月から 11 月の追肥では差がなかったこ

とから，本研究でも同様の結果が得られたと考えられる。 

本研究の追肥量は，先行研究(9)の 2 倍の 12 g/L 相当に

設定したが，12 月に追肥した場合でも，3 月の耐凍性へ

の負の影響は確認できなかった。針葉樹では秋施肥によ

り耐凍性が高まる報告例が多いが(3, 4)，樹種によっては

過剰な追肥により耐凍性が低下する場合がある(6)。例え

ば、Picea abies の実生では，秋施肥量の違いにより針葉

の窒素濃度が 1.0％の個体より 1.8％の個体で霜害の感受

性が高まった(2)。本研究の二次枝の窒素濃度は最大でも

0.82％であり，本実験の追肥量が過剰な量ではなかった

ことが示唆された。今後，養分状態の良い苗で，追肥の

量と時期が耐凍性に及ぼす影響を調べる必要がある。12

月の追肥では，9 月追肥区に比べて Fv/Fmが低く，二次枝

の窒素濃度が低い傾向を示したことから，肥料切れした

苗木への遅い時期の追肥は，葉の窒素濃度の増加が不十

分で冬期に強光低温ストレスにさらされる可能性がある

ことを示唆しており，今後検討が必要な課題と考える。 

謝辞：本研究は（国研）森林研究・整備機構森林保険セ

ンターによる所内委託プロジェクト「気象害の発生プロ

セス解明に基づく気象害リスク評価手法の高度化」の支
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図–4. スギコンテナ苗の追肥の翌年の 7月と10月の

樹高  (A, B)と，期間ごとの樹高の相対成長速度 
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Fig.4 Height at July and October (A, B), and RGR of height 

from April to July (C) and from July to October (D) of 

Cryptomeria japonica container seedlings (n = 19−20). 
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クマイチゴが繁茂したスギ大苗造林地における

薬剤を利用した省力的な下刈り方法の検討

飯田玲奈 1 

1群馬県林業試験場 

要旨：クマイチゴが繁茂したスギ大苗造林地において，クマイチゴを早期に衰退させるため，薬剤を利用した省力的

な下刈り方法を検討した。塩素酸ナトリウム系及びフェノキシ酸系薬剤を用いて除草試験を行った結果，植付け 1 年

目だけ下刈りをし，植付け 2 年目及び 3 年目は薬剤散布を行う方法でクマイチゴを早期に衰退させることができた。

植栽したスギと雑草木との競合状態及びスギの樹高から，植付け 4 年目のスギは競合植物にほとんど被圧されていな

いと判断された。フェノキシ酸系薬剤はクマイチゴに対する薬効は高かったが，薬剤散布後のスギへの薬害及び薬効

度の低い植物の繁茂に留意する必要があった。塩素酸ナトリウム系薬剤は，フェノキシ酸系薬剤よりクマイチゴに対

する薬効はやや劣ったが，スギへの薬害は認められず植付け 4 年目の樹高はやや高かった。 

キーワード：クマイチゴ，下刈り，薬剤による除草 

Examination of the labor-saving method of weeding using herbicide in the large size Japanese cedar 

seedlings plantation where Rubus crataegifolius have overgrown 
Reina IIDA1 

1 Gunma Prefectural Forestry Experiment Station 

Abstract: To investigate the labor-saving weeding method that would quickly cause the decline of Rubus crataegifolius in the large 

size Japanese cedar seedlings plantation where R. crataegifolius was overgrown, we conducted the weeding experiments using 

sodium chlorate and phenoxy acid herbicide. As a result, it was possible to quickly cause the decline of R. crataegifolius by weeding 

only in the first year of planting and spraying the herbicide in the second year and the third year after planting. From the results of 

the competitive status between the Japanese cedar trees and vegetation as well as height growth of the Japanese cedar trees, it was 

found that the Japanese cedar trees four years after planting showed little suppression by competing vegetation. The phenoxy acid 

herbicide was effective against R. crataegifolius, but it was necessary to pay attention to the damage of the Japanese cedar trees 

caused by spraying the herbicide. The sodium chlorate herbicide was slightly less effective against R. crataegifolius than the phenoxy 

acid herbicide, but the damage to the Japanese cedar trees was not observed and the tree height of Japanese cedar trees was relatively 

high in the fourth year after planting. 

Keywords: Rubus crataegifolius, weeding, weed control using herbicide 

I はじめに 

クマイチゴ（Rubus crataegifolius）は，北海道から九州

の温帯に自生し，山地の林縁，伐採跡地等にやや普通に

見られる木本類である(2)。日本のキイチゴ属の中で最も

大きく成長する種であり，地上茎は最大で 3 m を超える

(8)。地上茎は成長すると太く丈夫で，鋭い鈎状のトゲが

あるため，その群落は容易に入り込むことはできない(8)。

また，クマイチゴは先駆的な陽光性のキイチゴであり，

開放的な環境のもとでは地下分枝により旺盛にクローン

成長を行い，密度の高い群落を形成する(8)。このため，

皆伐後に数年間造林がされずクマイチゴが優占した土地

においては，再造林後もクマイチゴが旺盛にクローン成

長を続けることが予想され，刈払いに労力を必要とする。

下刈りの省力化手法として薬剤散布があるが(3,6,7,9,10)，

有用な除草効果を評価するためには，数種の除草剤を比

較した試験の設定が必要となってくる(1)。そこで本研究

では，クマイチゴが繁茂したスギ大苗造林地において，

2 種類の除草剤を用いた薬剤散布試験を行い，クマイチ

ゴを早期に衰退させ下刈り労力を軽減できる手法につい

て検討した。 

II 材料と方法 

論 文 関東森林研究 76-1 (2025) 
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1．調査地及び薬剤による除草方法 調査地は群馬県高

崎市倉渕町岩氷地内の造林地 0.47 ha とした（図–1）。現

地は皆伐後 2 年経過しており，クマイチゴ及びクサギが

優占していた。2021年4月に刈払機による地拵えを行い，

苗長 75 cm 上のスギ特号裸苗を ha あたり 1,700 本植栽し

た。植付け1年目の下刈りは，スギの被圧が確認された

10 月に行い，電動バリカンによる坪刈り，刈払機による

筋刈りまたは全刈りを行った。植付け 2 年目及び 3 年目

は下刈りを実施せず，薬剤散布区を設置し(表–1)，年 1

回薬剤散布を行った。デゾ区は，デゾレート AZ 粒剤（塩

素酸ナトリウム系，有効成分:塩素酸ナトリウム，以下，

塩素酸系薬剤）を用い，規定量上限である 10 a あたり 20 

kg を背負式動力散粒機で土壌に全面均一散布した。アミ

ン区は，ザイトロンアミン液剤（フェノキシ酸系，有効

成分:トリクロピル，以下，フェノキシ酸系薬剤）を用い，

規定量である 10 a あたり 350 ml を背負式動力噴霧機で

雑草木に茎葉散布した。植付け 4 年目は下刈り及び薬剤

散布は行わなかった。 

2．調査項目 薬剤による林床植生の抑制効果を調査す

るため，試験区全域を対象に，主な林床植生の種名，被

度（表–2），薬効度（表–3，今野(6)参照）を目視観察し，

平均的な植物高を測定した。調査時期は，植付け 1 年目

の下刈り前（2021 年 9 月上旬～10 月上旬），植付け 2 年

目の薬剤散布後（2022 年 7 月上旬～9 月上旬），植付け 3

年目の薬剤散布後（2023年 6月下旬），植付け 4年目（2024

年 10 月上旬）とした。植付け 2 年目及び 3 年目の薬剤

散布後にスギへの薬害（変色等）について目視観察した。 

植栽木の調査については，植付け 4 年目にスギと雑草

木との競合状態を C1～C4 のカテゴリ(11)に C0（雑草木

がスギの高さの 1/4 以下）を加えて調査した。また，植

付け 1～4 年目の成長期末に樹高を計測し，各年の樹高

に試験区間で差があるかを一元配置の分散分析で検定し

た。調査対象はデゾ区 30 個体，アミン区 60 個体とした。 

薬剤の流出状況を調べるため，薬剤散布前後，第 1 降

雨後，第 2 降雨後に造林地の中央に位置する沢から採水

し（図–1），渓流水中の塩素酸及びトリクロピルについて，

含有試験を行った。採水地点は常時，水が流れ，デゾ区

中心部から斜距離で約 75 m，アミン区中心部から斜距離

で約 55 m 離れており，流路幅は 2.8 m である。塩素酸は

イオンクロマトグラフ法により（株）群馬分析センター

が分析し，トリクロピルは固相抽出–LC/MS 法により（株）

環境技研が分析した。 

III 結果と考察 

1．各薬剤による林床植生の抑制効果及びスギへの薬

害 植付け 2 年目の薬剤散布の結果，デゾ区，アミン区

ともにクマイチゴ及びその他キイチゴ類に対して薬効度

が高く，被度が+に低下した（表–4，5）。特にアミン区に

おいてキイチゴ類への薬効が高く，植付け 3 年目には試

験区内にキイチゴ類がほとんど見られなかった（表–5）。

デゾ区は，植付け 3 年目の薬剤散布後において，キイチ

ゴ類への薬効度が，植付け 2 年目よりも劣ったが（表–

4），これは薬剤の散布ムラ等が一因であると考えられた。

植付け 4 年目のキイチゴ類の被度は両区で 1～2 となり

（表–4，5），植物高が高い傾向であった（図–2，3）。こ

れは斜面下部の薬剤散布をしていない箇所に生育してい

た群落高の高いキイチゴ類が地下分枝の再生によって試

験区内に侵入したことによるものと考えられた。 

植付け 2 年目，3 年目ともに薬効度が 0 または 1 と低

かった植物種が見られ，デゾ区ではススキ，ムラサキシ

キブ，落葉低木類，アミン区ではササ類，ムラサキシキ

ブ，シダ類が該当し（表–4，5），これらの植物種は植付

け 4 年目の植物高が高い傾向であった（図–2，3）。雑草

木の高さが薬剤散布者の身長を越すものに対して薬剤処

理することは困難であり，残存したものは枯殺されるこ

となくさらに大きくなることから(3)，植栽木の成長を阻

害する雑草木が点在する場合は，部分的な刈払いまたは

薬剤散布と刈払いとを併用した管理(3,9)を検討する必要

がある。 

スギへの薬害は，デゾ区ではほとんど確認されなかっ

た。しかし，植栽木に誤って付着させた場合には，薬害

が現れることがあるため(10)，散布時は注意する必要が

ある。アミン区は，植付け 2 年目は薬害がほとんど確認

されなかったが，植付け 3 年目は本数の 1～2 割程度，梢

端が褐変する薬害が認められた。これは一部のスギに薬

剤が多くかかってしまったことによるものと考えられた。 

2．スギと雑草木との競合状態 全ての試験区におい

て，植付け 4 年目のスギは，競合状態 C2 以下が 90%以

上を占め，スギの梢端部が雑草木に完全に覆われている

状態（C4）は見られなかった（図–4）。このことから，植

付けから 3 年間で下刈りは終了して良いと判断された。 

アミン区は，競合状態 C0 の占める割合がデゾ区より

も高かった（図–4）。これはフェノキシ酸系薬剤が，キイ

チゴ類及びタケニグサに高い薬効を示し，これらの被度

を低下させた結果，薬効が低くかつ植物高の低いササ類

が代わりに優占したことによると考えられた（表–5，図

–3）。デゾ区は競合状態 C0 の占める割合が低い傾向であ

ったが，これは，ススキの被度が低下せずかつ植物高が

高く推移したことによると考えられた（表–4，図–2）。 

3．スギの樹高成長 スギの樹高は，植付け 4 年目にお
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いて，デゾ区とアミン区との間に有意な差が認められ，

デゾ区で高かった（図–5，一元配置の分散分析，p<0.01）。

アミン区は，植付け 3 年目の薬剤散布後に一部のスギに

薬害が生じており，このことが樹高成長に影響した可能

性がある。 

4．薬剤の流出状況 渓流水中の薬剤含有量は，全ての

調査時点において，塩素酸は水道法第 4 条に基づく水質

基準項目(5)の基準値（塩素酸 0.6 mg/ L 以下(4)）を下回

り，トリクロピルは水質管理目標設定項目(5)15 農薬類の

目標値（トリクロピル 0.006 mg/ L (4)）未満であった（表

–6）。 

Ⅳ おわりに 

クマイチゴが繁茂した造林地において，植付け 1 年目

に刈払いを行い，植付け 2 年目及び 3 年目に塩素酸系ま

たはフェノキシ酸系薬剤の散布を行うことで，クマイチ

ゴを早期に衰退させることができた。本試験では，薬剤

散布を連年行ったが，いずれの薬剤も散布 1 回目でキイ

チゴ類に対して薬効が認められたため，2 回目以降の薬

剤散布の要否については，抑制したい植物種の被度を予

め確認したうえで判断すれば良いと考えられる。フェノ

キシ酸系薬剤は，植栽木への薬害によって樹高成長に影

響が出る可能性があることや，広葉雑草木に効果が高い

ことから，植生の単一化を誘導する可能性がある点に留

意する必要がある。塩素酸系薬剤は，フェノキシ酸系薬

剤と比較してキイチゴ類への薬効がやや劣ったが，スギ

の薬害が少なかったことから樹高成長は優れていた。 

薬剤散布の作業時間（移動時間を除く）は，ha あたり

3 人作業でデゾ区が約 3.8 時間，アミン区が約 6.7 時間で

あった。薬剤費は，デゾ区が約 10 万円/ ha，アミン区が

約 3 万 7 千円/ ha であり，人件費を含めるとアミン区の

方が ha あたり約 3 万 8 千円安価であった。ただし，アミ

ン区の薬剤散布には 300 L/ ha の水の運搬が必要である

ため，作業性等を考慮のうえ薬剤を選択する必要がある。 

いずれの薬剤散布においても背負式動力散布機を用い

たが，作業に伴う身体的負担が大きく，急傾斜地では転

倒や熱中症などの危険性も考慮する必要がある。そのた

め，均一な薬剤散布，身体負荷の軽減，作業コストの低

下などを考慮し，UAV による薬剤散布について，検証し

実用化する必要がある。 
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図–1. 試験地 

Fig. 1 Test site 

注）A はアミン区，D はデゾ区，破線は沢，★は採水地を示す。 

表–1. 試験区の概要 

Table 1 Outline of test areas 

1回目 2回目

ﾃﾞｿﾞ区 0.05 690 NE 32° 2021.4 2021.10 2022.6 2023.5

ｱﾐﾝ区 0.12 690 SW 30° 2021.4 2021.10 2022.5 2023.5

斜面
傾斜

斜面
方位

面積
(ha)試験区

標高
(m)

植栽
年月

下刈り
年月

薬剤散布年月

D 

A
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表–2. 被度 表–3. 薬効度 

Table 2 Coverage Table 3 Medicinal efficacy 

表–4. 主な林床植物の被度及び薬効度（デゾ区） 

Table 4 Coverage and medicinal efficacy of major plants 

(Sodium chlorate strewed area) 

表–5. 主な林床植物の被度及び薬効度（アミン区） 

Table 5 Coverage and medicinal efficacy of major plants 

(Phenoxy acid liquid sprayed area) 

注）–は散布範囲内にほぼ確認されなかったことを示す。 

表–6. 沢水中の薬剤含有量 

Table 6 Herbicide content in stream water 

a.塩素酸 

b.トリクロピル 

注）単位 mg/ L。結果の未満表示の数値は定量下限値を示す。塩

素酸は植付け 3 年目，トリクロピルは植付け 2 年目の結果。 

図–2. 主な林床植物の高さ（デゾ区） 

Fig. 2 Height of major plants (Sodium chlorate strewed 

area)  

注）調査時期は植付け 1 年目，2 年目，4 年目を示す。 

図–3. 植付け 4 年目における植栽木と雑草木との

競合状態 

Fig. 3 Competition between large planted Japanese cedar 

seedlings and weeds three years after planting 

図–5. スギの樹高成長 

Fig. 5 Height of Japanese cedar trees 

注）調査時期は植付け 1 年目，2 年目，3 年目，4 年目を示

す。エラーバーは標準偏差を示す。各時期において異なる

アルファベット間は有意差があったことを示す。 

散布前 散布直後 散布1日後 第1降雨後 第2降雨後

2022.5.24 2022.5.24 2022.5.25 2022.5.27 2022.5.31

0.00005未満 0.00046 0.003 0.001 0.00016

散布前 散布1日後 第1降雨後 第2降雨後

2023.5.15 2023.5.16 2023.5.23 2023.5.31

0.06未満 0.06未満 0.06未満 0.06未満

被度 植被率

5 75％超

4 50-75%

3 25-50%

2 10-25%

1 10%以下

＋
5％以下,個体数が

極めて少ない

指数 薬効
0 反応抑制効果がない

1 若干の変色のみで成長
抑制効果は少ない

2 落葉し成長抑制効果が
ある

3
植物体の上部1/3以上が

枯死する
4 地上部全体が枯死する
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試験区

C3:植栽木と雑草木の梢

端が同じ位置

C2:梢端が周辺の雑草木

から露出

C1:樹冠が周辺の雑草木

から半分以上露出

C0:雑草木が植栽木の高

さの1/4以下

植付け1年目

下刈り前

植付け3年目

薬剤散布後

植付け
4年目

2021.9-10 2023.6 2024.10

主な植物 被度 薬効度 被度 薬効度 被度

クマイチゴ 5 4 ＋ - 2

その他キイチゴ類 3 4 ＋ - 1

タケニグサ 3 4 1 4 +

ササ類 2 0 4 1 5

ムラサキシキブ 2 1-4 2 1-2 2

シダ類 ＋ 0-1 ＋ 0-1 1

植付け2年目

薬剤散布後

2022.7-9

図–3. 主な林床植物の高さ（アミン区） 

Fig. 3 Height of major plants (Phenoxy acid liquid 

sprayed area)  

注）調査時期は植付け 1 年目，2 年目，4 年目を示す。 

図–4. 植付け 4 年目におけるスギと雑草木との競

合状態 

Fig. 4 Competitive status between Japanese cedar trees 

and competitive plants in the fourth year after planting 
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クマイチゴ 4 4 ＋ 1-4 2

その他キイチゴ類 3 4 ＋ 2-4 2

タケニグサ 2 1-2 3 2 1

ススキ 3 1-2 3 1 3

ムラサキシキブ 2 1 2 0-1 1

落葉低木類 1 0-2 1 0-1 2
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皆伐再造林地における獣害防止ネットの管理方法の確立 

山田勝也 1 
1群馬県林業試験場 

 

要旨：獣害防止ネットの防除効果を維持するには，点検や補修といった維持管理が必須である。維持管理にあたり，

下草やつる類の管理が重要であると考えた。そこで，ネット沿いの下草を管理することで視認性を維持し，人が踏査

できる道を設置することを目的に，除草剤を用いた方法を検証した。試験結果から，グリホサートカリウム塩液剤を

年 1 回 7～8 月に散布することが，視認性の維持に有効であることが確認された。また，ジェネリック農薬との比較に

より，コスト削減の可能性も示された。 

キーワード：獣害防止ネット，皆伐再造林地，除草剤，下草管理 

 

Establishment of management methods for deer prevention nets 

in clear-cut reforestation areas 
Katsuya YAMADA1 

1Gunma Prefecture Forestry Experiment Station 

 

Abstract: To maintain the effectiveness of deer prevention nets, regular inspections and repairs are essential. The weeding 

management of undergrowth and vine plants is considered important for this maintenance. Therefore, this study examined the use 

of herbicides to manage undergrowth along the nets, aiming to maintain visibility and create walkable paths. The test results 

confirmed that spraying glyphosate potassium salt once a year in July to August is effective in maintaining visibility. Additionally, 

a comparison with generic pesticides indicated the cost reduction. 

Keywords: deer prevention net, clear-cut reforestation area, herbicide, undergrowth management 

I はじめに 

皆伐再造林地におけるシカなどの獣害対策として，獣

害防止ネット（以下，ネット）が広く使用されている。

ネットに破損が生じると獣類が侵入し，森林被害が発生

する恐れがあることから，ネットの防除効果を維持する

ための点検や補修といった維持管理は必須であり，管理

に要するコストは重要な課題である(6)。ネットの点検や

踏査を効率的に行うために刈払いの必要性が指摘(5)さ

れている一方，ネットの破損要因として下刈に伴う切断

が約 4 割を占める報告(7)があるなど，効率的にネットを

管理するためには，下草の適切な管理方法が必要である。 

本研究では，ネットの点検管理の課題解決にあたり，

ネット沿いの下草やつる類の管理が重要であると考え，

ネットを切断する恐れのない除草剤を用いた方法を検証

した。ネット沿いの下草を管理することで視認性を維持

しつつ，点検や補修を行うために人が踏査できる道（以

下，管理道）を設置することにより，効率的に点検し，

獣類が侵入した場合でも早期に発見し補修できる技術と

することを目指した。 

 

II 材料と方法 

1． 調査地 倉渕試験地（群馬県高崎市，標高約 700 

m）と長野原試験地（群馬県吾妻郡長野原町，標高約 930 

m）の 2 箇所で行った。両試験地には，2021 年にステン

レス線入りポリエチレンネット（ソリッドン，㈱ヤマイ

チネット）を造林地外周に設置した。 

2．調査項目 除草剤ごとの散布によるネットの視認

性の経過及びコストについて比較し，ネットの管理に適

する除草剤を検討するための試験を行った。 

除草剤は，塩素酸塩粒剤（以下，塩粒剤。デゾレート

AZ 粒剤，㈱カーリット）とグリホサートカリウム塩液剤

（以下，カリウム塩液剤。ラウンドアップマックスロー

ド，日産化学㈱）を使用した。散布範囲は，ネット沿い

の内側から幅約 1.8 m（ネット外側の約 0.3 m を含む）と

し，各試験地のおよそ半周ずつ（対照区を除く）散布し

た。塩粒剤は手撒きで 15 kg/10 a，カリウム塩液剤は 50

倍希釈とし，手動噴霧器または動力噴霧器により 50 L/10 

a で散布した。除草剤の散布は，初年度の 2021 年は年 1

回夏期（7～8 月）の散布とし，2022 年は試験地及び除草

剤ごとに視認性の状況から年 1 回以上の散布を行った上

論 文 関東森林研究 76-1 (2025) 
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で，2023 年夏期までの 2 年間のネットの視認性の経過を

調査した。2023 年は夏期まで無処理とし，前年の散布に

よる抑制効果を調査した。 

ネットの視認性については，獣類の潜り込みの有無や

それに伴うアンカーの抜けを点検するため，地際まで視

認できることが必要である。そこで，各試験地において

除草剤ごとに植生や傾斜などの環境が異なる調査地点を

5 か所ずつ設け，ネット沿いの地際に 50 cm 四方の方形

枠を垂直に立てて設置し，方形枠からネット内側に 1 m

の地点からネットの視認性を定点調査した。方形枠は 10 

cm 四方の 25 ブロックに区分けし，すべてのブロックで

ネットが視認できる状況を 100%，下草に覆われて全く

視認できない状況を 0%として記録した（図–1）。 

 

 

 

 

 

 

 

図–1. ネットの視認性の記録方法 

Fig.1 Method for recording nets visibility 

 

次に，薬剤費がより安価なジェネリック農薬との効果

を比較した。倉渕及び長野原試験地において，植生の状

況が同等になるよう散布範囲を再設定し，調査地点も同

様に除草剤ごとに 5 か所ずつ設けた。試験は，カリウム

塩液剤と，同じく有効成分グリホサートのジェネリック

農薬であるグリホサートイソプロピルアミン塩液剤（以

下，アミン塩液剤。サンフーロン，大成農材㈱）の 2 剤

について，2023 年夏期から 2024 年夏期の 1 年間におい

て，希釈倍率や散布方法を同条件のもとネットの視認性

を定点記録した。 

散布にかかるコストは，年間あたりの 100 m あたりの

薬剤費及び人件費を積算した。人工は，散布に要した時

間（薬剤の準備を含む）を現地計測し，平均から算出し

た。人件費には，群馬県基礎単価表（2024.10）の普通作

業員 23,700 円/日を使用した。また，下刈コストについて

も令和6年度群馬県民有林造林補助事業予定標準単価(3)

から除草剤と同じ面積分を算出し，比較した。 

また，塩粒剤とカリウム塩液剤の比較試験により，ネ

ットの管理に適すると判断された除草剤について，植生

ごとの薬剤効果を判定した。薬剤効果は，表–1 の効果判

定基準(4)に従い，効果が一定でない場合は分数表記で分

母に範囲を，分子には最頻値を記録した（例：2/1-3）。 

表–1. 薬剤効果の効果判定基準 

Table 1 Criteria for determining herbicide effectiveness 

 

 

III 結果と考察 

1．塩液剤とカリウム塩液剤の比較 塩粒剤による視

認性の経過を図–2 に示す。倉渕試験地では，2022 年春期

の視認性の低さから一度散布したが，夏期に再度視認性

が低下したため年 2 回の散布を必要とした。長野原試験

地は，比較のため前年同様年 1 回夏期の散布としたが，

安定した視認性を維持することは困難であった。両試験

地とも，視認性のばらつきが大きく，十分な視認性を確

保するには年 2 回以上の散布が必要であることが分かっ

た。また，2023 年の夏期に視認性が急激に低下したこと

から，散布翌年の抑制効果は薄いと判断された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図–2. 塩粒剤処理による視認性の経過 

Fig.2 Changes in visibility due to chlorate granules treatment 

 

次に，カリウム塩液剤の結果を図–3 に示す。2021 年夏

期の散布後，両試験地とも散布後翌夏まで 90%以上の高

い視認性を維持できることが確認された。また，2022 年

及び 2023 年においても，両試験地とも 2022 年の年 1 回

夏期の散布により，2021 年と同様の高い視認性を安定し

て維持できた。この結果から，カリウム塩液剤は，年 1

回 7～8 月の散布で視認性を維持できることが明らかと

なった。 
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図–3. カリウム塩液剤処理による視認性の経過。凡例は

図–1 と同様。 

Fig.3 Changes in visibility due to glyphosate potassium salt 

treatment. Legend as in Fig.1. 

 

2．ジェネリック農薬との比較 2023 年夏期から年 1

回散布によるネットの視認性の経過を図–4，5 に示す。 

 

図–4. カリウム塩液剤処理による視認性の経過。凡例は

図–1 と同様。 

Fig.4 Changes in visibility due to glyphosate potassium salt 

treatment. Legend as in Fig.1. 

 

 

図–5. アミン塩液剤処理による視認性の経過。凡例は図

–1 と同様。 

Fig.5 Changes in visibility due to glyphosate isopropylamine 

salt treatment. Legend as in Fig.1. 

 

結果，2 剤ともに年 1 回の散布で同等の高い視認性を

維持できることが確認された。散布後の経過も同様の傾

向であり，散布後は翌年の春期までは高い視認性が維持

された。初夏以降，アシボソなどが繁茂し，一時的にネ

ットの視認性が大きく低下した地点もあったが，夏期の

年 1 回散布により 2 剤ともネット沿いの管理道を維持す

ることができた。 

3．除草剤の散布コスト 散布コストを表–2 に示す。

比較すると，カリウム塩液剤及びアミン塩液剤は塩粒剤

の 1/2 以下のコストとなった。塩粒剤は，散布の人件費

では優位だが，薬剤費に加え，散布が年 2 回必要である

ことからコストが高くなった。カリウム塩液剤とアミン

塩液剤を比較すると，人件費が同等であることから，薬

剤費が安価であるアミン塩液剤が 100 m あたり 160 円ほ

どコストを削減できることが分かった。 

また，ネット沿いは皆伐地と条件が異なるため，造林

補助事業予定標準単価を基に算出した本研究におけるネ

ット管理のための下刈コストは参考値であるが，カリウ

ム塩液剤及びアミン塩液剤による管理は年 1 回の下刈よ

りも安価に実施できる可能性が示唆された。 

 

表–2. 除草剤散布コスト（100 m あたり） 

Table 2 Herbicide application cost (per 100 m) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4．除草剤の比較結果 散布による効果や持続性，コス

トの結果から，除草剤によるネットの管理にはカリウム

塩液剤またはアミン塩液剤が適すると判断した。 

なお，コストの比較ではアミン塩液剤がより安価では

あるが，アミン塩液剤が散布後 6 時間以内の降雨により

効果が劣る場合があるのに対し，カリウム塩液剤は散布

後 1 時間経過すれば降雨があっても効果を発揮するとい

った違いがある点を補足しておく。 

5．植生ごとの薬剤効果 カリウム塩液剤について，散

布後約 1 ヵ月時点（倉渕試験地 2023 年 9 月 7 日，長野

原試験地 2023 年 9 月 12 日）における薬剤効果を表–3，
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4 に示す。両試験地とも植生に対する薬剤効果は同様の

傾向となり，単子葉類，双子葉類ともにススキを除く草

本類及びつる類で高い反応・抑制効果が確認された。 

木本類及び一部反応や抑制が低い株については，葉の

萎凋や落葉により視認性は大幅に改善された。 

ササ類及びススキに対しては，薬剤効果のばらつきが

大きく，特にササ類は反応が薄い株も散見された。今回

の試験地では視認性及び管理道に影響しなかったが，サ

サ類がネット沿いに広く占有する造林地では，複合的な

管理や別の除草剤の検討を視野に入れる必要がある。 

また，地拵えから時間が経過し，木質化が進んだ木本

類やつる類及び大型化したササ類やススキなどに対して

は薬剤効果が低下することを確認している（山田，未発

表）。そのため，ネット設置から１年以内に管理を開始す

ることが重要となる。 

表–3. 倉渕試験地の薬剤効果 

Table 3 Herbicide effectiveness at Kurabuchi test site 

表–4. 長野原試験地の薬剤効果 

Table 4 Herbicide effectiveness at Naganohara test site 

IV おわりに 

本研究により，ネット沿いの内側から幅約 1.8 m の範

囲に 50 倍希釈のグリホサートカリウム塩液剤またはグ

リホサートイソプロピルアミン塩液剤を年 1 回 7～8 月

に散布することで，長期的にネットの視認性を維持し，

管理道を設置する管理方法が示された。この方法は，下

刈によるネットの切断の課題を解消するだけでなく，コ

ストも削減できるものである。散布距離は，希釈後 10 L

あたり約 110 m となる。注意点としては，2 剤とも非選

択性のため，散布時に苗木に付着すると薬害が生じるこ

と，植生が衰退し地表が露出するため，急傾斜地では踏

査時に滑りやすくなることが挙げられる。薬剤の環境影

響や残留性については，農薬抄録(2)を参考されたい。 

近年では，人力の踏査による点検だけでなく，ドロー

ンの自動飛行による管理方法(1)も検証されており，ネッ

トの視認性を維持することの重要性が高まっている。本

研究が，ネットの効率的な維持管理に寄与することに期

待する。 

謝辞：本研究は，倉渕試験地の試験にあたり磯村産業㈱

との共同研究により実施した。試験にあたっては，当場

職員にご協力をいただいた。厚く御礼申し上げる。 
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関東育種基本区のマツノザイセンチュウ抵抗性クロマツの着花量および早晩性

大平峰子 1・木村恵 2,1 
1森林研究・整備機構森林総合研究所林木育種センター・2秋田県立大学 

要旨：マツノザイセンチュウ抵抗性クロマツで構成された採種園から採れる種子の生産量を向上するため，関東育種

基本区の抵抗性クロマツの着花量および開花の早晩性を評価した。着花量を 2021 年から 2024 年にかけて 6 段階で指

数評価した。早晩性については，2022 年から 2024 年の開花期に時系列で開花区分を 4 段階で指数評価した。着花量

および早晩性ともに大きなクローン間差が認められ，観察期間中全く雌花あるいは雄花を着けない 3 クローンがある

一方，毎年多量の雄花を着けるクローンもあった。また，最も開花が早いクローンと遅いクローンでは開花期が 7 日

程度異なったが，自然交配は可能であると考えられた。これらの形質情報は，採種園の設計や改良だけでなく，次世

代の抵抗性クロマツを開発するための交配計画にも活用できると考える。

キーワード：着花性，開花フェノロジー，採種園，マツ材線虫病 

Flower production and floral phenology of Japanese black pine resistant to pine wood nematode in 

Kanto breeding region 
Mineko OHIRA1, Megumi KIMURA2,1 

1 Forest Tree Breeding Center, Forestry and Forest Products Research Institute; 2Akita Prefectural University 

Abstract: In order to improve the production of seeds collected from seed orchards of Japanese black pine (Pinus thunbergii) 

resistant to pine wood nematode, we evaluated the male and female flower production and floral phenology of resistant Japanese 

black pine in Kanto breeding region. The amount of flowering on the clones was rated on a 6-point index scale from 2021 to 2024, 

and the floral phenology of each clone was evaluated on a 4-point index scale from 2022 to 2024. Large inter-clonal differences 

were observed in both flower production and floral phenology. Three clones produced no female or male flowers during the 

observation period, while others produced large quantities of male flowers each year. The earliest and latest flowering clones were 

7 days apart in flowering time, but it was considered that natural mating was possible. These results could be used not only to design 

and improve seed orchards, but also in breeding programs to develop the next generation of resistant Japanese black pine. 

Keywords: flower production, floral phenology, seed orchard, pine wilt disease 

I はじめに 

マ ツ 材 線 虫 病 は マ ツ ノ ザ イ セ ン チ ュ ウ

（Bursaphelenchus xylophilus）によって引き起こされる病

害である。この病害による 2022 年度の国内での被害材

積は 24.9 万 m3であり，1979 年度のピーク時の 10 分の

1 程度と減少しているが，依然として日本最大の森林病

虫害被害であり，継続的な対策が必要である（5）。林木

育種センターでは，マツ材線虫病に対する育種的対策と

して，本病に対して抵抗性の高い品種の開発を進めてお

り，関東育種基本区では 2023 年度までにマツノザイセ

ンチュウ抵抗性クロマツ（Pinus thunbergii）（以下，抵抗

性クロマツとする）を 32 クローン開発している（4）。 

開発された抵抗性クロマツはつぎ木によって増殖され，

一般造林用の種子を生産する採種園用に供給されている。

採種園では抵抗性だけではなく，種子生産性に関する形

質として雌雄花の着生量や開花の早晩性が重要である。

着花量については，西南日本の抵抗性クロマツで年次間

の変動が調査されており，環境条件や着花の周期性にも

影響されるが，クローンの遺伝的特性にも影響を受ける

こと，着花量が少ないクローンがあることが指摘されて

いる（7）。開花の早晩性については，採種園を構成する

クローンの開花期間が一致することで，種子生産性が高

くなることが報告されている（1）。抵抗性クローンの着

花量や早晩性を総合的に評価できれば，採種園の種子生

産性を向上させることができると考えられる。 

そこで本研究は，関東育種基本区の抵抗性クロマツを

対象に複数年にわたる調査を行い，クローンごとに雌雄

花の着生量および開花の早晩性について評価することを

目的とした。 
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II 材料と方法 

1．材料 材料として，林木育種センター（茨城県日立

市）構内の試験園に植栽した抵抗性クロマツを使用した。

この試験園には，抵抗性クロマツが開発され次第つぎ木

苗を 5 m × 2.5 m 間隔でクローンあたり 3〜12 本植栽し

ている。最も早く開発されたクローンを 2011 年 7 月，最

も遅く開発されたクローンを 2024 年 4 月に植栽した。

樹高を制限するために高さ約 1.6〜1.8 m で断幹し，樹冠

幅を制限するために 2022 年春までは毎年枝を剪定して

いた。剪定により着花が制限されると考え，2022 年 12 月

から植栽木を毎年 1/3 ずつ（1 クローン 6 本の場合 2 本）

順に剪定した。植栽して間もないクローンは樹体のサイ

ズが小さいため正確な着花量の評価が困難であると考え，

植栽して 3 年以上経過した個体を着花量の評価の対象と

した。なお，関東育種基本区の抵抗性クロマツ 27 クロー

ンのほか，同じ試験園に植栽している東北，関西および

九州育種基本区の抵抗性クロマツ（それぞれ 3, 6 および

2 クローン）も併せて調査した。 

2．調査方法 着花量については，2021 年から 2024 年

にかけて，個体ごとの開花期の雌雄花の着生量を目視で

調査し，6 段階で指数評価した（表–1）。また，早晩性に

ついては，斎藤らの報告（6）を参考に雌雄花の開花区分

を 4 段階で指数評価した（表–2）。開花区分の調査を 2022

年には 4 月 20 日，25 日，28 日および 5 月 2 日，2023 年

には 4 月 12 日および 20 日，2024 年には 4 月 15 日，17

日，19 日，22 日，24 日，26 日および 30 日に行った。 

表–1. 着花量の指数評価の基準 

Table 1 Criteria for index evaluation of flowering production 

3．解析方法 着花量，早晩性に対する抵抗性クロマツ

の影響を評価するため，順序ロジスティック回帰による

分析を行った。目的変数が雌雄花の着生量の場合，説明

変数はクローン，観察した年次および前年の剪定の有無

とした。なお，着生量の解析では前年に剪定を行った波

方 37 の 2021 年の調査結果を切片として用いた。波方 37

は，1978〜1985 年に行われたマツノザイセンチュウ抵抗

性育種事業で開発された抵抗性クロマツであり，過去の

調査から雌雄花の着生量が 5 段階のうちそれぞれ 3 と評

価されている（2）。目的変数が雌雄花の早晩性の場合，

説明変数はクローンおよび調査年月日とした。なお，早

晩性の解析では，波方 37 の 2022 年 4 月 20 日調査結果

を切片として用いた。波方 37 の早晩性は，雌花で 5 段階

のうち 3，雄花で 5 段階のうち 4（やや遅い）と評価され

ている（2）。解析は R version 4.4.1（3）の環境下で行い，

順序ロジスティック回帰の分析では polr関数，msummary

関数を用いた。 

表–2. 開花区分の指数評価の基準 

Table 2 Criteria for index evaluation of flowering progress 

III 結果 

着花量の解析結果を表–3 に示した。切片に対し雌雄花

ともに有意に異なるクローンおよび年次があった（順序

ロジスティック解析，それぞれ p < 0.05）。また，調査の

前年に剪定をしなかった採種木は，剪定した採種木より

有意に多く雌雄花が着生した（順序ロジスティック解析，

それぞれ p < 0.01）。雌花の着生量の係数が高いクローン

とその係数は，高い順で小高 203（3.37），いわき 27（2.42）

および富浦 7（2.24）であった。雌花の着生量の少ないク

ローンとその係数は，低い順で大須賀 12（-17.79），大須

賀 23（-3.70）および岡崎 1（-3.66）であり，大須賀 12 で

は全ての調査年で雌花が着生しなかった。また，関西育

種基本区の網野 31 および浜田 12 でも，調査期間中雌花

が着生しなかった。雄花の着生量の係数が高いクローン

とその係数は，高い順で小高 203（18.47），富浦 7（4.36）

および岡崎 34（2.16）であり，小高 203 は全ての調査年

で着花指数が 5，富浦 7 は 4 以上であった。雄花の着生

雌雄

花別

1
未開

花
雌花が保護鱗片に覆われている

2
開花

開始

保護鱗片を破り、雌花の一部が外部

に見える

3
開花

盛期

雌花の半分以上〜全体が外部に見え

る

4
開花

終了

種鱗が肥厚し、鱗片の隙間が無くな

り包鱗が外部から見えなくなる

1
未開

花
雄花から花粉が飛散していない

2
開花

開始

花粉が飛散し始めるが、飛散してい

ない雄花もある

3
開花

盛期

ほとんどの雄花から花粉が飛散して

いる

4
開花

終了

花粉が飛散し終わり、ほとんど花粉

が飛散しない

区分内容
開花

区分
指数

雌花

雄花

指数 着生量 

0 全くなし 

1 1 つ以上着生， 

2 樹冠の一部に着生 

3 樹冠の 1/4~1/2 に着生 

4 樹冠の半分以上に着生 

5 樹冠の半分以上に着生，かつシュートあたり

に高密度で着生 
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量の係数が低いクローンとその係数は，低い順で岡崎 10

（-22.50），岡崎 1（-22.07），岡崎 35（-6.17）および田原

34（-6.17）であり，岡崎 10 および岡崎 1 は 4 年間の観

察中に一度も雄花が着生しなかった。 

開花の早晩性の解析結果を表–3 に示した。切片とした

波方 37 に対して，雌雄花の開花区分の指数が有意に異

なるクローンがあった（順序ロジスティック回帰分析，

p < 0.05）。雌花の早晩性の係数が高いクローンとその係

数は，高い順に田原 1（3.18），小高 203（3.11）および小

高 37（2.34）であった。雌花の係数が低いクローンとそ

の係数は，低い順に白子 1（-4.67），岡崎 22（-3.58）およ

び大須賀 31（-3.21）であった。一方，雄花の早晩性の係

数が高いクローンとその係数は，高い順に田原 1（5.90），

岡崎 34（5.20）および小高 203（5.19）であった。雄花の

早晩性の係数が低いクローンとその係数は，低い順に白

子 1（-0.15），大須賀 12（0.72）および富浦 7（1.53）で

あった。推定された雌雄花の早晩性の係数と 2024 年の

開花の推移を表–4 に示した。係数が最も高く開花が早い

と評価された田原 1 は，雌花の開花期間が 4/15〜4/24，

雄花の開花期間は 4/15〜4/26 であった。一方，係数が最

も低く開花が遅いと評価された白子 1 の開花期間は，雌

雄花ともに 4/22 以降であった。両者の間には，雌雄花の

開花開始日で 7 日間のずれがあったが，4/22〜4/24 の間

には両者ともに雌花が受粉可能で，かつ花粉が飛散して

いた。また，田原 1 と白子 1 以外のクローンでは，4/22

〜4/26 にかけて全てのクローンの雌花が受粉可能な状態

にあたり，同時に全てのクローンの花粉が飛散していた。 

VI 考察 

 順序ロジスティック分析の結果により，関東育種基本

区の抵抗性クロマツの着花量には，雌雄花ともにクロー

ン間差があることが示された（表–3）。多くの林業対象樹

種において着花量にはクローン間で変動があることが報

告されており（1），本研究でもこれを支持する結果が得

られた。調査した 27 クローンのうち，4 年間の調査期間

中全く雌花あるいは雌花の着生がなかったものが 3 クロ

ーンみられた。採種園の種子生産性は，採種園を構成す

るクローンの着花量に左右される。具体的には，雌花の

着生量は直接種子生産量に，雄花の着生量は種子の充実

率や球果の結果率に影響する。今回得られたクローンの

評価結果から，着花が少ないクローンについては着花促

進処理を行う，あるいは着花が多いクローンと植え替え

ることで採種園全体の種子生産を向上することができる

と考える。また，着花量や早晩性を育種対象形質と捉え

ることにより，種子生産性および抵抗性が高い次世代抵

抗性クロマツの開発が可能になると考える。 

関東育種基本区の抵抗性クロマツの開花の早晩性には，

クローン間差があることが示された（表–3）。戸田ら（7）

はクロマツの開花早晩性にクローン間の差があることを

報告しており，本研究でもこれを支持する結果が示され

た。最も開花が早いと評価された田原 1 と，最も開花が

遅いと評価されたのは白子 1 の間には，雌花の開花開始

日で 7 日間のずれがあるが，開花期間がそれ以上に長い

ため，自然交配が可能であると考えられる。田原 1 と白

子 1 以外のクローンでは，4/22〜4/26 にかけて全てのク

ローンの雌花が受粉可能な状態であり，かつ全てのクロ

ーンの花粉が飛散している状態であったため，少なくと

もこの年には早晩性を評価した 27 クローンについては，

採種園での自然交配ができないほど早晩性が異なるクロ

ーンはないか，わずかであると考えられた。ただし，年

によって開花期間がより長くなる場合があるため，開花

が早いまたは遅いクローンについては，開花期間が他の

クローンと一致するのかを継続して観察する必要がある。 

今回，関東育種基本区の抵抗性クロマツ 32 クローン

のうち 27 クローンの着花量および開花の早晩性を評価

したが，植栽して間もないクローンを除外したため，今

後これらのクローンの評価を行う必要がある。また，今

回は樹高や樹冠幅を制限した試験園で調査を行ったため，

より樹高が高い採種園に比べると，着花量を過小評価し

ている可能性がある。そのため，今後は採種園での評価

を併せて行う必要がある。 
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表–3. 抵抗性クロマツの雌花・雄花着生量および早晩性の

順序ロジスティック回帰の分析結果 

Table 3 Results of ordinal logistic regression of female and male 

flower production and flowering phenology in resistant Japanese 

black pine 

表–4. 2024 年の抵抗性クロマツの雌花・雄花の開

花推移 

Table 4 Flowering progress throughout 2024 of female 

and male flowers, resistant Japanese black pine 

抵抗性 育種 雌花

クロマツ 基本区 係数1 4/15 4/17 4/19 4/22 4/24 4/26 4/30

田原1 関東 3.18 2.0 3.0 3.0 3.0 3.0 4.0 4.0

小高203 関東 3.11 2.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 4.0

小高37 関東 2.34 1.3 2.0 2.3 2.8 3.0 3.5 4.0

鉾田58 関東 1.89 1.0 2.0 3.0 3.0 3.0 3.0 4.0

田原34 関東 1.52 1.0 2.0 2.0 3.0 3.0 3.0 4.0

いわき27 関東 1.40 1.0 2.0 2.0 2.0 2.5 3.0 3.5

田原40 関東 1.38 1.5 2.0 3.0 3.0 3.0 3.0 4.0

大須賀6 関東 1.32 1.0 2.0 2.0 2.5 3.0 3.0 4.0

大須賀5 関東 1.23 1.0 2.0 2.0 3.0 3.0 3.0 4.0

大須賀15 関東 1.10 1.0 2.0 2.0 3.0 3.0 3.0 3.5

浜松16 関東 0.60 1.0 2.0 2.0 2.0 2.5 3.0 4.0

岡崎16 関東 0.18 1.0 1.0 2.0 2.0 2.5 3.0 3.5

波方37 関西 0.00 1.0 2.0 2.0 2.0 3.0 3.0 4.0

富山4 関東 -0.09 1.0 1.3 1.8 2.3 2.3 2.8 3.3

岡崎10 関東 -0.51 1.0 1.0 2.0 2.0 2.0 3.0 4.0

岡崎35 関東 -0.64 1.0 1.0 1.7 2.0 2.7 3.0 3.0

成東11 関東 -0.69 1.0 1.5 2.0 2.5 2.5 2.5 3.0

富浦7 関東 -0.80 1.0 1.0 1.5 1.5 2.0 2.5 3.0

岡崎25 関東 -1.19 1.0 1.0 1.0 2.0 2.0 2.0 3.0

田原5 関東 -1.93 1.0 1.0 1.0 1.0 1.5 2.0 3.5

大須賀31 関東 -3.21 1.0 1.0 1.0 2.0 2.0 2.0 3.0

白子1 関東 -4.67 1.0 1.0 1.0 1.5 1.5 2.0 2.5

抵抗性 育種 雄花

クロマツ 基本区 係数1 4/15 4/17 4/19 4/22 4/24 4/26 4/30

田原1 関東 6.55 1.3 2.3 3.0 3.0 3.7 3.7 4.0

小高203 関東 5.42 1.0 1.7 2.7 3.0 3.0 3.0 3.7

岡崎34 関東 5.00 1.3 2.3 3.0 3.0 3.0 3.0 4.0

内原5 関東 4.33 1.5 2.0 2.5 3.0 3.0 3.0 4.0

大須賀23 関東 4.30 1.0 1.5 2.5 3.0 3.0 3.5 4.0

鉾田58 関東 4.21 1.0 1.0 1.0 2.0 3.0 3.0 4.0

大須賀15 関東 3.61 1.3 1.7 1.7 2.3 3.0 3.0 3.7

小高37 関東 3.58 1.0 1.3 1.8 2.5 3.0 3.0 4.0

大須賀5 関東 3.56 1.0 1.0 1.5 2.5 3.0 3.0 4.0

大須賀31 関東 3.53 1.0 2.0 3.0 3.0 3.0 3.0 4.0

岡崎35 関東 3.49 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 2.0 3.0

大須賀6 関東 3.38 1.0 1.5 2.0 2.0 2.5 3.0 3.5

富山4 関東 3.18 1.0 1.0 1.0 1.5 2.5 3.0 3.5

浜松16 関東 3.02 1.0 1.0 1.5 2.5 3.0 3.0 3.5

岡崎16 関東 2.94 1.0 1.0 1.0 2.0 3.0 3.0 3.5

岡崎25 関東 2.88 1.0 1.0 1.0 1.7 2.7 3.0 3.3

田原5 関東 2.81 1.0 1.0 1.0 2.0 3.0 3.0 3.0

いわき27 関東 2.68 1.0 1.0 1.0 1.0 1.5 2.5 3.5

田原34 関東 2.50 1.0 1.0 1.0 2.0 3.0 3.0 4.0

成東11 関東 2.42 1.0 1.0 1.0 2.0 3.0 3.0 3.5

田原40 関東 2.25 1.0 1.0 1.0 2.0 3.0 3.0 4.0

岡崎22 関東 2.03 1.0 1.0 1.0 2.0 3.0 3.0 3.0

富浦7 関東 1.55 1.0 1.0 1.0 2.0 3.0 3.0 3.0

大須賀12 関東 0.55 1.0 1.0 1.0 2.0 3.0 3.0 3.5

波方37 関西 0 1.0 1.0 1.0 1.0 2.0 3.0 3.0

白子1 関東 -0.24 1.0 1.0 1.0 1.3 1.7 2.3 3.3
1
順序ロジスティック回帰分析によって推定されたクローンの雌雄花の早晩性の係数で

ある。

グレーで示した部分は、開花中であることを示す。

　開花指数が1.3以上2.0未満：

　開花指数が2.0以上2.7未満：

　開花指数が2.7以上4.0未満：

開花区分

開花区分

要因
育種

基本区

雌花

着生量
1 P値3

雄花

着生量1 P値3
雌花

早晩性2 P値3
雄花

早晩性2 P値3

いわき27 関東 2.42 ** -2.32 ** 1.40 2.09 **

内原5 関東 -1.30 -0.66 -0.30 4.34 ***

大須賀5 関東 0.04 -2.46 ** 1.23 3.38 ***

大須賀6 関東 -0.21 -3.53 *** 1.32 3.26 ***

大須賀12 関東 -17.79 *** -3.55 *** 0.72

大須賀15 関東 0.00 -2.22 ** 1.10 3.45 ***

大須賀23 関東 -3.70 *** -2.90 *** 0.96 4.52 ***

大須賀31 関東 -2.82 ** -4.26 *** -3.21 *** 3.85 ***

岡崎1 関東 -3.66 *** -22.07 *** 1.11

岡崎10 関東 -1.38 -22.50 *** -0.51

岡崎16 関東 1.62 * -3.84 *** 0.18 2.69 ***

岡崎22 関東 -1.45 -1.29 -3.58 *** 1.93 *

岡崎25 関東 0.21 -1.12 -1.19 2.45 ***

岡崎34 関東 -1.01 2.16 ** 1.71 5.20 ***

岡崎35 関東 -0.78 -6.17 *** -0.64 2.39 **

小高37 関東 0.61 -1.49 * 2.34 *** 3.41 ***

小高203 関東 3.37 *** 18.47 *** 3.11 *** 5.19 ***

白子1 関東 -0.64 -2.91 *** -4.67 *** -0.15

田原1 関東 1.21 -3.02 *** 3.18 *** 5.90 ***

田原5 関東 -1.35 -4.49 *** -1.93 2.46 **

田原34 関東 -0.12 -6.17 *** 1.52 2.44 **

田原40 関東 1.16 -3.62 *** 1.38 2.18 **

富浦7 関東 2.24 ** 4.36 *** -0.80 1.53 *

富山4 関東 -0.27 -5.33 *** -0.09 2.49 ***

成東11 関東 -0.63 -1.48 -0.69 2.23 **

浜松16 関東 1.27 0.98 0.60 2.91 ***

鉾田58 関東 1.79 -2.12 * 1.89 * 3.89 ***

鳴瀬6 東北 3.55 ** 2.39 -4.37 *** -1.58

村上16 東北 1.80 -1.96 -3.70 ** 3.42 ***

遊佐72 東北 6.17 *** 1.88 3.64 *** 2.05 *

土佐清水63 関西 -1.05 -2.88 ** 2.20 * 1.09

波方73 関西 -0.13 0.71 -0.10 1.50

三崎90 関西 0.81 1.61 0.16 2.84 ***

網野31 関西 -16.66 *** -2.71 * 3.68 ***

丹後64 関西 3.69 *** -0.42 2.49 ** 4.58 ***

浜田12 関西 -16.79 *** -5.31 ***

志摩64 九州 -0.49 -1.07 -0.26 2.04 **

津屋崎50 九州 -1.16 -0.59 1.65 2.79 ***

前年剪定なし 0.72 *** 0.93 **

2022年 1.75 *** -0.07

2023年 2.38 *** 1.15 ***

2024年 1.19 *** 1.93 ***

2022.4.25調査 4.92 *** 1.82 ***

2022.4.28調査 9.83 *** 4.55 ***

2022.5.2調査 11.10 *** 8.54 ***

2023.4.12調査 3.91 *** -3.20 ***

2023.4.17調査 6.88 *** 4.20 ***

2024.4.15調査 -1.06 * -5.22 ***

2024.4.17調査 2.33 *** -3.32 ***

2024.4.19調査 4.44 *** -1.67 ***

2024.4.22調査 6.58 *** 1.14 ***

2024.4.24調査 7.68 *** 3.64 ***

2024.4.26調査 9.42 *** 4.45 ***

2024.4.30調査 14.10 *** 7.86 ***

1：順序ロジスティック回帰分析によって推定されたクローンの雌雄花の着生量の係数である。

   なお、着生量の解析の切片は，波方37・前年剪定あり・2021年調査である。

2：順序ロジスティック回帰分析によって推定されたクローンの雌雄花の早晩性の係数である。

   なお、早晩性の解析の切片は，波方37・2022.4.20調査である。

3：各記号の有意水準を * p  < 0.05, ** p  <  0.01, *** p < 0.001 として示した。
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森林樹木における葉の他感作用が植物実生の成長に及ぼす影響

丸山真依 1・田中恵 2・上原巌 2 

1東京農業大学大学院地域環境科学研究科・2 東京農業大学地域環境科学部 

要旨：植物には，他植物に成長抑制や促進をもたらす他感作用があると言われている。発現の経路には，揮発や溶脱

など複数あることが分かっているものの，木本植物を対象とした研究は少なく，他感作用物質の特定に至っているも

のも少ないのが現状である。そこで，本研究では森林樹木 6 種において，樹種間にみられる他感作用の傾向とその要

因を探り，基礎的データの蓄積をすること目的とした。他感作用の指標として揮発と溶脱成分によるレタス実生の成

長動向を測定した。その結果，全体的に成長抑制がみられたものの樹種間で差はみられず，生葉と落葉の差も樹種に

よって異なった。また，サンドイッチ法における成長抑制は，比較的安定した物質による作用の可能性が考えられた。

キーワード：他感作用，サンドイッチ法, ディッシュパック法，森林樹木 

Effects of leaf allelopathy on plant seedling growth of forest trees 
Mai MARUYAMA1, Megumi TANAKA2, Iwao UEHARA2 

1Graduate School of Regional Environment Sciences, Tokyo University of Agriculture 
2Faculty of Regional Environment Science, Tokyo University of Agriculture 

Abstract: The plants have been reported to have allelopathic effects that inhibit or promote the growth of other plants. Although it 

is known that there are several pathways for their expression, such as volatilization and dissolution, few studies have focused on the 

allelopathic effects of trees, and also few have been able to identify the allelopathic substances. This study aimed to investigate the 

inclination and factors of allelopathic effects at six forest tree species, and to accumulate basic data. Growth indicators of lettuce 

seedlings due to volatilization and leached components were measured. The results showed that although growth suppression was 

observed overall, there were no differences among species. The difference between fresh and defoliated leaves also differed among 

tree species. The growth inhibition in the Sandwich method may be due to the action of relatively stable substances. 

Keywords: Allelopathy, Sandwich method, Dish pack method, Forest trees

I はじめに 

樹木には他感作用があるとされている。他感作用とは，

ある植物から放出される化学物質が，他の植物や微生物

に何らかの影響を及ぼす現象(2)と定義されている。発現

の経路は，揮散，根からの滲出，雨水での滲出，残渣の

分解がある(13)。他感作用に関する研究としては，草本植

物では，遷移前の植物に遷移後の植物の物質を添加する

と，成長阻害が見られた報告(12)がある。また，森林での

他感作用を調べることで，生物由来の除草剤やマルチ技

術の開発(18)や，林床植物の管理，混交林における樹種選

定，人工林における林地設定にも役立つ可能性がある(9)。 

しかし，木本植物の他感作用に関する研究は農作物や

雑草といった草本植物の研究よりも少ない。その理由と

しては，除草剤等の農作物での応用を想定して行われた

研究が多いこと，また森林での他感作用の実証が困難で

あることがあげられている(17)。また，そもそも他感作用

が樹種更新や植生遷移への直接的な影響を及ぼしている

のかどうかも明らかにされてはいないのが現状である。

さらに，林地での実験では，発生した現象が他感作用に

よるものだと証明するには，ユーカリやスズカケノキの

先行研究の例(13)のように，環境要因を排除した実験を

行う必要がある。 

そこで本研究は，供試葉に条件を設定することで，樹

種による他感作用の強さとその要因や特性を明らかにし，

実験室レベルでの樹木における他感作用の基礎的データ

の蓄積を目的とした。 

II 材料と方法 

1. 実験概要 他感作用を及ぼす物質として，揮発性の

ものをディッシュパック法（以下 DP 法）(3)，溶脱性の

ものをサンドイッチ法（以下 SW 法）(5)で調べた。樹種

間での比較は，従来の実験方法と同様に DP 法を無乾燥
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処理，SW 法を乾燥処理にて行った。 

設定条件について，コナラ/アカマツ/クスノキでは落

葉の分解に伴い他感作用が弱くなるとあったこと(10, 

15)，また揮発/溶脱の経路共に生葉と落葉のいずれも関

与している可能性があることから，陽樹陰樹の双方を含

む針葉樹にて，生葉/落葉を設定条件に加えた。落葉は地

上に落下して褐変した葉で，折り曲げても割れない程度

の葉とした。さらに，SW 法開発者が無乾燥葉の物質は

不安定で実際の作用性は低い(2)と考えているものの，DP

法では無乾燥葉を用いていること，また高温乾燥により

変化する可能性のある物質が，「雨水によって葉からリー

チングされる成分」(7)に含まれていることから，"供試葉

の乾燥が他感作用に及ぼす影響の有無"を明らかにする

ため乾燥処理の有無を設定条件に加えた。乾燥処理は

60 ℃で 1 昼夜，また乾燥処理を行った葉の供試量は，採

取した葉の乾燥前後の質量から推測した含水率から算出

した。 

2．供試樹木 供試樹木の選定基準は，針葉樹では他感

作用が強く，ブナ等の落葉広葉樹では弱いことが示され

ている点(1)，沼田(12)にて示唆されている，草本植物の

他感作用が植生遷移に関わっている可能性と同様の傾向

が，木本植物においても確認されると考え，陽樹で針葉

樹のアカマツ（Pinus densiflora），陰樹（半陰樹）で針葉

樹のヒノキ（Chamaecyparis obtusa）とスギ（Cryptomeria 

japonica），陽樹で広葉樹のコナラ（Quercus serrata）とム

ラサキシキブ（Callicarpa japonica），陰樹で常緑広葉樹の

ヒサカキ（Eurya japonica）とした。採取は 2024 年の 9~10

月にかけて行った。 

3．実験方法 採取した葉は，手で軽くこすり水洗いし

た後ペーパータオルで水分を拭き取り，5 mm ~ 1 cm 程

度になるようハサミで裁断した。他感作用を受ける側の

検定植物として，レタス（グレートレーク種）を用い，

25 ℃に設定したインキュベータ内の暗所で培養した。  

3.1 DP 法 6 穴マルチディッシュの左上端のウェル

に 2 g の葉を入れ，他のウェルには滅菌ろ紙を敷いた（図

–1）。滅菌水 600 µl を添加し，その上にレタスの種子 7 粒

を播種した。対照区には，左上端のウェルに葉を入れず

レタスのみを播種した。 

3.2  SW 法 6 穴マルチディッシュ 1 穴につき 50 mg

ずつ葉を入れ，滅菌した 0.5 %の寒天を 5 ml ずつ分注し，

固化後，再度 5 ml ずつ分注した。固化後，レタス種子を

1 穴につき 5 粒播種し，3 繰り返しとした（図–2）。対照

区には，レタスのみを播種した。 

4．評価方法 レタス実生の伸長量は，播種 3 日後の幼

根と下胚軸の長さとした。DP 法は，康(8)と本研究の結

果にて，葉を入れたウェルからの距離で成長に差が見ら

れていたことを受けて，葉を入れたウェルから最短距離

のウェル 2 つの実生を対象として解析に用いた。 

検定は，処理区と対照区の実測値を，一元配置分散分

析及び Tukey-Kramer 法にて行った。対照区と処理区との

間に，p < 0.05 で有意に差が認められたものについて“他

感作用有り”とした。 

 

III 結果と考察 

処理区の表記について，アカマツの例を用いて説明す

る。本研究では，本来（アカマツ生葉無乾燥/アカマツ生

葉乾燥/アカマツ落葉無乾燥/アカマツ落葉乾燥）と表記

すべきであるが，図中では（アカ生/アカ生乾/アカ落/ア

カ落乾）と簡略化する。また，エラーバーは標準偏差，

赤線は対照区の平均伸長量を示す。 

1．樹種間 6 樹種の生葉で比較した結果を図–3 に示

す。異なるアルファベット間で有意な差がみられた。DP

法，SW 法とも有意であった他感作用の全てが成長抑制

となった。 

DP 法において，下胚軸ではヒサカキ以外の樹種は他

感作用が見られた。一方，幼根で他感作用が見られた樹

種はアカマツとコナラのみであった。SW 法において，

下胚軸で他感作用が見られた樹種はヒノキのみであった。

幼根では全ての樹種で他感作用が見られた。これら全て

で樹種間における極端な他感作用の強弱は見られなかっ

た。 

陽樹よりも陰樹で他感作用が強いと予想したが，全体

図–2. サンドイッチ法 

Fig.2 Sandwich method 

図–1. ディッシュパック法 

Fig.1 Dish pack method 

図–3. 樹種間での比較 

Fig. 3 Comparison of allelopathic effects among tree species. 
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的に抑制傾向は見られたものの，樹種間による明確な差

は見られなかった。この結果は，6~8 月に供試葉を採取

した研究(6)と，（乾燥）SW 法のコナラの幼根，ヒノキの

幼根/下胚軸とは抑制傾向という点で同様であった。一方

で，10~12 月に供試葉を採取した研究(11)とは，（乾燥）

SW 法のアカマツでみられた成長抑制が異なった。先行

研究と一部異なる値が出たが，クスノキにおいて観測さ

れている供試葉の採取時期の違いが他感作用の強さに影

響している可能性(4, 14)を１つの要因と考えた。 

また，成長抑制の傾向はあるものの，極端な差がみら

れなかったことから推測すると，森林に生育する樹木の

多くが成長抑制作用を兼ね備えており，他植物に対して

何らかの影響を及ぼしている可能性があると考えた。 

2．生葉落葉の差 針葉樹 3 樹種で比較した結果を図–

4 に示す。 

DP 法において，ヒノキの幼根では落葉の方が成長抑

制が強かった。SW 法において，アカマツ及びヒノキの

下胚軸では落葉の方が，アカマツ乾燥及びスギ乾燥の幼

根では生葉の方が成長抑制が強い結果となった。その他

の樹種では，生葉落葉間で差は見られなかった。 

DP 法，SW 法のいずれでも，生葉落葉間で確認された

差に一定の傾向はみられなかった。桑原(10)にて，腐葉と

落葉では落葉の方が強い成長抑制が確認されたことから，

生葉落葉間では福井ら(4)と同様に鮮度のより高い生葉

で強い他感作用がみられると予想した。しかし，大きな

偏りはみられず樹種によって傾向が異なった。本研究の

結果と福井ら(4)の結果を合わせて考えると，樹木の他感

作用の強さは生葉と落葉で一様に傾向が見られるのでは

なく，樹種によって異なるものと推測した。実験の過程

において，落葉の鮮度を一定にできていなかった点も完

全には否定できないため，条件を一定にできるような何

らかの基準が必要である。 

3．乾燥処理の有無 6 樹種で比較した結果を図–4 に

示す。 

DP 法において，条件間で有意な差が見られた 7 組の

うち，ヒサカキ生葉の幼根以外の 6 組では無乾燥の方が

成長抑制が強かった。SW 法において，アカマツ生葉の

幼根及びヒノキ生葉の幼根下胚軸では，乾燥の方が成長

抑制が強かった。その他の樹種では，乾燥処理の有無で

差は見られなかった。 

DP 法 SW 法共に無乾燥の方が乾燥よりも成長抑制が

強いと予想したが，この傾向が表れたのは DP 法のみで

あった。揮発の経路で供試葉の乾燥時に他感作用が弱く

なる傾向は，手法は異なるが Silva et al.(16)でも確認され

ており，本研究でも同様の結果が得られたと考えられる。

図–4. 設定条件(生葉落葉/乾燥無乾燥)での比較 

(上:DP 法，下:SW 法) 

Fig. 4 Comparison of allelopathic effects at setting condition(fresh 

and deciduous leaves/drying treatment). 

(Above: DP method, Below: SW method) 
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DP 法で，乾燥の有無が成長差をもたらす要因として，乾

燥により水分と共に他感作用物質が飛んだ可能性が考え 

られた。このことから，従来通り，DP 法では葉を乾燥さ

せずに実験に用いることが推奨される。 

一方 SW 法は，乾燥により水分が失われても成長抑制

がみられた。このことから溶脱で発現する成長抑制は，

乾燥の影響を受けず，寒天中の水分により他感作用物質

が拡散されると推測した。藤井(2)は，乾燥無しでは成分

変化を最小限に抑えた実験を，また乾燥有りでは比較的

安定した物質での検証が可能と考えている。本研究で用

いた 6 樹種のうち 4 樹種では，乾燥時も無乾燥時も伸長

量に変化がなかった。この結果を，藤井(2)の考えと合わ

せると，乾燥時と無乾燥時のいずれにおいても変わらぬ

成長抑制がみられるのは，藤井(2)の考える”比較的安定

した物質”が作用しているためと推測した。 

今後の展望として，スギ・コナラ・ヒサカキ・ムラサ

キシキブを供試葉として SW 法を行う際は，乾燥の有無

が他感作用に影響を及ぼさないため，一度に複数種の葉

を採取して乾燥させることにより，複数日にわたって少

量ずつ実験を行う等，効率化と基準化が可能であると推

測した。 

IV まとめ 

森林に生育する樹木のうちアカマツ/ヒノキ/スギ/コナ

ラ/ヒサカキ/ムラサキシキブの 6 種では，揮発と溶脱共

に成長抑制の傾向を示すものが多く確認された。これは，

何らかの化学物質による影響と推測される。溶脱の経路

では，比較的安定性の高い物質が作用している可能性が

示された。 

木本植物を対象とした研究例は依然として少ないため，

今後は，ある程度の傾向を掴むためにもより多くの樹種

で実験を行う必要がある。またその際，樹木によっては，

乾燥保存による作業効率化も可能と考えられる。 
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半島マレーシアにおいて分布降水量が異なるフタバガキ科稚樹 8 種における 

土壌乾燥応答と形質の関係 

河合清定 1・Kevin Kit Siong NG2・Soon Leong LEE2 

1国際農林水産業研究センター・2マレーシア森林研究所 
 

要旨：東南アジア林業の気候変動適応に向け，同地域において重要な木材資源であるフタバガキ科稚樹 8 種を対象に，

光合成特性ならびに個体形態の土壌乾燥への応答を調べ，これらの応答と関係する形質を探索した。樹種によらず，

土壌乾燥に伴い，まず気孔コンダクタンスが，続いて電子伝達速度が低下し，強い乾燥下で最大量子収率の低下と葉

の萎れが進行した。一方で，これらの特性の土壌乾燥に対する応答には種間差があり，水利用に関わる形質の違いと

対応していた。特に脱水時に乾燥ストレスを回避できる葉を持つ種ほど，強い乾燥下でも光合成活性を維持し，萎れ

を回避できることがわかった。以上より個葉の乾燥回避特性を調べることで，フタバガキ科樹種の土壌乾燥に対する

応答を予測できることが示唆された。 
キーワード：乾燥耐性，気候変動適応，東南アジア，土壌乾燥，フタバガキ科樹木 
 

Relationships between plant traits and responses to soil drought in saplings of eight dipterocarp species 
with varying distributions along a rainfall gradient in Peninsular Malaysia 

Kiyosada KAWAI1, Kevin Kit Siong NG2, Soon Leong LEE2 
1 Japan International Research Center for Agricultural Sciences; 2 Forest Research Institute Malaysia (FRIM) 

 
Abstract: Towards climate change adaptations in forestry across Southeast Asia, we evaluated the responses of photosynthetic 
parameters and wilting stage to soil desiccation and examined the relationships between these responses and plant traits, using 
saplings of eight dipterocarp species. Regardless of the differences in species, along the soil desiccation, the decline of stomatal 
conductance occurred first, followed by that of electron transport rate, and that of maximum quantum efficiency and leaf wilting 
occurred finally under strong soil desiccation. These responses were significantly different among species and were associated with 
species’ water-use traits. Particularly, species capable of avoiding drought stress at leaf level under desiccating conditions could 
maintain photosynthetic metabolism and prevent the wilting progression under more severe soil desiccations. These results suggest 
that leaf-level drought avoidance capacity can predict responses to soil drought in dipterocarp species. 
Keywords: Drought tolerance, Climate change adaptation, Southeast Asia, Soil drought, Dipterocarps 

I はじめに 
東南アジア熱帯林は高いバイオマスと生産性を有し，

世界でも有数の木材生産を誇る。同地域においては気候

変動に伴う干ばつの頻度や強度の増加により，林業生産

が将来的に不安定化することが危惧されており，乾燥耐

性が高い樹種への転換など，適切な適応策の実施が求め

られている。熱帯樹種は土壌乾燥に対し，多様な応答を

示すことが知られている(8, 12)。したがって，気候変動適

応策を考慮するにあたり，多様な林業樹種を対象に，乾

燥に対する応答を記述し，メカニズムを解明し，予測に

活用することが重要である。しかし東南アジアの林業樹

種においては研究例が少なく不明な点が多い(6)。 
熱帯樹種は多様な形質(形態的・生理的な特徴)を示し，

それらの形質は必須資源である光や水の利用様式を反映

している(11)。例えば葉の萎れ点の水ポテンシャル(Ψtlp)
が低いほど，より強い乾燥ストレス下でも光合成を維持

できることがわかっている。また材密度は木部の水切れ

耐性と正に関係する(5)。このように，水利用に関わる形

質を評価することで，樹種ごとの土壌乾燥に対する応答

を予測できる可能性がある。 
そこで本研究では，東南アジアの主要な木材資源であ

るフタバガキ科樹種を対象に，光合成特性および個体形

態の土壌乾燥に対する応答を評価し，その応答と関わる

水利用形質を探索した。また異なる特性の応答を比較す

ることで，個葉の生理的なプロセスと個体の萎れがどの

順番で起こるかを調べた。熱帯樹種において分布する水

論 文 関東森林研究 76-1 (2025) 
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分環境と水利用形質には一般に相関が見られ(1)，適応策

として乾燥地に分布する樹種の導入も検討されることか

ら，本研究では分布する降水量が大きく異なる樹種を対

象とし，フタバガキ科樹木における土壌乾燥応答の多様

性を包括的に評価することを目指した。 
 
II 材料と方法 

1．調査地と対象種 本研究はマレーシア森林研究所

(FRIM, 3.2337°N, 101.6330°E)で行い，同研究所の樹木園

で採取された種子由来のフタバガキ科 8 種の稚樹(表–1)
を実験に供した。半島マレーシアにおけるそれぞれの種

の分布とその地点における年降水量(MAP)を，GBIF 
(https://www.gbif.org) お よ び WorldClim 
(https://worldclim.org)からそれぞれ抽出し，種が分布する

降水量の下限と中央値として MAP の 5 パーセンタイル

および 50 パーセンタイル点を求めた。 
2．土壌乾燥実験 各種につきサイズと葉の枚数が同

程度の 6 個体の稚樹を選び，これらの個体を 12 時間毎

の昼間/夜間サイクル(7:00~19:00 昼間，19:00~翌 7:00 夜
間)，気温 29°C/26°C(昼間/夜間)，相対湿度 70％, 昼間の

光合成有効光量子束密度(PPFD)を 200 μmol m-2 s-1に設定

した人工気象室(Model PGC-15, Percival Scientific)に入れ

た。そして 3 個体ずつを対照区(C)と乾燥区(D)とし，C 個

体に対しては 1 日 50 mL の灌水を行い，D 個体に対して

は灌水を行わず土壌を乾燥させた。各個体につき無傷な

成熟葉 1~2 枚選び，実験開始始後毎日もしくは 1 日おき

に，ポロメーター(LI-600PF, Li-Cor)を用い，6:00~7:00 の

暗黒下において，光化学系Ⅱの最大量子収率を表すFv/Fm

値を，9:00~10:00 の明条件において気孔コンダクタンス

(gs)と光化学系Ⅱの量子収率(ΦPSII)を測定した。さらに個

体の萎れ度合いを，0(萎れが起きていない)，1(一部の葉

が主軸に向かって倒れる)，2(全ての葉が倒れる)，3(一部

の葉が萎れる)，4(全ての葉が萎れる)の 5 ステージで評

価した(12)。実験開始時に葉緑素計(SPAD-502, KONICA 
MINOLTA)を用いて葉のクロロフィル含量の指標値を求

め，経験式(7)を使って光吸収率(Abs)を推定した。そして

電子伝達速度(ETR)を以下の式で算出した。      ETR = Abs ×  0.5 × 𝛷୔ୗⅡ ×  PPFD           (1) 

PPFD は LI-600PF の光量子センサーにより求めた。これ

らの測定が終わった 10:00~11:00 に土壌水分センサー

(Teros-10, Meter)を用いて，各個体のポットの土壌含水率

を求めた。予備試験時に，土壌の乾湿度合が異なるフタ

バガキ科樹木の苗木 15 本を用意し，夜間の蒸散を停止

させた翌日の夜明け前に，葉水ポテンシャルを測定し，

土壌水ポテンシャル(SWP)の値とした。同時に，前述の方

法で土壌含水率を測定し，ここから得られた土壌含水率

と土壌水ポテンシャルの関係式を用い，土壌含水率を土

壌水ポテンシャルに変換した。 
3．水利用形質の測定 既存研究(1, 9)から乾燥耐性や

乾燥回避に関わるとされる 7 形質を測定した(表–2)。各

種につき 3-4 個体を対象として，暗黒下で一晩給水させ

た後に，オズモメーター法(2)を用いて Ψtlpを求めた。ま

た同じ個体の別な葉を用い，葉面積当たりの乾重(LMA)
を計算した。さらに乾燥回避戦略の定量のために，前述

の人工気象室を用い，1 種につき 10 個体を対象に，飽水

状態の葉を 2 時間脱水させ，その時の生重と乾重から，

脱水 2 時間後の相対含水率(RWC2h)を計算した。そして

各種についてP−Vカーブ法より相対キャパシタンスを計

算し(3)，この値と RWC2h から脱水 2 時間後の葉水ポテ

ンシャル(Ψ2h)を求めた。さらに乾燥実験に使ったものと

同サイズの個体を各種につき 5 個体収穫し葉面積比

(LAR)，根重量比(RMR)，材密度(WD)を求めた。 

表–1. フタバガキ科稚樹 8 種の半島マレーシアにおける分布降水量および気孔コンダクタンス(gs)，電子伝達速度
(ETR)，最大量子収率(Fv/Fm)が初期値の 50%に低下する土壌水ポテンシャル，葉で萎れが起こる土壌水ポテンシャル 
Table 1 Eight studied dipterocarps species, their abbreviations, distribution along a rainfall gradient in Peninsular Malaysia, soil 
water potentials inducing 50% loss of initial values of stomatal conductance (SWPgs50), electron transport rate (SWPETR50), 
maximum quantum yield in photosystem II (SWPFvFm50) and wilting stage 3 where leaf wilting initiates (SWPwlt3) 

Species Abbreviation MAP5 (mm) MAP50 (mm) SWPgs50 (MPa)1
 SWPETR50 (MPa)1

 SWPFvFm50 (MPa)1 SWPwlt3 (MPa)1 

Dipterocarpus baudii DB 1851 2445 -0.21 ± 0.03a -0.75 ± 0.12ab -0.95 ± 0.12 -0.88 ± 0.10ab 

Dipterocarpus costulatus DC 2150 2504 -0.38 ± 0.12ab -0.91 ± 0.20ab -1.32 ± 0.33 -1.22 ± 0.35ab 

Hopea nervosa HN 2129 2813 -0.22 ± 0.06ab -0.38 ± 0.05a -0.84 ± 0.14 -0.68 ± 0.22a 

Hopea odorata HO 1068 1858 -0.67 ± 0.01ab -1.00 ± 0.09ab -1.34 ± 0.05 -1.18 ± 0.03ab 

Richetia multiflora RM 2033 3119 -0.26 ± 0.14ab -1.14 ± 0.13b -1.34 ± 0.02 -1.17 ± 0.15 ab 

Shorea glauca SG 1973 2555 -0.25 ± 0.08ab -0.99 ± 0.17ab -1.54 ± 0.10 -1.58 ± 0.07b 

Vatica bella VB 2261 2782 -0.37 ± 0.06ab -1.06 ± 0.04b -1.26 ± 0.02 -1.16 ± 0.04 ab 

Vatica odorata VO 1376 2414 -0.70 ± 0.18b -0.92 ± 0.17ab -1.04 ± 0.12 -1.18 ± 0.13ab 

Mean2  - - -0.38 ± 0.07A -0.75 ± 0.12B -0.95 ± 0.12C -0.88 ± 0.10C 

In SWPgs50, SWPETR50, SWPFvFm50, and SWPwlt3, mean ± se are shown (n =3). MAP5 and MAP50: 5th and 50th percentiles in mean annual precipitation, respectively 
1 Different lowercase alphabets indicate significant difference between species (P< 0.05) 
2 Different uppercase alphabets among SWPgs50, SWPETR50. SWPFvFm50, SWPwlt3 indicate significant difference between them (P< 0.05) 
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4．解析 解析は R(version 4.2, (10))で行った。C 区では

gs，ETR，Fv/Fm，萎れ度合いが実験期間中変化しなかっ

たが，D 区では gs，ETR，Fv/Fmについては実験開始時に

最大値を取り(萎れ度合いについては最小値)，実験が経

過するにつれ減少(萎れ度合いは増加)した。したがって

D 区におけるこれらの特性の変化は土壌乾燥によるもの

だとみなした。そして D 区の個体毎に，これらの 4 つの

特性の SWP に対する応答を直線，指数関数，ロジスティ

ック関数で近似し，AIC が最も低い関数を選択してモデ

ル化した。そして土壌乾燥応答を表す指標として gs，ETR，
Fv/Fmについては初期値の 50%に低下する SWP（それぞ

れ SWPgs50，SWPETR50，SWPFvFm50）を，萎れ度合いにつ

いては葉が萎れるステージ3に達した時のSWP(SWPwlt3)
を推定した。指数関数が選択された個体においては，

SWP が 0.0 MPa の時の値を初期値とした。そして分散分

析によりこれら 4 つの指標における種間差を調べ，有意

に異なった場合(P <0.05)，Tukey 法による事後比較を行

った。さらにこれらの指標の大小関係を，種をランダム

効果とした線型混合モデルで検討し，指標間の差を

Tukey 法により調べた。最後にこれら指標と水利用形質

との関係を Pearson の相関係数を用い検討した。 
 
Ⅲ 結果と考察 
 1．土壌乾燥に対する光合成特性と個体形態の応答 
フタバガキ科 8 種において土壌乾燥に伴う光合成特性の

低下と萎れの進行には有意な種間差が認められた(表–1，
図–1)。一方で SWPFvFm50には有意差が認められず，樹種

によらず土壌乾燥が進むと，ある段階で光化学系 II の活

性が大きく低下することがわかった。この傾向はボルネ

オ島のフタバガキ科 6 種の実生で得られたものと一致し

た(6)。gsに関しては指数関数，ロジスティック関数，直

線が選択された個体が 24 個体中それぞれ 18 個体，3 個

体，3 個体であり，ETR に関してはロジスティック関数

が選択されたものが 22 個体，Fv/Fmと萎れ度合いに関し

ては全ての個体でロジスティック関数が選択された。こ

こから，同じ光合成特性でも gsと光化学系の土壌乾燥へ

の応答は異なり，特に gsにおいて種間で多様な応答を示

すことがわかった。SWPgs50，SWPETR50，SWPFvFm50，SWPwlt3

を比較すると，高い順から SWPgs50，SWPETR50，SWPwlt3，

SWPFvFm50 となり，SWPwlt3 と SWPFvFm50 の間には有意差

がなかった(表–1)。ここから，土壌乾燥に対しまず gs が

低下し，次に ETR が下がり，葉の萎れと Fv/Fmの低下は

ほぼ同じタイミングで起こることがわかった。また

SWPETR50，SWPwlt3，SWPFvFm50の間には種間で有意な相関

があり(r = 0.77~0.92; P<0.03)，乾燥下で葉が萎れない種ほ

ど，光化学系の活性も低下しないことがわかった。一方

で，SWPgs50はこれらの指標と関係せず，gsは他の生理プ

ロセスとは独立に制御されている可能性が示唆された。 
 2．土壌乾燥応答と水利用形質の関係 乾燥応答と同

様に，水利用形質にも種間差が認められた(表–2)。乾燥応

答の指標(SWPgs50, SWPETR50, SWPFvFm50, SWPwlt3)は，個体

形質とは有意に関係しなかったものの、葉と茎の形質と

は関係した(図–2)。材密度と SWPgs50には負の関係があり，

表–2. 測定した形質 
Table 2 Measured traits 

Trait Symbol Unit Min–mean–max (CV) 

Leaf    

Water potential at turgor loss Ψtlp MPa -1.68−-1.55−-1.39 (8.0) 

Relative water content after 

two-hour dehydration 
RWC2h - 0.49–0.69−0.88 (22.8) 

Water potential after two-

hour dehydration 
Ψ2h MPa -7.74−-4.14−-1.09 (47.6) 

Dry mass per area LMA g m-2 49.1–61.2−70.6 (11.9) 

Whole plant    

Leaf area ratio LAR cm2 g-1 27.2–49.0−99.8 (47.1) 

Root mass ratio RMR g g-1 0.18–0.24−0.33 (25.4) 

Wood density WD g cm-3 0.55–0.65−0.77 (11.1) 

CV: coefficient of variation 

図–1. フタバガキ科稚樹 8 種における gs，ETR，Fv/Fm，

萎れ度合いの土壌乾燥に対する変化(各種の中で代表的

な 1 個体の結果を示す) 
Fig.1 Modelled responses of (a) stomatal conductance (gs), (b) 
electron transport rate (ETR), (c) maximum quantum yield in 
photosystem II (Fv/Fm), and (d) wilting stage to soil 
dehydration for one representative individual per each of eight 
dipterocarp species 
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重い材を持つ種ほど，土壌乾燥下でも幹部の通水性を維

持することで，気孔開度を保てていると推察された。乾

燥ストレス回避に関わる Ψ2h は SWPETR50，SWPFvFm50，

SWPwlt3と負に相関し，葉レベルで乾燥時に乾燥ストレス

を回避できる種ほど，強い土壌乾燥下でも光合成活性を

維持し，萎れの進行を回避できることがわかった。乾燥

下で葉が萎れにくい種ほど，乾燥時に高い生存率を示す

ことから(4)，Ψ2h が高い種は乾燥時の生存率も高い可能

性がある。Ψ2hを高める要因としては，気孔閉鎖後のクチ

クラ蒸散の小ささや高い水分貯留能が考えられる。一方

で MAP5や MAP50といった，種が分布する降水量は乾燥

応答とは関係せず，今回用いた種については乾燥応答の

予測に使えないことがわかった。 

Ⅳ まとめ 
 東南アジア林業の気候変動適応に向け，同地域で重要

な木材資源であるフタバガキ科樹種の土壌乾燥応答を調

べ，乾燥応答と関連する水利用形質を探索した。特に脱

水時の葉水ポテンシャルは，光合成活性と個体形態の土

壌乾燥応答と関係し，この特性を調べることで，フタバ

ガキ科樹種の土壌乾燥への応答を予測できることが示唆

された。 
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図–2. フタバガキ科稚樹 8 種における水利用形質と乾
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SWPwlt3 among eight dipterocarp species 
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個体ベースモデルを用いたマレー半島における 

フタバガキ人工林の初期生残率のシミュレーション 

諏訪錬平 1・Mohammad S. H. MANDAL1・田中憲蔵 1・野口正二 1・大谷達也 2・星野大介 2・Zamah Shari NUR 
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要旨：マレーシアのペラ州にあるチクス森林保護区では，1992 年に Acasia magnium の若い林分において，異なる列幅

で A. mangium が伐採されてフタバガキ科樹種が植林された。本研究では，植栽樹種から Neobalanocarpus heimii につ

いて，異なる伐採幅で見られる初期生残率の違いは光環境に依存していると仮説を立て，個体ベースの森林動態モデ

ルである SEIB-DGVM を用いて，初期生残率の違いを再現することを試みた。モデル適用にあたり，チクス森林保護

区付近の気候パラメータや，樹形，材密度，葉の生理的形質などの樹種固有のパラメータを用いた。各個体の死亡率

は葉面積あたりの純生産量に依存する初期設定に加えて，N. heimii 個体の初期死亡率については個体の光環境に依存

する機能をモデルに加えた。構築したモデルを用いて，異なる列幅（2 列，4 列，8 列）の伐採区における植栽後 6 年

間の生残率をシミュレーションした結果，予測値は観察値と似た傾向を示した。 

 

キーワード：アカシア，個体ベースモデル，チェンガル，熱帯林，フタバガキ 

 

Simulation of the initial survival rate of dipterocarp plantation forests in the Peninsula Malay using an 

individual-based model  

Rempei SUWA1, Mohammad S. H. MANDAL1, Tanaka KENZO1, Shoji NOGUCHI1, Tatsuya OHTANI2, Daisuke 

HOSHINO2, Zamah Shari NUR HAJAR3 
1Japan International Research Centre for Agricultural Sciences; 2Forestry and Forest Products Research 

Institute; 3Forest Research Institute Malaysia 

 

Abstract: In the Chikus Forest Reserve in Perak, Malaysia, different cutting row numbers (rows 1, 2, 4, 8, and 16) of A. mangium 

trees were arranged for planting Dipterocarpaceae species. The Dipterocarpaceae species exhibited different growth patterns 

depending on the cutting row number, especially that the initial survival rate increased significantly with increasing the cutting row 

number. It was hypothesized that the differences in initial survival observed in Neobalanocarpus heimii plantations at different 

cutting row number are light environment dependent, and attempted to reproduce the differences of initial survival of N. heimii by 

modifying the SEIB-DGVM, an individual-based forest dynamics model. We used climatic parameters near the study site and 

species-specific parameters such as morphological parameters of tree architecture, wood density, and physiological leaf traits. In 

addition to the initial setting where the mortality of each individual depends on the net production per leaf area, we constructed a 

model where the initial mortality depends on the light environment. The constructed model was used to simulate survival rates in 

different cutting row numbers (2, 4, and 8 rows) for 6 years after planting, and the predicted values showed a similar trend to the 

observed values. 

 

Keywords: Acasia, Individual based model, Chengal, Tropical forests, Dipterocarp 

I はじめに 

東南アジアにおける人間活動による森林劣化・減少は

著しく進み，二酸化炭素の吸収機能や生物多様性の劣化・

消失に歯止めをかけるために，熱帯林の保全・再生は喫

緊の課題となっている。フタバガキ科樹種は東南アジア

の熱帯林における優占種であり，その植林手法の開発は

論 文 関東森林研究 76-1 (2025) 
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熱帯林の保全・再生のために必要である。そのような背

景の下，半島マレーシアのペラ州にあるチクス森林保護

区では，1992年に外来の早生樹種であるAcacia mangium

の若い林分に，在来のフタバガキ科樹種の樹下植林が行

われた。異なる列幅（1，2，4，8，16列）でA. mangium

が伐採されてフタバガキ科樹種のポット苗が植栽された

のち，その成長調査がおこなわれている（1,2,8）。先行

研究では，植栽されたフタバガキ科樹種である Hopea 

odorata および Dryobalanops aromaticaにおいて，伐

採列幅が増えると生残割合が下がる傾向が報告されてい

る（1）。同様に，植栽されたフタバガキ科樹種である

Shorea parvifolia と N. heimiiにおいて，伐採列幅が

増えると生残割合が下がる傾向が報告されている（2）。

また，植栽後 22 年経過した N. heimii と Shorea 

leprosula の生残率が調べられ，アカシアの被陰による

ナースツリー効果のために，これら2種の生残率が上昇

した可能性が報告されている（8）。なお，ナースツリー

とは，一般的に植栽苗の上層に樹冠を広げ強光などのス

トレスを緩和し苗を保護する樹木を指す。 

本研究では，これまでに報告されてきたA. mangium の

ナースツリー効果によるフタバガキ科樹種の生残率の上

昇を検証するために，熱帯林への適用実績のある森林シ

ミ ュ レ ー タ ー SEIB-DGVM （ Spatially Explicit 

Individual Based Dynamic Vegetation Model，（6, 7））

に，強光ストレスによる死亡率決定モデルを組みこみ，

N. heimiiの生残率の再現を試みた結果を報告する。 

 

II 材料と方法 

1．調査地 調査地は半島マレーシアのペラ州にある

チクス森林保護区である（北緯４度5分 30 秒，東経101

度 11 分 42 秒）。チクス森林保護区で B 地区とよばれる

A. mangiumの若い林分でN. heimiiが樹下植栽された区

画のデータを用いた（2）。このB地区においては，異な

る方角と伐採幅でN. heimiiが植栽されたが，本研究で

は東西植えの1列，4列，8列幅伐採区における植栽後6

年間のデータを用いた（2）。 

2．解析方法 個体ベースの森林シミュレーターであ

るSEIB-DGVMを用いた。本研究では過去にマレーシアの

フタバガキ林のシミュレーションに用いられたver 2.4

を基盤として解析を行った（7）。調査地の緯度経度をも

とに，グローバルモデルである National Center for 

Environmental Prediction (NCEP) Reanalysis Project 

(3)から気温，地温，降水量，湿度，風速，雲量などの必

要となる気候パラメータを抽出した（SEIB-DGVM のウェ

ブサイト参照：https://seib-dgvm.com/en/）。また，樹

高の限界値を決める幹直径と樹高の双曲線モデルのパラ

メータである HGTmaxと HGTsは A. mangium 17 個体と N. 

heimii 73個体（異なる樹齢での同一個体の繰り返し測

定を含む）について，幹直径と樹高を測定し，非線形最

小二乗法によって決定した（表１）。材密度（ALM3）は，

A. mangium 5個体とN. heimii 5個体について，成長錘

を用いてコアを採取し決定した。比葉面積（SLA）は A. 

mangium 5個体とN. heimii 5個体について，個葉を採

取して決定した。 

SEIB-DGVM において，太陽光は直達光と散乱光に分け

られる。各個体の葉群の形状は円柱として定義づけられ，

その円柱は厚み 10 cm の円盤に分割される。この各円盤

について，南中時の直達光の自己遮光と他個体による遮

光プロセスの両方が考慮されて，各円盤についての相対

光（PAR_direct_rel）が計算される。本研究では，各個

体 の 円 盤 の PAR_direct_rel の 平 均 値

（mean_PAR_direct_rel）を個体ごとに計算した。初期設

定においては，小個体においては光環境の計算が簡略化

されるため，本研究では全ての個体において同じ計算方

法が適用されるようにしている。 

個体の死亡はSEIB-DGVMに装備されているMort_total

によって決まる。Mort_total は 0～1 の範囲を持ち，1

に近づくと死亡リスクが高まる。Mort_total は mort 

greffと新たに開発付加したmort_solarの和として，以

下の式で決定される： 

 

なお，Mort_Total > １の場合はMort_Total = 1とする。 

mort_greff は昨年の葉面積当たりの純年間生産量

ANPP（kg m-2）によって以下の式で決定される： 

 

ここでM1と M2は係数で，手動で任意に決定されるチュー

ニングパラメーターとして扱った（表-1）。なお，本モデ

ルにおいては，個体ごとに葉群が受けた光が光合成に変

換されることで総光合成生産量が計算され，総光合成生

産量から各器官の呼吸（維持呼吸と成長呼吸の和）が差

し引かれてANPPが計算される。 

新規に導入した mort_solar は mean_PAR_direct_rel

によって以下のべき乗式で決定される： 

 

ここで M3_solと M4_solは係数で，手動で任意に決定される

チューニングパラメーターとして扱った（表-1）。なお，

mort_solarは樹齢が4齢以下のN. heimiiにおいて適用
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され，それ以外の条件ではmort_solar = 0.0とする. 

他の入力パラメータについては，SEIB-DGVM の初期設

定値を用いた。N. heimiiについては林冠優占種タイプ

（canopy），A. mangiumについては先駆種タイプ（pioneer）

の初期設定値を用いた(7)。 

 

表–1. 各樹種に特異的なパラメータの値 

Table 1 Parameter specific to each species 

  N. heimii  A. mangium 

SLA (m2 g-1) 0.013 0.008 

Alm3 (g cm-3) 0.75 0.43 

HGTmax (m) 20.0 31.9 

HGTs (m m-1) 99.0 157 

M1 (dimensionless) 0.03 0.03 

M2（1   ） 1.5 1.5 

M3_sol (dimensionless) 40 n.a. 

M4_sol (dimensionless) 5.5 n.a. 

 

III 結果と考察 

図-1 は構築したモデルによって出力された異なる伐採

幅で植林されたN. heimii植林地の光環境のシミュレー

ション結果の例である。1 列伐採区と比べると 8 列伐採

区において枯死（空白地帯）が多いことは明らかである。

特に8列伐採区では，南側のアカシアに隣接した3列に

植栽された個体の生存率が高いことがわかる。生存個体

では，mean_PAR_direct_relが約 40％以下に抑えられて

いることがわかる。図-2は式（3）と表-１にあるM3と M4

の値によって決まる mean_PAR_direct_rel に沿った

mort_solarの軌跡であり，mean_PAR_direct_rel が 40％

を超えると mort_solar が急激に上昇するモデルの傾向

を示しており，生存個体の mean_PAR_direct_rel が約

40％以下に抑えられている出力結果（図-１）と一致して

いることがわかる。 

区画全体の生残率の経年変化の予測値と野外調査によ

って得られた観察値を表-2に示す。6年目の1列伐採区

の生残率の観測値は81％，4列伐採区では53％，8列伐

採区では21％に達している。一方で，予測値においては，

6年後には，1列伐採区では80％，4列伐採区では54％，

8 列伐採区では 28％に達している。8 列伐採の 1 年目と

2 年目において予測値が観察値を下回っていることを除

くと，概ね再現できていると結論付けられた。 

構築されたモデルでは，mean_PAR_direct_relが約 40%

を超えると死亡する設定が組み込まれたが，林床の積算

相対照度を40% 程度にすることで，下木の初期の生残割

合を高く保てることが同調査地において報告されている

（2）。また，全天開空度が40％を超えるとN. heimiiの

植栽苗の葉の光合成機能が強光阻害を受けることがクロ

ロフィル蛍光測定によって明らかにされている（4,5）。

本研究で計算されたmean_PAR_direct_relと積算相対照

度（2）および全天開空度（4, 5）は測定方法が異なる光

環境の指標であり，単純な比較はできないことに注意す

べきである。 

 

 

 

図–1.  光環境のシミュレーション結果の例。植栽後1

年目の（a）1 列伐採区、（b）4 列伐採区および（c）8

列伐採区のN. heimii生残個体のmean_PAR_direct_rel

をバブルプロットで示している。黒い点はA. mangium 

の生残個体の樹冠位置。 

Fig.1 Examples of light environment simulation results. 

Mean_PAR_direct_rel of N. heimii surviving individuals are 

shown with are shown in bubble plot for (a) 1-row cutting, (b) 

4-row cutting and (c) 8-row cutting in the first year after 

planting. The black dots indicate the canopy position of 

surviving A. mangium individuals. 
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表–2. 異なる伐採列幅における植栽後 6 年間の生残率

（%）の観察値と予測値 

Table 2 Observed and predicted survival rate (%) for 6 years 

after planting in different cutting row numbers 

経過年数 

観察値 % 予測値 % 

1

列 

４

列 

８

列 

1

列 

４

列 

８

列 

1 97 70 59 91 70 36 

2 91 63 44 89 65 33 

3 88 60 30 87 63 31 

4 88 56 23 86 58 31 

5 86 53 21 82 55 28 

6 81 53 21 80 54 28 

 本研究では異なる伐採幅で植栽されたN. heimiiの生

残率の違いを強光ストレスによる死亡率の増加を仮定す

ることで再現することに成功した。しかしながら，SEIB-

DGVM の光環境のシミュレーションは南中時をもとにし

て行われており，光環境の日変化は考慮されていないた

め，南北に沿って植栽された場合などのシミュレーショ

ンには不向きな可能性があることには注意が必要である。

SEIB-DGVM においては，個体ごとの光環境の計算に最も

計算量を要するため，日変化のシミュレーションを組み

入れることでシミュレーションに要する計算量が大幅に

増大することが予想されるが，日変化を考慮することで

より柔軟な植栽パタンのシミュレーションを実施するこ

とができる可能性が本研究によって示唆された。 

謝辞：SEIB-DGVM の開発者である佐藤永博士には，

SEIB-DGVM のウェブサイト（https://seib-dgvm.com/en/）

を通じて，多大な支援をいただいた。マレーシア森林研

究所，ペラ州森林局のスタッフには現地調査において多

大な支援をいただいた。JICA 複層林プロジェクト関係者

からは，様々なデータの提供をいただいた。 
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落葉広葉樹二次林における枯死木の動態 

長池卓男 1 
1山梨県森林総合研究所 

 
要旨：山梨県北部のミズナラやシラカンバにより構成される落葉広葉樹二次林の 20 年間の調査から，生立木から

枯死木（枯立木，倒伏木）へのプロセスや，枯立木から地面への供給された材積などについて明らかにした。立木密

度，胸高断面積合計ともにシラカンバからミズナラに優占種が交代していた。胸高断面積成長は，ミズナラがシラカ

ンバを大きく上回っていた。各調査期間中に発生した枯死木の多くをシラカンバが占め，発生した枯死木のほとんど

は枯立木であった。各調査時のシラカンバの枯立木サイズは，樹高，胸高直径ともに大きくなっており，材積も増加

していた。枯立木は，立ち枯れ後に高さを減じながら地面に供給されることが多かった。枯立木から地面に供給され

た材積は，1 年あたり，概ね 3.5 m3/ha 程度であった。 
キーワード：枯死木，枯立木，シラカンバ 
 

Dynamics of dead trees in a secondary deciduous broadleaf forest 
Takuo NAGAIKE1 

1Yamanashi Forest Research Institute 
 

Abstract: A 20-year survey of a deciduous broadleaf secondary forest in northern Yamanashi Prefecture, consisting of Quercus 
crispula and Betula platyphylla, revealed the process from live trees to dead trees (fallen trees and snags) and the volume of wood 
supplied from snags to the ground. The dominant species shifted from B. platyphylla to Q. crispula in terms of both tree density and 
total basal area at breast height. In terms of basal area growth at breast height, Q. crispula far exceeded B. platyphylla. B. platyphylla 
accounted for most of the dead trees that occurred during each survey period, and most of the dead trees that occurred as snags. The 
size of B. platyphylla snags at each survey period had increased in both tree height and diameter at breast height, and the snag 
volume had also increased. Snags were often supplied to the ground after dying, decreasing in height. The volume of wood supplied 
to the ground from snags was approximately 4 m3/ha per year. 
Keywords: Betula platyphylla, Dead trees, Snags 

I はじめに 
枯死木は，生物相のハビタットや炭素循環のソースな

ど，生態的に重要な役割を果たしている（8）。枯死木は，

「枯立木」と「倒伏木」に大きく二分され，それぞれの

生態的機能も異なる（6）。前者に比較して，後者は地面

に接しているために腐朽速度が速く，樹体からの炭素放

出が速いとされる（3, 10, 14）。 
また，枯立木も，枯死からの時間経過後，腐朽や物理

的な損傷による折損や倒伏が生じ，地面に接することと

なる。近年の気候変動，特に乾燥化は，枯立木の地際部

を弱めることから倒伏を早めているとされ，枯立木の減

少が炭素放出を加速化させることも指摘されている（1）。 
 森林の枯死量として，落葉・落枝量の定量化は進んで

きたが，幹部の枯死量や地面への供給速度などについて

はまだ不明な点が多い（12, 15）。枯死木の林分内での枯

立木の蓄積やサイズ構造（5），枯立木となってから倒伏

までの期間（11, 13）などに関する研究は蓄積されてきた。

しかしながら，枯立木は突然倒伏する場合もあれば，そ

の高さを減じながら地面に供給される場合もある（2）が，

枯立木の動態についてのデータはまだ多くはない。 
本研究では，山梨県北部のミズナラやシラカンバによ

り構成される落葉広葉樹二次林の 20 年間の調査から，

生立木から枯死木（枯立木，倒伏木）へのプロセスや，

枯立木から地面への供給された材積などについて明らか

にした。 
 

II 材料と方法 
1．調査地 山梨県北杜市の標高 1330 m に位置する山

梨県有林において調査を行った。当該地は，2003 年にシ

ラカンバ観賞用の景観伐採（低木の伐採）が実施された。

2024 年には，約 1km 離れた場所でミズナラへのナラ枯

れが確認されたが本調査地では確認されていない。 

論 文 関東森林研究 76-1 (2025) 
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2．調査項目 2004 年、30×150 m の調査区を設定し，

胸高直径 3 cm 以上の生立木の毎木調査を実施した。そ

の後，5 年ごと（2009，2014，2019，2024 年）に再測し，

胸高直径 3 cm 以上の生立木・枯立木の毎木調査を実施

した。2004 年以降発生した枯死木について，形態（倒伏

木、枯立木）と，枯立木の樹高を記録した。2004 年当時

の林齢は約 50 年生とされている。枯立木は，胸高直径

3cm以上で樹高1m以上を対象とした。枯立木について，

前回調査よりも樹高が減じていた場合，減じた部分が地

面に供給されたとした。 
枯立木および枯立木から地面に供給された材積は，（直

径）2×長さ（15）で求めた。 
 
III 結果と考察 
 調査区は，立木密度，胸高断面積合計ともに 2004 年に

はシラカンバが優占していたが、2024 年にはミズナラが

優占していた（表–1）。平均胸高直径においても，ミズナ

ラの方がシラカンバよりも大きくなっていた。長池（9）
は，この調査地の 2014 年時点でウワミズザクラやヒト

ツバカエデにニホンジカの剥皮が増加していることを示

しているが，その後の剥皮の増加は顕著ではなかった。  
 
表–1. 調査地の林分構造の概要 
Table 1 Outline of stand structure in the study plot 

 

 
胸高断面積成長で見ると，ミズナラがシラカンバを大

きく上回っていた（図–1）。各調査期間中に発生した枯死

木は，ほとんどをシラカンバが占めており（図–2），また，

発生した枯死木のうち，ほとんどは枯立木であった。こ

れらのことから，遷移初期種であるシラカンバの衰退と

遷移後期種であるミズナラの発達（7）がこの林分では見

られていた。 

図–1. ミズナラとシラカンバの 2019-2024 年の胸高断

面積成長 
Fig.1 Basal area growth of Quercus crispula and Betula 
platyphylla between 2019 and 2024 

 

 
図–2. 各調査期間に発生した枯死木密度 
Fig.2 Density of newly occurred dead wood in each census 
period 

 
図–3. 各調査時における発生時別の枯立木本数（シラカ

ンバ） 
Fig.3 Snags density of Betula platyphylla by time of occurrence 
in each census time 

 
各調査時における発生時別のシラカンバ枯立木本数は，

2014，2019，2024 年とも，ha あたり約 140 本程度であっ

た（図–3）。各調査時の枯立木は，発生時期が異なる枯立

木で構成されており，発生からの年数が経過するほど減

少していたが，新たに発生した枯立木が加わっていた。 

立木密度（生立木）　/ha
2004 2009 2014 2019 2024

シラカンバ 484.4 411.1 286.7 237.8 144.4
ミズナラ 237.8 237.8 233.3 228.9 224.4
その他 157.8 153.3 226.7 231.1 280.0
合計 880.0 802.2 746.7 697.8 648.9

胸高断面積合計（生立木）　m2/ha
2004 2009 2014 2019 2024

シラカンバ 13.3 12.3 9.9 9.1 6.2
ミズナラ 6.3 7.4 8.4 9.6 10.9
その他 5.2 5.7 6.2 6.3 6.9
合計 24.9 25.4 24.4 25.0 24.1

平均胸高直径（生立木）　cm
2004 2009 2014 2019 2024

シラカンバ 18.2 19.0 20.5 21.6 23.0
ミズナラ 17.6 19.1 20.5 22.1 23.9
その他 16.0 17.7 16.7 13.8 15.5
全体 18.0 19.0 18.6 19.3 19.0
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シラカンバの枯立木サイズは，樹高，胸高直径ともに

大きくなっており（図–4），調査初期では小径被圧木の枯

死であったものが，上層でのミズナラとの競争による枯

死に推移してきたものと思われる。サイズの増大化に伴

い，枯立木の材積も増加していた（図–5）。 

 

図–4. 各調査時の枯立木の樹高と胸高直径（シラカンバ） 
Fig.4 Height and diameter at breast height of snags of Betula 
platyphylla in each census time 
 

 

図–5. 各調査時の枯立木材積 
Fig.5 Stem volume of snags 

 
図–6. 2009 年に発生していた枯立木樹高の変化（シラカ

ンバ） 
Fig. 6 Changes of height of Betula platyphylla snags occurred 
in 2009 

 
発生した枯立木は，樹高を減じながら地面に供給され

ていた（図–6）。枯死後すぐに倒伏するも見られるが，立

ち枯れ後に高さを減じながら地面に供給される枯立木が

本調査地では多かった。 
枯立木から地面に供給された材積は，1 年あたり，概

ね 3.5 m3/ha（平均±標準偏差：3.5±1.2 m3/ha）程度であ

ることが明らかとなった（図–7）。本研究では，地面に供

給された幹の腐朽度を調べていないため，枯立木から地

面への炭素供給量を計算できないが，材積としての供給

量を概算することができた。一方，本研究では枯死木と

して遷移初期種であるシラカンバを中心として解析した

が，枯立木へのなりやすさや枯立木の倒伏しやすさは樹

種により異なる（2, 13）。今後は，他樹種と比較すること

で，枯立木の森林生態系での役割のさらなる解明につな

がるものと思われる。 
 

 
図–7. 各調査期間に枯立木から地面に供給された材積 
Fig. 7 Volume provided on ground surface from snags in each 
census period 
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九州南部の常緑広葉樹二次林の林齢による林分構造および種組成の変化 

五十嵐哲也 1・佐藤保 1 
1国立研究開発法人 森林研究・整備機構 森林総合研究所 

 
要旨：林分構造の複雑さは生物多様性と相関することが知られているが，樹木種の多様性や組成との関係について

は研究例が少ない。そこで本研究では九州南部の常緑広葉樹二次林の林齢 27 年から 168 年の常緑広葉樹二次林５林

分に７プロットを設置し，FHD (Foliage Height Diversity)と，林齢，樹木種の種多様性および種組成との関係を解析し

た。一般に FHD の高さは生物多様性と正の相関を持つとされるが，本調査では逆の傾向が見られた。また，FHD と

極相種の割合との間に高い正の相関が見られた。この結果から，FHD は，林分の遷移段階を推定する指標として広域

での推定へ繋がる可能性がある。 
キーワード：暖温帯, 常緑広葉樹二次林, 種多様性, 遷移段階, FHD 
 

Changes in stand structure, species diversity, and species composition depending on forest age in 
secondary evergreen broad-leaved forests in southern Kyushu 

Tetsuya IGARASHI1, Tamotsu SATO1 
1Forestry and Forest Products Research Institute 

Abstract: The complexity of forest structure is known to be correlated with biodiversity. However, there are few studies on the 
relationship between forest structure and species diversity/composition of tree species. Therefore, in this study, we placed 7 plots 
for 5 stands of evergreen broad-leaved secondary forests (27yr to 168yr old) in southern Kyushu. We estimated the relationship 
between FHD (Foliage Height Diversity) and parameters about age, species diversity, and species composition of tree species. In 
general, the high level of FHD has a positive correlation with diversity. Nevertheless, the opposite trend was found in this survey. In 
addition, there is a strong correlation between FHD and the proportion of climax species. Based upon these results, we may be able 
to use FHD as an indicator of the successional stage of forests, and applicable to the wide-area estimation. 

Keywords: Warm temperate, secondary evergreen broad-leaved forests, species diversity, successional stage, FHD

I はじめに 
林分構造の複雑さは生物多様性と相関することが知ら

れているが，樹木種の多様性や組成との関係については

研究例が少ない。林分構造，特に階層構造と種多様性，

種組成との関係を明らかにすることで，将来的には種多

様性や種組成を広域推定することが可能になる可能性が

ある。林分の階層構造の複雑さを表す指標の一つに FHD
（Foliage Height Diversity）がある。FHD は森林の各階層

の葉群密度に Shannon の多様度指数を当てはめて算出

するもので，鳥類などの種多様性と相関を持つことが知

られている（1, 7）。しかし，樹木の種多様性や種組成と

の関係については未だ情報が少ない（1）。そこで本研究

では，暖温帯の常緑広葉樹林二次林を対象として，林齢，

階層構造の複雑さ，種多様性，および種組成の間の関係

を明らかにすることを目的とした。 
 

II 材料と方法 
1. 調査地 鹿児島県伊佐市の国有林の 27 年生（O27），

31 年生（O31），42 年生（O42），および 168 年生（O168a，
O168b）の 4 林分に 5 プロット，熊本県水俣市の IBP 試

験地の 106 年生林分（M106a，M106b）に 2 プロットを

設置し計 7 プロットとした。いずれのプロットでも優占

種はコジイ，カシ類，タブノキ，イスノキなどの常緑広

葉樹であった（表–1）。 
 
表–1. BA％による優占種リスト（BAで10%以上の種） 
Table 1 List of dominant species by percentage of BA (Only 
species that accounted for 10% or more of the total BA). 
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2. 調査項目 半径 15m の円形プロットを設置し，プ

ロット内の胸高直径（DBH）が 5cm 以上の個体の毎木調

査を行い，DBH と樹種を記録した。また，DBH 最小の

個体と最大の個体を含む 10 個体を抽出して樹高を測定

し，DBH と樹高とのアロメトリー式を作成して全個体の

樹高を推定した。また，円形プロットの直径（30m）ライ

ン上の葉群の位置をレーザー樹高測定器によって測定し

た。森林の縦断面を 1m 角のピクセルに分割し，高さ 1m
ごとの各階層で葉が出現したピクセルの割合を葉群密度

の代用として FHD を計算した（3）。 
3. 解析 林分構造パラメータとして，毎木調査の結果

から平均樹高（m），最大樹高（m），平均 DBH（cm），最

大 DBH（cm），立木密度（本/ha），胸高断面積合計（m2/ha）
を算出した。種多様性のパラメータとしては，プロット

内に出現した種数（SR），シャノンの多様度指数 H’，お

よびシンプソン多様度の逆数 (inverse Simpson) 1/D をプ

ロット内の出現種の個体数から算出した。林分の遷移段

階については，出現種を図鑑の記載（5, 6）と過去の報告

（2）を参考に，主に出現する森林の遷移段階によって人

工林や二次林に多く見られるアラカシやエゴノキなどの

二次林種（遷移初期種・中期種）と原生林や極相林に多

く見られるウラジロガシやイスノキなどの極相種（遷移

後期種）に分け，極相種の本数割合を極相種率（Climax 
species rate）とした。変数間の相関の有意性検定には

Spearman の順位相関係数を用いた。ただし，林齢と FHD
の関係については最小二乗法を用いて対数曲線で近似し

た。 
 
表–2.  間接傾度分析に用いた変数リスト（林齢, 立地,
種多様性，FHD, 林分構造, および極相種率） 

Table 2 List of variables used in the indirect slope analysis 
(forest age, site, species diversities, FHD, forest structures, and 
climax species rate) 

 
 
林分構造と種多様性，種組成の関係を推定するため，

種ごとの胸高断面積合計をアバンダンスとして各プロッ

ト間の種組成の類似度を算出し，類似度が高いプロット

が近傍に配置されるように NMDS（非計量多次元尺度構

成法）を用いて 2 次元プロット上に配置した。各プロッ

トの種多様性，出現種ごとの個体数，各種林分構造パラ

メータを環境変数（表–2）として間接傾度分析を行い，

有意な相関が見られた方向を NMDS プロット上に矢印

で示した。すべての統計解析は R 言語（version 4.4.0）を

用いて行った。 
 
III 結果と考察 

1. 種組成と優占種 全プロット合わせて 42 種の樹木

が出現し，常緑樹が 29 種，落葉樹が 13 種，高木種が 21
種，亜高木種が 21 種，二次林種（遷移初期種・中期種）

が 19 種，極相種（遷移後期種）が 23 種であった。優占

種はいずれのプロットでも常緑広葉樹であったが，コジ

イは若齢林で多かった。一方高齢林ではタブノキ，ウラ

ジロガシ，イスノキなどが多かったが，優占種は調査地

ごとに異なっていた。これらの優占種の違いは立地や発

達段階に応じたものと考えられる。（表–1）。これらの違

いは先行研究の，コジイは常緑広葉樹の中では耐陰性が

低く，二次遷移の初期に優占する（10），タブノキは鳥散

布種子によって林内に多くの稚樹が更新する（9），イス

ノキは耐陰性が高く，林内での稚樹の生残性が高い（9）
などの報告と矛盾しないことから，これらの林分が暖温

帯の常緑広葉樹二次林として一般的な遷移過程にあると

推察した。 
2. 林齢と林分構造の関係 最大胸高直径は林齢とと

もに大きくなっている（図–1）が，平均胸高直径（箱ひ

げ図の枠内の水平の実線）は林齢が上がってもあまり大

きくならず，サイズの小さな個体の林床への新規加入が

続いていることを示す。 
 

 

図–1. 各プロットの胸高直径（cm）の箱ひげ図 
Fig. 1 Box-and-whisker plot of DBH (cm) for each plot 
 
樹高についても同様の傾向であった。立木密度 (N/ha)

は若齢林で高く，高齢林で低かった（表–2）。31 年生の

O31 では 2500 本を越えていたが，168 年生の O168b で
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は 700 本を下回っていた。林木の成長に伴う競争によっ

て密度が下がっていることに加え，大径木が空間を占有

していることによる個体密度の減少も影響していると見

られる。 
BA（m2/ha）の若齢の 3 プロット（O27, O31, O42）か

ら，M106b（106 年生）にいたる増加（20m2/ha→67m2/ha）
が撹乱のない場合の BA の成長と見られる（表–2）。
M106a （106 年生）は 1993 年の台風による撹乱，O168a
および O168b（168 年生）では河畔の立地による河川由

来の撹乱によって，それぞれ BA が M106b と比べて小さ

かったと推察した。 
3. 林齢と種多様性および遷移段階の関係 林齢と種

数の関係は，やや減少傾向だが，相関は低く（p = 0.45, r 
= 0.31），有意ではなかった。出現種の遷移段階では，二

次林種（遷移初期種・中期種）の本数割合が 27 年生の

2039neでは50%を超えるが，林齢とともに減少し，M106b
（106 年生）では 1%まで減少していた（図–2）。M106a, 
O168a, O168b では 5%前後の二次林種が見られたが，こ

れは前述の台風や河川による撹乱の影響と考えられる。

以上より，林齢の増加とともに，単純な種数の増加や減

少ではなく，二次林種から遷移後期種への種の交代が起

きていることが明らかになった。 
 

 

図–2.  植生遷移上の位置づけによる種の組成の違い 
Fig. 2 Differences in species composition with respect to 
position on vegetation succession 
 
4. 林齢と FHD の関係 高齢林で FHD が高い傾向が

あった（図–3）。最小二乗法で推定した対数近似曲線のパ

ラメータはいずれも当てはまりが 5%有意だった。 
林齢の増加によって,初期には樹高成長によって，高齢

林ではギャップ形成に伴う下層への稚樹の侵入によって,
林分構造は複雑化し，FHDが増加するものと推察した。 

 
図–3. 林齢と FHD の相関 
Fig. 3 Correlation between forest age and FHD 
 
5. NMDS プロットと間接傾度分析 NMDS プロット

と間接傾度分析の結果を図–4 に示した。 
NMDS による布置によって，若齢林（O27, O31, O42）

がプロットの左に，高齢林（M106a-b, O168a-b）が右に配

置された。林齢（age），最大樹高（maxHeight），最大胸高

直径（maxDBH）との相関を示す矢印も林齢と同様に右

向きであり，密度（Density）が林齢と逆の左方向で高か

ったことから，プロットの横軸が林齢またはサイズを表

していると推察した。 
プロットの左上方向で種数（SR）が多く，同じく左上

方向で本数の多い種として，アラカシ，シロダモ，クロ

キ，エゴノキの 4 種が検出された。これらはいずれも二

次林や造林地などでよく見られる二次林種的な性質を持

った種である（2）。また，種数や二次林種とは逆の右下

方向で FHD と極相種の割合（ClimaxSPrate）が高かった。

以上より，FHD の高い林分ほど種数と二次林種の割合が

少なく，極相種の割合が高い傾向があることが明らかに

なった。  
 

図–4. NMDS プロットと間接傾度分析 
Fig. 4 NMDS plot and Indirect Gradient Analysis 

◼極相種 

⬜二次林
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暖温帯照葉樹林と多くの共通種を持つ亜熱帯照葉樹二

次林では,萌芽能力の高い種が多いため，伐採後に種数の

減少が起こりにくい（8, 11）。そのため，伐採後いち早く

成長する萌芽個体に加えて，埋土種子や散布種子から二

次林種（遷移初期種・中期種）が侵入して種多様性の高

い若齢林を形成する（11）。本研究の調査地でも同様のプ

ロセスで伐採直後に種多様性が高まったものと推察する。 
その後，萌芽個体によって構成された閉鎖樹冠に被陰

された二次林種が減少した後に，競争による萌芽個体の

単幹化とギャップ形成によって下層の極相種が成長して

階層構造を複雑化し，FHD が高まったとみられる(4)。ま

た,極相種の多くが重力散布種で散布距離が短いことか

ら，新たな加入が少ないことが，FHD の高い高齢林分で

種数が少ない傾向が見られる理由と推察した。 
間接傾度分析で FHD との関係が見られた種数，およ

び極相種の割合との相関有意性を Spearman の順位相関

係数を用いて検定した。FHD と種数の直接の相関は有意

ではないが（p = 0.068），間接傾度分析の結果同様，FHD
が大きいほど種数が少ない傾向(r = -0.72)があった（図–
5）。 

図–5.  FHD と種数の相関 
Fig. 5 Correlation between FHD and species richness 

また，FHD と極相種の割合との間には間接傾度分析の

結果同様，強い相関（r = 0.9，p = 0.005）が見られた（図

–6）。そのため，FHD は暖帯の常緑広葉樹林においては，

種多様性の高さを示す指標としては適さないが，林分の

遷移段階を表す指標として利用できる可能性がある。 

IV まとめ 
九州南部の広葉樹二次林では FHD が高いほど二次林

種の本数割合が小さく，全種数が少ない傾向があった。

FHD と極相種（遷移後期種）の割合の間に高い正の相関

があり，林分の遷移段階を推定する指標として利用でき

る可能性がある。この結果を広域での遷移段階の推定へ

応用するためには,様々な森林タイプでのより広い範囲

での検証が必要と考える。 

図–6.  FHD と極相種率の相関 
Fig. 6 Correlation between FHD and climax species rate. 
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連年施肥を受けたウダイカンバ・トドマツ林における葉の炭素・窒素安定同位体比の

経時変化 

長倉淳子 1・古澤仁美 1・中下留美子 1・伊藤江利子 2・橋本徹 3 
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要旨：樹木の水ストレスの程度や利用する窒素の給源は，林齢や施肥の有無によって変動すると予想される。炭素安

定同位体比（δ13C）を水ストレスの指標，窒素安定同位体比（δ15N）を樹木が利用する窒素の指標として，1978 年か

ら現在まで連年施肥を受けているウダイカンバ林とトドマツ林から経時的に採取した葉について炭素・窒素安定同位

体比を測定した。林齢の増加に伴って δ13C は低下する傾向がみられた。ウダイカンバでは δ13C が施肥区でやや大き

かったが，両樹種とも処理による差は小さかったことから，樹木の水ストレスの程度への施肥の影響は小さいと考え

られた。ウダイカンバの δ15N は処理区間で違いがみられなかったが，トドマツの δ15N は無施肥区より施肥区で高か

ったことから，トドマツはウダイカンバより肥料の窒素に依存していると考えられた。 
キーワード：δ13C，δ15N，水ストレス，施肥，林齢 
 

Long-term changes in carbon and nitrogen stable isotope ratios in leaves of Monarch birch and Todo fir 
stands that have received repeated fertilization 

Junko NAGAKURA1, Hitomi FURUSAWA1, Rumiko NAKASHITA1, Eriko ITO2, Toru HASHIMOTO3 
1 Forestry and Forest Products Research Institute (FFPRI); 2 Kansai Research Center, FFPRI; 2 Hokkaido Research Center, FFPRI 

 
Abstract: It is expected that the degree of water stress in trees and the sources of nitrogen utilized by trees will change depending 
on stand age and the presence or absence of fertilization. Using the carbon stable isotope ratio (δ13C) as an indicator of water stress 
and the nitrogen stable isotope ratio (δ15N) as an indicator of the nitrogen used by trees, we measured the carbon and nitrogen stable 
isotope ratios in leaves collected over time from Monarch birch and Todo fir stands that have been receiving annual fertilization 
since 1978. There was a tendency for δ13C to decrease with increasing forest age. In the case of Monarch birch, δ13C was slightly 
higher in the fertilized plot, but the difference between the treatments was small, so it was thought that the effects of fertilization on 
the water stress of both tree species were small. Although there was no difference in δ15N between the treatments for Monarch birch, 
δ15N for Todo fir was higher in the fertilized plots than in the unfertilized (Control) plot, suggesting that Todo fir is more dependent 
on the nitrogen in the fertilizer than Monarch birch.  
Keywords: δ13C, δ15N, water stress, fertilization, forest age 

I はじめに 
林地への施肥は，幼齢時は植栽木の林冠閉鎖を早める

ため, 林冠閉鎖後は林地の生産性を高めるために行われ

る(11)。しかし，成木に対して継続的に施肥が行われるこ

とは少ない。森林総合研究所北海道支所羊ヶ丘実験林の

土壌環境長期モニタリング試験林では，施肥や酸性降下

物が樹木と土壌に及ぼす影響を検証するため，1978 年か

ら現在（本報告では 2023 年）まで連年施肥が継続されて

いる。施肥による樹木の成長促進効果は若齢期にはみら

れたが(1)，現在では明瞭な効果は認められていない(2)。
しかし、施肥区で土壌 pH の低下，可給態 P と交換性 Al
の増加，交換性 Ca, Mg の低下(7)，葉の Mn 濃度の増加

がみられる(6)。窒素の供給量が増加すると，一般に植物

は蒸散量が増加し，地上部／地下部比も増加するため(9)，
施肥によって水ストレスを受けやすくなると考えられる。

一方で，林齢が高くなると，樹高の増加により樹冠部へ

の水分輸送が困難になり，水ストレスを受けやすくなる

と考えられる(4)。また、ヒノキは林齢 30 年を超えると

土壌表層の窒素をより多く吸収することが報告されてい

る(3)。このように、林齢によって，樹木の利用する窒素

の供給源は変化する可能性がある。 
本研究では，１）林齢の増加や施肥によって樹木の受

ける水ストレスの程度は大きくなるのか，２）林齢の増

加や施肥によって樹木の利用する窒素の給源は変動する

論 文 関東森林研究 76-1 (2025) 
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のか， ３）これらの応答は樹種によって異なるのか，を

検証することを目的とした。水ストレスの指標として葉

の炭素安定同位体比（δ13C），樹木が利用する窒素の指標

として葉の窒素安定同位体比（δ15N）を用いた。δ13C は，

水利用効率の指標であり，気孔開度が低下する（水スト

レスが強い）と高くなる。葉の δ15N は，主に植物が利用

している窒素供給源の δ15N を反映し，土壌中の窒素の

δ15N，共生する菌根の種類等が影響する。土壌の δ15N は

土壌が深いほど高く，窒素無機化によって高くなる(7)。 
 

II 材料と方法 
 1978 年から現在まで連年施肥が行われているウダイ

カンバとトドマツから経時的に採取した葉について，

δ13C と δ15N を測定し，δ13C と δ15N の経時変化と降水量

や施肥との関係を調べた。 
1. 調査地 森林総合研究所北海道支所（北海道札幌市）

構内の土壌環境長期モニタリング試験林（北緯 43°00′，

東経 141°23′）のウダイカンバ林とトドマツ林を調査

地とした。1973 年 9 月に火入れ地拵えした後，トドマツ

は同年 10 月に，ウダイカンバは 1974 年 4 月に植栽され

た。1978 年には無施肥区（Cont），窒素・リン・カリウム

の 3 要素施肥区（NPK），窒素・リンの 2 要素施肥区（NP）
の 3 種類の処理区を設定し，以後毎年 1 回春（5 月下旬

から 6 月上旬）の施肥が行われている。NPK 区では林

業用複合肥料，NP 区では硫酸アンモニウムと過リン酸

石灰を肥料として用いた(1)。林業用複合肥料は該当肥料

の製造中止に伴い 3 回変更しており，2019 年までは窒素

が尿素系だったが，2020 年以降は硫安が使われている。

残存していた林業用複合肥料と硫安について，窒素安定

同位体比を測定した（表–1）。降水量は気象庁札幌観測所

データを用い，各年 5 月 1 日から 10 月 31 日の合計降水

量を成長期降水量とした。 
2. 試料 葉試料はウダイカンバについては 10 月下旬

から 11 月上旬にかけての新鮮落葉を，トドマツは成長休

止期の 10 月下旬から 12 月下旬にかけての当年葉を採取

した。トドマツ当年葉は 1978 年から 1995 年に採取した

ものは各区 9 本から採取し，まとめて 1 サンプルとし，

2014年から 2022年にかけて採取したものは各区 3～5本
から採取した。トドマツ当年葉のうち、2018 年の Cont 区
と NP 区，2020 年の全処理区は木登りにより林冠部から

葉試料を採取した。 
3. 分析 葉試料は 70 ℃で 48 時間以上乾燥後微粉砕

し，分析に供した。元素分析計（FlashEA1112,Thermo Fisher 
Scientific）を接続した質量分析計(Delta V, Thermo Fisher 
Scientific）にて，炭素・窒素安定同位体比（δ13C，δ15N）

を測定した。葉の δ13C は、大気中 CO2の δ13C が 1978 年

は−7.37、2023 年は−8.64 として、大気中 CO2の δ13C の低

下分を補正した（5)。両樹種の各区について、葉の δ13C
と採取年との相関分析を行った。また、成長期降水量を

独立変数、葉の δ13C を従属変数として回帰分析を行った。

ウダイカンバの Cont 区，NPK 区 には，2011 年に他の

試験用に重窒素が散布されたため， 2011 年以降の δ15N
データは除外した。 
 
III 結果と考察 
 1. ウダイカンバ落葉の δ13C ウダイカンバ落葉の

δ13C は林齢の増加によって低下する傾向がみられた（図

–1 上段、P 値は Cont：0.064，NPK：0.015，NP：0.032）。
林齢の増加に伴い、吸収根が水分条件の良い深い土壌に

伸長し、水ストレスが緩和されたと考えられる。また、

成長期降水量が少ないと δ13C が高い傾向がみられた（P
値は Cont：0.027，NPK：0.010，NP：0.001）。施肥区（NPK，

NP）は無施肥区（Cont）より δ13C がやや高い年が多かっ

た。これらのことから，ウダイカンバでは林齢の増加で

水ストレスが小さくなり，施肥区は無施肥区より水スト

レスが大きい可能性があると考えられた。 
 2. トドマツ当年葉の δ13C トドマツ当年葉の δ13C も

林齢の増加によって低下する傾向がみられた（図–1 下段、

P 値は Cont：0.213，NPK：0.066，NP：0.093）。また、δ13C
と成長期降水量に明瞭な関係はみられなかった（P 値は

Cont：0.070，NPK：0.028，NP：0.070）。δ13C に明瞭な処

理間差はみられなかった。これらのことから，トドマツ

では林齢の増加で水ストレスが小さくなるが，施肥が水

ストレスにおよぼす影響は小さいと考えられた。林冠部

から葉試料を採取した 2018 年の NP 区と Cont 区，2020
年の全処理区の δ13C は，2014～2017 年と比較して高か

った。樹冠の辺縁部と内部では大気 CO2の同位体比が異

なる(10)ことが影響した可能性がある。 
3. ウダイカンバ落葉の δ15N 1978～1995 年はウダイ

カンバ落葉の δ15N に処理間で大きな違いはなかった（図

–2 上段）。また、Cont 区の δ15N が 1978～1995 年には 0
前後で推移していた。これらのことから、ウダイカンバ

は林齢 20 年程度までは窒素利用において肥料にあまり

依存しておらず、窒素供給源は林齢で大きく変化しない

と考えられる。 
4. トドマツ当年葉の δ15N トドマツ当年葉の δ15N は

施肥当年から Cont 区と施肥区で大きく異なった（図–2
中段）。トドマツは窒素利用において肥料への依存度が高

いと考えられる。Cont 区の δ15N が初期に大きく低下し

た後，増加して−1 前後で推移し，2017 年から 0 前後に
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なった。トドマツは窒素の供給源が林齢によって変化す

るといえる。 
5. NPK 区の肥料と葉の δ15N 1978～1995 年はウダ

イカンバ，トドマツ共に δ15N は葉より肥料で低かった

（図–2 下段）。2020 年春からの肥料変更により肥料の

δ15N が大きく低下したが，トドマツ当年葉の δ15N は変更

当年秋には変化せず，変更翌々年の 2022 年には低下が

みられた。トドマツは成長当年以前に吸収した窒素を主

に利用していると考えられる。 
6. まとめ 樹木の受ける水ストレスの程度は，本試

験地では，林齢の増加に伴いウダイカンバ，トドマツと

もに小さくなったと考えられる。また，ウダイカンバに

ついては施肥によってやや水ストレスを受けやすくなる

可能性はあるものの，両樹種とも処理による差は小さか

ったことから，樹木の水ストレスの程度への施肥の影響

は小さいと考えられた。ウダイカンバは δ15N に林齢によ

る変化は小さかったが，トドマツは林齢の増加に伴って

δ15N が高くなっており，応答に樹種間差がみられた。土

壌の δ15N は一般に土壌が深いほど高いとされているこ

とから(8)，トドマツは林齢が高くなると深い土壌から窒

素を吸収している可能性がある。ヒノキでは林齢が増え

ると土壌表層の窒素をより多く吸収すると報告されてい

ることから(3)，林齢と樹木が利用する窒素の土壌深度と

の関係は樹種によって異なるといえる。また，無施肥区

の葉の δ15N はウダイカンバは若齢時から 0 前後だった

のに対し，トドマツは若齢時は−4～−1 だったことからも

ウダイカンバとトドマツは利用する窒素の給源が異なり，

ウダイカンバは若齢時からトドマツよりも深い土壌から

窒素を利用している可能性がある。施肥の有無による葉

の δ15N の違いはウダイカンバでは小さく，トドマツでは

大きかったことから，トドマツはウダイカンバより肥料

の窒素に依存していると考えられた。施肥によって利用

する窒素の給源が変動しやすいのはトドマツだといえる。

これらのことから，林齢の増加や施肥が樹木の水ストレ

スの程度や樹木が利用する窒素の給源に及ぼす影響は，

樹種によって異なることが明らかになった。樹種間差が

特に明瞭だったのは窒素利用様式だった。ウダイカンバ

とトドマツの窒素利用様式の違いには，共生している菌

根の種類や菌根への依存度，土壌微生物叢等の違いが影

響している可能性があり，今後の課題である。 
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表–1. 各肥料の窒素安定同位体比とその使用期間 
Table 1 The δ15N of each fertilizer and its duration of use 

 

肥料名 ⽣産年⽉ δ15N 処理区 使用期間
マルリンスーパー1号 不明 2.1 NPK 1978－2008
マルリン新特号 不明 ー NPK 2009－2012
マルモリ森林肥料特号 2018/01産 0.9 NPK 2013－2019
マルモリ森林肥料1号 2019/04産 -11.2 NPK 2020－
硫安 2017/06産 -7.9 NP 不明
硫安 2018/03産 -7.4 NP 不明
硫安 2020/03産 -7.4 NP 不明

※過去の硫安は現存していないため未測定。2007年以前の硫安は
製造メーカーが異なり、δ15N値が⾼かった可能性がある。
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図–1. ウダイカンバ落葉とトドマツ当年葉の δ13C と成長期（5～10 月）降水量の経年変化 
Fig.1 Changes in δ13C of birch fallen leaves and fir current-year needles, and precipitation during the growing season (May to 
October)  

図–2. ウダイカンバ落葉とトドマツ当年葉および NPK 区の肥料と葉の δ15N の経年変化 
Fig.2 Changes in δ15N of birch fallen leaves, fir current-year needles, and fertilizer and leaves in NPK plots 
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本川の水位変動が支川流域の内水特性に及ぼす影響 

― 筑後川と寒水川の関係を事例として ― 

 

本田尚正 1・堀佑菜 1  
１東京農業大学 地域環境科学部 

 
要旨： 本研究では筑後川とその支川である寒水川を対象に，豪雨時における本川の水位変動が支川流域の内水特性に

及ぼす影響について考察した。寒水川流域で最近発生した 2 つの豪雨イベントについて，流域内外雨量および本支川

水位の時系列的な変化，浸水発生状況等を比較した結果，寒水川の水位上昇とそれに伴う越水・浸水被害発生の要因

には，流域内の豪雨発生と，筑後川本川からの背水の影響の大きく 2 つが挙げられた。そのため，豪雨時には流域内

外の降雨状況と本支川の水位変動に同時に着目して，越水・浸水の危険性をいち早く察知しなければならない。 
キーワード：本川，支川，水位変動，背水，内水特性 
 

Influence of water level change of main river on inundation characteristics of tributary  
－ Relationship between Chikugo River and Syozu River as an example － 

 
Naomasa HONDA1, Yuna HORI 1 

Faculty of Regional Environment Science, Tokyo University of Agriculture 1 
 

Abstract: A purpose of the present study is to examine the influence of the water level change of a main river basin on the inundation 
characteristics of a tributary basin in a heavy rainfall, targeting at Chikugo River and Syozu River which is the tributary of Chikugo 
River. Concretely, focus on two heavy rainfall events that occurred recently in Syozu River basin. The precipitations in the inside 
and outside of tributary basin, temporal changes of the water levels of the main river and the tributary, and the inundation occurrence 
in the tributary basin are compared. According to the results, the factor of the rise in water level of Syozu River is greatly two, one 
is the heavy rainfall occurrence in the basin, and the other is the influence of the backwater from Chikugo River. It is very important 
that we pay attention to the rainfall situation inside and outside the basin, temporal changes of the water levels of the main river and 
the tributary at the same time. We must also sense the overflow and inundation risk quickly. 
Key-word: Main river, tributary, water level change, backwater, inundation characteristics 

Ⅰ はじめに 
一般に大河川 (本川) に流入する中小河川 (支川) で

は，本川水位の上昇に伴う支川への背水の影響により，

支川に流入する水路等が排水不良を引き起こして内水浸

水被害が発生する (1)。その後も流域の内外で強雨が続

けば，支川からの越水や破堤による洪水被害へと発展す

る (2)。支川流域の地形が概して低平な場合には，本川か

らの背水の影響は中・上流域にまで遡上する (3)。 
本研究では北部九州の大河川である筑後川とその支川

の寒水川を研究対象とし，寒水川流域で最近発生した 2
つの豪雨について，流域内外での雨量と本支川水位の時

系列的変化，流域内の浸水状況等を比較する。それらを

もとに本川の水位変動が支川流域の内水特性に及ぼす影

響を考察し，洪水対策策定上の留意点についてまとめる。 
 
 

Ⅱ 検討対象河川の概要 
筑後川は阿蘇地方の瀬の本高原を源流とし，熊本・大

分・福岡・佐賀の 4 県を跨いで有明海に注ぐ幹線流路延

長 143 km，流域面積 2,860 km2，流域内人口約 110 万人

に及ぶ九州最大の一級河川である。その水位変動は，支

川である寒水川に大きな影響を及ぼす (図–1 (a)，(b) )。 
寒水川は佐賀県みやき町北部の脊振山脈を源流とし，

同町を南北に縦断して筑後川に合流する流路延長 14.9 km，

流域面積 16.1 km2の一級河川である。流域は同町のほぼ全

域を占め，2005 年の 3 町合併以前の旧中原町域が急峻な

上流域，旧北茂安町域が川幅の狭い中流域，旧三根町域が

低平な下流域に概ね該当する (図–1 (b) )。中・下流域で

は洪水浸水が想定されており (4)，旧北茂安町域の南端

では堤防からの越水による浸水被害がしばしば発生する。 
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Ⅲ 検討手順および手法 
１．寒水川下流部の流下能力の算定 寒水川の流下能

力  (流量) を調べるにあたり，ここではエネルギー勾配 
(水面勾配) の影響は考慮せず，次に示す Manning 式を用

いて最下流端から上流に向かって単距離 100 m ごとに簡

易的に算定する (図-1 (c) )。 𝑣 ൌ ଵ௡ 𝑅మయ𝑖భమ               (1) 𝑄＝𝐴𝑣                 (2) 

ここに，v：流速，n：Manning の粗度係数，R：径深，i：
河床勾配，Q：流量，A：流水断面積である。n は自然河

川の標準値 0.030 を使用する。A は左右岸の護岸法肩間

距離を上底，法尻間距離を下底，現況堤防高と最深河床

高の差を最大水深とする台形に近似して決定する。なお，

式(1)によれば，i < 0 (逆勾配) の場合には計算不能となる

ため，そのときの流下能力は便宜上 0 とする。 
２．寒水川の内水特性と筑後川との関係 2019 年 7 月

(7/20～7/23) と 2020 年 7 月 (7/6～7/9) の 2 つの豪雨を

対象に，寒水川上流域の山田地点，下流域の西寄橋地点 
(図–2)，筑後川中流部の朝倉地点  (寒水川流域外，福岡

県域) における降雨の時間変化，寒水川中流域の中津隈

8 号橋地点，寒水川合流点上流に位置する筑後川の瀬ノ

下地点 (図–2) の河川水位の時間変化を比較考察する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ⅳ 結果および考察 
１．寒水川下流部の流下能力 図–3 に寒水川下流部の

流下能力の分布を示す。同図中で流下能力が 0 の地点は

現況の河床勾配が逆勾配であることによる。同図には川

幅 (左右岸の護岸法肩間距離)，現況堤防高および最深河

床高の分布も併記した。現況堤防高は最下流端から2,600 m
付近まで標高 10 m 程度であり，筑後川から背水を考慮

して堤防高が確保されている。 
図–3 中，最下流端から 2,300ｍ～3,800 m の約 1.5 km

にわたり，流下能力の小さい区間がある。これは上下流

に比べて川幅が狭いことに加え，下流に比べて最大水深

が小さいことから流水断面積が小さく，上流に比べて河

床勾配が緩いことに起因する。実際，この区間は旧北茂

安町域の南端に相当し (図–1 (c) )，前述のとおり，堤防

からの越水による浸水被害がしばしば発生している。 
２．寒水川の内水特性と筑後川との関係 図–4 に寒水

川流域内外の降雨と河川水位の関係，表-1 に連続雨量を 

(a) みやき町位置図 
(a) Location of Miyaki town 

(c) 寒水川河床縦断面図 
(c) River-bed profile of Syozu River 

図–1. 寒水川の概要 
Fig.1 Outline of Syozu River 
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図–2. 雨量および河川水位観測地点 
Fig.2 Obsearvation points of rainfall and riber water level 
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それぞれ示す。それらの図表をもとに寒水川の内水特性

と筑後川との関係を考察すると、次のとおりである。 
(1) 2019 年 7 月豪雨 (7/20～7/23) の場合 図–4 (a)と表–1
から，この降雨は流域内外で時間最大雨量 55～65 mm 程

度の短期集中豪雨だったことがわかる。時間最大雨量の

生起時刻は流域内では上下流で一致しており，流域外の

朝倉地点との時間差は 1 時間である。24 時間連続雨量も

流域内外でほぼ等しいことから，この豪雨は流域内外で

時空間的に同規模だったと推察される。ちなみに，筑後

川上流域の日田雨量観測所 (大分県域) では時間最大雨

量 20 mm，24 時間連続雨量 50 mm であり，筑後川中・

下流域の水位上昇に影響を及ぼさない規模だった。 
河川水位に着目すると，両河川の観測地点でほぼ同時

刻の 7/21 3:00 前後に上昇が始まった。それらの時刻の前

後に生起した時間雨量 20 mm 程度以上の強雨をみると，

筑後川中流域では朝倉地点で 1:00～2:00 に 29 mm，寒水

川では上流域の山田地点で 4:00～5:00 に 53 mm，同下流

域の西寄橋地点で 1:00～2:00 に 19 mm の時間雨量がそ

れぞれ発生した。そのため，寒水川中流域に位置する 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図–3. 寒水川下流部の流下能力 
Fig.3 Flow capacity of Shozu River downstream 

図–4. 降雨と河川水位の関係 
Fig.4 Relationship between rainfall and river water level 
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中津隈 8 号橋地点での河川水位の上昇開始は，流域内降

雨による自己流量だけでなく，始点水位である筑後川本

川の水位上昇の影響を強く受けている可能性がある。 
その後，豪雨は短時間で終了し，筑後川の最大水位は

3.65 m にとどまった。一方，寒水川の水位は上流域の降

雨の時間変化に呼応して変動し，筑後川の水位がピーク

を迎える前から減少し始めた。それらから，寒水川では

水位上昇の開始時こそ筑後川の影響を受けたが，その後

はもっぱら自己流量によって変動したと推察される。 
 なお，この豪雨により，流下能力が最も小さく算定さ

れた旧北茂安町域で実際に越水・冠水被害が発生した。

(2) 2020 年 7 月豪雨 (7/6～7/9) の場合 図–4 (b)と表–1 か

ら，時間最大雨量に差はあるものの，流域内外で降雨分

布や時間最大雨量の生起時刻に大きな差は見られない。 
時間雨量 20 mm 以上の強雨は，筑後川中流域の朝倉地

点で 7/6 9:00～10:00 に 21.5 mm，寒水川上流域の山田地

点で同 8:00～9:00 に 20 mm，同じく下流域の西寄橋地点

で同 8:00～9:00 に 24 mm がそれぞれ発生した。一方，河

川水位の上昇は，両河川の観測地点でほぼ同時刻の 7/6 
9:00 前後から始まっており，時間雨量 20 mm 以上の強雨

が発生した時刻とほぼ同時刻か，1 時間程度の遅れであ

った。このとき筑後川上流域の日田雨量観測所では，朝

倉・西寄橋・山田の 3 地点に時間最大雨量が生起した 7/6 
12:00 頃以前にまとまった雨はなく，それらが中・下流域

の水位上昇に影響したとは考えにくい。さらに河川水位

の時間変化に着目すると，次の 2 点の特徴に気づく。 
・降雨規模は時間雨量，連続雨量ともに 2019 年 7 月豪

雨と大きな差がないにもかかわらず，筑後川では最高水

位が2019年7月豪雨時を大幅に上回る6.95 mに達した。 
・筑後川，寒水川ともに，水位上昇の山と谷は概ね 6 時

間（1/4 日間）程度で調和的に上下動を繰り返している。 
 ちなみに，筑後川河口部の有明海に面する大牟田地点

(福岡県域) の当時の潮位記録 (5) によれば，「7/6 干潮時

刻 3:48 と 15:56，満潮時刻 9:28 と 22:32」であり，両河

川の水位上昇が始まる 7/6 9:00 前後は，有明海の潮位が

干潮から満潮に向かう時間帯に含まれていた。 

以上より，筑後川本川の急激な水位上昇は自己流量だ

けでなく，筑後川の河口部である有明海の潮位変動の影

響をも強く受けており，それがさらに支川への背水とな

って寒水川の水位変動を誘発したものと推察される。 
なお，この豪雨では寒水川下流域で内水浸水したほか，

筑後川の急激な水位上昇に対して下流域の支流水門に付

帯する排水ポンプの一時停止が検討された。ポンプの停

止による内水浸水の拡大化に備え，みやき町では住民に

対する避難指示発令を検討したが，その後，筑後川の水

位が低下したため，いずれも実行されず，事なきを得た。 

Ⅴ おわりに 

 豪雨時には流域内外の降雨と本支川の水位変動に同時

に着目して越水・浸水の危険性をいち早く察知すること

が重要である。とくに感潮河川では，降雨とともに潮位

の変動が本支川の水位変化に及ぼす影響も考慮しなけれ

ばならない。今後は実務者向けに，本支川の降雨・水位

データに関する解釈のポイントを整理したい。

謝辞 本研究を遂行するにあたり，佐賀県東部土木事務

所ならびにみやき町役場には数多くの資料をご提供いた
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表–1. 連続雨量 
Table 1 Consecutive precipitations 

降雨イベント 雨量観測所 1時間最大雨量 6時間連続最大雨量 24時間連続最大雨量
朝倉 （筑後川中流域）  64.5 mm（7/21 3:00〜4:00 ）  187.5 mm（7/21  1:00〜7:00）  285.5 mm（7/20 17:00〜7/21 17:00）
⻄寄橋（寒⽔川下流域）  55.0 mm（7/21 4:00〜5:00 ）  227.0 mm（7/21  2:00〜8:00）  276.0 mm（7/20 16:00〜7/21 16:00）
山田 （寒⽔川上流域）  53.0 mm（7/21 4:00〜5:00 ）  165.0 mm（7/21 4:00〜10:00）  275.0 mm（7/20 20:00〜7/21 20:00）
朝倉 （筑後川中流域）  58.0 mm（7/6 11:00〜12:00 ）  178.5 mm（7/6 8:00〜14:00）  332.5 mm（7/6 8:00〜7/6 8:00）
⻄寄橋（寒⽔川下流域）  32.0 mm（7/6 11:00〜12:00 ）  112.0 mm（7/6 8:00〜14:00）  267.0 mm（7/6 8:00〜7/6 8:00）
山田 （寒⽔川上流域）  66.0 mm（7/6 12:00〜13:00 ）  138.0 mm（7/6 7:00〜13:00）  302.0 mm（7/6 7:00〜7/6 7:00）

2020年7月豪雨
（7/6〜7/9）

2019年7月豪雨
（7/20〜7/23）
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広葉樹林における火災発生危険度の特性

玉井幸治 1・後藤義明 1 
１森林総合研究所 

要旨：青森県から熊本県にかけて 5 試験地，総計 17 林分を対象に，1 年間での林床面日射量観測値と降水量データか

ら年間での林野火災発生危険日数を算出した。年間での危険日数は 6～146 日と林分間で大きく変動した。危険日数が

最大となった月は，落葉樹を含んだ 13 林分では展葉前の 2～5 月であったが，常緑樹のみで構成されている 4 林分で

は月降水量が顕著に少なかった月であった。林分内の胸高断面積合計が少ない林分ほど，年間での林野火災発生危険

日数が増加する傾向が，ばらつきが大きいながらも認められた。その傾向は，常緑樹と落葉樹を合わせた胸高断面積

合計よりも常緑樹のみの胸高断面積合計とのほうがより強かった。林野火災発生危険日の多くが，落葉樹の展葉前で

ある 2～5 月に発生するためと考えられた。 

キーワード：林床可燃物の含水状態，火災発生危険日数，林床面日射量，降水量 

Characteristics of fire occurrence risk in broad-leaved forest 
Koji TAMAI1, Yoshiaki GOTO1 

1 Forestry & Forest Products Research Institute 

Abstract: The number of fire occurrence risk day was calculated with observed solar radiation on forest floor and precipitation in 

one year at 17 stands in 5 broad leaved forest. The number of fire occurrence risk day was varied in 6 – 146 days year-1 between 

stands. Most frequent month of fire occurrence risk day was from February to May, before leafing in the stands including deciduous 

tree species and the month with extremely few of precipitation in the stands consisted with only evergreen tree species. The number 

of fire occurrence risk day in one year is more in stands with fewer basal area. The stronger relation is recognized between the 

number of fire occurrence risk day in one year and basal area of only evergreen tree species than both of evergreen and deciduous 

tree species. The cause is thought that many fire occurrence risk day was appeared from February to May, before leafing of deciduous 

tree species. 

Keywords: Moist condition of fuels on forest floor, Number of fire occurrence risk day, Solar radiation on forest floor, Precipitati 

on 

I はじめに 

2021 年 2 月に栃木県足利市の広葉樹林で発生し，167 

ha を焼損した林野火災では周辺住民は避難を強いられ，

鎮火まで 23 日間を要した。このように広葉樹林で発生

した火災であっても社会的影響は大きい。しかしながら

スギ林やヒノキ林に比べて，広葉樹林における林野火災

の発生危険度については未解明な部分が多い。例えば玉

井(2)はスギ・ヒノキ林を対象に降水量と林床面日射量デ

ータから，林床可燃物が乾燥して可燃状態であると推定

された火災発生危険日数を算出し，胸高断面積合計との

関係を報告している。しかし広葉樹林を対象とした報告

例は無い。そこで本研究では，玉井(2)と同様な方法で広

葉樹林における林野火災発生危険日数を算出し，胸高断

面積合計との関係などを明らかにする。 

II 方法 

1．試験地と方法 林床面日射量(Sf)の観測を行った試

験地と林分，それぞれで 1 年間となる観測期間を表–1 に

示す。これらは，玉井・後藤(3)と同じ 5 試験地 17 林分

である。胸高断面積合計は，胸高直径が 3 cm 以上の幹を

対象にして算出した。 

日射センサー(Onset 社製，S-LIB-M003)による値をデー

タロガー(Onset 社製，H21-002)によって 10 秒間隔で測定

し，1 時間平均で記録した。降水量には，各試験地の最

寄りの地方気象台やアメダス(表–2)による観測データを

用いた。 

2．林野火災発生危険日の判定方法 林床可燃物の含

水状態を推定するモデルの概要を説明する。林床可燃物

層をバケツに見立てる。降雨時には雨水がバケツに溜ま

る。バケツが満水状態の時には，余剰水が土壌層に溢れ 

論 文 関東森林研究 76-1 (2025) 
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る。無降雨時には，バケツ内の水量と Sfから蒸発量を算

出し，その分バケツ内の水量が減る。計算は 1 時間単位

で行う。バケツ内の水量が含水比 20%に相当する水量未

満である日を可燃とし，日最低含水比が 20%以下である

日を林野火災発生危険日と判定する。詳しくは玉井(2)を

参照されたい。 

表–2. 降水量データの観測地点 

Table2 Location of observation place for precipitation 

III 結果と考察 

1．林野火災発生危険日数と最大月 判定された火災

発生危険日数などを表–１に示す。年間での危険日数は 6

～146 日と林分間で大きく変動した。危険日数が最大と

なった月は，多くの林分では 4 月であったが，山城試験

地では 4 月と同日数で 2 月，立田山試験地では 3 月，長

坂試験地では 5 月に最大となった林分もあった。林野火

災の最頻発生月が 2～5 月にかけて日本列島を次第に北

上する(1)ことと合致する。しかし 17 林分のうち，常緑

樹のみで林分が構成されている立田山試験地の４林分で

は，火災発生危険日が最大となったのはいずれも 10 月

であった。 

2．常緑林と落葉林の比較(熊本市を例に) 立田山試験

地 5 林分のうち常緑樹のみで構成されている林分 1 と落

葉樹のみで構成されている林分 2 での月別火災発生危険

日数の季節変化を図–1a に示す。林分 2 では 10 月と 3 月

の 2 回で極大であるのに対し，林分 1 では 10 月の 1 回 

試験地 北緯 東経
最寄りの地⽅気象台
もしくはアメダス

北緯 東経

⽴⽥⼭ 32度49分 130度44分 熊本地⽅気象台 32度49分 130度42分
⻯ノ⼝⼭ 34度42分 133度58分 岡⼭地⽅気象台 34度41分 133度56分
⼭城 34度47分 135度51分 京⽥辺アメダス 34度50分 135度46分
筑波 36度10分 140度11分 つくばアメダス 36度3分 140度8分
⻑坂 40度16分 140度24分 鷹巣アメダス 40度14分 140度22分

表–1. 観測林分の概要と算出された林野火災発生危険日数 

Table 1 Outline of observation forest stand and calculated number of fire occurrence hazardous date 

全⽊ うち、
常緑樹

うち、
落葉樹

最⼤⽉ 最⼤⽉での
⽇数

年間での
⽇数（ａ）

2〜5⽉での
⽇数（ｂ）

（ｂ）／
（ａ）

1 マテバシイ 21.67 21.67 0.00 2006年7⽉〜2007年6⽉ 10⽉ 11 18 0 0%

2 クヌギ 17.76 0.00 17.76 2006年7⽉〜2007年6⽉ 3⽉ 19 118 50 42%

3 イチイガシ 30.95 30.95 0.00 2006年7⽉〜2007年6⽉ 10⽉ 17 61 18 30%

4 コジイ・
アラカシ

38.89 38.89 0.00 2006年7⽉〜2007年6⽉ 10⽉ 6 6 0 0%

5 タラヨウ 50.09 50.09 0.00 2006年7⽉〜2007年6⽉ 10⽉ 14 33 9 27%

1 コナラ 20.48 4.28 16.20 2004年11⽉〜2005年10⽉ 4⽉ 10 28 18 64%

2 コナラ 28.49 14.70 13.79 2004年11⽉〜2005年10⽉ 4⽉ 8 23 11 48%

3 コナラ 33.48 3.27 30.21 2004年11⽉〜2005年10⽉ 4⽉ 19 62 43 69%

4 コナラ・
ソヨゴ

32.45 7.73 24.72 2004年11⽉〜2005年10⽉ 4⽉ 18 74 44 59%

5 リョウブ・
クスノキ

41.65 20.28 21.37 2004年11⽉〜2005年10⽉ 4⽉ 16 39 28 72%

6 コナラ 19.71 2.90 16.81 2004年11⽉〜2005年10⽉ 4⽉ 12 45 26 58%

7
アカメガシワ
・ナナミノキ 10.09 4.95 5.14 2004年11⽉〜2005年10⽉ 4⽉ 17 52 34 65%

8
ノグルミ・
アカメガシワ 23.77 3.25 20.52 2004年11⽉〜2005年10⽉ 4⽉ 13 80 47 59%

1 コナラ 34.72 1.22 33.50 2000年4⽉〜2001年3⽉ 2⽉、4⽉ それぞれで
21

146 70 48%

2 ソヨゴ・
ヒノキ

22.15 17.14 5.01 2000年4⽉〜2001年3⽉ 4⽉ 8 23 17 74%

茨城県
⽯岡市
筑波⼭

カツラ 40.60 0.00 40.60 2008年9⽉〜2009年8⽉ 4⽉ 23 51 47 92%

秋⽥県
⼤館市
⻑坂

コナラ・
ミズナラ 60.46 0.00 60.46 2011年1⽉〜12⽉ 5⽉ 15 71 25 35%

熊本市
⽴⽥⼭

岡⼭市
⻯ノ⼝⼭

京都府
⽊津川市
⼭城

林野⽕災発⽣危険⽇数
試験地名

観測
林分
番号

代表的な
樹種

胸⾼断⾯積合計
(m2 ha-1) 期間
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のみであった。図–1b に，林分 1 と林分 2 における Sfと

立田山試験地から西に約 1 km にある熊本地方気象台に

おける月降水量を示す。 

林分 1 における Sf の日平均値は 1 年を通して 1.2 MJ 

m-2 day-1以下と，林分 2に比べて大きな変動はなかった。

この傾向は，常緑林のみで構成されている他の林分も同

様な傾向にあると考えられる。常緑林のみで構成されて

いる 4 つの林分で発生危険日数が 10 月で最大となった

のは，10 月における極端に少ない降水量に起因する。 

林分 2 で火災発生危険日数が 10 月に極大を示したの

は，10 月における極端に少ない降水量に起因する。その

他に 3，4 月にも林野火災発生危険日数が多かったのは，

落葉樹の展葉前で，Sfが大きくなったことに起因する。 

Sf が大きいほど，林床可燃物の乾燥速度が速い。3，4

月に林分 2 では火災発生危険日数が多くなったのに対し

林分 1 では火災発生危険日が無かったのは，林分 2 では

可燃物の乾燥速度が早かったのに対し，林分 1 では可燃

物の乾燥速度が遅く，可燃状態となるまでに降水によっ

て湿潤になったためと考えられる。 

火災発生危険日の発生要因は常緑樹のみで構成されて

いる林分では主に降水の多寡と言える。それに対し落葉

樹のみで構成されている林分では降水の多寡の他に，葉

量の季節変動に起因する Sfの多寡も要因に加わり，その

ため展葉前の 3，4 月に火災発生危険日が増加すると考

えられる。 

落葉樹の展葉前であり，林野火災発生の多い 2～5 月

(1)での火災発生危険日数が年間での日数に占める割合

(表–1)は，常緑樹のみで構成されている 4 林分では 30%

以下であったが，その他の 13 林分全てで 35%以上であ

った。立田山試験地以外で落葉樹が含まれている林分で

も，程度の違いはあるものの，葉量の季節変動による Sf

の増加が発生危険日数を増やしていることが認められる。 

図–1. 立田山試験地の林分 1 と林分 2 において算出された月別林野火災発生危険日数と月降水量，月別平均林床

面日射量；(a) 月別林野火災発生危険日数 （破線と□；林分 1，実線と▲；林分 2)，(b) 月降水量（棒グラフ)

と月別平均林床面日射量 （破線と□；林分 1，実線と▲；林分 2) 

Fig.1 Monthly number of calculated forest fire occurrence hazardous date (a), monthly precipitation and 

monthly averaged solar radiation on forest floor in stand 1 and 2, Tatsutayama observation site. 
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3．林分間での胸高断面積との関係 スギ林やヒノキ

林を対象に，胸高断面積合計から年間での林野火災発生

危険日数の大まかな推定が可能であることが示されてい

る(2)。そこで本研究でも同様に，表–1 に示された 17 林

分における胸高断面積合計と年間での林野火災発生危険

日数の関係を調べる。落葉樹が含まれている林分では林

野火災発生危険日数の多くは落葉期に発生していること

から，胸高断面積合計の値には常緑樹・落葉樹を含めた

値と常緑樹のみの値それぞれを用いた(図–2a，b)。 

 ばらつきが大きいものの，胸高断面積合計と火災発生

危険日数の間には右下がりの傾向が読み取れる。図–2a

よりも図-2b のほうが，その傾向がより強かった。また点

の分布範囲も図の原点付近に集中するように移動してお

り，ばらつきの度合いも図–2b のほうがより小さいとい

える。林野火災発生危険日の多くが，落葉樹の展葉前で

ある 2～5 月に発生するためであろう。そのため胸高断

面積合計からおおよその火災発生危険日数を推定するに

は，常緑樹・落葉樹を含めた値よりは常緑樹のみの値を

用いた方が良い。しかし，玉井(2)にて示されている胸高

断面積合計と火災発生危険日数のスギ林・ヒノキ林での

関係に比べると，本研究における図–2a，b での関係は弱

い。林野火災発生危険日数は，樹冠や樹幹に遮られずに

林床まで到達する日射量の影響を大きく受ける(2)。広葉

樹林は，多様な樹種によって構成されているため，樹冠

による日射遮蔽効果と樹幹による効果の比率は個々の林

分による種構成に応じて様々に異なるであろう。それに

対しスギ林やヒノキ林は，それぞれ単一の樹種によって

構成されているため，林分が異なっても樹冠による効果

と樹幹による効果の比率の差異は，広葉樹林に比べると

小さいであろう。そのため広葉樹林における胸高断面積

合計と火災発生危険日数の関係性は，スギ林やヒノキ林

によるそれよりは弱いのであろう。そのため広葉樹林に

おいて胸高断面積合計のみから推定される火災発生危険

日数の精度は，スギ林やヒノキ林におけるそれよりも低

いと考えられる。 
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射率の特性. 関東森林研究 73: 97–100 

図–2. 年間での林野火災発生危険日数と胸高断面積合の関係(□；落葉林，▲；混交林，◆；常緑林) 

(a) 全木での胸高断面積合計との比較 (b) 常緑樹のみの胸高断面積合計との比較

Fig.2 Relations between annual number of forest fire occurrence hazardous date and basal area 
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流木の停止条件式を用いた数値シミュレーション手法の開発 

鈴木拓郎 1・經隆悠 1 
1森林総合研究所 

 

要旨：土石流に伴う流木の捕捉には透過型堰堤が有効であるが，既設の不透過型の堰堤においても流木が捕捉される

場合がある。施設による流木対策を効率的に進めるためには，既存の不透過型堰堤の捕捉効果を適切に評価すること

が重要である。そこで本研究では，流木が受ける摩擦抵抗力と土石流流体力の関係から流木の停止条件式を開発し，

既存の数値シミュレーション手法に導入した。流木の停止角度には既往研究による調査結果となる 35 度を用いた。開

発した手法を用いて，流木混じり土石流の堆積過程に関する水路実験の再現計算を実施したところ，摩擦係数の大き

い流木はより上流側に堆積し，後続流による再移動が生じにくいという実験結果を良好に再現し，本手法の有効性が

示された。 

キーワード：流木，停止条件，数値シミュレーション 

 

Numerical simulation method introducing a condition equation for the stopping of large woody debris 
Takuro SUZUKI1, Haruka TSUNETAKA1 

1Forestry and Forest Products Research Institute 

 

Abstract: Open-type check dams are effective in capturing large wood associated with debris flows, but large woody debris (LWD) 

can also be captured by existing closed-type check dams in some cases. To efficiently enhance LWD management using such 

structures, it is essential to accurately evaluate the trapping efficiency of existing closed-type check dams. In this study, we developed 

a condition equation for the stopping of LWD, based on the relationship between the frictional resistance acting on the wood and 

the fluid forces from the debris flow, and integrated this into an existing numerical simulation method. A stopping angle of 35 degrees, 

as reported in previous studies, was used. Using the developed method, we conducted simulations to replicate flume experiments 

on the deposition process of debris flows mixed with LWD. The results successfully reproduced the experimental findings, showing 

that LWD with higher friction coefficients tends to deposit further upstream and is less likely to be remobilized by subsequent flows, 

thereby demonstrating the effectiveness of the proposed method. 

Keywords: large woody debris, condition equation for the stopping, numerical simulation

I はじめに 

極端豪雨による流木災害の被害防止・軽減には，流下

する流木を治山ダムによって捕捉することが有効である。

一般的に，透過型の構造物をもつ流木捕捉式治山ダムの

設置が推進されている。一方で，既に設置された不透過

型のダムによって流木が捕捉される場合(1)や，地形条件

によって流木が自然に堆積する場合もある。現況の地形，

施設条件による流木堆積・捕捉能力を適切に評価し，新

たな施設を計画することが効率的であると考えられる。 

流域における流木堆積・捕捉能力を評価するためには

数値シミュレーションが有効な手段である。鈴木(2)は，

土石流中の流木量を流木濃度で表現し，土石流先端部へ

の集積過程を再現するための流木輸送濃度式を導出し，

土石流の数値シミュレーションの支配方程式に組み込ん

だ。鈴木ら(4)は，平成 30 年 7 月豪雨の東広島市の事例

を対象として，不透過堰堤の堆砂敷における流木の停止

角度（流下方向に対する角度）が平均で約 35 度であるこ

とを示した。 

そこで本研究では，流木の停止・移動条件式を流木が

底面から受ける摩擦抵抗力と土石流から受ける流体力の

関係から導出し，数値シミュレーションの支配方程式に

導入した。そして，流木の停止過程に関する水理模型実

験の再現計算を実施し，その適用性を検証した。 

 

II 数値計算方法 

1．支配方程式 鈴木(2)の手法を用いた。浅水流方程式

に基づいた基本的な支配方程式に以下の流木の連続式を

加えたものとなる。なお，簡略のため 1 次元の式を記載

しているが，計算では２次元に拡張している。 

𝜕ሺ𝑐௪̅ௗℎሻ

𝜕𝑡
൅
𝜕ሺ𝑄𝑐௧௪ௗሻ

𝜕𝑥
ൌ 𝐸௪ௗ ሺ1ሻ 
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ここで𝑡は時間，𝑥は流下方向の軸，𝑐௪̅ௗは流木体積濃度，

ℎは土石流水深，𝑄は土石流単位幅流量，𝑐௧௪ௗは流木輸送

濃度，𝐸௪ௗは流木侵食速度である。支配方程式中の河床

面せん断応力𝜏଴，砂礫の輸送濃度𝑐௧は以下の式となる。 

   𝜏଴ ൌ 𝜌𝐾ሺ𝑐ሻ𝑟ሺ𝜑௦ ൅ 𝜑௜ ൅ 𝜑௪ሻିଶ ൬
ℎ
𝑑
൰
ିଶ

𝑈ଶ ሺ2ሻ 

𝑐௧ ൌ 𝑐௦
𝜑௦

𝜑௦ ൅ 𝜑௜ ൅ 𝜑௪
ሺ3ሻ 

𝜑௦ ൌ
4

15
𝑟௦ିଶ ቈ

5
2
𝑟
ଷ
ଶ𝑟௦ െ

5
2
𝑟
ଷ
ଶ𝑟௪𝑟௦ ൅ 𝑟௪

ହ
ଶ െ 𝑟

ହ
ଶ቉ ሺ4ሻ 

𝜑௜ ൌ
2
3
𝑟௦ିଵ ቈ𝑟

ଷ
ଶ𝑟௪ െ 𝑟௪

ହ
ଶ቉ ሺ5ሻ 

𝜑௪ ൌ
1
𝜅
ඥ𝐾ሺ𝑐ሻ ൬

ℎ
𝑑
൰
ିଵ

𝑟௪
ଵ
ଶ ቎ቀ𝑟௪ ൅

𝜂଴
ℎ
ቁ 𝑙𝑛

𝑟௪ ൅
𝜂଴
ℎ

𝜂଴
ℎ

െ 𝑟௪቏ ሺ6ሻ 

𝐾ሺ𝑐ሻ ൌ 𝐾௦ ൅ 𝐾ௗ ൅ 𝐾௙ ሺ7ሻ 

𝐾௦ ൌ

𝑐̅
𝑐∗

ଵ
ହ

1 െ
𝑐̅
𝑐∗

ଵ
ହ

𝑘௚𝑒ଶ
𝜎
𝜌
𝑐̅
ଵ
ଷ𝑡𝑎𝑛𝜙௦ ሺ8ሻ 

𝐾ௗ ൌ 𝑘௚ሺ1 െ 𝑒ଶሻ
𝜎
𝜌
𝑐̅
ଵ
ଷ ሺ9ሻ 

𝐾௙ ൌ 𝑘௙
ሺ1 െ 𝑐̅ሻ

ହ
ଷ

𝑐̅
ଶ
ଷ

ሺ10ሻ 

𝜂଴ ൌ ට𝑘௙ ൬
1 െ 𝑐௦
𝑐௦

൰

ଵ
ଷ
𝑑 ሺ11ሻ 

𝑟 ൌ 1 ൅ ൬
𝜎
𝜌
െ 1൰ 𝑐, 𝑟௦ ൌ 1 ൅ ൬

𝜎
𝜌
െ 1൰ 𝑐௦, 𝑟௪ ൌ 1 െ

𝑐̅
𝑐௦

ሺ12ሻ 

ここに，𝑈は断面平均流速，𝜎は 砂礫密度，𝜌は水の密度，

𝑐௧は土砂輸送濃度，𝑐̅は土砂堆積濃度，𝑐௦は土砂層濃度( 

＝0.5𝑐∗)，𝑐∗は堆積層濃度，𝜙௦は砂礫の摩擦角，𝑘௚は土石

流構成則の定数で 0.0828，𝑒は反発係数，𝜂଴は粒子間隙

スケール，𝑘௙はその係数で 0.16，𝑑は粒径，𝜅はカルマン

定数である．𝜑，𝐾ሺ𝑐ሻ，𝐾，𝑟は計算上の係数であり，添

え字𝑤，𝑠，𝑖は水流層，土砂層，境界を表す。 

 流木層濃度は表面から一定濃度（𝑐௦௪ௗ）で分布すると

仮定し，その下部境界値の位置を𝑧௪ௗとする。流木の輸送

濃度𝑐௧௪ௗの式は，𝑧௪ௗが砂礫層高さℎ௦より上か下かで式

を切り替え，以下のようになる。添え字𝑤𝑑は流木を表す。 

   𝑧௪ ൐ ℎ௦:  𝑐௧௪ௗ ൌ 𝑐௦௪ௗ
𝜑௜
𝑟௪ௗ
𝑟௪

൅ 𝜑௪,௪ௗ

𝜑௦ ൅ 𝜑௜ ൅ 𝜑௪
ሺ13ሻ 

   𝑧௪ ൑ ℎ௦:  𝑐௧௪ௗ ൌ 𝑐௦௪ௗ
𝜑௦,௪ௗ ൅ 𝜑௜ ൅ 𝜑௪
𝜑௦ ൅ 𝜑௜ ൅ 𝜑௪

ሺ14ሻ 

𝜑௦,௪ௗ ൌ
4

15𝑟௦
൥
5
2
𝑟
ଷ
ଶ𝑟௦ െ

5
2
𝑟
ଷ
ଶ𝑟௪𝑟௦ ൅ 𝑟௪

ହ
ଶ െ

5
2
𝑟
ଷ
ଶ𝑟௦

𝑧௪ௗ
ℎ

െ ቀ𝑟 െ 𝑟௦
𝑧௪
ℎ
ቁ
ହ
ଶ
൩                                  ሺ15ሻ 

𝜑௪,௪ௗ ൌ
1
𝜅
ඥ𝐾ሺ𝑐ሻ ൬

ℎ
𝑑
൰
ିଵ

𝑟௪
ଵ
ଶ ∙ 

቎ቀ𝑟௪ ൅
𝜂଴
ℎ
ቁ 𝑙𝑛

𝑟௪ ൅
𝜂଴
ℎ

𝑟௪ ൅
𝜂଴
ℎ െ 𝑟௪ௗ

൅𝑟௪ௗ ቌ𝑙𝑛
𝑟௪ ൅

𝜂଴
ℎ െ 𝑟௪ௗ
𝜂଴
ℎ

െ 1ቍ቏ 

(16) 

𝑟௪ௗ ൌ 1 െ
𝑧௪ௗ
ℎ

ሺ17ሻ 

2．流木の停止条件式 本研究では流木の停止条件式

を新たに構築する。図–1 のように流木の停止条件を考え

る。流木が移動しようとする力（流下方向への自重と土

石流から受ける流体力）より，流木が受ける底面との摩

擦抵抗力が大きい場合に流木の停止条件を満たすとする

（式(18)）。この条件を満たしたときに，既往研究の方法

(5)で流木を堆積させることとした。 

𝜌௪ௗ𝑔𝐷 ∙
𝐷

sin𝛼
cos𝜃 𝜇 ൐ 𝜌௠ℎ𝑈ଶ ൅ 𝜌௪ௗ𝑔𝐷 ∙

𝐷
sin𝛼

 sin𝜃 ሺ18ሻ 

ここで，𝜌௪ௗは流木の密度，𝜇は摩擦係数，𝛼は流木角度，

𝐷は流木直径である。なお，本停止条件は主に土石流の

先端部や流れの境界部分において流木が底面と接する状

態を主に想定したものであるため，浮力は考慮していな

い。浮力が生じるような流動深の場合は流体力も大きく

なるため，本条件に包含されると考えられる。 

 
図–1. 流木の停止条件の模式図 

Fig.1 Schematic of large wood stopping conditions 

 
図–2. 実験水路(5) 

Fig.2 Experimental flume (5) 

D

D/sinα

土石流流体力
式(18)右辺第1項

摩擦抵抗力
式(18)左辺

θ河床勾配

流木自重
式(18)右辺第2項

土石流流下方向

流木角度

D
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III 水路実験と再現計算 

1．水路実験 鈴木ら(5)による水路実験を検証対象と

した。以下に，概要を示す。 

 実験は 1/50 スケールを想定し，建設技術研究所の実験

水路（図–2）を用いた。幅は 0.1 m，長さは 6 m，勾配が

15°の直線水路と扇状地水路から構成されている。扇状

地水路の縦断勾配は上流から 1.0 m 毎に 12 °，9 °，6 °，

3 °と変化し，それ以降は下流端まで 3 °である。直線水路

内には，直径が約 2.6 mm，密度 2.6 g/cm3 の土砂を高さ

20 cm で下流端から 4.0 m の長さで容積濃度 0.65 で均一

に堆砂させた（80 L）。流木は丸棒と自然木の 2 種類を十

分に湿潤した状態で用いた。丸棒は直径 5.0 mm，長さ 8.0 

cm ，湿潤比重 0.98 のラミン材丸棒である．自然木には

スギの落枝を用い，直径は約 4.0 mm～6.0 mm の範囲で

長さは 8.0 cm，湿潤比重 1.11 である。流木は堆積土砂の

上流側から設置間隔を 3.0×3.0 cm の等間隔で自立する

深さ 2.0 cm まで垂直に差し込んだ（図–2）。横断方向に

３本，縦断方向に 100 列の計 300 本である。 

堆積土砂への浸透水の影響がないよう実験開始まで堆

積土砂に散水して概ね飽和状態を保ち，上流端から流量

3.0 L/s の水を 60 秒間供給することで土石流を発生させ

た。浸透の影響が小さいことは実験と計算の比較により

確認されている(5)。扇状地水路の上部からはデジタルカ

メラで 1.0 秒ごとに撮影を行い，流木混じり土石流が扇

状地水路に到達した時点を 0 秒として，10 秒，20 秒時点

における各メッシュ内の流木本数を画像から読み取った。 

2．再現計算条件 メッシュ間隔は 5 cm とし，基本的

に実験条件の値を適用した。自然木の直径は，大きめの

材料が多かったことや湾曲を考慮して 6 mm とした（5 

mm でも実施し，後述の結果とほぼ同様の結果が得られ

たが，6 mm の方が少し再現精度が高かったため，6 mm

の結果を示す）。流木と底面との摩擦係数は 0.1 刻みで感

度分析したフィッティングパラメータとし，自然木は土

砂の摩擦係数と同程度の 0.9（内部摩擦角 42 度に相当），

丸棒には転がり摩擦の場合もあり，転がり摩擦係数は静

止摩擦係数の 1/10 程度となることから，0.5（≒（0.9+0.09）

/2）とした。また，流木の停止角度は 35 度とした(4)。 

 

IⅤ 結果と考察 

図–3, 4 には，扇状地水路に流出して 20 秒後の実験結

果，計算結果を丸棒，自然木それぞれについて示してい

る。実験結果では土砂の堆積範囲を点線で示し，計算結

果では土砂の堆積深をコンターで示している。また，計

算結果の図では流木堆積深（単位面積当たりの流木体積）

(cm)を，白（0 cm）から黒（0.05 cm）のグラデーション

で示している。なお，流木堆積深 0.05 cm とは実験結果

で示される１メッシュ（20×20 cm）に，流木が 12.7 本

存在することに相当する。 

実験結果では土砂の堆積範囲は縦断方向 300 cm 付近

まで到達しているが，数値計算では 230 cm 程度の到達距

離で，その分だけ横断方向の拡がりが大きい。土砂堆積

の再現性は堆積速度などの問題が考えられ(3)，今後の課

題が残るが，湿潤比重の小さい流木は水流とあるいは単

体で移動し，土砂堆積箇所の外側で流木が堆積するため，

流木の堆積箇所に焦点を絞って検討を進める。 

流木の堆積範囲は，丸棒は土砂堆積の外側の外縁部に

堆積しているが，自然木はそれよりも内側で土砂堆積部

分の周辺に多く堆積していることがわかる。これは自然

木の摩擦抵抗力が大きいからである。数値計算結果では，

主に摩擦係数によって流木材料の違いを設定することで，

同様の結果が再現できていることがわかる。数値計算結

果の方が横断方向の拡がりが少し大きいのは土砂堆積の

違いの影響であり，実験結果に比べて堆積箇所のばらつ

きが小さいのは流木の停止角度を一律 35 度で評価して

いるからだと考えられる。 

 ここで，時間経過に伴う流木堆積箇所の違いの変化を

検証するために，10, 20 秒後の流木の縦断方向の堆積箇

所を分析した。図–5, 6 には直線水路からの縦断距離と流

木の累積百分率の関係を実験結果，計算結果のそれぞれ

について示している。この曲線の傾きが大きい箇所で流

木が多く堆積していることになる。丸棒と自然木の実験

結果を比較すると，摩擦抵抗力の小さい丸棒の方がより

下流側まで流下していることがわかる。また，10 秒後か

ら 20 秒後の間の下流側への再移動量は丸棒の方が大き

く，自然木は概ね 10 秒後の堆積箇所を維持している。こ

れは丸棒は表面摩擦力が小さいことに加え，断面が円形

のために転がり状態になりやすいため，流木の再移動が

生じやすかったからであると考えられる。数値計算結果

をみると，流木停止角度を一律 35 度としているため，全

体的な堆積箇所のばらつきが実験結果よりもやや小さい

ものの，丸棒がより下流側に流下していることや，自然

木が再移動しにくいことなど，実験結果を概ね再現でき

ているといえる。以上により，本研究で開発した流木停

止条件式を用い，適切なパラメータを設定することによ

り流木の堆積過程を再現可能であることが示された。 

 

Ⅴ まとめ 

本研究では，流木が底面から受ける摩擦抵抗力と土石

流から受ける流体力の関係から，流木の停止条件式を開
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発した。開発した式を既存の数値シミュレーション手法

に導入し，流木混じり土石流の氾濫堆積の水路実験の再

現計算を実施した。開発した数値シミュレーション手法

は，摩擦抵抗力の大きい流木が上流側に堆積しやすいこ

と，再移動しにくいことなど，実験結果を良好に再現可 

 

図–3. 土砂，流木の堆積結果（丸棒） 

Fig.3 Results of sediment and large wood deposition 

(cylindrical timber) 

 

図–4. 土砂，流木の堆積結果（自然木） 

Fig.4 Sediment and large wood deposition results (branch 

wood) 

能であることが示された。 
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図–5. 縦断距離と流木堆積量の累加百分率の関係（実験） 

Fig.5 Relationship between longitudinal distance and 

cumulative percentage of large wood deposition (Experiments) 

 

図–6. 縦断距離と流木堆積量の累加百分率の関係（計算） 

Fig.6 Relationship between longitudinal distance and 

cumulative percentage of large wood deposition (Calculation) 
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流木混じり土石流を捕捉するスギ林における間伐の影響の検討 

岡田康彦 1・長井斎 2・丸田龍一郎 2 
1国立研究開発法人森林研究・整備機構森林総合研究所・2株式会社ＣＴＩリード 

 

要旨：流木を含む土石流をスギ林が捕捉して下流域の被害を軽減する効果を調べるために，模型を用いた水路実験（縮

尺は 1/20）を実施した。川砂を洗って粒度調整した飽和供試体を流下させ，流走域を移動中に計 32 本の流木を与える

ことにより，流木混じりの土石流を発生させた。下流の堆積域には，所定の転倒抵抗モーメントを有したスギ立木を

所定の本数密度で与えておき，流木混じりの土石流がこの部分を通過する際に生じる相互作用を調べた。本数密度が

大きく細い林分構造から，間伐を実施して本数密度を減らすとともに太く立木を生長させると，あるいは，同じ立木

本数密度であるならば立木が太い場合に、流木が下流へ流下する距離および立木が傾倒、流出する面積が減少する結

果が得られ，下流域の被害を軽減する効果が期待できることが示された。 

キーワード：流木，スギ，土石流，間伐 

 

Influence of thinning in Japanese cedar stands on woody-debris flow trap 
Yasuhiko OKADA1, Hitoshi NAGAI2, Ryuichiro MARUTA2 

1Forestry and Forest Products Research Institute; 2CTI REED Co., Ltd. 

 

Abstract: Flume experiments were conducted to examine the influence of thinning in Japanese cedar stands on woody-debris flow 

trap, in which water-saturated specimens mixed with driftwood flowed down the slope. On the deposition area of gentle slopes, 

standing trees set at a certain stand density and critical turning moment trapped woody debris. A stand at low density with thicker 

trees reduced the run-out distance of driftwood and damaged area of standing trees than a stand at high density with thinner trees. 

When stand densities were equal, a stand with thicker trees reduced the run-out distance of driftwood and damaged area than a stand 

with thinner trees, indicating that an appropriate thinning to grow trees could be effective for woody debris disaster mitigation. 

Keywords: Driftwood, Japanese cedar, debris flows, thinning 

I はじめに 

森林が有する公益的機能のうち，山地を保全し山崩れ

や洪水などの災害を防止することに対する国民からの期

待は大きい状態が長期間に渡り維持されている(1)。気候

変動の影響もあってか毎年のように激しい豪雨が発生し

ており，これに合わせて各地で甚大な土砂災害が引き起

こされている。山地は斜面から成り立つことから，重力

の影響を受けて常に下方へ移動するポテンシャルを有し

ており，豪雨などの誘因に対しては，如何にその下方へ

の移動を食い止め，また，移動土砂の氾濫を最小限に抑

えるのかが重要な課題となる。森林は，斜面の崩壊を防

止し下方への移動の発生を妨げているほか，崩壊して下

方へ移動する流木混じりの土砂を捕捉して被害を軽減す

る機能を有しており，この機能を最大限発揮させるため

には，どのような林分構造に誘導することが適切なのか

の解明が喫緊の課題となっている。 

崩壊の発生防止機能については，潜在的なすべり面に

位置するスギ根の本数と太さを求め，また，別途，生長

する根および伐採された根株の腐朽により弱る根の引抜

抵抗力と根の直径の関数を調べることにより，新規植栽

から 50 年までにスギが発揮する表層崩壊防止機能の動

態が示されている(3)など，これまでの研究成果も認めら

れる。他方，立木が流木混じりの流下土砂を捕捉し下流

域の保全対象を災害から守る機能については，研究がや

や遅れている。水路を用いた模型実験も一部実施されて

いるが(4)，そこでは立木の転倒抵抗力のモーメントが正

確に与えられておらず、立木の機能を実証的に検証する

模型実験の実施が課題となっていた。 

 本稿は，縮尺 1/20 を想定した水路実験を通じて，スギ

立木が流木混じりの流下土砂を捕捉する機能の実態を調

べることとし，特に，森林施業で一般的に実施される間

伐の効果を検証した結果について報告する。 

 

II 材料と方法 

1．供試砂 川砂を洗って粒度調整した試料を供試砂

とした（平均粒径 D50は 0.6 mm，均等係数 Ucは 3.4，曲

論 文 関東森林研究 76-1 (2025) 
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率係数 Ucは 0.66）。供試体は水路最上端部に設置した止

水ゲートの背後に作製することとし，実験１回につき 2.0

×10-2 m3を使用し，これに水 2.55×10-2 m3をゆっくりと

供給して飽和させた。供試体のサイズは実寸大では 160 

m3であり，これは，幅 15 m 程度，長さ 20 m 程度，最大

深さ 0.7 m 程度の山地斜面で通常認められる表層崩壊の

規模から逆算して決定したものである。実験では，止水

ゲートを手動で一気に引き抜くことにより，飽和供試砂

を下流へ一気に流下させた。 

2．流木 幹の部分として丸棒（直径 10 mm，長さ 375 

mm）を使用し，これに対して枝として直径 1.5 mm，長

さ 100 mm のナイロン 16 本，根として直径 1.0 mm，長

さ 50 mm のナイロン 8 本を丸棒に放射状に均等に付加

することにより，幹だけの通直な形状よりも実物の形状

により近い条件を与えた。枝や根については，本数や形

状の複雑さ，表面摩擦力など多くの項目があり正確な再

現は容易ではないが，枝，根それぞれが発揮する曲げ剛

性については，フルードの相似則（縮尺 1/20）に従うと

して，スギ枝および根の実物とほぼ同程度の大きさにな

るようにナイロンを選択した。スギの針葉を模型で表現

することはさらに困難であるが，実際の土石流発生現場

で立木により土砂が捕捉されている様子を確認すると，

幹や枝，根などが複雑に絡み合うことの他に，葉が隙間

を埋めることにより土砂の捕捉が促進されているように

認められることから，ここでは，塩化ビニリデンと塩化

ビニルの合成高分子化合物で編んだ網（60 メッシュ，目

の開き 0.30 mm）を，各々の枝に対して幅 70 mm で与え

ることとし，枝ナイロンで網を縫うような処理をするこ

とにより両者を一体とした。なお、立木については通直

の丸棒を使用した。 

3．水路実験 縮尺 1/20 の水路模型は，流走域の全長

2.75 m（実寸大では 55.0 m），立木を設置し流木との相互

作用を検証する堆積域は同 2.42 m（同 48.4 m）で与えた。

流走域 2.75 m は，上流側から勾配 30 度（幅 0.15 m，長

さ 1.55 m），勾配 20 度（幅 0.15 m，長さ 0.80 m），勾配

15 度（幅 0.15 m，長さ 0.40 m）を連結してあり，最上端

部に止水ゲートを設けてある。この流走域中，勾配 15 度

の部分では，高さ 0.01 m，長さ 0.01 m，幅 0.15 m の瓦桟

を 0.1 m 間隔で設置して粗度調整を行うと共に 4.0×10-3 

m3の砂を水路底面に敷き詰めた。その下流の堆積域 2.42 

m は，勾配 15 度（長さ 0.91 m），勾配 10 度（長さ 1.51 

m）を連結してあり，この部分に立木を所定の密度で設

置する仕様とした。堆積域は平板の他に，左右両側方に

20 度の傾斜を与えた条件を設定した。後者については，

通常は水が必ずしも流れているわけではないが，上流に

位置する斜面が崩壊して土石流が生じたような場合に，

土砂が流下する経路（写真–1）を想定したものである。

立木を設置する堆積域に関して，15 度勾配部の幅は，上

流側が 0.6 m，下流側が 1.2 m で，10 度勾配部は幅 1.2 m

で一定である。 

 

 

 

 

 

 

 流

木は，模型水路のスペースとの兼ね合いで、15 度勾配の

流走域に実験前にあらかじめ 16 本を立て掛けておき土

石流が流下する際に巻き込むようにした。また、土石流

がこの流走域を通過している最中に，根が下流側を向く

ように 16 本上方から置くように落下させて与えた。な

お、根が下流側になるように調整したのは、立木の転倒

抵抗モーメントを調べる研究(2)のきっかけとなった現

場で、流木は根が下流側に向かって捕捉されていたこと

による。スギ立木が発揮する最大の転倒抵抗モーメント

は，現地での立木引き倒し実験から次の関係式が導出さ

れている(2)。 

𝑀c ൌ 2090.3 ൈ 𝐷𝐵𝐻ଶ.ହ଼ 

ここで，Mc は現地引き倒し実験より導出した最大抵抗

モーメント(kNm)，DBH は胸高直径(m)。現地引き倒し実

験で導出された最大抵抗モーメントに対し，縮尺 1/20 の

 本数密度 
(本/ha) 

立木直

径(m) 
立木面積率 

(%) 
収量
比数 

側方
傾斜 

Ex-A 1,000 0.12 0.113 – なし 

Ex-B 1,800 0.12 0.203 0.48 なし 

Ex-C 2,700 0.12 0.305 0.70 なし 

Ex-D 1,000 0.20 0.314 0.59 なし 

Ex-E 1,800 0.20 0.565 0.88 なし 

Ex-F 1,000 0.30 0.707 0.88 なし 

Ex-G 1,000 0.12 0.113 – あり 

Ex-H 1,800 0.12 0.203 0.48 あり 

Ex-I 2,700 0.12 0.305 0.70 あり 

Ex-J 1,000 0.20 0.314 0.59 あり 

Ex-K 1,800 0.20 0.565 0.88 あり 

Ex-L 1,000 0.30 0.707 0.88 あり 

写真–1. 水路実験の堆積域のモデルとした斜面 
Photo. 1 A slope targeted for flume experiments 

表–1. 水路実験の諸元 
Table 1 Experiment identification and conditions 
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フルード則に従って強度を発揮させるため，粘土材料と

丸棒の根入れ深さを種々に与えて抵抗モーメントを調べ

る予備実験を繰り返して、丸棒の直径と最大抵抗モーメ

ントの設定条件を決定した。立木本数密度(本/ha)は，比

較的密度の高い 2,700，比較的密度の小さい 1,000，そし

て，その間となる 1,800 に設定した。スギ立木の実寸大

の胸高直径(m)は，立木本数密度が 2,700 のときの枯死線

に接近する限界胸高直径となる 0.12，立木本数密度が

1,800 および 1,000 の時に収量比数（森林が最も密に生育

している場合の蓄積量に対する現実の森林の蓄積量の割

合）が約 0.88 となる 0.20 および 0.30 を選択した(5)（表

–1）。また，新植時から低本数密度で森林を育てるケース

を想定して，立木本数密度が 1,000 の時に実寸大胸高直

径が 0.12 および 0.20，立木本数密度が 1,800 の時に実寸

大胸高直径が 0.12 の条件も合わせて検討した。 

実験は，流走域の下端部を土砂が通過する時を初期条

件として，土石流フロント部の波高および流速が概ね

0.07 m（実寸大では 1.4 m），1.1 m/s（同 4.9 m/s）になる

ように調整して実施した。同じ条件の実験を最低 2 回繰

り返しその平均の物理値で分析を進めることを基本とし

たが、ばらつきが大きなケースについては、3 回以上行

ってその平均値を求めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

III 結果と考察 

 一般に，林分の混み具合は立木本数密度を用いた検討

がなされるが，仮に立木の本数が同じでも立木自体が太

くなれば一定面積内に占める立木の面積が大きくなる。

そのため，ここでは合計 12 条件の実験結果を，一定面積

に占める立木胸高面積の率（立木面積率とする）により

評価を試みる。 

 流木を含む土石流が立木を与えた想定堆積域に流入し

てくると，一部の立木は傾倒または流出して土石流に取

り込まれるが，土石流の勢いが減勢してくるとともに土

石流中に含まれる流木が立木に絡まりあうようにして，

最終的にはビーバーダムのような形状で停止した（写真

–2）。流走域の下端から流木が立木により捕捉されて停止

した位置までの到達距離と立木面積率の関係（図–1）を

見ると，胸高直径が小さい場合に流木の到達距離が大き

く，胸高直径が大きくなるに従って到達距離は減少する

結果が得られた。これは，堆積域が平坦な場合において

も側方に 20 度の傾斜を与えた場合においても，同様で

あることがわかった。立木本数密度が 2,700 で枯死線に

接近する胸高直径の条件を与えた Ex-C および Ex-I，本

数密度が 1,800 で収量比数が大きな Ex-E および Ex-K，

そして本数密度が1,000で収量比数が大きなEx-Fおよび

Ex-L を基礎条件として捉えた場合（以下，同様），植栽

時に高密度で植えられた林分に対して，その後，適切な

時期に保育間伐を実施して立木の本数密度を減らして立

木の生長を促し，再度適切な時期に間伐を実施してさら

なる生長を促進するという通常の施業を実施することに

より，流木を含む土石流の流下距離が 50%以上減少して

被害の程度を軽減したことを示す。間伐を実施すると残

った立木同士の間隔が大きくなり隙間という観点からす

るとより危険側に近づくようにも感じられるが，流木長

が 7.5 m の条件で実施した今回の実験では，立木同士の

間隔が 3.0から 3.5 m 程度になる立木本数密度が 1,000の

実験においても，流木を捕捉する機能について負の側面

は認められない結果となった。 

 同じ本数密度で太さの異なる実験を比較すると，立木

写真–2. 立木により捕捉された流木 
Photo. 2 Driftwood-jam trapped by standing trees 

図–1. 流木の到達距離と立木面積率の関係. 
 a) 平板, b) 側方が傾斜  

Fig. 1 Relationship between run-out distance of 
driftwood and area ratio of standing trees. 
a) flat plate, b) plate with lateral inclines 



－ 116 －

本数密度が 1,000 で胸高直径が 0.30 の Ex-F および Ex-L

に較べて，胸高直径の小さな Ex-A，Ex-C，Ex-G および

Ex-J は，流木の到達距離が大きくなっている。立木本数

密度が 1,800 のケースも同様である。これらから，本数

密度が同じで立木同士の間隔がほぼ同じである場合，

各々の立木が有する転倒抵抗モーメントが大きくなる太

い立木は流木を含む土石流の捕捉に有効に機能すること

が示された。 

 また，同じ胸高直径で立木本数密度が異なる条件を比

較しても，胸高直径が 0.12 m の場合は立木本数密度が

1,000，1,800，2,700，胸高直径が 0.20 m の場合は立木本

数密度が 1,000，1,800 と大きくなるにつれて流木の到達

距離は減少しており，各々の立木が有する転倒抵抗モー

メントが同じであるならば，多数の立木が存在すること

により，結果として林分が発揮する土石流捕捉機能が大

きくなることがわかった。 

 続いて，条件として与えていた立木が流木を含む土石

流により完全に傾倒もしくは流出した範囲の面積と立木

面積率の関係（図–2）を見ると，こちらについても，３

つの基礎条件を与えた実験で比較した場合，高密度で細

い立木の林分条件に較べて，低密度ながら太い立木の林

分になると，立木流出面積が 15%以下まで小さくなる結

果が認められた。立木流出面積は土石流により被災した

箇所の面積を示すことから，こちらの結果からも，植栽

時に高密度で植えられた林分に対して，適切な時期に保

育間伐を実施して立木の本数密度を減らして立木の生長

を促し，再度適切な時期に間伐を実施してさらなる生長

を促進するという通常の施業を実施することにより，土

石流による被害を軽減することが示された。 

 同じ立木本数密度で胸高直径の異なる条件を比較した

場合についても，流木到達距離の結果と同様，胸高直径

が大きくなるに従い，流木流出面積は小さくなることが

示された。 

 一方で，同じ胸高直径で立木本数密度が異なる条件を

比較した場合は，側方に傾斜を与えた斜面ではこれまで

と同様の傾向から外れる結果も生じ，胸高直径が 0.12 m

で立木本数密度が 1,000 の Ex-G は，同じ胸高直径で立木

本数密度がより大きな 1,800 の Ex-H よりも立木流出面

積は小さくなった。他方，平坦斜面で実施した同条件の

結果は，同じ胸高直径であるならば立木本数密度が大き

な実験で立木の流出面積は小さくなる結果がえられてい

ることから，Ex-G の結果については，再実験を実施する

などして検証することが必要と考えている。 

これらの実験結果から，立木本数密度が 2,700 から

1,000 の間については，適切な時期に保育間伐を実施して

立木の生長を促進し胸高直径を大きくすることにより，

流木を含む土石流が流下する距離や，土石流により立木

が流出する面積が低減することがわかり，防災機能発現

に対し正の効果があることわかった。 

謝辞：本研究は，農林水産省委託プロジェクト「管理優

先度の高い森林の抽出と管理技術の開発」JPJ009840 の
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東京農業大学奥多摩演習林狩倉沢流域における表層土壌の透水性と 

植生および地形との関係 

佐藤貴紀 1・酒井美瑳 1・橘隆一 1 
1東京農業大学地域環境科学部 

 
要旨：森林斜面において土壌の浸透能を上回る強度の降水が発生した場合，ホートン型表面流が発生し，流域からの

洪水流出量に影響を与える。そのため，森林流域における土壌透水性の評価は，流域の降雨流出特性を知るうえで重

要である。そこで本研究は，東京農業大学奥多摩演習林狩倉沢流域を対象として 40 地点の表層土壌を採取し，定水位

飽和透水試験によって飽和透水係数を求めた。その結果，いずれの地点も飽和透水係数が 10-2～10-1 cm s-1と高いこと

が明らかとなった。また，植生と地形のデータを詳細に解析したところ，地形としては谷地形および緩斜面において

飽和透水係数が高い傾向が見られ，そのような場所にオオバアサガラが優占していた。しかし，同じ地形条件の広葉

樹林では透水係数が低く，シカの踏圧や下床植生欠如など食害の影響が考えられた。 
キーワード：土壌サンプリング，飽和透水係数，地形，植生，シカ食害 
 

Relationship between permeability of surface soil, vegetation and topography in Karikurasawa 
Watershed, Okutama Experimental Forest, Tokyo University of Agriculture 

Takanoari SATO1, Misa SAKAI1, Ryuichi TACHIBANA1 
1Faculty of Regional Environment Science, Tokyo University of Agriculture 

 
Abstract: Horton–type overland flow occurs on forested slopes when rainfall intensity exceeds the infiltration capacity of the soil, 
affecting the amount of flood runoff from the watershed. Therefore, to understand the rainfall–runoff characteristics of a forested 
watershed, it is important to evaluate soil permeability throughout the watershed. We collected surface soil samples from 40 locations 
in the Karikurasawa watershed of the Okutama Practice Forest at the Tokyo University of Agriculture, and conducted saturated 
hydraulic conductivity tests based on a constant water table. The saturated hydraulic conductivity was high at all sampling locations, 
ranging from 10–2 to 10–1 cm s–1. Detailed analyses using the vegetation and topography data showed that saturated hydraulic 
conductivity tended to be higher in valleys and on gentle slopes, as well as in areas dominated by Pterostyrax hispidus than in those 
dominated by other vegetation. 
Keywords: soil sampling, saturated hydraulic conductivity, topography, vegetation, deer overbrowsing 

I はじめに 
森林斜面において土壌の透水性を上回る強度の降水が

発生した場合にホートン型表面流が発生し，流域からの

洪水流出に影響を及ぼす(5)。従って，森林における表層

土壌の透水性の評価は，森林の洪水緩和機能を定量的に

明らかにするために重要である。 
森林における表層土層の透水性についてはこれまでに

樹種間比較(1)，林床被覆(1, 4)および地形(1, 6)が表層土層

の透水性に与える影響などが明らかにされている。しか

し，同一流域内において表層土壌の透水性を多点で測定

し，それと植生や地形との関係を明らかにした研究例は

少ない。例えば平岡ら(4)は林床被覆の影響を明らかにす

るために，同一流域内において草本植生が生育している

中腹斜面において調査プロットを設定している。また，

Miyata et al. (6)は調査流域内において尾根，中腹，谷とい

った地形と透水性との関係について明らかにしているが，

その調査は 1 ライン上でのみ行われた結果である。

Miyata et al. (5)はモデル計算により，流域内における透水

性の空間分布が降雨流出特性に与える影響について評価

している。すなわち，流域における表層土壌の透水性が

降雨流出特性に与える影響を評価するためには，流域内

において多点高密度での表層土壌の透水性の調査を行い，

それと植生および地形との関係を明らかにすることが必

要である。 
そこで本研究は，東京農業大学奥多摩演習林狩倉沢流

域を対象として，表層土層の透水性を多点高密度で測定

論 文 関東森林研究 76-1 (2025) 
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し，かつ植生および地形との関係を明らかにすることを

目的とした。 
 

II 調査概要 
1．調査地 調査地は，東京農業大学奥多摩演習林にあ

る狩倉沢流域（以下，調査流域）である（図–1a）。標高

は 990～1,452 m であり，流域面積は 16.7 ha，地質は地質

図 Navi (8)によると中生代，後期ジュラ紀から前期白亜

紀の付加体であり，調査流域の周辺には石灰岩が露出し

ているところも見られるなど，非常に複雑な地質となっ

ている。調査流域から南西およそ 2 km 離れている小河

内アメダス（標高 530 m）における年降水量の平年値

（1991～2020 年）は 1,608.0 mm であり，年平均気温の平

年値（1991～2020 年）は 12.3℃である。調査流域内の植

生はスギ人工林が主であり，一部ヒノキ人工林，ミズナ

ラ，キハダ，クリ等から成る広葉樹林も存在する。そし

てギャップにはオオバアサガラが優占している。

 
図–1. 狩倉沢流域の地形図(a)と土壌サンプリングポイ

ント(b)。(a)の点線領域が土壌サンプリングポイント(b)を
示す。図中の四角印が量水堰を，丸印がサンプリングポ

イントを示す 
Fig.1 Topographic map of Karikurasawa Watershed (a) and soil 
sampling point (b). Dotted square area in (a) indicates the 
sampling area (b). A square symbol and circle symbols indicate 
gaging weir and sampling point, respectively 

 
2．土壌サンプリングと飽和透水試験 調査流域の最

末端には量水堰が設置されており，その周辺に 40 地点

のサンプリングポイントを設定した（図–1b）。土壌サン

プリングには内径 50 mm，容量 100 ml のステンレス製採

土管を用いて不攪乱で行った。まず，サンプリングポイ

ントの表面に堆積する落葉落枝などの A0層を取り除き，

A 層から下の層に向かって垂直方向に採土円筒を差し込

み，土壌表面から 0–5 cm の土壌を採取した。1 ポイント

につき 3 サンプル，合計で 120 サンプルを採取し，持ち

帰った。 
持ち帰ったサンプルは 24 時間以上浸水させて飽和状

態にしたのち，土壌透水性測定器（DIK–4012，大起理化）

を用いた定水位飽和透水試験を行った。測定器に 4 つの

サンプルを設置し，1 試験の測定時間を 30 秒として，そ

の間に流出した水量を測定した。その測定を 1 サンプル

につき 3 回行い，その平均値をそのサンプルの飽和透水

係数とした。 
3．植生調査 植生調査は，サンプリングポイント周辺

の植生を目視にて主要な優占樹種の確認を行い，スギ人

工林，ヒノキ人工林，広葉樹林，オオバアサガラの 4 パ

ターンに分類をした。その結果，40 地点のうちスギ人工

林が 18 地点，ヒノキ人工林が 5 地点，広葉樹林が 9 地

点，オオバアサガラが 8 地点であった。 
4．地形データ 本研究では，東京都が公開している 0.5 

mDEM を用いた(10)。ArcGIS Pro を用いてサンプリング

ポイントごとの傾斜角と曲率を抽出した。曲率とは斜面

の凹凸を示す指標であり，斜面の断面の凹凸を表す断面

曲率，平面の凹凸を表す平面曲率，それらの平均である

平均曲率の 3 つから成る。さらに，本研究では遠山ら(11)
に従い，断面曲率と平面曲率から図–2 のような 9 パター

ンの地形区分に分類をした。その結果，7 つの地形区分

に分類された。 

 
図–2. 平面曲率と断面曲率による地形区分。遠山ら(11)
をもとに作成 
Fig.2 Topographic classification by plane curvature and cross–
sectional curvature, based on (11) 
 

5．地形データ 本研究では 4 つの植生パターンおよ

び 7 つの地形区分と飽和透水係数とを比較し，グループ

間で統計的に優位であるかどうかを示すために，ウィル

コクソンの順位和検定を行い，ボンフェローニ法による

p 値の補正を行った。この統計解析には統計解析ソフト

R Ver. 4.1.0 (7)を用いた。 
 
III 結果 
 1．傾斜角および平均曲率と飽和透水係数との関係 

図–3 は傾斜角(a)および平均曲率(b)と飽和透水係数との

関係を示している。いずれも縦軸は対数軸となっている。

傾斜角および平均曲率ともに飽和透水係数との間に明瞭

な関係が見られず，飽和透水係数は 10-2～10-1 cm s-1の範

囲であった。 
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図–3. 飽和透水係数と傾斜角(a)および平均曲率(b)との

関係 
Fig.3 The relationship between saturated hydraulic conductivity 
and slope angle (a) and average curvature (b) 
 

2．各植生が生育する地形と飽和透水係数 図–4 は各

植生パターンにおける傾斜角の箱ひげ図である。いずれ

の植生も中央値が 30°以上であり，急峻な斜面となって

いるが，広葉樹林およびオオバアサガラは他の植生に比

べて傾斜が緩やかであった。また，表–1 は分類された地

形区分を，さらに植生ごとに集計したものである。これ

によると広葉樹林とオオバアサガラは谷型地形（凸型谷

型，等斉谷型）において多く存在していた。 

 
図–4. 各植生パターンが生育する傾斜角 
Fig.4 Slope angle of each vegetation pattern 
 
表–1. 各植生パターンにおける地形区分のポイント数 
Table 1 Number of points of topographic classification in each 
vegetation pattern 

 
 
図–5 は各植生パターンにおける飽和透水係数の箱ひ

げ図である。統計解析の結果，いずれの組み合わせにお

いても統計的優位さは見られなかった（p > 0.05）が，オ

オバアサガラの飽和透水係数が他の植生に比べて高く，

一方，広葉樹林は他の植生に比べて飽和透水係数が低い

傾向が見られた。 

 
図–5. 各植生パターンにおける飽和透水係数 
Fig.5 Saturated hydraulic conductivity in each vegetation 
pattern 
 

3．地形区分における飽和透水係数 図–6 は各地形区

分における飽和透水係数の箱ひげ図である。統計解析の

結果，いずれの組み合わせにおいても統計的優位さは見

られなかった（p > 0.05）が，谷型地形（凸型谷型，等斉

谷型，凹型谷型）において，他の地形区分と比べて飽和

透水係数が高く，また凹型尾根でも飽和透水係数が高い

傾向が見られた。すなわち，比較的谷型の地形，または

凹型の地形において飽和透水係数が高い傾向が見られた。 

 
図–6. 各地形区分における飽和透水係数 
Fig.6 Saturated hydraulic conductivity in each vegetation 
pattern 
 
Ⅳ 考察 
東京農業大学奥多摩演習林にある狩倉沢流域の量水堰

付近において，表層土壌の透水性を調べた結果，飽和透

水係数が 10-2～10-1 cm s-1の範囲であり，透水性が非常に

高いことが明らかとなった。しかし，植生や地形のデー

タを用いて詳細に解析したところ，いくつかの特徴が明

らかとなった。 
1．オオバアサガラの生育適地と透水性 植生と飽和

透水係数との比較により，他の植生パターンに比べてオ

オバアサガラの飽和透水係数が高い傾向が見られた。菅

原・河原(9)は本研究と同じ東京農業大学奥多摩演習林に

おいてカラマツ林，サワグルミ林を対象として，その下

層に生育するオオバアサガラの生育状況を調べた。その

結果，地形条件としては谷地形，緩斜面において生育が

良好であったことを示している。図–4 よりオオバアサガ
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ラは他の植生パターンに比べて傾斜が緩やかな場所，表

–1 より地形区分としては谷型地形に多く生育していた。

これは菅原・河原(9)が指摘した，オオバアサガラの生育

適地と一致している。従って，オオバアサガラの生育地

において透水性が高かった理由は，谷地形かつ緩斜面の

場所に生育していたためと考えられる。 
2．地形による透水性の違い 図–6 より調査流域では

谷型地形において，さらにオオバアサガラが主に生育す

る緩斜面において飽和透水係数が高かったことが明らか

となった。阿部ら(1)は北海道東部の常呂川・網走川流域

を対象として浸透能を調べ，平坦および急斜面に比べて

緩斜面において浸透能が大きかったことを報告している。

その理由として，緩斜面では膨潤した崩積土の堆積が起

きやすいためであると考察している。当調査流域の，と

くに土壌サンプリングを行った量水堰付近では，クラッ

クが入った基岩が露出している場所が多数あり，崩落し

た礫や土砂が谷底に堆積していた。そのため，当調査流

域においても谷地形および緩斜面において透水性が高い

傾向を示したと考えられた。 
3．調査流域内におけるシカ食害の影響 オオバアサ

ガラと同じく緩斜面に生育していた広葉樹林において，

図–4 に示す通り，他の植生に比べて飽和透水係数が低か

った。その原因として，奥多摩地方のシカ食害の影響が

考えられる。新井ら(2)によると，奥多摩地方では近年，

シカの生息数が増加している。調査流域内の広葉樹林で

は下床植生はほとんど見られず，かつ斜面に生育してい

るためリターの堆積も見られず，土壌がむき出しの状態

であった。このような状態では土壌の透水性が低下する

ことが報告されている(4)。一方，オオバアサガラはスギ

人工林近くのギャップに優先していることが多く，スギ

のリターに覆われていた。シカ食害を受けた場所の植生

は，シカ不嗜好性のオオバアサガラが優占する植生へ変

化することが報告されている(3)。調査流域においてギャ

ップにオオバアサガラが優占していた理由も，シカ食害

による植生の変化が原因であると考えられた。以上の理

由から，同じような地形に生育していた広葉樹林におい

て，オオバアサガラと比較して透水性が低くなったと考

えられた。 

Ⅴ 結論 
東京農業大学奥多摩演習林狩倉沢流域において，表層

土層の透水性を調べた結果，飽和透水係数は 10-2～10-1 
cm s-1 の範囲であり，透水性が非常に高いことが明らか

となった。植生や地形データを用いてより詳細に解析し

た結果，谷型地形および緩斜面において，他の地形に比

べて透水性が高い傾向が見られ，そのような場所にオオ

バアサガラが優占していた。しかし，同じ地形条件の広

葉樹林では透水係数が低く，シカの踏圧や下床植生欠如

など食害の影響が考えられた。このような情報は，シカ

食害を受けた森林流域における表層土壌の透水性を検討

する上で，非常に有益な情報であると筆者らは考える。 

謝辞：本研究は科学研究費補助金 基盤研究（C）19K06345
（代表：橘 隆一）の援助を受けて実施されたものである。 
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対照流域法で必要な基準期間の年数について

―釜淵森林理水試験地を事例として―

久保田多余子 1・阿部俊夫 1・小田智基 1 
1森林総研 

要旨：対照流域法では，基準期間（森林の伐採や植栽をする前の期間のこと）の対照流域と処理流域の流出量の関係

（回帰直線）を正確に決定する必要がある。本研究では，釜淵森林理水試験地において行った対照流域法による皆伐

試験の年流出量データをもとに，対照流域法に必要な基準期間の年数について考察した。基準期間を変化させること

により，皆伐後の流出量の変化量がどのように変化するかを調べるとともに，回帰直線の 95％信頼区間を基にその変

化が統計的に有意であるか否かを判定した。この結果，皆伐後の流出量の変化量は，基準期間が短いほどばらつき， 

5 年以上でほぼ一定値となった。また，基準期間が 6 年以上で皆伐後の流出量変化に統計的な有意性が示された。こ

のことから，基準期間を 6 年以上取ることが望ましいことが示された。 

キーワード：対照流域法，基準期間，信頼区間，釜淵森林理水試験地 

The number of years of control period required for the paired watershed method 

- A case study of the Kamabuchi experimental watershed
Tayoko KUBOTA1, Toshio ABE1, Tomoki ODA1 
1Forestry and Forest Products Research Institute 

Abstract: In the paired watershed method, it is necessary to accurately determine the relationship (regression line) between the 

runoff volume of the control and the treatment watershed during the control period (the period before logging or planting). In this 

study, we examined the number of years required for the control period in the paired watershed method, based on annual runoff data 

from a clear-cutting experiment conducted at the Kamabuchi experimental watershed using the paired watershed method. By 

changing the control period, we investigated how the amount of change in runoff after clear-cutting would change, and also 

determined whether or not this change was statistically significant based on the 95% confidence interval of the regression line. As a 

result, the amount of change in runoff volume after clear-cutting varied depending on the length of the control period, and after 5 

years or more, it became almost constant. In addition, the change in runoff volume after clear-cutting was statistically significant 

when the control period was 6 years or more. This indicates that it is desirable to take a control period of 5 years or more. 

Keywords: paired watershed method, control period, confidence interval, Kamabuchi experimental watershed 

I はじめに 

対照流域法は森林の伐採や植栽が河川の流出量へ及ぼ

す影響を定量的に推定するための方法である。この方法

では，基準期間（森林の伐採や植栽をする前の期間のこ

と）に対照流域（森林に手を加えない流域）と処理流域

（伐採や植栽をする流域）の流出量の，信頼できる関係

式を決定する必要がある。対照流域法が盛んに行われて

いた 1990 年代以前は，基準期間を 7-8 年設けている試験

が多いが(2,3)，1990 年代以降に開始された試験(例えば 4, 

5, 6, 9)では基準期間は 1-6 年と，短く設定されているも

のが多い。これまで，基準期間は長くとるほど良いと考

えられていたため，何年必要であるかあまり検討されて

こなかった。そこで，本研究では対照流域法によって，

森林伐採後の流出量の変化量を正確に推定するために必

要な基準期間の長さについて考察する。 

II 材料と方法 

1．調査地 調査地は，対照流域法が実施された，森林

総合研究所の釜淵森林理水試験地である(8)。ここでは試

験地内の 1 号沢と 2 号沢において，1939 年から流出観測

が開始された。1947 年 12 月-1948 年夏にかけて，1 号沢

を対照流域として残し，2 号沢を処理流域として皆伐が

行われた。その後 2 号沢では，1949-1952 年は 6 月と 9 月

に後生樹草の全刈払いが行われ，1953-1960 年には 4 月

論 文 関東森林研究 76-1 (2025) 
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末から 5 月初めにかけて火入れが行われた。1958 年には

4 月の火入れの後，さらに夏までに地際から全刈払いが

行われた。しかし，雪崩が発生したため，1960 年に雪崩

防止階段工を設置した後，スギが植栽された。そして，

その後も両流域で現在まで流出量観測が継続されている。 

２．解析方法 解析には釜淵森林理水試験地の 1 号沢

と 2 号沢の年流出量データを使用した。この試験地では

冬季に積雪があるため，降雪が始まる 11 月を水年の区切

りとしている。例えば，1940 水年とは 1939 年 11 月 1 日

から 1940 年 10 月 31 日までのことである。この対照流

域法では，基準期間を 1940-1947 年までの 8 年間設けて

いる。この基準期間を 1946-47 水年の 2 年間，1945-47 水

年の 3 年間・・・8 年間と変化させて，それぞれ両流域

の流出量の関係式（回帰直線）を求めた。両流域の流出

量の関係は，もし皆伐が行われなければ，皆伐前の関係

がずっと続くと考えられることから，皆伐による流出量

の変化量は，処理流域の流出量の実測値から，同じ年の

対照流域の流出量を回帰直線に代入して求められる流出

量の推定値との差によって求められる。そして，流出量

の変化量が基準期間を変化させると，どのように変化す

るかを調べるとともに，回帰直線の 95％信頼区間を基に

統計的に有意か否かを判定した。 

 

III 結果と考察 

1．皆伐による流出量の変化量 流出量の変化量の年

変化を図–1 に示した。基準期間が 8 年の場合を見ると，

皆伐によって処理流域の流出量は増加し，1968 年頃一度

伐採前の水準に回復し，再び増加して，1983 年以降は伐

採前の水準か少し減少する傾向があった。このようにこ

の皆伐試験では，皆伐後 30 年以上，1960 年にスギを植

図–1. 皆伐による処理流域の年流出量の変化量 

Fig.1 Change in the annual runoff volume in the treatment watershed due to clear-cutting 
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栽してから 20 年以上，皆伐や下刈り・火入れの影響が続

いた(1,10)。皆伐による流出量の変化量は，基準期間が 5-

8 年では同様の変化量と変動をしているが，基準期間が

5 年未満では流出量の変化量は大きく見積もられた。基

準期間 2 年では流出量が皆伐前の状態に戻ることはなか

った。 

次に，皆伐後流出量が増えて，一度元の水準に戻るま

での 1948-1968水年の流出量の平均変化量を基準期間に

対して示した（図–2）。流出量の平均変化量は基準期間が

5 年未満では変動が大きいが，5 年以上ではほぼ一定値

になった。 

 2．統計的な有意性 基準期間の対照流域と処理流域

の流出量の回帰直線とその 95%信頼区間，および 1948-

1968 水年の両流域の流出量の実測値を基準期間の年数

ごとに図–3 に示した。一般的に信頼区間の幅はプロット

された点の平均値付近で狭く，そこから離れるほど広く

なる。また，信頼区間の幅はデータ数が増えるほど狭く

なる。本研究では，信頼区間の幅は基準期間 3 年で広く，

基準期間が長くなるほど狭くなる傾向があり，基準期間

6-8 年ではあまり違いがみられなかった。基準期間 3 年

の場合は，流出量が 2000 mm 以上の比較的多い時のデー

タに偏っている。このため，流出量が 2000 mm 以下での

信頼区間の幅が広く，基準期間 3 年では，流出量の変化

量が過大に見積もられているにも関わらず，統計的に有

意な差として検出されない。基準期間 5 年の場合に，基

準期間 4 年の場合よりも信頼区間の幅がやや広い。これ

は基準期間 4 年の場合は，回帰直線の決定係数が

R2=0.980 と高いが，基準期間を 5 年にしたときに，やや

精度が悪いと考えられるデータがプロットされ，回帰直

線の決定係数が下がったためと考えられる。基準期間が

6-8 年になると流出量が 1500 mm 以下のデータもプロッ

トされ，信頼区間の幅が狭くなり，信頼できる回帰直線

が得られたと考えられる。基準期間が 6-8 年では回帰直

線の傾きや切片の数値も似ている。また，基準期間が 6-

8 年とすると，皆伐後の多くの流出量が 95%上側信頼区

間の外側にプロットされ，流出量の変化量が 5 %の水準

で統計的に有意であると判断された。基準期間 6-8 年で

信頼区間の外側にプロットされない点が 6 点ある。まず，

流出量 2000 mm 付近の点は 1948 水年のデータである。

この年は皆伐の年であり，皆伐の影響がまだ流出量に反

映されていないと考えられる。また，流出量 1500 mm 付

近にある 4 点は，皆伐 2-4 年後の 1949-1951 水年および

皆伐 7 年後の 1954 水年のデータである。これらの年は

他の年と比べて植生の状態が大きく異なるとは考えられ

ないため，流出量の変化量が少ないのは，林況以外の影

響と考えられる(7)。これらの年は年間降水量が少ない年

であったことと，かつ，30 mm 以下の降雨の回数は他の

年と大差がないのに対して，50 mm 以上の降雨の回数が

他の年と比べ少なかったためと考えられている(7)。2100 

mm 付近の点は 1959 水年のデータである。この年は火入

れと下刈りを行っており，流出量が同程度の年と比較し

て流出量の変化量が小さい原因は不明である。 

 

Ⅳ まとめ 

釜淵森林理水試験地の年流出量データを用いて，対照流

域法に必要な基準期間の年数について検討した結果，基

準期間が 4 年以下の場合は，皆伐後の流出量の変化量が

過大評価になり，かつ 5 年以下の場合は，統計的に有意

な差として検出されなかった。このことから，釜淵森林

理水試験地の事例では，対照流域法によって伐採による

流出量の変化量を正確に見積もり，かつ統計的に有意な

差として検出するためには，基準期間を 6 年以上とする

ことが望ましかった。本研究では，基準期間における対

照流域と処理流域の流出量の信頼できる回帰直線を得る

ためには，決定係数が高いだけでは不十分であり，雨の

多い年，少ない年の大小さまざまな流出量データをまん

べんなく取得する必要があることが示された。基準期間

を短くすると，伐採後に何年観測を継続しても，流出量

の変化量を正確に推定できない可能性が高い。一方で，

伐採の流出量への影響は比較的速やかに現れる。このこ

とから，近年は短期間で成果を求められ，長期の試験の

実施が難しいかもしれないが，研究期間のできるだけ後

半に伐採を実施し，基準期間を長期に確保するべきであ

る。 

図–2. 基準期間と年流出量の1948-1968水年の平均変

化量 

Fig.2 Relationship between the control period and the 

average change in annual runoff volume from 1948 to1968 

water year 
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冷温帯と暖温帯に植栽されたブナ個葉のガス交換特性の環境応答 

山田陸 1・小坂泉 1・佐々木大和 1・鈴木実蓉 1・千本松武秀 1・早川大 1・前野遥希 1・岡優太 1・瀧澤英紀 1 
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要旨：冷温帯の水上試験地と暖温帯の藤沢試験地に植栽されたブナの個葉のガス交換と生理的な環境応答特性を明ら

かにするため，2024 年 8 月から 10 月にかけて両試験地において光合成速度と気孔コンダクタンス(gs)の日変化を測定

し，水利用効率(iWUE)と葉面飽差(VPDL)に対する gsの感度について調べた。水上試験地および藤沢試験地において日

中平均した iWUE の季節変化は測定期間において不明瞭であった。2024 年 8 月および 9 月において，両試験地の gsは

VPDLの増加に伴い低下したが，VPDLに対するgsの感度は藤沢試験地より水上試験地でやや高かった。このことから，

藤沢試験地より水上試験地のブナが VPDLの増加に対して敏感に応答することが示唆された。 

キーワード：ブナ，ガス交換，水利用効率，気孔コンダクタンス，葉面飽差 

 

Environmental responses of leaf gas exchange traits in Fagus crenata planted  

in cool- and warm-temperate zones 
Rikuto YAMADA1, Izumi KOSAKA1, Yamato SASAKI1, Mihasu SUZUKI1, Takehide SENBONMATSU1, Dai HAYAKAWA1, 

Haruki MAENO1, Yuta OKA1, Hideki TAKIZAWA1 
1College of Bioresource Sciences, Nihon University 

 

Abstract: We investigated the leaf gas exchange and physiological environmental responses of Fagus crenata planted in the cool-

temperate Minakami experimental forest (hereafter, Minakami) and the warm-temperate Fujisawa experimental forest (Fujisawa) 

in Japan. We measured the diurnal changes of leaf photosynthetic rate and stomatal conductance of water vapor (gs) at both sites 

over August–October 2024, to determine their intrinsic water use efficiency (iWUE) and the sensitivity of gs to leaf-to-air water 

vapor deficit (VPDL). Seasonal changes in midday mean values of iWUE at Minakami and Fujisawa were unclear during the 

measurement period. In August and September 2024, gs decreased with increasing VPDL at both sites but to a slightly greater degree 

at Minakami than at Fujisawa. This suggests that F. crenata was more sensitive to increases in VPDL at Minakami than at Fujisawa. 

Keywords: Fagus crenata, gas exchange, intrinsic water use efficiency, stomatal conductance, leaf-to-air water vapor deficit 

I はじめに 

日本の冷温帯を代表する樹種であるブナ (Fagus 

crenata)は，温暖化の影響で大幅に減少する予測が報告さ

れ(5)，温暖化に対するブナの脆弱性が懸念されている。

一方，先行研究である畑岸ら(2)によれば，冷温帯の水上

試験地と暖温帯の藤沢試験地に植栽されたブナ成木の水

利用効率は同程度であり，暖温帯に生育するブナの水利

用効率が，冷温帯のものに比べ低下しない可能性を示す

が，畑岸ら(2)のデータセットは2023年のみであるため，

2024 年も継続測定し検証する必要がある。 

そこで本研究では，冷温帯の水上試験地と暖温帯の藤

沢試験地に植栽された単木のブナ成木のガス交換と生理

的な環境応答特性を明らかにするため，畑岸ら(2)と同様

の方法で 2024 年 8 月から 10 月において個葉の光合成速

度および気孔コンダクタンスを測定し，両試験地におけ

るブナの水利用効率と，生理的な環境応答特性の 1 つで

ある飽差に対する気孔コンダクタンスの感度を比較した。 

 

II 材料と方法 

1. 調査地 冷温帯の調査地は，群馬県利根郡みなかみ

町に位置する水上試験地(36°47′40″N，138°59′13″E，標高

540 m)である。水上試験地から約 10 km 北東方向に位置

する藤原 AMeDAS (36°51′48″N，139°03′30″E，標高 700 

m)の気象データを用いて求められた 2004年から 2023年

の年平均降水量と年平均気温は，それぞれ 1,750 mm と

9.4 ℃であった。 

暖温帯の調査地は，神奈川県藤沢市に位置する藤沢試 

験地(35°22′42″N，139°28′08″E，標高 40 m)である。藤沢

試験地から約 6.5 km 南方向に位置する辻堂 AMeDAS 

(35°19′12″N，139°27′00″E，標高 5 m)の気象データを用い

て求められた 2004 年から 2023 年の年平均降水量と年平

均気温は，それぞれ 1,558 mm と 16.5 ℃であった。 

論 文 関東森林研究 76-1 (2025) 
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2. 調査概要 水上試験地での測定対象木は，水上実習

所の玄関付近に植栽された樹齢 66 年，樹高 17.7 m，胸高

直径 36.0 cm の単木のブナ(産地: 水上)である。藤沢試験

地での測定対象木は，森林科学研究センターの玄関付近

に植栽された樹齢 46 年，樹高 9.7 m，胸高直径 27.1 cm

の単木のブナ(産地: 水上)である。測定実施日は，水上試

験地では 2024 年 8 月 1 日，9 月 6 日および 10 月 11 日で

あり，藤沢試験地では 2024 年 8 月 22 日，9 月 11 日およ

び 10 月 14 日であり，9 時から日の入りまで 1 時間に 1

回程度の頻度で行った。 

個葉の光合成および蒸散速度の測定は，携帯型光合成

蒸散測定装置(LI-6400, LI-COR)を用いて，対象木に隣接

する施設の屋上から行われた。水上試験地では地上から

5 m 付近の南側の樹冠部において 9 枚，藤沢試験地では

地上から 6 m 付近の東側，南側および西側の樹冠部にお

いて，それぞれ 3 枚ずつ計 9 枚を対象とし，日当たりの

よい枝の先端部の葉を選定した。この装置で計測される

項目は，光合成有効光量子束密度(PPFD)，葉温に対する

飽和水蒸気圧から水蒸気圧の差である葉面飽差(VPDL)，

葉温(Tleaf)，光合成速度(A)，蒸散速度(E)および気孔コンダ

クタンス(gs)である。本研究では，gs に対するA の比(A/gs)

を水利用効率(iWUE; intrinsic Water Use Efficiency)とし， 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

測定葉のクロロフィル量の指標として SPAD 値を測定し

た(SPAD-502, Minolta)。測定方法の詳細は，矢ヶ崎ら(7) 

にしたがった。 

個葉のガス交換観測当日における林床土壌の乾燥を表

す指標として，(1)式で定義される先行降雨指数(API; 

Antecedent Perception Index)を算出した(1)。 

API ൌ ෍ሺ𝑃௞/𝑘ሻ
௡

௞ୀଵ

                                                             ሺ1ሻ   

k は個葉のガス交換観測日の k 日前，Pk はその日の日降

水量(mm)を表す。本研究では福井ら(1)と同様に，観測日

の 30 日前まで降水を対象(n = 30)に API を算定した。 

本研究では，葉の生理的な環境応答特性を示す指標の

1つであるVPDLに対する gsの感度を評価するため，Oren 

et al. (6)が提案した次式を適用した。 

𝑔ୗ ൌ െ𝑚 ∙ ln𝑉𝑃𝐷௅ ൅𝑏            (2) 

ここで，m と b は回帰分析から求められるパラメータで

あり，m は VPDLに対する gsの感度を表し，b は VPDL = 

1 kPa のときの gsである。本研究における統計解析には，

R コマンダーを拡張した EZR ver. 1.68 (4)を用いた。 

 

III 結果と考察 

1. 各測定項目の日変化 図–1 に PPFD，VPDL，Tleaf，  
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図–1. 水上試験地および藤沢試験地における 2024 年 8 月から 10 月の a) 光合成有効光量子束密度(PPFD)，b) 葉面

飽差(VPDL)，c) 葉温(Tleaf)，d) 光合成速度(A)，e) 蒸散速度(E) および f) 気孔コンダクタンス(gs)の日変化 

Fig. 1 Diurnal changes in (a) photosynthetic photo flux density (PPFD), (b) leaf-to-air water vapor deficit (VPDL), (c) leaf 

temperature (Tleaf), (d) photosynthetic rate (A), (e) transpiration rate (E), and (f) stomatal conductance of water vapor (gs) over 

August–October 2024 at the Minakami and Fujisawa experimental forests. Error bars indicate standard deviations. 
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A，E および gsの日変化を示す。図中の黒点は，9 枚の葉

をチャンバーで挟んだ際に測定された各測定項目の平均

値を示し，エラーバーはそれらの標準偏差を示す。日中

の PPFD について，1,000 µmol m−2 s−1以上を示すデータ

が多くみられた(図–1 a1～a6)。日中の VPDLについて，水

上試験地では 30 hPa 以上のデータが多く(図–1 b1～b6)，

藤沢試験地より水上試験地で大気が乾燥していたと考え

られる。日中の Tleafは，各月とも両試験地で概ね同程度

であった(図–1 c1～c6)。A，E および gsは，両試験地とも

測定期間を通じて午前に高く，午後に低下する傾向を示

し，各月の A，E および gsの最大値は，藤沢試験地より

水上試験地でやや大きかった(図–1 d1～f6)。 

2. iWUE，A および gsの季節変化 水上試験地および

藤沢試験地において，2023 年と 2024 年 8 月，9 月および

10 月で実施した個葉のガス交換観測日から 30 日前の降

水を対象とした API を表–1 に示す。両試験地における

各月の API は，2023 年より 2024 年で高かった。このた 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

め，両試験地における個葉のガス交換観測当日の土壌に

ついて，2023 年では乾燥の程度が高く，2024 年では比較

的湿潤な状態であったと考えられる。 

図–2 は，2023 年と 2024 年の 1) 8 月，2) 9 月および 3) 

10 月において PPFD が 1,000 µmol m−2 s−1 以上の条件で

得られた日中(10 時～14 時)のデータを平均した a) iWUE，

b) A および c) gsの季節変化を示し，図中の縦棒およびエ

ラーバーは，それらの平均値および標準偏差を示す。各

図の横軸の左側および右側 2 項目は，それぞれ水上試験

地および藤沢試験地の2023年と2024年のデータを示す。 

図–2 a1～a3 において，両試験地における 2023 年およ

び 2024 年の iWUE の季節変化は不明瞭であったが，水

上試験地における 2023 年 8 月，9 月および 10 月の iWUE

は，藤沢試験地における 2023 年および 2024 年の同時期 

のものに比べ高かった。一方，水上試験地における 2024

年 8 月，9 月および 10 月の iWUE と，藤沢試験地におけ

る 2023 年および 2024 年の同時期のものに有意な差はみ

られない場合が多かった(2024 年 9 月 11 日以外)。 

水上試験地における 2023 年と 2024 年の同時期の

iWUE に着目すると，2024 年(湿潤年)より 2023 年(乾燥

年)で高い値を示し，9 月および 10 月で有意差が認めら

れた(図–2 a2 および a3)。水上試験地において，2023 年 9

月および 10 月の日中平均した A(4.17 および 5.11 µmol 

m−2 s−1)は，2024 年の同時期のもの(6.92 および 8.92 µmol 

m−2 s−1)に比べ 4 割程度低いが(図–2 b2 および b3)， 2023

年 9 月および 10 月の日中平均した gs(0.05 および 0.06 

mol m−2 s−1)は，2024 年の同時期のもの(0.11 および 0.12 

mol m−2 s−1)に比べ 5 割程度低く(図–2 c2 および c3)，A よ

り gsの低下の程度が大きかった。よって，9 月および 10

月のガス交換観測日において，水上試験地に植栽された

ブナは 2024 年(湿潤年)より 2023 年(乾燥年)で気孔開度

をより小さくしながらも，光合成速度をあまり低下させ

ないようにふるまった結果，水利用効率が 2024 年より

2023 年で高くなったと考えられる。しかしながら，水上

試験地における 8 月の iWUE，A および gsについて，2023

年と 2024 年で有意な差はみられなかった(図–2 a1，b1 お

よび c1)。この原因について，現時点では分からないが，

図示されたガス交換観測日の中で 2024 年 8 月 1 日の

VPDL が最も大きく(日中平均値: 4.1 kPa)，大気側の乾燥

の影響を強く受けたかもしれない。 

藤沢試験地における同時期の iWUE，A および gsにつ

いて，2023 年(乾燥年)と 2024 年(湿潤年)で有意な差はみ

られない場合が多かった(図–2 a2 および c1 を除く)。こ

の要因として，藤沢試験地に植栽されたブナは，水上試

験地のものに比べ葉面積を半分程度小さくし，LMA(Leaf  

表–1. 水上試験地と藤沢試験地の先行降雨指数(API)  

Table 1 Antecedent precipitation index over August–October 

2023 and 2024 at the Minakami and Fujisawa experimental forests 

2023 2024 2023 2024 2023 2024
Minakami   5.3 (8th)  35.1 (1st)    7.6 (12th)  16.3 (6th) 17.1 (20th) 23.9 (11th)
Fujisawa   8.3 (25th) 22.6 (22nd) 12.1 (26th) 28.3 (11th)   9.0 (24th) 20.1 (14th)

Site
Antecedent precipitaion index (Observation day)

August September October

図–2. 日中の光飽和時(PPFD ≥ 1,000 μmol m−2 s−1)におけ

る a) 水利用効率(iWUE)，b) 光合成速度(A)および c) 気

孔コンダクタンス(gs)の平均値  

Fig. 2 Mean values of (a) intrinsic water use efficiency (iWUE), 

(b) photosynthetic rate (A), and stomatal conductance of water 

vapor (gs) under light-saturated conditions (PPFD ≥ 1,000 μmol 

m−2 s−1). Error bars represent standard deviations. Different 

letters indicate significant differences among observations 

within each panel (Tukey, p < 0.05). The data for August–

October 2023 in Figures are from Hatagishi et al. (2024).  
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Mass per Area)を 1.72 倍大きくすることで (2)，耐乾性を

もつように葉の形態を適応させ，乾燥年でも湿潤年と同

程度のガス交換速度を維持していた可能性があるが，土

壌水分や水ポテンシャルなどの実測データに基づき，土

壌乾燥に伴う水ストレスに対するブナ成木のガス交換お

よび生理的な環境応答特性を検証する必要がある。 

3. gsと VPDLの関係 図–3 は，1) 水上試験地と 2) 藤

沢試験地における日中(10時～14時)のデータでPPFDが

1,000 µmol m−2 s−1以上の条件で得られた gsと VPDLの関

係を示し，上段に 8 月および 9 月のデータを，下段に 10

月のものを示す。図–3 a1 および a2 において，gcは VPDL

の増加に伴い低下する傾向がみられ，両者を(2)式で回帰

分析した結果，図中に示された近似式を得た。VPDLに対

する gsの感度を表す m および b の値は，藤沢試験地より

水上試験地でやや大きく，m については水上試験地と藤

沢試験地で有意な差が認められた(ANCOVA, p < 0.01)。

このことは，藤沢試験地より水上試験地のブナが VPDL

の増加に対して敏感に応答することを示唆する。但し，

図-3 a1 および a2 における VPDL の分布範囲は，水上試

験地では 3～5 kPa，藤沢試験地では 2～4 kPa であり，測

定期間において藤沢試験地よりも水上試験地で大気が乾

燥した条件であったことが影響しているかもしれない。 

図–3 a1 に，新潟県苗場山(標高 550 m)に生育する樹齢

150 年以上，樹高 30 m のブナの樹冠において 8 月の光飽 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

和時に得られたデータ(3)を灰色丸印で示す。苗場山のデ 

ータについて，gs は 0.2～0.4 mol m−2 s−1，VPDLは 1～3 

kPa に多く分布し，gsと VPDLの関係は図–3 a1 で図示さ

れた近似曲線と概ね一致している。このことは，立地環

境，対象木の樹齢や樹高などが異なるものの，水上試験

地と苗場山で対象としたブナの VPDLに対する gsの応答

性は類似する可能性を示す。大気の乾燥の程度が苗場山

より水上試験地で大きいことから，水上試験地のブナは

過剰な蒸散を避けるために気孔開度がより低下した結果， 

iWUE が苗場山のもの(32.1 µmol mol−1)に比べ高くなった

と考えられる。 

図–3 b1 および b2 に示された 10 月の gs と VPDLの関

係は，両試験地ともに不明瞭であった。9 月および 10 月

の SPAD 値の平均値と標準偏差は，水上試験地では 45.2

±1.9 および 41.8±2.5，藤沢試験地では 41.1±1.8 および

40.2±1.8 であり，SPAD 値の著しい低下はみられず，外

見上で葉の形状の変化はあまりみられなかった。10 月の

VPDLに対する gs の応答が 8 月や 9 月と異なったのは，

葉の老化や低温など他の要因であると考えられる。 
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図–3.  水上試験地と藤沢試験地における日中(10 時～

14時)の気孔コンダクタンス(gs)と葉面飽差(VPDL )の関係 

Fig. 3 Midday relationship between stomatal conductance of 

water vapor (gs) and leaf-to-air water vapor deficit (VPDL) 

under light-saturated conditions (PPFD ≥ 1,000 μmol m−2 s−1) 

over August–October 2024 at the (1) Minakami and (2) 

Fujisawa experimental forests. Data for the gray circles in 

Figure (a1) are from Iio et al. (2004). 
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群馬県における確率年を用いた降雨評価による過去 19年間の林道災害分析 

有賀一広 1・渡部逸晴 1・小林諒 1 

 
1宇都宮大学農学部 

 

要旨：本研究では群馬県庁より得ることができた 2001～2019 年度の 19 年間の林道災害における国庫補助復旧費用・

件数と，林道災害時の土壌雨量指数，3 段タンクモデル貯留量の確率年に関して分析を行った。サンプル数を増やし，

常用対数で回帰することにより，全体的に有意な関係が多く見られた。土壌雨量指数や 3 段ダンクモデル貯留量の確

率年が増加することにより，路線延長・開設費用あたり復旧費用が増加することが確認された。復旧件数に関しては，

復旧費用に比べて，全体的に有意な関係が少なかった。舗装・改良・改築費用を含めた解析に関しては，開設費用の

みの場合とほぼ同様な結果であった。日雨量の確率年に関しても，1%または 5%有意となり，日雨量が増加すると，

路線延長・開設費用あたり復旧費用・件数が増加する傾向が見られた。気候変動による豪雨の頻発に伴い，林道災害

の増加が懸念されるため，災害に強い林道の整備が求められることが確認された。 

キーワード：土壌雨量指数，3 段タンクモデル，路線延長，開設費用，復旧費用 

 

Analyses on forest road damages over the past 19 years using rainfall evaluation with return periods in 

Gunma Prefecture 
Kazuhiro ARUGA1, Issei WATANABE1, Ryo KOBAYASHI1 

 
1 School of Agriculture, Utsunomiya University 

 

Abstract: This study analyzed the governmental subsidy recovery costs and number of forest road damages over the 19 years from 

2001 to 2019, which were obtained from the Gunma Prefecture, as well as the return periods on soil water index and the three-layer 

tank storages. By increasing the number of samples and regressing with common logarithms, significant relationships were observed 

overall. It was confirmed that the recovery costs per forest road length or per construction cost increases as the return periods on soil 

water index and the three-layer tank storages increase. Regarding the number of recoveries, there were a fewer significant 

relationships overall compared to the recovery costs. Regarding the analysis including pavement, improvement, and renovation 

costs, the results were almost similar to that including only construction costs. The return periods on daily rainfall were also 

significant at 1% or 5%, and there was a tendency for the recovery cost and number per forest road length or per construction cost 

to increase as the daily rainfall increases. It was implied that the increase in forest road damages was a concern due to the frequent 

occurrence of heavy rains due to climate change, and the establishment of disaster-resistant forest roads was required. 

Key-word: Soil water index, three-layer tank model, forest road length, construction cost, recovery cost

Ⅰ はじめに 

近年，前線や台風等に伴う豪雨の頻発に伴い，山地災

害が激甚化・多様化し，民有林林道においても被害が多

発し，被災した林道の路線数，延長，金額がいずれも増

加傾向で，林道の開設延長よりも被災している延長の方

が多くなっている(9)。林道の被災状況の特徴として，河

川沿い林道の路体の崩落や路面の洗堀など，既存施設の

排水機能を超える降雨量に起因する被災が挙げられてお

り，これらに対応するための排水施設等の改良による機

能強化や林道技術基準の見直しが急務となっている(9)。 

そこで，松岡ら(6)は林道排水施設設置基準をもとに安

全率を計算し，排水施設の大きさや種類が林道被害へ与

える影響を検討した。渡部ら(11)は群馬県庁より 2001～

2019 年度の 19 年間の林道災害における国庫補助復旧費

用を得，令和元(2018)年 10 月台風第 19 号により被害が

大きかった群馬県西部を対象に，雨量と路線延長・開設

費用あたり復旧費用に関して分析を行った。本研究では，

復旧費用・件数を対象とするとともに，開設費用に加え

て，林道台帳に記載のある舗装・改良・改築費用も含め

た解析も行ったので報告する。 
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図–1. 群馬県アメダス観測所対象地域 

Fig. 1 AMeDAS stations in Gunma prefecture 

 

Ⅱ 材料と方法 

渡部ら(11)同様，群馬県の河川整備計画(2)によって定

められている集水域を参考に，AMeDAS 観測所ごとに市

町村を配分した(図–1)。渡部ら(11)は，群馬県西部に位置

する神流，藤岡，西野牧，田代の 4 観測所を対象とした

が，本研究では，2001～2019 年度の 19 年間に国庫補助

復旧事業があった中之条，黒保根，上里見，榛名山，桐

生，前橋，みなかみ，沼田を追加した 12 観測所を対象と

した。群馬県においては 2001，2007，2019 年度に比較的

大きな国庫補助復旧費用が掛かっていた一方，2004，2008，

2012，2014，2018 年度は国庫補助復旧事業が無かった(11)。 

雨量の分析は，3 段タンクモデルを使用する土壌雨量

指数(4，10)の確率年を用いた。路線延長が異なる対象地，

開設費用が異なる路線ごとの比較を行うため，路線延長・

開設費用で除した路線延長・開設費用あたり復旧費用を

算出した。路線延長は，群馬県統計情報提供システムの

森林林業統計書の値を使用した(3)。開設費用は，群馬県

庁の林道台帳の値を使用し，国土交通省の建設工事費デ

フレーターを使用し，費用の調整を行った(5)。渡部ら(11)

は確率年と路線延長・開設費用あたり復旧費用を線形回

帰したが，宗岡ら(8)によると「データのばらつきに正規

分布を仮定して線形回帰を行っているため，関係が見え

にくかった可能性がある」ため，本研究では常用対数で

回帰し(図－2～5)，相関係数を算出，t 検定を行い，算出

した相関係数が有意であるかを確認した。 

また，宗岡ら(7，8)は最大 24 時間雨量を用いた林道施

設災害発生個所数を分析している。本研究においては，

日雨量と復旧件数で代用して解析に加えるとともに，林

道台帳に記載のある舗装・改良・改築費用も解析に含め

た。 

 

Ⅲ 結果と考察 

線形回帰から(11)，常用対数で回帰することにより，全

体的に有意な関係が多く見られた(表－1)。また，サンプ

ル数を増やすことにより，5％から 1％有意の結果が増え

た。したがって，土壌雨量指数や 3 段ダンクモデルの確

率年が増加することにより，路線延長・開設費用あたり

復旧費用が増加することが確認された。路線延長あたり
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復旧費用は(図－2)，渡部ら(11)の 4 観測所に対して，本

研究で追加した 8 観測所が低い傾向が見られたが，これ

は渡部ら(11)の 4 観測所は，比較的，復旧費用が高かった

群馬県西部を対象としたためと推測される。開設費用あ

たり復旧費用は(図－3)，4 観測所と 8 観測所ともにばら

ついており，これは宗岡ら(7, 8)が指摘している通り，

様々な規格・構造・工法により林道が開設されるため，

開設費用に応じて災害復旧時の費用が掛かっているため

と推測される。今後は，林道台帳に記載がある幅員や林

道建設からの経過年なども考慮して解析する必要がある。 

復旧件数(表－1)に関しては，復旧費用に比べて，全体

的に有意な項目が少なかった。また，舗装・改良・改築

費用(表－2)を含めた解析に関しては，開設費用のみの場

合とほぼ同様な結果であったが(図－3，4)，1 段目タンク 

 

 
図–2. 土壌雨量指数の確率年と路線延長あたり復旧費用 

Fig. 2 Return period of soil water index and recovery costs per 

forest road length 

 
図–3. 土壌雨量指数の確率年と開設費用あたり復旧費用 

Fig. 3 Return period of soil water index and recovery costs per 

construction cost 

 
図–4. 土壌雨量指数の確率年と開設・舗装・改良・改築

費用あたり復旧費用 

Fig. 4 Return period of soil water index and recovery costs per 

construction/pavement/improvement/renovation cost 

 

図–5. 日雨量と路線延長あたり復旧件数 

Fig. 5 Daily rainfall and the number of recovery per forest road 

length 

 

のみ，開設費用のみの場合は 1%であったものが，舗装・

改良・改築費用を含めた場合は 5%となった。 

日雨量の確率年に関しては(表－1)，1%または 5%有意

となり，日雨量が増加すると，路線延長・開設費用あた

り復旧費用・件数が増加する傾向が見られた。宗岡ら(7)

は富山県民有林において「最大 24 時間雨量 100mm 以上

150mm 未満の降雨イベント 1 回の発生下における 1km

林道区間被災箇所数の期待値は 10-3 のオーダー(1,000km

に数箇所程度)であるが，300mm 以上 350mm 未満の降雨

イベント発生下では 10-1のオーダーまで増加する」と推

定している。本研究は日雨量，復旧件数で宗岡ら(7)とは

解析対象が異なるが(図－5)，本研究の対象地である群馬

県では100mm以上150mm未満の日雨量で 1mあたり1.0

×10-5(1km あたり 1.0×10-2)，300mm 以上 350mm 未満で

関東森林研究 76-1 (2025) 
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1m あたり 4.0×10-5(1km あたり 4.0×10-2)程度であった。 

 

表–1. 確率年と路線延長・開設費用あたり復旧費用・件数

の相関係数 

Table 1 Correlation coefficient between return period and 

recovery costs, numbers of recovery per forest road length or 

per construction cost 

 
復旧 

費用 

復旧 

費用 

復旧 

件数 

復旧 

件数 

観測所数 4 12 4 12 

サンプル数 17 41 17 41 

路線延長     

土壌雨量指数 0.59 0.53 0.48 0.43 

1 段目タンク 0.54 0.48 0.33 0.26 

2 段目タンク 0.62 0.52 0.46 0.37 

3 段目タンク 0.53 0.57 0.52 0.55 

日雨量 0.57 0.50 0.38 0.32 

開設費用     

土壌雨量指数 0.60 0.46 0.56 0.34 

1 段目タンク 0.59 0.40 0.48 0.21 

2 段目タンク 0.60 0.45 0.52 0.30 

3 段目タンク 0.58 0.42 0.61 0.34 

日雨量 0.55 0.39 0.44 0.21 

青：5%有意，赤：1％有意 

 

表–2. 確率年と開設・舗装・改良・改築費用あたり復旧費

用・件数の相関係数 

Table 2 Correlation coefficient between return period and 

recovery costs, numbers of recovery per 

construction/pavement/improvement/renovation cost 

 
復旧 

費用 

復旧 

件数 

観測所数 12 12 

サンプル数 41 41 

土壌雨量指数 0.47 0.33 

1 段目タンク 0.38 0.18 

2 段目タンク 0.46 0.30 

3 段目タンク 0.40 0.31 

青：5%有意，赤：1％有意 

 

Ⅳ おわりに 

本研究では土壌雨量指数の確率年や日雨量を用いて，

雨量の増加による林道災害復旧費用の増加を確認した。

今後は林道台帳を遡って，2001 年以前のデータも含めて

分析するとともに，林道台帳に記載がある幅員や建設か

らの経過年などにより，路網の構造や老朽化についても

分析することにより，災害に強い林道整備に資する提言

をまとめる予定である。 
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モンゴルにおける欧州型CTL導入による枯死木未利用材利用可能量推計 

高木幹太¹・有賀一広¹・池田勇太¹・石栗太¹・白澤紘明²・Biligt BATTUVSHIN³・Ganbaatar CHULTEM³ 
¹宇都宮大学農学部・²森林総合研究所林業工学研究領域・³モンゴル科学技術大学 

 
要旨：本研究ではモンゴルにおける欧州型 CTL を導入した場合の枯死木未利用材利用可能量推計を行った。対象小班

96,379のうち，最適な集材方法が欧州型CTLとなった小班の数は 96,224であり，集材コストを削減可能と推察された。

土場から subprovince center までの運搬速度を時速 30 km/h と，オフロード走行を想定した時速 5 km/h に変更した場合

の推計を行った。時速 30 km/h の場合，従来型と欧州型 CTL を導入した場合で利用可能量の差が見られなかったが，

時速 5 km/h の場合だと従来型の枯死木利用可能量は 69,892,461 m3に対し，欧州型 CTL を導入した場合の枯死木利用

可能量は 74,621,631 m3となり，欧州型 CTL を導入することで利用可能量増加の可能性が示唆された。 
キーワード：モンゴル，枯死木，未利用材，ハーベスタ，フォワーダ 
 

Estimating available unused dead wood materials in Mongolia by introduction of European-type CTLs 
Kanta TAKAGI¹, Kazuhiro ARUGA¹, Yuta IKEDA¹, Futoshi ISHIGURI¹, Hiroaki SHIRASAWA², Biligt BATTUVSHIN³, 

Ganbaatar CHULTEM³ 
 

¹School of Agriculture, Utsunomiya University; ²Forestry and Forest Products Research Institute; ³Mongolian 
University of Science and Technology 

 
Abstract：This study estimated the potential utilization of previously unused dead wood material in Mongolia when implementing 
European-type Cut-To-Length (CTL) logging systems. Out of the 96,379 target sub-compartments, European CTL was found to be 
the optimal logging method for 96,224 sub-compartments, resulting in reduced logging costs. Estimates were made by changing the 
speed of transportation from landings to subprovince centers with 30 km/h and 5 km/h. In the case of 30 km/h, there was no difference 
in the amount of dead trees available between the conventional type and the European type CTL, but in the case of 5 km/h, the amount 
of dead trees available with the European type CTL was 74,621,631 m3 compared to 69,892,461 m3 with the conventional type, 
suggesting that the introduction of the European type CTL may increase the amount of dead trees available.  
Keyword: Mongolia, Dead wood, Unused wood, Harvester, Forwarder 

I はじめに 
モンゴルの森林は全体的に高齢化しており，それによ

って大量の枯死木が発生，蓄積されている。ヨーロッパ

では，枯死木は生物多様性のために林地に残しておくべ

きという見解に対して，モンゴルでは，枯死木は森林火

災や虫害のリスクを高めて森林劣化を促進する原因にな

るため，積極的に除去するべきと考えられている(1)。し

たがって，モンゴルでは枯死木利用の促進が求められて

いる。 
そこで，Ikeda ら(4)では保護状態，集材方法，地形，樹

種などの諸条件を考慮して，モンゴル国内に蓄積してい

る枯死木を対象に，未利用材の利用可能量を推計するこ

とで，モンゴルにおける木質バイオマスの熱利用可能性

を検証した。その結果，利用可能率は小班の数・小班面

積・材積ともに 99.9%で素材生産コスト（伐採コスト・

集材コスト・土場から Subprovince center までの運搬コス

ト・荷積み下ろしコスト・マーキングコスト・立木価格

の合計）は 13.4 USD/m3 （1 USD=2,665.5 MNT として約

33,000 MNT/m3）であった。しかしながら Glauner ら(3)の
研究では素材生産コストは 40 USD/m3（約 100,000 
MNT/m³）との指摘があり，素材生産コストを 40 USD/m3

にした計算では利用可能率は 4％となった。 
この素材生産コストの差の原因として，Ikeda ら(4)は

運搬速度をNakahataら(5)のデータをもとに 30 km/hとし

て計算していたことと，伐採時の造材コストの生産性が

なかったために造材コストを計上せずに試算しているこ

とを挙げている。本研究では現地の状況からオフロード

のトラック運搬速度を 5 km/h に変更し，運搬コストを時
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速 30 km/h の 6 倍として計算した。また，造材コストに

ついてはチェーンソーを使用して薪として適当な長さに

玉切る作業（薪材加工）の生産性(4)が，藤井ら(2)が用い

ているチェーンソーの造材生産性と大きく違わなかった

ことから，薪材加工コスト 4,172 MNT/m3 を造材コスト

として設定した。なお，トラック運搬速度や造材コスト

等試算のための諸条件ついては，さらなる現地調査によ

り，今後，モンゴル各地域に適した値を明らかにしてい

きたいと考えている。 

さらに，ホイール式ハーベスタ・フォワ―ダを用いた

欧州型 CTL（Cut To Length）と呼ばれる短幹状態で集材

を行う作業システムは高い生産性と労働安全性から北欧

やロシアで普及している。藤井ら(2)は，従来の 10 t トラ

ックから 20t セミトレーラを導入した場合のコスト低減

量，従来型（クローラ型）CTL から欧州型 CTL を導入

した場合のコスト低減量を算出し，これらの導入によっ

て高い効果が得られると推測される北海道を対象として，

森林資源利用可能量増加の可能性を検討した。本研究で

はモンゴルに近いロシアで欧州型 CTL が普及している

ことから，モンゴルで欧州型 CTL を導入した場合の枯死

木を対象とした利用可能量の推計も加えて行った。 
 

II 材料と方法 
本研究では Ikeda ら(4)が使用したモンゴル国より，森

林簿(小班面積・樹種・蓄積量)，小班 shape データ，道路

データ，出荷先座標データを，米国航空宇宙局 NASA の

Earthdata より，全球三次元地形データのバージョン，3
（ASTER GDEM）を使用した。シベリアカラマツ（Larix 
sibirica），ヨーロッパアカマツ（Pinus sylvestris），シラカ

ンバ（Betula platyphylla）といったモンゴルの主要 3 樹種

のうち，いずれかの枯死木が存在するモンゴル国内の小

班 96,379（2,979,027 ha）を対象地とした。対象小班の多

くはモンゴル北部に集中しており，枯死木資源の分布に

偏りがある。またモンゴルの森林はすべて国有林である。 
モンゴルの森林簿上には商業枯死倒木・通常枯死倒木・

枯死立木の 3 種類の枯死木が存在する。伐倒造材コスト

については枯死立木と枯死倒木に分け，枯死立木がある

小班には伐倒造材コスト，枯死倒木がある小班には造材

コストを計上した。Ikeda ら(4)が設定した枯死木区分ご

とに製材用材・薪材・未利用材の材積利用割合から森林

簿にある小班ごとに算出した傾斜と集材距離をもとに，

各集材方法（人力集材・馬集材・農業トラクタ集材・欧

州型 CTL）の適用条件を満たす集材方法のなかで，最も

低コストなものを，その小班の最適な集材方法として選

択している（図－1）。欧州型 CTL の適応条件は農業トラ

クタ(4)と同様に平均傾斜，平均集材距離ともに条件なし

とした。理由は傾斜が 7～8°の小班が最も多く平均傾斜

が 8.6°と全体的に傾斜が緩く，傾斜が大きい小班でも

30°を超える小班がないためである（図－2）。また，モ

ンゴルの森林法によって 30°を超える傾斜地での伐採

は制限されている。欧州型 CTL の集材コストは藤井ら

(2)のデータを使用している。  

図－1. 集材距離と集材コスト 
Fig. 1 Skidding distance and cost 

 

図－2. 平均傾斜の分布 
Fig. 2 Mean slope distribution 

 
各小班の重心から最も近い道路を探し，迂回率を考慮

して，土場から最も近い道路までの距離を搬出距離とし

て算出した。製材用材と一部薪材の出荷先を，各小班か

ら最も近い subprovince センターを経てそこから最も近

い province センターに設定した。一方，未利用材は

subprovince の地域熱供給に利用する想定で，未利用材と

薪材の出荷先を，各小班から最も近い subprovince センタ

ーに設定した。なお，province センターとは日本でいう

都道府県庁，subprovince センターとは日本でいう市町村

の役場に相当する。道路データとダイクストラ法を使っ

て，すべての出荷先への運搬距離を算出し，最も短い運

搬距離をその小班の運搬距離とした。 
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製材用材・薪材・未利用材による総売り上げと，7 種
類のコストからなる支出（チェーンソーによる伐倒造材

コスト，集材コスト，グラップルによる荷積み下ろしコ

スト，小班の重心から出荷先までの運搬コスト，税金と

して国へ納める立木価格，製品の加工コスト，伐採前の

マーキングコスト）をもとに，枯死木区分ごとに分けな

いで小班ごとに収支を計算した。 そして収支がプラスに

なった小班を利用可能とし，その小班の収穫量を利用可

能量とした。 
 

Ⅲ 結果と考察 
欧州型 CTL を導入した場合，対象小班 96,379 小班の

うち 96,224 小班で欧州型 CTL が選択され，残りの小班

が農業トラクタとなった。欧州型 CTL を導入した場合，

従来の集材方法の集材コストと比べると平均集材コスト

が 11,926 MNT/m3 から 6,390 MNT/m3 に減少した（図－

3，4）。対象となった小班の集材距離は 240～250 m が最

も多く，全体の平均値は 251 m であった（図－5）。Glauner
ら(3)によると，モンゴルの集材距離は一般的に 70～250 
m の範囲にあるが，今回算出した集材距離が 250 m より

大きい小班は 45,820（47.5%）であった。本研究では一つ

の小班に一つの土場で統一しているが，面積の大きい小

班の場合は複数の土場があることのほうが現実的であり，

それに従って集材距離は減少すると考えられる。 
利用可能量はトラック運搬速度 30 km/h の場合は従来

と欧州型 CTL を導入した場合でほとんど違いがみられ

なかったが，トラック運搬速度が 5 km/h の場合には従来

型と欧州型 CTL を導入した場合で差がみられ，欧州型

CTL を導入した場合のほうが，利用可能量が多くなった

（表－1）。このような結果となった理由はトラック運搬

速度 5 km/h の場合はトラック運搬速度 30 km/h の場合と

比べ収支が 0 付近の小班が多く，少しでもコストが小さ

くなると，利用可能量が大きく増加するためである（図

－6～9）。 
表－1. 条件別利用可能量 

Table 1 available volume by condition 

1：従来型運搬速度 30 km/h，2：CTL 運搬速度 30 km/h 
3：従来型運搬速度 5 km/h，4：CTL 運搬速度 5 km/h 
5：供給ポテンシャル 

図－3. 従来型集材方法別の集材コストの分布 
Fig. 3 Distribution of skidding costs by conventional skidding method 

 

図－4. CTL を導入した場合の集材方法別の集材コスト

の分布 

Fig. 4 Distribution of skidding costs by skidding method with CTL 

 

図－5. 集材距離の分布 
Fig. 5 Distribution of skidding distance 

 
Ⅳ おわりに 
欧州型 CTL を導入した場合は，集材コストが減少し，

収支が向上した。特にモンゴルのオフロードを考慮した

トラック運搬速度 5 km/h に設定した場合は，欧州型 CTL
を導入することにより，利用可能量が増加し，欧州型

 利用可能小班 利用可能面積(ha) 利用可能材積(m³) 

1 96,212 2,972,137 93,912,408 
2 96,310 2,975,336 93,973,043 

3 71,130 2,164,642 69,892,461 
4 76,795 2,328,832 74,621,631 

5 96,379 2,979,027 94,067,412 
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CTL を導入する効果が大きいと考える。本研究で使用し

た Ikeda ら(4)のデータはコロナ禍のため，聞き取り調査

を基にしたものである。聞き取り調査は主にモンゴルで

一番森林が豊富な Khuvsgul province において，forest unit 
の職員，森林に関する民間企業のエンジニアを対象にお

こなったため，モンゴル全域の事情に合っていない可能

性がある。この点については今後の現地調査を踏まえて，

より正確に推計する予定である。 

図－6. 従来型運搬速度 30 km/h の収支 
Fig. 6 Balance with conventional methods and transportation 
speed of 30 km/h 

図－7. CTL 運搬速度 30 km/h の収支 
Fig. 7 Balance with CTL and transportation speed of 30 km/h 

図－8. 従来型運搬速度 5 km/h の収支 
Fig. 8 Balance with conventional methods and transportation 
speed of 5 km 

図－9. CTL 運搬速度 5 km/h の収支 
Fig. 9 Balance with CTL and transportation speed of 5 km 
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機械学習による森林バイオマス安定供給のための伐採計画手法の構築に関する検討 

王煒恒 1・金鉉倍 1・吉岡拓如 1 
1東京大学大学院農学生命科学研究科  

 

要旨： カーボンニュートラルの目標を達成するため，バイオマスがクリーンエネルギーとして段階的に熱供給や発電

に利用され始めている。しかし，樹種や伐採林齢などの要因によって，毎年のバイオマス供給量には大きな変動があ

り，バイオマス発電所の規模を最適化する際に困難が生じている。本研究では， 静岡県富士地区を試験地とし，樹種

はスギとヒノキに限定し，林種は育成単層林，森林区分は普通林，地位は中程度といった条件で選別した 74,500 個

の小班を対象とした。本研究では多エージェント強化学習を用い，アクション次元を減少させるアプローチを採用し，

ニューラルネットワークで最適伐採林齢層を予測し，毎年の木材およびバイオマスの生産量を最大化すると同時に，

毎年のバイオマスの産出量と伐採面積のバランスを取ることを目的とした。 

キーワード：カーボンニュートラル，バイオマス，シミュレーション，強化学習，MAPPO アルゴリズム 

 

Harvesting planning method for stable biomass supply using machine learning 
Weiheng WANG1, Hyun-Bae KIM1, Takuyuki YOSHIOKA1 

1 Graduate School of Agricultural and Life Sciences, The University of Tokyo 

 

Abstract: To achieve carbon neutrality goals, biomass is increasingly being utilized as a clean energy source for heat supply and 

power generation. However, factors such as tree species and harvesting age cause significant annual fluctuations in biomass supply, 

creating challenges in optimizing the scale of biomass power plants. This study targets the Fuji area in Shizuoka Prefecture, focusing 

on 74,500 forest compartments, selecting Sugi (Japanese cedar) and Hinoki (Japanese cypress) as species, limiting to even-aged 

forests with moderate productivity in general forest categories. This study adopts a multi-agent reinforcement learning approach to 

reduce the action dimensionality. By using neural networks to predict the optimal age class for harvesting, the method aims to 

maximize the annual production of timber and biomass while balancing the biomass yield and harvested area each year. 

Keywords: Carbon Neutrality, Biomass, Simulation, Reinforcement Learning, MAPPO Algorithm

I はじめに 

バイオマスを発電の供給源として利用する際，年間を

通じて安定した供給を確保することが必要である。しか

し，黒田らをはじめとする多くの研究は，バイオマス量

が毎年の実際の需要を満たすことを保証できないと指摘

している(2)。本研究は動的な森林成長環境におけるバイ

オマス発生量の不均衡の問題を解決するため，強化学習

を活用し，バイオマスの産出量を最大化すると同時に，

毎年の発生量の均衡を図ることを目指す。 

従来の強化学習手法（DDPG，SARSA，PPO など）は，

状態の多次元性による「次元の呪い」という課題を抱え

ているが(1)，本研究では分散部分観測マルコフ決定過程

（Dec-POMDP）として伐採問題をモデル化し，各エージ

ェントが独自の観測に基づいて行動を最適化することで

この課題を克服する。本研究が示す MARL の適用例は，

森林資源管理における新たな可能性を示唆している。 

 

II 方法 

1．森林伐採におけるマルコフ過程 本研究における

森林伐採の最適化を目標とし，MARL のアルゴリズムの

フローチャートを作った（図–1）(7)。 

問題定義: 本研究は面積 28,063.55 ha の森林で 60 年間

の伐採を行う。最適化の目標は，累積のバイオマス収穫

量を最大化及び均衡化することである。各小班は伐採後，

翌年には植林をするうえで材積成長関数に従って成長す

る。本研究では，計算量を減らすため，間伐によって発

生するバイオマスは計算しないこととした。 

2．目標行動と約束 行動選択が最適であるほど，報酬

（reward）が増加し，最適な行動とは，報酬を最大化する

行動である（式(1)）。報酬の設置条件を式(2) (3) (4) に示

す。発生量が均衡するほど，報酬が大きくなる。   

 

𝑎∗ ൌ 𝑎𝑟𝑔𝑚𝑎𝑥
௔

𝑅𝑒𝑤𝑎𝑟𝑑௔  , 𝑎 ൌ ሺ𝑎ଵ,𝑎ଶ, … , 𝑎ேሻ ሺ1ሻ 
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𝑅𝑒𝑤𝑎𝑟𝑑௔ ൌ 𝑅𝑒𝑤𝑎𝑟𝑑௪௘௜௚௛௧ ∙ 𝑅𝑒𝑤𝑎𝑟𝑑௕௔௟௔௡௖௘ ሺ2ሻ 

 

𝑅𝑒𝑤𝑎𝑟𝑑௪௘௜௚௛௧ ൌ 𝜑 ∙ 𝐵𝑖𝑜𝑚𝑎𝑠𝑠௧ሺ𝑎௡ሻ ሺ3ሻ 

 

𝑅𝑒𝑤𝑎𝑟𝑑௕௔௟௔௡௖௘ ൌ 

 𝑚𝑖𝑛ቌቆ
∑ 𝐵𝑖𝑜𝑚𝑎𝑠𝑠௧ሺ𝑎௡ሻே
௡ୀଵ

𝐵𝚤𝑜𝑚𝑎𝑠𝑠തതതതതതതതതതതത ቇ
థ

,ቆ
𝐵𝑖𝑜𝑚𝑎𝑠𝑠

∑ 𝐵𝑖𝑜𝑚𝑎𝑠𝑠௧ሺ𝑎௡ሻே
௡ୀଵ

ቇ

థ

ቍ ሺ4ሻ 

𝑎∗を最適な行動，𝑅𝑒𝑤𝑎𝑟𝑑௔をアクション𝑎で得られる総 

報酬，𝑅𝑒𝑤𝑎𝑟𝑑௪௘௜௚௛௧をバイオマス総発生量の報酬， 

𝑅𝑒𝑤𝑎𝑟𝑑௕௔௟௔௡௖௘を毎年のバイオマス収穫の均衡度の報

酬，𝜑，𝜙を制約関数とする。 

3．シミュレーション対象地処理 本研究は，静岡県富

士地区の森林を対象とした。富士地域は静岡県の東部に

位置し，沼津市，三島市，富士宮市，富士市，御殿場市，

裾野市，清水町，長泉町，小山町の 6 市 3 町を含む区域

である。森林面積は 79,124 ha で，区域面積の 57％を占

めている。本実験における樹種はスギとヒノキに限定し，

林種は育成単層林，制普別は普通林，地位は中であるこ

とを条件とした。該当する小班の総数は 74,500，小班の

面積は 28,063.55 ha である。その内訳は，スギの 

面積が 8,391.09 ha，ヒノキの面積が 19,672.46 ha である。 

 

データの選別を行った結果，清水町内には選別条件に該 

当する森林が存在しないことが判明した。したがって， 

エージェントの担当区域は，沼津市，三島市，富士宮市，

富士市，御殿場市，裾野市，長泉町，および小山町とす

る。 

本研究では，毎年の労働力が一定であることを考慮し，

60 年の伐採サイクル終了時において，林齢 60 年以内の

各林齢層の林分面積が均等に保たれるよう，毎年の伐採

面積を近似的に設定した。伐採後の林分は元の樹種で再

植され，毎年ほぼ同じ面積が植栽されるため，計画期間

終了後には林齢に応じた均等な分布が実現する。また，

富士森林計画書の伐採計画に基づき，毎年の伐採面積が

236～445ha である点を踏まえ，本実験では各市合計で年

間 250ha を伐採面積と設定した（図–2）(4)。 

本研究では，地理情報の処理に QGIS Ver.3.36 を使用

し，富士地域の森林情報は静岡県の公開データベース,森

林計画図を使用した。行政区画情報は国土地理院から提

供されたものである。バイオマスの発生量の計算方法は，

森林総合研究所のバイオマス拡大係数の方法を採用し

(6)，計算を行った。シミュレーションおよび強化学習の

訓練環境は主に PyCharm を使用した。 

 

図–1. MARL モデルのフローチャート 

Fig.1 Flowchart of the MARL model 
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図–2. 伐採の区域分割 

Fig.2 Logging area segmentation 

4．材積成長推定 伐採前の成長予測は静岡県が提供

する 2020 年と 2022 年の森林簿データを使用する(5)。施

業履歴のない地位Ⅲのデータを選別し，個別の例を除外

した後，成長量を面積で割ることで，各樹種の各林齢に

おける材積成長率を求める。伐採後の成長予測は林野庁

が公表したリチャーズ式にフィットした成長データを使

用した(3)。スギとヒノキの成長公式をそれぞれ式(5)(6)に

示す。 

スギ:     𝑉𝑓 ൌ 𝑉𝑠 ∙ 𝐾 ∙ 𝐴 ൌ 𝛼 ∙ 𝐴 ∙ 𝛿 ∙                                         

൦൭
1

32.81൫1 െ 𝐸𝑋𝑃ሺെ0.024 ∙ 𝑡ሻ൯
଴.଺଻ଶ

െ 1.2
െ

1
𝑐
൱

ିଵ
௕

∙ ൬
1
𝑎
൰

ଵ
௕
൪

ఊିఉ

ሺ5ሻ
 

ヒノキ:     𝑉𝑓 ൌ 𝑉𝑠 ∙ 𝐾 ∙ 𝐴 ൌ 𝛼 ∙ 𝐴 ∙ 𝛿 ∙                                         

൦൭
1

32.81൫1 െ 𝐸𝑋𝑃ሺെ0.024 ∙ 𝑡ሻ൯
଴.଺଻ଶ

െ 1.2
െ

1
𝑐
൱

ିଵ
௕

∙ ൬
1
𝑎
൰

ଵ
௕
൪

ఊିఉ

ሺ6ሻ
 

𝑉𝑓を林分材積，𝐾を ha あたり本数，𝐴を林分面積，

𝑎, 𝑏, 𝑐, 𝛿, 𝛾,𝛼,𝛽 を樹種係数とする。 

 

III 結果 

1.各 episode のバイオマス収穫総量と毎年分散の変化 

バイオマスの収穫量と分散は，報酬の別の指標である。

計算リソースの制約や計算量の多さから，収束の程度を

考慮し，学習は 5000 エピソードに設定された。図–3 は

episode ごとのバイオマスの総収穫量を示している。

episode が増えるにつれて，バイオマスの総収穫量は安定

して上昇傾向を示している。5000 episode 後，バイオマス

総収穫量の最大値は 2307.96 t/ha となった。 

図–3. 各 episode の ha あたりバイオマス総発生量 

Fig.3 Biomass generation per hectare for each episode 

図–4. 各 episode の ha あたり発生量の分散 

Fig.4 Biomass variance per hectare for each episode 
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図–4 は episode ごとの 60 年間バイオマスの分散を示

し，episode が増えるにつれて，分散が小さくなった。5000 

episode後，haあたり分散の最小値は 6071.66 tとなった。 

 2．学習前後の 5 年ごとのバイオマス量 学習前後の

バイオマス発生量の比較結果を以下に示している（図–5）。

学習 1 episodeにおける 5年ごとのバイオマス合計値の変

動を表す分散は 26,100,140.40 で，60 年間におけるバイオ

マスの総発生量は 532,639.49 t であった。一方，学習 5000 

episode における 5 年ごとのバイオマス合計値の変動を

表す分散は 4,937,739.25（81.08%の減少）で，60 年間に

おけるバイオマスの総発生量は 550,855.23 t（3.42%の増

加）であった 

 これらの結果から，学習後においてバイオマスの発生

量がより均衡し，総発生量が増加していることが確認さ

れた。 

図–5. 学習前後バイオマス発生量の比較図 

Fig.5 Comparison of biomass generation before and after 

learning 

 

Ⅳ おわりに 

  本研究は，静岡県の森林成長モデルと実際の森林簿デ

ータを用いて森林成長をシミュレーションし，多エージ

ェント強化学習（MAPPO）アルゴリズムを適用すること

で，バイオマスの伐採量における不均衡問題の解決およ

び伐採期間中のバイオマス収穫量の最大化を試みた。シ

ミュレーションの結果，以下の結論が得られた。 

 森林伐採計画の最適化を Dec-POMDP（分散部分観 

測マルコフ決定過程）としてモデル化し，強化学習

アルゴリズムを用いて解決した。 

 学習 5000 episodeにおける 5年ごとのバイオマス合

計値の変動を表す分散は 4,937,739.25（81.08%の減

少）で，60 年間におけるバイオマスの総発生量は

550,855.23 t（3.42%の増加）であった。 

 学習回数の増加に伴い，バイオマスの総収穫量が増

加し，年間収穫されるバイオマスの分散は減少する

傾向が確認された。また，それぞれの収束値は，ha

あたりの総収穫量が 2,307.96 t，分散が ha あたり

6,071.66 であった。 

 報酬，バイオマス総量，年間バイオマス発生量の分

散を総合的に評価すると，多エージェント強化学習

による伐採計画の最適化が達成された。 
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グラフ畳み込みネットワークを用いた森林の空間特性解析に基づくグループ化した林

分伐採手法に関する研究 

尤陽宇 1・金鉉倍 1・吉岡拓如 1 
1東京大学大学院農学生命科学研究科 

 

要旨：本研究では，持続可能な森林経営における伐採計画の改善を目的とし，空間解析とグラフ畳み込みネットワー

ク（Graph Convolutional Network, GCN）を統合した新たな手法を提案した。GCN はデータの間にある関係性をグラフ

という形で表現し，その構造を学習するための機械学習モデルである。この手法により，従来の最適化手法では十分

に考慮されていなかった林道からの距離と傾斜の地形条件や林分の空間的関係性を反映させるため，西川林業地を対

象に，通路網と林分の空間的関係に基づいて単結合の林分連結モデルを構築した。分析の結果，モデルは道路との関

係性を重視し，地利条件の影響を強く反映することで，林分の特徴量をより適切に表現した。これにより，グルーピ

ングされた林分単位での伐採計画立案が可能となり，より効率的で持続可能な森林管理への道が開かれた。 

キーワード：グラフ畳み込みネットワーク（GCN），空間的関係性，林分連結モデル，グループ化林分管理 

 

Study on grouped forest stand harvesting methods based on spatial characteristic analysis of forests 

using graph convolutional networks 
YangYu YOU1, Hyun-Bae KIM1, Takuyuki YOSHIOKA1 

1 Graduate School of Agricultural and Life Sciences, The University of Tokyo 

 

Abstract: In this study, we proposed a new method that integrates spatial analysis and graph convolutional network (GCN) to 

improve harvesting plans in sustainable forest management. GCN is a machine learning model that expresses the relationships 

between data in the form of a graph and learns its structure. Using this method, we constructed a selective stand connection model 

based on the spatial relationship between the road network and the stands in the Nishikawa forest area to reflect the topographical 

conditions of distance from forest roads and slope and the spatial relationship of stands, which were not fully considered in 

conventional optimization methods. As a result of the analysis, the model emphasized the relationship with the road and strongly 

reflected the influence of topographical conditions, thereby more appropriately expressing the features of the stands. This made it 

possible to formulate harvesting plans for grouped stands, opening the way to more efficient and sustainable forest management. 

Keywords: Graph Convolutional Network (GCN), Spatial relationships, Stand connection model, Grouped stand management 

I はじめに 

日本の人工林の林齢は老齢化が進んでおり，バランス

のとれた齢級構成を実現するために不可欠な若齢級の森

林は少なくなっている(4)。しかしながら，持続可能な

森林経営を目指すためには，毎年一定量の木材を永続的

に提供し続ける，いわゆる法正林の状態が必要である。 

従来の研究では，持続的な木材供給のために，線形計

画法(7)、目標計画法(1)、ヒューリスティックアルゴリ

ズム(6)などの手法を用いて，経済的および生態学的な

利益の視点から最大化するための多目的な状況下での最

適解を探索することが一般的だが，傾斜や路網状況など

の道路条件と林分間の関係を無視してしまっていた。こ

れらの空間的要因を考慮せずに伐採計画を立てると，地 

 

 

理的条件が悪くて伐採が困難な林分の材積も過大に見積

もってしまい，実行可能性や経済性の面で問題が生じる

可能性が高い。 

本論では，以上の問題を解決するために，空間解析と

グラフ畳み込みネットワーク（Graph Convolutional 

Network, GCN）を統合した新たなアプローチを提案する。

GCN は複雑なグラフ構造を持つデータを効率的に処理

できる特徴を持ち，森林の空間的特性を考慮した分析に

適している。この理論を基に，通路網と林分の空間的関

係に基づき，単結合モデルを構築することで，グループ

化された林分の伐採手法を提案し，持続可能な森林経営

のための新たな伐採計画の基盤を築く。 
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II 材料と方法 

1．調査地 本論のモデルは埼玉県飯能市，日高市，毛

呂山町，越生町からなる西川林業地の地理情報システム

と森林簿データを使用する（図–1）。 

 

 

総面積は 20,147 ha，小班は 34,344 個，森林簿から取

得した平均林齢は 65 年，総材積は 6,862,115 m3であ

る。この中で，飯能市の森林はスギまたはヒノキを主な

樹種とする 80％以上の人工林である(5)。 

2．通路網の構築 グラフを構築するには，連結性を考

慮しなければならない。もし林分と路網が十分離散して

いる場合，情報伝達の制限や集約情報の多様性不足とい

った問題が発生し，空間的な特徴を失ってしまう。この

故に，GCN グラフを構築前に，離散道路がある西川林道

GIS データを処理してネットワークにする必要がある

（図–2）。 

 

 

林道データの離散性は，都市道路網との非連続性に起

因することが観察により明らかになった。この課題に対

処するため，以下の方法論を採用した： 

1. QGIS のプラグインである QuickOSM を利用し，

OpenStreetMapから地理データを簡単に抽出できる

このプラグインを用いて，飯能市の道路データを

取得する。 

2. 研究対象外となる高密度市街地の道路を削除する。 

3. 林道データと OpenStreetMap から抽出したデータ

間の空間的偏差に対処するため，QGIS のバッファ

機能を適用し，偏差がある林道セグメントを除去

した。 

4. 残存する非連続セグメントに関しては，Python を

用いて道路連結グラフを構築し，最大連結成分を

基準とした手動補正を実施し，通路網の完全性を

確保した。 

 最後，Kaneko ら(2)の作業道路網生成モデルを使用し，

連結道路の通路網上に森林施業ための作業道を生成し，

最終的な通路網を完成させる（図–3）。 

 

 

3．単結合連接モデル 前節で構築された通路網はす

でに密集しているが，チェーンソーで樹木を伐採して，

タワーヤーダやスイングヤーダなどの架線系機械を使用

して集材する作業システムが一般的である。ゆえに，林

分は必ずしも道路でつながっているわけではなく，連結

方法を考慮する必要がある。 

ゆえに，単結合連接モデルを構築し，以下の通り定義

する： 

 互いに通路を持ち隣接する林分は両者の重心と

連結する。 

 道路がない林分は最も近い道路のある林分の重

心と連結する。 

図–1. 西川林業地域 

Fig.1 Nishikawa forest area 

図–2. 西川林道 GIS データ 

Fig.2 Nishikawa forest road GIS data 

図–3. 連接している通路網 

Fig.3 Connected road network 
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通路を持ち隣接する林分には良好な到達性があるため，

そのエッジに 1.0 の重みを付与する。一方，道路がない

林分には，最も近い道路林分との傾斜および距離に基づ

いて対応する重みを付与する。公式は，式（1）および式

（2）に示される。 

𝐸ሺ௜,௝ሻ ൌ ቊ
1                  𝑣,

0               ൓𝑣.
 ሺ1ሻ 

𝑤ሺ௜,௝ሻ ൌ

⎩
⎪
⎨

⎪
⎧1.0                                                  𝑝,

1

1 ൅
ห𝑒௜ െ 𝑒௝ห
d൫𝐹௜ ,𝐹௝൯

൅
d൫𝐹௜ ,𝐹௝൯

100

           𝑞.   ሺ2ሻ 

ここで，𝐸ሺ௜,௝ሻは林分の隣接行列，𝑤ሺ௜,௝ሻはエッジの重み

行列，𝐹は林分集合である。𝑝と𝑞は以下のように定義さ

れる。 

 𝑝は ሺ𝐹௜ ∩ 𝑅 ് ∅ሻ ∧ ൫𝐹௝ ∩ 𝑅 ് ∅൯ ∧ ൫𝐹௝ ∈ 𝐶௜൯の条件を表

し，これは林分𝐹௜と𝐹௝の両方が道路𝑅と交差し，か

つ 𝐹௝ が 𝐹௜ の隣接林分の集合𝐶௜ に属することを示

す。 

 𝑞はሺ𝐹௜ ∩ 𝑅 ൌ ∅ሻ ∧ ൫𝐹௝ ∩ 𝑅 ് ∅൯ ∧ min ቀd൫𝐹௜ ,𝐹௝൯ቁの条件

を表し，これは林分 𝐹௜が道路𝑅と交差せず，𝐹௝  が

道路と交差し，かつ d൫𝐹௜ ,𝐹௝൯  が𝐹௜と𝐹௝の間の最小

距離であることを示す。 

𝑣は𝑝と𝑞の論理和，𝑅は道路集合，𝐶௜は𝐹௜の隣接する林

分集合，d൫𝐹௜ ,𝐹௝൯は𝐹௜ ,𝐹௝林分の間の距離である。 

距離が特徴量に与える影響を調整する距離因子として，

スイングヤーダの平均集材距離を 100 m と想定し，その

値を採用した。距離因子により，地利の悪い林分の特徴

を顕著に減少させ，その材積が過大にならないようにし，

実際の採伐の範囲に含まれないようにすることができる。 

4．GCN GCN の公式により(3)，ノード全体の特徴量

を入手することができる。 

𝐻ሺ௟ାଵሻ ൌ σ ൬𝐷෩ି
ଵ
ଶ𝐴ሚ𝐷෩ି

ଵ
ଶ𝐻ሺ௟ሻ𝑊ሺ௟ሻ൰ ሺ3ሻ 

ここで，𝐻ሺ௟ሻ は 𝑙௧௛ のレイヤの特徴行列，𝑊ሺ௟ሻ は 

𝑙௧௛ のレイヤの重みパラメータ，𝜎 は活性化関数，𝐴ሚ 

は単位行列に加える隣接行列，𝐷෩ は各ノードの次数を

構築する行列である。 

本モデルは予測や分類のなどのタスクがなくかつ各エ

ッジに独自の重みが割り当てられているため，ニューラ

ルネットワークの重みパラメータをエッジの重みに置き

換える。修正後の公式は，式（4）に示される。 

𝐻ሺ௟ାଵሻ ൌ σ ൬𝐷෩ି
ଵ
ଶሺ𝐴ሚ⨀𝑊ሻ𝐷෩ି

ଵ
ଶ𝐻ሺ௟ሻ൰ ሺ4ሻ 

ここで，⨀はアダマール積，𝑊はエッジの重み行列で

ある。すなわち，レイヤごとに各林分の特徴を繋がって

いる林分数を行列にスーケルして重みを乗じ，活性化関

数に活性化し，各林分の特徴量を全体に伝播することを

実現する。 

 

III 結果 

 単結合モデルで連結された林分を図 5 に示す。この図

では，赤い線は道路を示し，青い線は林分同士の論理接

続線を示している。道路がある林分の重心から，付近の

道路がない林分の重心と接続されている放射状の形が見

て取れる。 

 

 

  表–1. オリジナルな林分の特徴量 

  Table 1 Original forest features 
 

  林齢（年）  材積（m3） 

 平均   64.07   216.58 

 合計   1865938   6307597 

 最大値   215   8377 

 標準偏差   17.85   327.95 

 
  表–2. GCN で統合した特徴量 

    Table 2 Forest features using GCN 
 

  林齢（年）  材積（m3） 

  平均   45.50   168.88 

  合計   1325087   4918313 

  最大値   117.73   3145.43 

  標準偏差   15.02   196.92 

 

 

図–4. 単結合林分連結図 

Fig.4 Selective connection diagram for forest stands 
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もともとの林分の特徴（表–1）と GCN 適用後の結果

（表–2）を比較すると，GCN が林分の特徴に顕著な影響

を与えたことが明らかになった。具体的には，平均林齢

は29.0%減少し64.07年から45.50年に，平均材積は22.0%

減少し 216.58 m3から 168.88 m3となった。林齢と材積の

総和もそれぞれ 29.0%、22.0%減少した。特筆すべきは，

材積の最大値が 62.4%減少し，標準偏差が 39.9%減少し

た一方で，林齢の最大値は 45.2%減少し，標準偏差も

15.9%減少したことである。これらの変化は，GCN が空

間情報を統合する際に，個々の林分特徴だけでなく周辺

林分の影響も考慮し，より包括的で均衡のとれた林分特

徴分布を導出したことを示唆している。 

もともとの林分の不均一な林齢分布に対して，単結合

モデルによる GCN の適用後，林齢構成はより規則的に

なり，若齢林に偏向する傾向が観察された（図–5）。この

変化は，単結合モデルが道路近接性を重視し，アクセス

の良い若齢林の特徴をより強く反映した結果と解釈でき

る。

図–5. 林齢分布の変化 

Fig.5 Change in forest age distribution 

IV 考察 

GCN の適用により，林分特徴と周辺林分の特性を地理

空間的に統合することが可能となり，これはグルーピン

グ林分伐採の理論的基盤を提供する。 

実際の森林施業において，類似の特性を持つ林分をグ

ループ化し，一つの作業単位として管理することで，作

業効率と経済性の大幅な向上が期待できる。林分間の空

間的関係と全体的特徴を考慮することで，伐採戦略を最

適化し，持続可能な森林経営を実現することができる。 

29,123 個の林分に対して，単結合連接モデルでは 5,628

個のグループが形成され，各グループの平均林分数は 4.6

個，平均面積は 2.5 ha であった。 

このグルーピング林分伐採手法は，一回の伐採効率を

高めるだけでなく，長期的な視点から森林資源の利用を

最適化し，長期的な森林管理戦略の策定に有力な支援を

提供する。 

V 結論 

本論で提案した空間解析と GCN を統合したアプロー

チは，従来の最適化手法では十分に考慮できなかった地

形条件や林分の空間的関係性を伐採計画に反映させるこ

とを可能にした。この手法の主要な成果と意義は以下の

ようにまとめられる。 

1. 林分の空間的特徴の定量化

GCN を用いることで，林分間の特徴や道路との関係

性を考慮して定量的に評価することが可能となった。こ

れにより，従来の手法では捉えきれなかった林分間の空

間的つながりを考慮した伐採計画が可能になった。 

2. グルーピング林分伐採の提案

本手法を用いることで，林分を地理や路網といった条

件に基づきグループ化し，効率的な伐採計画を立案する

ための枠組みを提供した。これにより，作業効率の向上

した伐採計画の立案が可能になる。 

3. 持続可能な森林管理へのアプローチ

本論は，持続可能な森林経営を目指す新たな伐採計画

の基盤となりうる。地理条件に即した伐採が実現され，

長期的な森林資源の管理においても経済性と効率性の

両立が期待される。 
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伐木作業における熱中症リスクの評価手法の検討 

中田知沙 1・板谷明美 2・野田晋一 3・渡邉由一 3・櫻木隆満 3・山口浩和 1・猪俣雄太 1 
1森林総合研究所・2三重大学・3森林技術総合研修所林業機械化センター 

 

要旨：林業は足場の悪い山の中で伐採木など重量物を取り扱うため，身体的負担が大きく体温が上昇しやすい。とく

に，伐木作業は長袖・長ズボン（防護衣），ヘルメット・イヤマフ，安全靴，防振手袋などを着用することから，熱ス

トレスを受けやすい。本研究では，伐木作業中の熱中症リスクの評価手法を検討することを目的に，3 名の被験者を

対象に伐木試験を行った。被験者らの伐木時の心拍数増加率はそれぞれ最大で 32.26%～134.72%であった。また，被

験者らの伐木時の最大 RMR（作業強度）は 3.34～9.26 であった。試験日の最大 WBGT（熱中症指数）は 23.8℃（7 月

17 日），24.5℃（7 月 18 日）と高くはなかったものの，衣服の組み合わせにより WBGT 値に加えるべき補正値を考慮

すると，許容される WBGT を超える作業が生じていた可能性がある。 

キーワード：伐木，心拍数増加率，暑さ指数，熱中症指数 

 

Development of an evaluation method for heat stroke risk in logging operations 
Chisa NAKATA1, Akemi ITAYA2, Shinichi NODA3, Yoshikazu WATANABE3, Takamitsu SAKURAGI3, Hirokazu 

YAMAGUCHI1, Yuta INOMATA1 
1 Forestry and Forest Products Research Institute; 2 Mie University, 3Forestry Mechanization Center Forest Training Institute of 

Forestry Agency 

 

Abstract: Forestry work involves handling heavy objects, such as felled trees, in steep, uneven terrain, which places significant 

physical demands on workers and can lead to elevated body temperatures. In particular, felling tasks pose a high risk of heat stress, 

as workers are required to wear long-sleeved protective clothing, helmets, earmuffs, safety boots, and vibration-resistant gloves. 

This study aimed to develop a method to evaluate the risk of heat-related illness during felling operations by conducting felling trials 

with three subjects. The maximum heart rate increase observed during the tree-felling ranged from 32.26% to 134.72%, while their 

RMR (Relative Metabolic Rate) values reached up to 3.34 to 9.26. Although the maximum WBGT (Wet Bulb Globe Temperature) 

on the test days was not particularly high–23.8°C on July 17 and 24.5°C on July 18–considering the necessary correction factor due 

to clothing, it is possible that the work exceeded the acceptable WBGT limits. 

Keywords: tree felling, the rate of increase in heart rate, Wet Bulb Globe Temperature

I はじめに 

気候変動により地球温暖化が進むと，熱ストレスに晒

されることで労働衛生環境が悪化し，労働災害のリスク

が高まる(2, 10)。日本国内では，熱中症による労働災害が

増加傾向にあり，2023 年の死傷者数（死亡者数）は 1,106

人（31 人）であった(6)。とくに，足場の悪い山の中で伐

採木など重量物を取り扱う林業では，身体的負担が大き

く体温が上昇しやすく(16)，実際に林業従事者の 3 人に

1 人が熱中症を経験している(9)。また，林業作業の中で

も，伐木作業時は安全のため長袖・長ズボン（防護衣），

ヘルメット・イヤマフ，安全靴，防振手袋などの保護具

を着用することから熱ストレスを受けやすい。既往研究

では，森林内は蒸発散の効果や日射の遮断により夏季の

気温上昇が抑制されるといわれるが(1, 11, 13)，多様な気

象条件（気温，湿度，日射量，風速等）を示す森林環境

を考慮して熱中症リスクを計測した研究は少ない。一方

で，心拍数はウェアラブルデバイスで簡易に計測でき，

深部体温の予測に効果的であることから，熱中症リスク

の計測にも活用されつつある(7, 8, 15)。 

そこで，本研究では，ウェアラブルデバイスで取得し

た心拍数の結果から伐木作業中の熱中症リスクを計測す

る手法を検討することを目的とした。 

 

II 材料と方法 

1．試験概要 試験は 2024 年 7 月 17 日～18 日に，林

野庁森林技術総合研修所林業機械化センター（群馬県）

で実施した。当日の気象条件は，7 月 17 日は曇り～小雨

（平均気温 23.1℃，最大 28.0℃），7 月 18 日は曇り（平

論 文 関東森林研究 76-1 (2025) 



－ 146 －

均気温 22.1℃，最大 25.5℃）であった。作業現場は林冠

の閉鎖した林内であった。作業内容は，計 6 本の立木の

伐倒作業であった。解析対象としたのは，安全確認（草

刈り等の準備を含む），受け口切り，追い口切り，クサビ

打ち，安全確認，（次の立木への）移動の一連の伐木作業

であった。被験者 1 は 6 本目，被験者 2 は 2，3 本目，被

験者 3 は 4 本目にかかり木が発生した。かかり木処理の

工程は解析に使用しなかった。被験者 1 はスギの定性間

伐，被験者 2 および 3 はヒノキの列状間伐を行った。被

服条件について，1～3 本目は通常の伐木時の装備，4～6

本目はファン付き作業着で実施した。 

2．試験概要 本研究は，国立研究開発法人森林研究・

整備機構森林総合研究所倫理審査委員会の審査・承認を

得て実施した。試験を始める前に，被験者に対して試験

の目的や手順などに関する説明を十分に行い，試験参加

に対する同意を得た。被験者は，主に教育指導目的で林

業作業を行う，林野庁森林技術総合研修所林業機械化セ

ンターの機械化指導官 3 名（30～50 代，全員男性）であ

った（表–1）。 

表–1. 被験者の特性 

Table 1 Subject characteristics 

3．評価指標 Japan Society for Occupational Health(4)は，

作業強度（RMR，後述）に応じて許容される暑熱環境の

指標として熱中症指数（WBGT，後述）を示している（表

–2）。これは，連続 1 時間または断続 2 時間の作業ができ

る許容基準である。本研究では，心拍数から RMR を推

定し，許容 WBGT の基準値と比べることで熱中症リスク

を計測した。 

表–2. 職場における暑熱環境の許容基準 

Table 2 Occupational exposure limits for heat stress 

4．熱中症指数 計測には熱中症指数データロガー

（AD-5695DL，エー・アンド・ディー社）を用い，Yaglou 

and Minaed(18)による以下の式から WBGT（℃，Wet-Bulb 

Globe Temperature，湿球黒球温度指数）を計測した。 

WBGT = 0.7WB ＋ 0.2TG + 0.1TA 

ただし，WB は湿球温度(℃)，TG は黒球温度(℃)，TA は

乾球温度(℃)を示す。WBGT を用いたのは，気温だけで

なく湿度や風速，輻射熱も考慮した総合的な熱中症リス

クの指標(16)とするためである。 

5．作業強度 胸部装着型の心拍センサ（WHS-1，ユニ

オンツール社）を用いて心拍数（HR，bpm）を計測した。

計測した心拍数は 10 秒間の移動平均とし，解析周期を 5

秒間隔とした。心拍数増加率（HRincrease）は，以下の式に

より求めた。 

HRincrease= (HRwork – HRrest)/HRrest × 100 

ただし，HRincreaseは心拍数増加率(%)，HRworkは作業中の

心拍数(bpm)，HRrestは安静時心拍数(bpm)とした。安静時

心拍数は作業前に設けた安静時 5 分間の平均値とした。

被験者1の安静時心拍数は105 bpm，被験者2は72 bpm，

被験者 3 は 84 bpm であった。 

作業強度（RMR，Relative Metabolic Rate，エネルギー

代謝率）は，HRincrease から今冨(3)による近似式により求

めた。 

RMR = 0.068 × HRincrease + 0.1 

RMR は，作業の身体に与える強度を示す値で，林業を

含む作業の生理負担の指標として広く活用されてきた。

RMR は活動時代謝量から基礎代謝量を割ったものであ

るが，本研究においては上記の近似式を用いることで，

心拍数増加率から推定した。なお，RMR は体格，性別，

年齢などが考慮された基礎代謝量にもとづくが，本試験

は心拍数増加率から算出しているため，これらを考慮し

ていない。 

Ⅲ 結果と考察 

被験者らの心拍数増加率の推移を図–1 に示す。被験者

らの伐木時の平均心拍数増加率（± SD）は，23.64% ± 

3.46%（被験者 1），91.59% ± 17.77%（被験者 2），37.05% 

± 12.29%（被験者 3）であった。また，伐木時の最大心拍

数増加率はそれぞれ 32.26%（被験者 1），134.72%（被験

者 2），66.55%（被験者 3）であった。伐木時以外も含め

た被験者らの平均心拍数増加率（± SD）は，16.69% ± 

9.99%（被験者 1），56.68% ± 34.03%（被験者 2），25.59% 

± 17.78%（被験者 3）であった。被験者 2 の心拍数増加率

が高くなった要因として，年齢による影響やかかり木が

発生して作業が長時間化したことが考えられた。 

図–2 に RMR と許容 WBGT を示す。本研究では，箱ひ

げ図の実線は中央値を示し，点は外れ値を示す。ボック

スの上下はデータの第 1 四分位数(Q1)と第 3 四分位数

Japan Society for Occupational Health (4)を改変 
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(Q3)，つまりデータの 50%が含まれる範囲を示す。エラ

ーバーは Q1 から 1.5×四分位範囲(IQR)，および Q3 から

1.5×IQR までの範囲を示す。被験者らの伐木時の平均

RMR ± SD（最大）は 2.22 ± 0.40（3.34，被験者 1），6.33 

± 1.21（9.26，被験者 2），2.62 ± 0.84（4.63，被験者 3）で

あった。被験者 1 と 3 は，平均 RMR（2.22 および 2.62）

に対応して許容される WBGT（表–1）が 29.0℃以下であ

る一方で，作業現場は林冠が閉鎖しており，試験時の最

大 WBGT は，7 月 17 日は 23.8℃，7 月 18 日は 24.5℃と

高くはなかったことから，WBGT 許容値から判断される

熱中症リスクは低かった。一方で，被験者 2 は平均 RMR

が 6.33 と最も高く，許容 WBGT の基準値外の作業強度

（RMR6 以上）となる場合がみられたことから熱中症リ

スクが懸念された。また，被験者は全員保護具を着用し

ており，衣服により差し引きが必要な許容 WBGT への補

正値（マイナス 0～11℃，中央労働災害防止協会(18)）を

考慮すると，許容される WBGT は低くなり，基準値を超

える状況での作業が生じていた可能性がある。伐木作業

は既往研究でも高負荷（平均 RMR は間伐が 2.39～5.74，

主伐が 3.1～11.6，(12, 16)）となることが指摘されており，

今後は，林業の高負荷の作業強度に応じた許容 WBGT を

設けることや適切な休憩をとることで平均 RMR を低減

することが必要であると考えられる。 

図–3 にファン付き作業着の有無による心拍数増加率

の違いを示す。いずれの被験者もファン付き作業着の有

無により心拍数増加率が有意に異なり（p<0.001，Welch’s 

test），被験者 2 と 3 はファン付き作業着ありで有意に心

拍数増加率が高かった。ファン付き作業着は有効といわ

れるが(14, 17)，本試験ではファン付き作業着による試験

を後半に行ったことや，通常の作業着に重ねて着用した

ことなどから，作業負荷や熱ストレスが高まり，ファン

付き作業着によって除去できる作業負荷を超えしまった

可能性がある。 

Ⅳ おわりに 

本研究によって，WBGT とウェアラブルデバイスで得

られる心拍数が熱中症リスクの評価にある程度有用であ

ることが示された。一方で，WBGT は風速への反応性の

低さが指摘されることから(5)，下層木の繁茂により風が

通らず，日差しがあたらなくとも高湿度になりやすいな

ど，林内に特有の暑熱環境を適切に計測できているか検

証していく必要がある。また，本研究では防護衣を装着

して試験を行ったが，林業作業時の衣内環境を計測する

ことで許容 WBGT の適切な補整値が得られるだろう。今

後は，評価手法を改良していくことで，リアルタイムで

得られた生体情報をもとに熱中症リスクを共有したり警

告するシステムの構築につながることが期待される。 

謝辞：本研究は JSPS 科研費 23K053030K の助成を受け
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図–2. RMR の結果 (a)は被験者 1，(b)は

被験者 2，(c)は被験者 3 の結果，点線は許

容 WBGT を示す 

Fig.2 The results of RMR: (a) represents the 

results for Subject 1, (b) for Subject 2, and (c) 

for Subject 3. The dotted line indicates the 

permissible WBGT. 

図–3. ファン付き作業着の有無による心拍数増加率の違

い (a)は被験者 1，(b)は被験者 2，(c)は被験者 3 の結果を

示す 白はファン付き作業着なし，グレーはファン付き作

業着ありの結果，数値は平均値を示す（***: p < 0.001） 

Fig.3 Differences in heart rate increase with and without fan-

equipped workwear are shown. (a) represents the results for 

Subject 1, (b) for Subject 2, and (c) for Subject 3. White indicates 

results without fan-equipped workwear, and gray indicates results 

with fan-equipped workwear. The values represent the mean. 

(***: p < 0.001). 

図–1. 心拍数増加率の時系列推移 (a)は被験者 1，(b)は被験者 2，(c)は被験者 3 の結果を示し，赤は伐木

時，点線は伐採木ごとの区切りを示す 

Fig.1 Time series trend of the rate of increase in heart rate: (a) shows the results for Subject 1, (b) for Subject 2, and (c) 

for Subject 3. Red indicates the tree-felling phases, and dotted lines mark the separation between each felled tree. 
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山梨県の亜高山帯針葉樹林におけるコメツガ稚樹へのニホンジカの摂食の影響 

林耕太 1  
1山梨県森林総合研究所 

 

要旨：増加したニホンジカによる森林植生への影響が日本各地で生じている。その影響は高標高域においても例外で

はなく，シラビソやオオシラビソといった亜高山帯針葉樹林を構成する樹木で樹幹剥皮が顕在化している。一方でコ

メツガはシラビソやオオシラビソと比較すると樹幹剥皮の嗜好性は高くなく，比較的軽微な影響で留まっていた。し

かし，近年コメツガの稚樹に立ち枯れが多くみられるようになり，ニホンジカの影響が疑われた。そこで本研究では，

山梨県南アルプス市の櫛形山において，コメツガ稚樹の立ち枯れとニホンジカによる摂食の関係を調査した。その結

果，幹の剥皮率が高いほど生存率が低いことがわかり，ニホンジカによる剥皮の影響が考えられた。 

キーワード：ニホンジカ，コメツガ，剥皮，亜高山帯針葉樹林 

 

Impact of bark stripping by sika deer on Tsuga diversifolia saplings survivorship at a subalpine forest in 

Yamanashi Prefecture 
Kohta Hayashi1 

1Yamanashi Forest Research Institute 

 

Abstract: The increasing population of sika deer has had a significant impact on forest vegetation in Japan. This impact is no 

exception in high-elevation areas, where bark stripping has become prevalent in Abies veitchii and A. mariesii in subalpine 

coniferous forests. On the other hand, Tsuga diversifolia had been less preferred for bark stripping compared to A. veitchii and A. 

mariesii, resulting in a relatively minor impact from deer on this species. However, increased mortality in T. diversifolia saplings 

has become evident and the involvement of sika deer was suspected. In this study, I investigated the relationship between mortality 

and stem bark stripping of T. diversifolia saplings at a subalpine forest in Mt. Kushigata in Minami-alps city, Yamanashi Prefecture. 

As a result, I found that the higher mortality rate was observed in saplings with higher bark stripping rate, suggesting the influence 

of bark stripping by sika deer. 

Keywords: Sika deer, Tsuga diversifolia, Bark stripping, Subalpine coniferous forest 

I はじめに 

ニホンジカの生息個体数の増加や分布の拡大により，

下層植生の衰退や更新阻害，立木の樹幹剥皮などの森林

への影響が各地で顕在化している(5)。増加したニホンジ

カは高標高にも多く出没するようになり，亜高山帯針葉

樹林においてもニホンジカによる樹幹の剥皮が顕在化し

ている(4, 14, 16)。シラビソやオオシラビソは，比較的胸

高直径の小さい個体を中心に多くの個体が剥皮されてお

り，林分構成の変化が懸念されている(1, 4, 8, 9)。一方で，

亜高山帯針葉樹林のもう 1 つの主要な樹種であるコメツ

ガへの樹幹剥皮の選好性は高くなく(12)，シラビソやオ

オシラビソと比べるとニホンジカの影響は限定的であっ

た(3, 4, 7)。 

しかし近年，山梨県内の南アルプスなどの亜高山帯針

葉樹林において，コメツガの稚樹の立ち枯れが目立つよ

うになった（図–1）。コメツガの稚樹には幹を剥皮された

個体も認められることから，剥皮による枯死への影響が

疑われるが，その関係性は明らかになっていない(3, 7)。

論 文 関東森林研究 76-1 (2025) 

図–1. 立ち枯れたコメツガの稚樹 

Fig. 1. Died Tsuga diversifolia saplings 
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そこで本研究では亜高山帯針葉樹林におけるコメツガ稚

樹の立ち枯れの発生状況を把握し，立ち枯れと剥皮の関

係を明らかにすることを目的とした。 

II 材料と方法 

1．調査地 調査地は山梨県南アルプス市上市之瀬に位

置する櫛形山の亜高山帯針葉樹林で，標高は 1950～

1970 m である（図–2）。櫛形山では，アヤメの群生地と

して有名であるが，ニホンジカによってその開花が激減

し(6)，草原植生が大きく変化するなど(10)，2000 年代後

半からニホンジカの強い影響が報告されている。一方で，

森林内のコメツガ稚樹の枯死は，筆者らの観察ではここ

数年で目立つようになってきた。

2023 年 12 月，コメツガが優占する林内に 20 × 20 m

の調査区を 2 つ設置した。両プロットは約 30 m 離れて

いる。東側の調査区（プロット 1）はプロット設置の約

2 か月前に南アルプス市が設置した植生保護柵内に位置

し，西側の（プロット 2）は柵外に位置する。 

2．調査項目 調査区内の地際直径（D0）1 cm 以上で，

樹高 1.3 m 未満，若しくは胸高直径（DBH）1 cm 未満

の立木を稚樹とし，樹種，幹の生死，D0，剥皮率を記録

した。D0 はノギスで 2 方向の直径を測定し（0.1 mm 単

位），平均した。死亡している幹は，立ち枯れた状態で幹

が根元から残っている場合には対象とした。剥皮率は幹

の断面のうち剥皮された周囲の割合とし，10%単位で 0 

～100 %の間で記録した。 

DBH 1 cm 以上の立木は成木とし，樹種，幹の生死，

胸高周囲長（GBH）もしくは DBH，剥皮率を記録した。

GBH はスチールメジャーで地上高 1.3 m の周囲長を測

定し（0.1 cm 単位），円周率で除して DBH に変換した。

GBH の測定が困難なものはノギスで DBH を 2 方向測

定し（0.1 cm 単位），平均した。成木については DBH か

ら樹種毎に胸高断面積合計を計算した。

コメツガ稚樹の幹の生死への影響要因を，一般化線形

モデル（GLM）を用いて解析した。応答変数に幹の生死，

説明変数にプロット，D0，剥皮率を用いた。誤差分布は

二項分布，リンク関数はロジットとした。各説明変数の

有意性は尤度比検定により評価した。解析には R 4.2.2 

(11)を用いた。 

III 結果と考察 

調査した 2 つの試験区は，死亡幹を除く成木の胸高断

面積合計の 78%と 92%をコメツガが占めており，生存す

る稚樹の本数も98%と97%がコメツガであった（表–1）。

成木のコメツガは大径木から小径木まで存在し，稚樹は

小さいクラスに集中していた（図-3）。ニホンジカの影響

が顕著になる前の 1970 年の調査地周辺の森林は，コメ

ツガが優占した林に，ダケカンバなどの落葉広葉樹が混

じる林相だったという植生調査の記録があり(15)，当時

から高木層の構成の大きな変化は起きていないと考えら

れた。 

剥皮は，出現した樹種のうちダケカンバを除く他の全

ての樹種で生じていた。コメツガでは，成木で剥皮され

た幹の割合は14%と16%と両プロットともそれほど高く

ないのに対して，稚樹では 57%と 51%であり，稚樹で剥

皮が多く生じていた。コメツガ成木の剥皮された幹も 5

図–2.  本研究で用いた 20 m × 20 m 調査区の位置。右図の点線は調査 2 ヵ月前に設置さ

れた植生保護柵の位置を示す 

Fig. 2. Location of 20 m×20 m plots. A dotted line in the right-hand figure indicates the fence installed 

two months prior to the investigation to protect vegetation 
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本中 3 本が DBH 6 cm 未満であり，サイズの小さい幹が

剥皮の被害に遭いやすい傾向が認められた。剥皮された

箇所には歯型の食痕が残っているものがあったことや，

樹皮が繊維状にめくれた痕跡は認められなかったことか

ら，オスのニホンジカによる角研ぎではなく，摂食によ

って生じたものと考えられた。またニホンジカは稚樹の

枝葉も摂食し，大きな影響を与えることが知られている

が(13)，調査地周辺では顕著な枝葉の摂食は見られてお

らず，剥皮が主な被害となっていた。 

コメツガの稚樹の生存率は 63%と 65%であり，両プロ

ットとも対象とした幹のうち 4 割弱が既に死亡していた。

コメツガ稚樹の幹の生死へ影響した要因では，プロット

間や地際直径には有意な違いが認められなかったのに対

して，剥皮率に有意な効果が認められた（p < 0.001, 表–

2）。幹の剥皮率が高いほど生存率が低い傾向が認められ，

剥皮されていない幹では 92%が生きていたのに対して，

幹の周囲を50%以上剥皮された幹のうち生きていた幹は

図–4. コメツガ稚樹の剥皮率と生存率の関係。プロッ

ト間に有意差が認められていないことから両プロッ

トのデータを合計して用いた 

Fig 4. Relationship between bark stripping rate and survival 

rate of T. diversifolia saplings. The data from the two study 

plots were combined as no significant difference was found 

表–2. 一般化線形モデルにおけるコメツガ稚樹の生

死に対する各説明変数の尤度比検定の結果の要約。 

Table 2. Summary of the results of likelihood ratio test in 

GLM for the survival of T. diversifolia saplings 

説明変数 自由度 χ 2 ｐ

プロット 1 0.576 0.448

地際直径 1 0.384 0.535

剥皮率 1 70.966 <0.001

成木 稚樹

樹木種 本数
a 胸高断面積合計

 (m
2
/0.04ha)

生存
率

剥皮

幹率
b 本数

a 生存
率

剥皮

幹率
b

プロット1

コメツガ 14 1.96 (78%) 71% 14% 86 63% 57%

オガラバナ 9 0.18 (7%) 67% 78% - - -

ダケカンバ 2 0.36 (14%) 100% 0% - - -

シラビソ 1 0.01 (0%) 100% 100% - - -

ウラジロモミ - - - - 1 100% 0%

広葉樹
c 1 - 0% 不明 - - -

針葉樹
c 1 - 0% 不明 - - -

プロット2

コメツガ 19 2.49 (92%) 84% 16% 115 65% 51%

オガラバナ 5 0.15 (6%) 80% 20% - - -

ダケカンバ 1 0.05 (2%) 100% 0% - - -

シラビソ - - - - 1 0% 100%

ウラジロモミ - - - - 3 67% 33%

広葉樹
c 2 0 0% 不明 - - -

a, 既に枯死しているが死亡幹が残存しているものを含む本数

c, 枯死後時間が経過しており、樹種の判別が不能だったもの。

b, 樹皮の剥皮が認められた幹の割合。死亡幹を含むが、腐朽等で剥皮の判別
不能だった幹は除く。

表–1. 調査地の出現樹種の構成と，成木と稚樹の生存率及び剥

皮された幹の割合 

Table 1. Composition of tree species, survival rate, and debarking rate of 

stands in the study plots 

成木 稚樹

樹木種 本数
a 胸高断面積合計

 (m
2
/0.04ha)

生存
率

剥皮

幹率
b 本数

a 生存
率

剥皮

幹率
b

プロット1

コメツガ 14 1.96 (78%) 71% 14% 86 63% 57%

オガラバナ 9 0.18 (7%) 67% 78% - - -

ダケカンバ 2 0.36 (14%) 100% 0% - - -

シラビソ 1 0.01 (0%) 100% 100% - - -

ウラジロモミ - - - - 1 100% 0%

広葉樹
c 1 - 0% 不明 - - -

針葉樹
c 1 - 0% 不明 - - -

プロット2

コメツガ 19 2.49 (92%) 84% 16% 115 65% 51%

オガラバナ 5 0.15 (6%) 80% 20% - - -

ダケカンバ 1 0.05 (2%) 100% 0% - - -

シラビソ - - - - 1 0% 100%

ウラジロモミ - - - - 3 67% 33%

広葉樹
c 2 0 0% 不明 - - -

a, 既に枯死しているが死亡幹が残存しているものを含む本数

c, 枯死後時間が経過しており、樹種の判別が不能だったもの。

b, 樹皮の剥皮が認められた幹の割合。死亡幹を含むが、腐朽等で剥皮の判別
不能だった幹は除く。

図–3. コメツガ成木の胸高直径 (A) と稚樹

の地際直径 (B) のサイズ構成 

Fig 3. Size structure of diameter at breast height of 

adult trees (A) and diameter at ground height of 

saplings (B) of T. diversifolia 
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35%のみであった（図–4）。今回の調査では既に死亡して

いる幹の剥皮の程度を測定しているため，死亡後に剥皮

が生じた可能性や，樹皮が腐朽等により剥落した可能性

も否定できないものの，剥皮がコメツガ稚樹の死亡率に

関係があることが示唆された。 

先行研究ではニホンジカの剥皮がコメツガ稚樹の生残

に及ぼす影響は認められておらず，本研究と異なってい

た。長池(7)による富士山麓の亜高山帯針葉樹林における

研究では，シラビソやオオシラビソの稚樹の剥皮率が生

残に影響する主要因となっていたのに対して，コメツガ

稚樹では剥皮率が生残に影響している傾向は認められな

かった。また，平岡らによる北八ヶ岳での研究(3)では，

コメツガ稚樹は，剥皮の高い累積被害割合を示す一方で，

生残割合は他樹種と比較して高く，剥皮を受けても枯死

率は低い可能性が示された。これらの研究ではそれぞれ

樹高 2 m と 1.3 m 以上を対象としていたのに対して，本

研究で扱った稚樹で樹高 1.3 m に達していたのは 1 本の

みであった。そのため，剥皮の生残への影響は胸高に達

する前の小さいサイズにおいて生じやすいのかもしれな

い。ただし，本研究では稚樹の幹の生残に対してサイズ

（地際直径）の有意な効果は認められておらず，より幅

広いサイズ構成を対象とした調査が必要である。 

ニホンジカの嗜好性は状況によって変化し，これまで

あまり食べられなかった植物が，強い採食圧を受けるよ

うになる事例が報告されている(2)。コメツガの稚樹もこ

れまで強い採食圧を受けていなかったところから，強い

採食圧を受けるように変化した可能性がある。稚樹の枯

死の増加は森林の将来的な種構成に影響を及ぼすことが

懸念されるため，今後の変化を注視していく必要がある。

本研究の調査地周辺には，調査の 2 ヵ月前に南アルプス

市が植生保護柵を設置しており，プロット 1 は柵内，プ

ロット 2 は柵外に設定されている。今後両プロットを追

跡調査して比較することで，ニホンジカによる剥皮が稚

樹の生残に与える影響と，その時間変化を明らかにする

ことが期待される。 

謝辞：山梨県森林総合研究所の長池卓男氏には研究のき

っかけや多くの助言をいただきました。また玉田勝也氏
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菌従属栄養植物ギンリョウソウモドキの鱗片葉に内生する菌類群集 

松倉君予・深谷美羽・上村真由子・太田祐子 

日本大学生物資源科学部 

 

要旨：ギンリョウソウモドキは，根で共生する外生菌根菌に養分を依存する菌従属栄養性の植物である。一般に，陸

上の緑色植物の葉には多様な菌類が病徴を示さずに内生することが知られるが，菌従属栄養植物の地上部組織におけ

る内生菌の存在や生態的機能は未解明である。本研究は，ギンリョウソウモドキの鱗片葉に内生する菌類群集の特徴

を明らかにすることを目的とした。群馬県で採集したギンリョウソウモドキの鱗片葉から内生菌を分離し，rDNA ITS

領域の塩基配列情報に基づき分類群を推定した結果，8 属から成る 30 菌株が分離された。Colletotrichum 属菌が分離

総数の 63％を占め，本植物の鱗片葉における主要な内生菌であることが示された。今後，菌従属栄養植物における内

生菌の生態的機能や宿主との相互作用の解明が求められる。 

キーワード：内生菌，植物病原菌，コレトトリカム属，真菌類，植物病害 

 

Community composition of endophytic fungi isolated from the scale leaves of  

a mycoheterotrophic plant, Monotropa uniflora 
Kimiyo MATSUKURA, Miu FUKAYA, Mayuko JOMURA, Yuko OTA 

College of Bioresource Sciences, Nihon University 

 

Abstract: Monotropa uniflora is a mycoheterotrophic plant that relies on ectomycorrhizal fungi to obtain carbon hydrates. In general, 

almost all terrestrial photosynthetic plants are colonized by a variety of endophytic fungi in their leaves, but little is known about 

the endophytic fungi associated with mycoheterotrophic plants. This study aims to elucidate the fungal community composition of 

endophytic fungi isolated from the scale leaves of M. uniflora. Fruiting plants were collected in Gunma Prefecture, and pure cultures 

were isolated from the scale leaves and assigned to the taxon based on the nucleic acid sequence of the rDNA ITS region. As a result, 

30 isolates of fungal endophytes were obtained and assigned to eight genera. Colletotrichum spp. was the most dominant comprising 

63 % of the total isolates, suggesting that it is an important taxon of endophytic fungi of M. unitropa. In further studies, we hope to 

clarify the ecological functions of these fungal genera isolated from M. uniflora and their associations with host plants. 

Keywords: endophytic fungi, phytopathogenic fungi, Colletotrichum, fungi, plant disease  

I はじめに 

陸上植物の多くは緑色の葉を有し光合成によって養分

を生産するが，一部には共生する菌類に栄養の調達を依

存する菌従属栄養性の種が知られる(19)。菌従属栄養植

物は光合成能力を失っており，緑色ではない体色と，地

上部組織が退化した特異な形態を示す種が多い。菌従属

栄養植物と菌類の共生関係に関する研究はこれまで根な

どの地下部組織を対象として進められており(18)，地上

部組織における菌類との関わりは未解明である。 

陸上に生育するあらゆる植物の葉には，内生菌（本研

究では「生活環のある時期において，明らかな病徴を表

すことなく，生きた植物の組織内に生息する生物(9)」の

うち真菌類と定義する）が生息することが知られる(1)。

内生菌は分類群や感染経路、定着する植物器官などに基

づきグループに分けられ，特に植物の芽や葉に定着する

群集は非常に多様な分類群で構成される(12)。 

葉に生息する内生菌の生態的機能や宿主植物に及ぼす

影響については，未解明の点が多い。一部の内生菌では，

宿主植物に対して病害への抵抗性などの利益をもたらす

ことが知られている(2)。一方で内生菌として健全な葉か

ら分離された菌株であっても，接種試験により病原性が

確認される例(10)が報告されている。多様な内生菌類の

大部分は，植物病原菌や腐生菌が一時的に潜伏している

状態であると考えられている。 

ギンリョウソウモドキ（Monotropa uniflora）は菌従属

栄養植物の一種で，ツツジ科シャクジョウソウ亜科シャ

クジョウソウ属に属する草本類である（図–1）。本種は広

葉樹林のやや暗い林床などに生育し，8～10 月頃に地上

部に茎を伸ばして開花する。本種の植物体は全体が白色

で光合成を行わず，外生菌根性のベニタケ科菌類に養分 
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を依存している(18)。光合成を行わないため葉は退化し，

長さ 1 cm 前後の鱗片葉をまばらにつける（図–1）。 

本研究はギンリョウソウモドキを対象として，菌従属

栄養性植物の鱗片葉に内生する菌類群集の特徴を明らか

にすることを目的とした。内生菌の分類群は分離菌株の

塩基配列情報に基づいて属レベルで推定した。 

 

II 材料と方法 

1. 調査地および試料採集 試料の採集は群馬県利根

郡みなかみ町に位置する日本大学生物資源科学部付属水

上演習林で行った。同演習林はブナやミズナラが優占す

る落葉広葉樹林であり，気候区分は冷温帯に位置づけら

れる。2021 年 9 月 24 日、林床に発生したギンリョウソ

ウモドキの植物体の地上部を 5 本採集した。採集した植

物体は 20 cm 程度であり，蒴果を形成していた。採集後

は茎の切断面を水に浸した状態で実験室に持ち帰った。 

2. 菌株の分離培養 植物体 1 本につき健全な鱗片葉

を 4 枚選別し，葉の中心を滅菌したコルクボーラー（直

径 7 mm）でくり抜き葉片を作成した。葉の表面に付着し

た菌類を除去するため，葉片を 70％エタノールに 1 分，

15％過酸化水素水に 30 秒，70％エタノールに 1 分ずつ

浸漬して表面殺菌処理を行い(6 の改変法)，滅菌水で洗浄

した後に滅菌ろ紙上で約 1 時間乾燥させてから 1/2 ポテ

トデキストロース寒天（以下，PDA）平板培地上に静置

した。室温で 7 日間培養し，葉片から伸長した菌糸を順

次 PDA 平板培地上に移植して菌株を単離した。 

3. 菌株の同定 分離菌株の菌糸を滅菌した柄付針で

切り取り、DNeasy Plant Mini Kit（Qiagen）を用いて菌体

から DNA を抽出した。抽出した DNA を鋳型としてプラ

イマーITS5 および ITS4 (17)を用いた PCR 反応を行い，

5.8S を含む rDNA ITS1 および ITS2 領域（以下，ITS 領

域）を増幅し，サンガ―シーケンスによって塩基配列を

決定した。塩基配列は NCBI ホームページの GenBank デ

ータベースを対象とした BLAST（Basic Local Alignment 

Search Tool）検索を行い(8)，分類群を推定した。一致率

が高い種が複数示された場合には属までの同定に留めた。 

10 菌株以上が分離された Colletotrichum 属菌には，分

類学的な種の境界が不明確な種複合体が多数含まれるこ

とが知られる(4, 7)．本研究では，同属の 19 分離菌株の

塩基配列と Liu et al. (7) で示された 16 種複合体の代表種

の登録配列，BLAST 検索において上位に示された 5 種の

登録配列を MAFFT(5)でアライメントした後に， MEGA 

ver. 11(15)で曖昧な配列やギャップを削除して最尤法で

系統樹を作成し，菌株に近縁な種複合体を推定した。 

 

III 結果と考察 

 ギンリョウソウモドキの鱗片葉 20 片から合計 30 菌株

が分離された（表–1）。葉片数に対する分離率は 80％を

示し，すべての植物体上において内生菌の定着が確認さ

れた。このことから，菌従属栄養植物の鱗片葉において

も内生菌が高頻度に定着していることが明らかとなった。 

各菌株の ITS 領域を対象とした BLAST 検索の結果に

基づき，30 菌株は 8 属（Annulohypoxylon，Aspergillus，

Calonectria，Colletotrichum，Daldinia，Diaporthe，Penicillium，

Umbelopsis）に分類された（表–2）。このうち Umbelopsis 

を除く 7 属はいずれも緑色植物の葉においても内生菌と

して生息することが報告されており(11)，菌従属栄養植

物と緑色植物の葉に定着する内生菌の分類群の多くは共

通すると推定された。Umbelopsis sp. は通常森林土壌や

植物の根の内生菌として検出されることが多い属であり

(11)，植物の地上部組織から分離された例は稀である。 

一般に樹木の葉に生息する内生菌では，飛散した胞子

が気孔や宿主表皮から宿主体内に侵入し，細胞間隙など

で休眠する例が数多く知られている(13, 14)。ギンリョウ

ソウモドキでは鱗片葉の下面に気孔が観察されているが

(3)，内生菌の感染との関係は明らかではない。今後，本

研究で分離された菌類の感染経路や宿主体内での挙動を

宿主植物
個体番号

供試
鱗片葉数

菌が分離された
鱗片葉数

分離
菌株数

菌類の
属数

No. 1 4 4 7 4

No. 2 4 2 3 1

No. 3 4 3 5 3

No. 4 4 4 9 3

No. 5 4 3 6 4

合計 20 16 30 8

表–1. 植物体ごとの分離状況 

Table 1 Summary of isolates for each plant body. 

図–1. 林床に生育するギンリョウソウモドキ 

Fig.1 Flowering plant body of Monotropa uniflora growing 

on the forest floor. Sl: scale leaf.  
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調べることで，内生菌と菌従属栄養植物の間の相互作用

の仕組みや光合成を行う緑色植物との相違点を明らかに

することができると考えられる。 

本研究における各属の相対的割合を示すと，

Colletotrichum spp.（19 株）が分離菌株の総数の 63％を占

め，ギンリョウソウモドキの鱗片葉において主要な分類

群であることが示された（図–2）。続いて Diaporthe spp. 

が 10％（3 菌株），Calonectria spp. および Penicillium spp. 

が 7％（各 2 菌株）であった。その他の 4 属は 1 菌株の

みが分離された。Calonectria spp.，Colletotrichum spp.，

Diaporthe spp. は森林に生育する多様な植物の内生菌(11)

や病原菌（4, 16）として知られるが，これら 3 属で分離

株総数の 80％（24 菌株）を占めた。今回採集した植物体

には目立った病徴は確認されなかったことから，ギンリ

ョウソウモドキの葉には周辺に生育する植物種の病原菌

が潜在感染している状態であると推測された。 

Colletotrichum spp. 19 菌株について同属内における種

複合体を推定したところ，C. acutatum 種複合体に近縁な

菌株が 9 株，C. dematium 種複合体に近縁な菌株が 5 株，

C. gigasporum 種複合体に近縁な菌株が 3 株，C. 

gloeosporioides 種複合体に近縁な菌株が 2 株であり，4 つ

の種複合体で構成されることが示された（図–3）。これら

の種複合体には内生菌，病原菌，腐生菌として宿主植物

と密接に関わる種が多いため，本研究で内生的に分離さ

れた菌株の種レベルでの同定を進め，生態的機能や宿主

関東森林研究 76-1 (2025) 

表–2. 分離菌株の同定結果 

Table 2 Results of taxon assignment based on BLAST search for each fungal isolate. 

登録配列の分類群 一致率（%） Accession

FM002 Aspergillus  sp. LC851066 Aspergillus restrictus 99.8 OW982848

FM003 Colletotrichum  sp. 1（C. acutatum  種複合体) LC851067 Colletotrichum lupini 100.0 LC206489

FM004 Diaporthe  sp. LC851068 Diaporthe  sp. 99.8 LC719212

FM005 Colletotrichum  sp. 1（C. acutatum  種複合体) LC851069 Colletotrichum godetiae 100.0 OK336107

FM006 Daldinia  sp. LC851070 Daldinia eschscholtzii 99.8 MK334010

FM007 Colletotrichum sp. 4（C. gloeosporioides  種複合体) LC851071 Colletotrichum siamense 99.8 JQ894661

FM008 Colletotrichum  sp. 1（C. acutatum  種複合体) LC851072 Colletotrichum nymphaeae 100.0 OK036664

FM009 Colletotrichum  sp. 1（C. acutatum  種複合体) LC851073 Colletotrichum nymphaeae 100.0 OK036664

FM010 Colletotrichum sp. 4（C. gloeosporioides  種複合体) LC851074 Colletotrichum jiangxiense 100.0 MW217262

FM012 Colletotrichum  sp. 1（C. acutatum  種複合体) LC851075 Colletotrichum  sp. 99.7 LC435462

FM013 Diaporthe  sp. LC851076 Diaporthe eres 99.8 MZ078590

FM014 Colletotrichum  sp. 2（C. dematium  種複合体) LC851077 Colletotrichum  sp. 100.0 MZ078540

FM015 Colletotrichum  sp. 1（C. acutatum  種複合体) LC851078 Colletotrichum lupini 100.0 LC206489

FM017 Annulohypoxylon  sp. LC851079 Annulohypoxylon truncatum 96.6 JQ303335

FM018 Colletotrichum  sp. 2（C. dematium  種複合体) LC851080 Colletotrichum jinshuiense 99.8 CP150811

FM019 Colletotrichum  sp. 2（C. dematium  種複合体) LC851081 Colletotrichum  sp. 99.8 MZ078540

FM020 Diaporthe  sp. LC851082 Diaporthe cotoneastri 99.7 KJ609008

FM021 Colletotrichum  sp. 3（C. gigasporum  種複合体) LC851083 Colletotrichum taiwanense 99.8 MK311287

FM023 Colletotrichum  sp. 2（C. dematium  種複合体) LC851084 Colletotrichum  sp. 99.8 MZ078540

FM024 Penicillium  sp. LC851085 Penicillium echinulatum 99.8 LT558919

FM025 Colletotrichum  sp. 2（C. dematium  種複合体) LC851086 Colletotrichum  sp. 100.0 MW774960

FM027 Colletotrichum  sp. 1（C. acutatum  種複合体) LC851087 Colletotrichum nymphaeae 99.6 PP809335

FM028 Colletotrichum  sp. 3（C. gigasporum  種複合体) LC851088 Colletotrichum taiwanense 99.6 MK311287

FM029 Colletotrichum  sp. 3（C. gigasporum  種複合体) LC851089 Colletotrichum gloeosporioides 99.8 MK311219

FM030 Colletotrichum  sp. 1（C. acutatum  種複合体) LC851090 Colletotrichum nymphaeae 99.4 PP809335

FM031 Calonectria  sp. LC851091 Calonectria  sp. 100.0 KP972551

FM032 Calonectria  sp. LC851092 Calonectria colhounii 98.3 JF742647

FM034 Umbelopsis  sp. LC851093 Umbelopsis ramanniana 99.2 MN218796

FM035 Colletotrichum  sp. 1（C. acutatum  種複合体) LC851094 Colletotrichum nymphaeae 99.7 OK036664

FM036 Penicillium  sp. LC851095 Penicillium lenticrescens 100.0 MZ687466

BLAST検索で最も上位に示された登録配列情報

菌株番号 本研究で推定した分類群 Accession

図–2. ギンリョウソウモドキの鱗片葉から分離さ

れた内生菌群集の組成 

Fig.2 Community composition of endophytic fungi 

isolated from the scale leaves of Monotropa uniflora. 
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植物との相互作用関係を解明する必要がある。 
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Fig.3 Assignment of species complexes for isolates belonging 
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maximum likelihood tree). Grey meshes represent fungal 

isolates obtained in this study. 
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異なる菌根タイプの根圏および周辺土壌における放線菌の出現傾向 

田中恵・小山純平 

東京農業大学地域環境科学部 

 

要旨：菌根は外生菌根，アーバスキュラー菌根などのタイプがあり，その根圏には周辺土壌とは異なる微生物相が形

成されている。また，菌根タイプの違いも根圏微生物相に影響を及ぼす可能性が示唆されている。根圏微生物の中で

も放線菌の出現は菌根タイプの違いに影響を受けるのかを明らかにするために，外生菌根性のアカマツ，アーバスキ

ュラー菌根性のヒノキを用い，成木の根圏と周辺土壌を採取し，分離株の種レベルの推定と抗菌活性の有無を調べた。

その結果，菌根タイプの違いは培養可能なバクテリアの密度には大きく影響しないが，Streptomyces 属の種組成に影響

を及ぼす可能性が示唆された。また，希少放線菌の出現や抗菌活性効果が根圏の一部株にみられたことから，根圏は

放線菌の生息環境としても特殊な環境である可能性が考えられた。 

キーワード：Streptomyces，外生菌根，アーバスキュラー菌根，アカマツ，ヒノキ 

 

Trends of actinobacterial occurrence in rhizosphere and bulk soil with different mycorrhizal types 
Megumi TANAKA, Junpei OYAMA 

Faculty of Regional Environment Science, Tokyo University of Agriculture 

 

Abstract: Mycorrhizal types include ectomycorrhizal and arbuscular mycorrhizal, and their rhizospheres have a microbiota that 

differs from that of the surrounding bulk soil. It has been suggested that differences in mycorrhizal types may also affect the 

rhizosphere microbiota. To clarify whether the occurrence of actinomycetes among rhizosphere microbiota is affected by differences 

in mycorrhizal types, we collected rhizosphere and surrounding bulk soil samples from mature trees of ectomycorrhizal Japanese 

red pine and arbuscular mycorrhizal Japanese cypress to estimate the species level of isolates and to determine whether they have 

antibacterial activity. Results suggest that differences in mycorrhizal type do not significantly affect the density of culturable bacteria 

but may influence the species composition of genus Streptomyces. The occurrence of rare actinomycetes and the antibacterial activity 

effect of some strains isolated from the rhizosphere suggested that the rhizosphere may also be a habitat for actinomycetes. 

Keywords: Streptomyces, ectomycorrhiza, arbuscular mycorrhiza, Pinus densiflora, Chamaecyparis obtusa 

I はじめに 

根圏とは植物細根の周辺を含む空間のことを指す。根

圏には根から放出される糖やアミノ酸，有機酸などを養

分とするバクテリアや糸状菌などの微生物が集まってく

る(9)。根圏に存在する微生物の中でもバクテリアは特定

の分類群が優占する傾向があり，門レベルにおいては

Proteobacteria，Firmicutes，Actinobacteria などの培養可能

なバクテリアがよく出現し，これらが優占しやすいとさ

れている(3)。また，根圏の中でも特に菌根の周辺，すな

わち菌根圏は樹木や菌根菌の滲出物による影響を受けた

周辺の空間のことを指し，そこでは局所的に特異な微生

物群集が創出されることがわかってきている(10)。 

菌根共生には様々なタイプがあり，外生菌根とアーバ

スキュラー菌根はいずれも森林樹木において最も普遍的

にみられる共生タイプである(12)が，その感染様式は大

きく異なっている。外生菌根は根端表面に厚く菌鞘を形

成するため，根圏バクテリアの生息幅が比較的大きい。

これに対してアーバスキュラー菌根は菌糸が細胞内に入

り込むタイプで，菌鞘のような物理的表面構造を持たな

いため，根圏バクテリアの生息範囲も狭い(5)。 

これまでの研究で菌根圏，なかでも外生菌根圏では

Rhizobium や Burkholderia，Paraburkholderia に属する

Proteobacteria，Bacillus に代表される Firmicutes がよく検

出され，樹種や共生する菌根菌種による群集構造の違い，

あるいは周辺土壌の物理化学性との関連が研究されてい

る(11，13)。一方，広い宿主範囲を持つアーバスキュラー

菌根圏では Burkholderia や Bacillus など，外生菌根性樹

種と類似したバクテリア群集が構成されるが，その種数

は少なく，比較的単純なバクテリア群集を持つ可能性が

示唆されている(2)。 

根圏に存在する門のひとつとして Actinobacteria があ

る。Actinobacteria は放線菌ともよばれ，グラム陽性で GC
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含量が高く，基底菌糸や気菌糸を伸長し増殖すること，

糸状菌に類似した形態分化をし，胞子を形成するなど他

のバクテリアとは異なる特徴を有している(4)。また，多

様な生理活性物質を生産し，ストレプトマイシン，カナ

マイシン，イベルメクチンなど多くの抗生物質を生み出

すことから産業面においても非常に重要な分類群であり，

根圏から有用な放線菌を探る研究も進められている(8)。 

しかしながら，菌根圏における Actinobacteria について

は出現頻度が Proteobacteria や Firmicutes と比較すると相

対的に低く(2，11)，詳細な種組成はあまりわかっていな

い。このため，放線菌のみを選択的に検出する手法を用

いることで根圏の微生物群集，特に菌根タイプの違いが

放線菌の出現傾向にも影響を及ぼすのかを明らかにする

ために，異なる菌根タイプの樹種の根圏，並びに根圏の

影響が及ばない周辺土壌から希釈平板法を用いて放線菌

を分離し，種組成および放線菌の基本的な性状のひとつ

として抗菌活性効果を調べた。 

 

II 材料と方法 

1．試料採取 試料採取は東京都青梅市の市有林「青梅

の森」（35°47′40″N，139°16′07″E）で行った。ア

カマツ広場およびその周辺において外生菌根性のアカマ

ツ（Pinus densiflora）とアーバスキュラー菌根性のヒノキ

（Chamaecyparis obtusa）成木を選び，いずれも地際付近

から生えている根をたどることで土壌の付着した根系

（長さ 20 cm 程度）を採取した。周辺土壌は根系を採取

した地点から 5 m 程度離れ，かつ根系がほぼ存在しない

箇所の土壌を採取し，いずれもクーラーバッグで冷やし

た状態で大学に持ち帰った。試料採取は 2023 年 7 月 22

日に行った。 

2．バクテリアの分離および種推定 採取した根系は

実体顕微鏡下で 4 根系から同所に存在しかつ形態の類似

した根端から土壌が付着した状態で各 5 根端を採取し，

滅菌水 1 mL 中で磨砕した根圏の懸濁液を 1 次希釈とし

た。また，周辺土壌は 100 mg を滅菌水 1 mL 中に懸濁さ

せたものを 1 次希釈とした。懸濁液は 10 倍ずつ希釈し

たものをそれぞれ 4 次希釈まで作成し，コロニー計数用

として Yeast Glucose 培地（YG 培地），放線菌選択培地と

して腐植酸-ビタミン寒天培地（HV 培地）の 2 種類の培

地にシャーレ 1 枚あたり 100 µL ずつ塗布した。繰り返し

は 3 とし，暗黒下 25 ℃で培養した。YG 培地に出現した

バクテリアコロニーは培養開始 3 日目に計数を行った。

HV 培地は 14 日間培養し，出現した放線菌と思われるコ

ロニーについて画線移植による単離を行った。 

アカマツ根圏，ヒノキ根圏，アカマツ周辺土壌，ヒノ

キ周辺土壌から 48 コロニーずつ，合計 192 コロニーを

単離し Yeast Starch 培地（YS 培地）で継代を行った。得

られた株はコロニーダイレクト PCR による 16S rRNA の

サンガーシークエンス（平均 537 bp）を行い，99 %の相

同性を種とする推定を行った。 

3．大腸菌に対する抗菌活性試験 単離した 192 株を

用いて，agar-piece 法による抗菌活性試験を行った。 

大腸菌（Escherichia coli NRIC1023 株）は LB 培地で前

培養し，対数増殖期の菌体を用いて OD600を 0.05 に濁度

調整した分散液を作成した。標準寒天培地に 1 シャーレ

あたり 50 µL をコンラージ棒でまんべんなく塗り広げ，

シャーレ中央に単離株を培地ごと 1 cm 角に切り出し置

床した。暗黒下 25 ℃で培養し，培養開始から最大 3 日

間まで観察を続け，単離株周辺の阻止円形成の有無を判

定した。 

 

III 結果と考察 

根圏および周辺土壌から YG 培地を用いて培養したバ

クテリアのコロニー数を図–1 に示す。根圏は 3 次希釈の

もの，周辺土壌はコロニー数が多いことから 4 次希釈の

ものを使用した。根圏においてはアカマツ，ヒノキの培

養可能なコロニー数に有意な差は見られなかった。また，

周辺土壌においてはアカマツよりもヒノキで有意にコロ

ニー数が大きくなった。土壌は極めて不均質な性質をも

つため，採取場所のわずかな差が影響したことが考えら

れる。一方，根圏は外生菌根性，アーバスキュラー菌根

性による差異は認められなかったことから，根圏におい

て培養可能なバクテリアは菌根タイプの違いによって大

きく影響されることはないことが伺えた。 

単離された放線菌と思われる 192 株についてシークエ

ンスを行った結果，シークエンスに成功した株はアカマ

ツ根圏で 37 株，ヒノキ根圏で 42 株，アカマツ周辺土壌

で 42 株，ヒノキ周辺土壌で 38 株であった。シークエン

スに成功した株は全体で 159 株，シークエンス成功率は

83 %となった。種推定ができた株について放線菌とそれ

以外のバクテリアの出現割合を図–2 に示す。放線菌の割

合は全体で 70-90 %となり，平均では 83 %（131/159 株）

となった。また，菌根タイプの違いに関わらず周辺土壌

由来のサンプルで放線菌の割合が比較的高い結果となっ

た。本研究で用いた HV 培地は放線菌を選択的に分離す

るための培地であり，利用可能な炭素源は腐植酸のみで

あることから，比較的高い割合で放線菌を単離すること

に成功している。一方で，特に根圏において放線菌以外

のバクテリアを比較的多く単離していることから，根圏

においては腐植酸を資化可能な放線菌以外のバクテリア
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も存在することが考えられた。 

次に，出現した放線菌を属レベルに分けた結果を図–3

に示す。出現した放線菌は 131 株中 Streptomyces 属が 122

株で大半を占めた。特にヒノキ周辺土壌では出現した放

線菌のすべてが Streptomyces 属であった。一方，ヒノキ

根圏では Streptomyces 属が占める割合は 84 %であり，そ

の他の属が他のものよりも多くみられる傾向があった。

Streptomyces 属以外の放線菌としては，アカマツ根圏およ

びアカマツ周辺土壌で Kitasatospora 属，アカマツ周辺土

壌で Actinacidiphila 属，ヒノキ根圏で Nonomuraea 属，

Nocardia 属などの属が検出された。Streptomyces 属以外の

放線菌は希少放線菌とされており(14)，本研究において

は周辺土壌よりも根圏においてこれらの属が比較的多く

検出された。 

検出された Streptomyces 属を種レベルに分けた結果を

図–4 に示す。Streptomyces 属の推定種数はアカマツ根圏

で 11 種，ヒノキ根圏で 7 種，アカマツ周辺土壌で 12 種，

ヒノキ周辺土壌で 12 種となった。このうち，S. 

hundungensis は全ての区分において共通して出現した唯

一の種で，特にヒノキ根圏では 70 %，ヒノキ周辺土壌で

43 %と他の種よりも優占して検出された。また，S. paludis

は根圏に共通して出現しており，特にアカマツ根圏では

全体の 20 %以上を占めていた。一方で，それぞれの区分

にのみ出現した種は 4 から 5 種であり，菌根タイプや根

圏・周辺土壌による特定の種の出現に傾向はみられなか

った。S. hundungensis のタイプ株は土壌から単離され，

様々な植物病原菌に対する抗菌活性を有する他，インド

ール酢酸やシデロフォアの産生も確認されている(7)。ま

た S. paludis のタイプ株も土壌から単離され，様々な炭

素源を利用可能であるとされている(15)ことから，本研

究の分離株においても詳しい性状を調べることで，これ

らのタイプ株と同様の有用性を示す可能性が示唆された。 

分離株の大腸菌に対する抗菌活性試験の結果，アカマ

ツ根圏由来の 1 株，ヒノキ根圏の 1 株で阻止円の形成が

認められた（図–5）。抗菌活性が認められた 2 株のうち，

アカマツ根圏由来株は種推定ができなかったが，ヒノキ

根圏由来株は S. albospinus であった。この株はヒノキ根

圏からのみ検出され，他の区分では認められなかった。

一方，周辺土壌由来の株はいずれも抗菌活性がみられな

かった。S. albospinus はフェナミドやフェネルファマイ

シン G・H などの抗生物質を産生する(1, 6)ことが知られ

ており，本研究の阻止円はそれらもしくはそれに類する

抗生物質が大腸菌に対して働いた可能性が考えられた。 

以上のことから，菌根タイプの違いは培養可能なバク

テリアの密度には大きく影響しないが，放線菌，特に

Streptomyces 属の種組成に影響を及ぼす可能性が示唆さ

れた。また，希少放線菌の出現や抗菌活性効果が根圏の

一部株にみられたことから，根圏は放線菌の生息環境と

しても特殊な環境である可能性が高いことがわかった。 
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菌生冬虫夏草類ハナヤスリタケ（Tolypocladium ophioglossoides）の培養特性 

佐藤大樹 1  
1森林総合研究所 

 

要旨：ハナヤスリタケの子嚢胞子発芽至適温度および培養至適温度を調査した。鹿児島県奄美市で採集した本菌の子

嚢胞子を 10, 15, 20, 25, 30 ℃，全暗条件下，酵母抽出物加用 Sabouraud 寒天培地（SDY 培地）で発芽させた。20 ℃に

おける発芽までの平均時間は 20 ℃で 62.2–64.4 時間，15 ℃では 86.3–89.4 時間であった。25 ℃では発芽速度が鈍り，

30 ℃では 120 時間後でも約 6 割の発芽率であった。菌株の培養温度について，コロニーは SDY 培地，ポテトデキス

トロース培地(PDA)共に 25 ℃までは良好に成長し，特に PDA の方で成長が早かったがどちらの培地でも 30℃では著

しく成長が劣った。本菌の分離培養には PDA を用い 15–20 ℃で行うのが良いと考えられた。 

キーワード：発芽，ツチダンゴ属菌，菌根菌，奄美大島 

 

Cultural characteristics of Tolypocladium ophioglossoides, a fungal parasite of hypogeous fungi 
Hiroki SATO1 

1Forestry and Forest Products Research Institute 

 

Abstract: The optimum temperatures for ascospore germination and incubation of Tolypocladium ophioglossoides were 

investigated. Ascospores of this fungus collected in Amami City, Kagoshima Prefecture, were germinated on Sabouraud dextrose 

agar with yeast extract (SDY) at 10, 15, 20, 25, and 30 °C under dark conditions. The average time to germination at 20 °C was 

62.2–64.4 hours, and at 15 °C was 86.3–89.4 hours. The germination was slow at 25°C, and at 30°C the germination rate was about 

60% even after 120 hours. Colonies grew well up to 25°C on both SDY and Potato dextrose agar (PDA), especially on PDA, but 

growth was significantly poor at 30°C on both media. It was considered that the best method to isolate and culture this fungus was 

at 15–20°C using PDA. 

Keywords: germination, Elaphomyces spp., mycorrhizal fungi, Amami Island 

I はじめに 

冬虫夏草類は昆虫に感染して殺し，その後子実体を形

成する子嚢菌類ボタンタケ目に属する菌類のグループで

ある。冬虫夏草という言葉は厳密には，コウモリガの仲

間の幼虫から発生する中国産の Ophiocordyceps sinensis

一種のみを指すが，日本では昆虫から発生するきのこ類

を指して冬虫夏草と呼ぶことが多い。ここでは冬虫夏草

類と記述する。この仲間は，チョウ目，カメムシ目，コ

ウチュウ目などをはじめ多くの宿主昆虫から記録されて

いる。日本では，冬虫夏草生態図鑑(2)に未記載種も含め

230 種以上が掲載されている。 

一方，その中には昆虫以外に土中のきのこを宿主とし

て発生する冬虫夏草類の一群がある。ハナヤスリタケ

(Tolypocladium ophioglossoides)は地中に形成されるツチ

ダンゴ属（Elaphomyces spp.）の子実体を宿主として発生

する菌生冬虫夏草類である。国内でも各地から発生記録

があり、東日本では夏から秋、西日本では冬から春に発

生する(2)。菌生冬虫夏草類の中には，地中生活性の昆虫

を宿主にする冬虫夏草類と分子系統上同じクレードに含

まれる種があり(3)，昆虫から菌類へと宿主の乗り換えと

いう進化の解明のための一つの視点として菌生冬虫夏草

類の昆虫への接種試験が考えられる。冬虫夏草類の特に

サナギタケでは，温度特性についての情報が報告されて

いる(4)。一方，菌生の冬虫夏草類の生理的な特性は不明

な点が多い。そこで，今回，鹿児島県奄美大島において

採集したハナヤスリタケを用いて培養条件の検討を行い，

その胞子の発芽と栄養菌糸成長の培養温度特性を明らか

にしたので報告する。 

 

II 材料と方法 

1．採集地 材料となるハナヤスリタケは奄美大島奄

美市内で 2007 年 2 月 21 日に採集した。研究室において

子実体を、酵母抽出物加用 Sabouraud 寒天培地（組成：

ブドウ糖 20 g，ペプトン 10 g，酵母抽出物 10 g，寒天粉

末 20 g， 蒸留水 1000 ml, 以降 SDY と略）の上にかざし

て子嚢胞子を射出させて分離を行った（図–1）。 
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2．調査項目 発芽までの時間を測定するために，分離

時と同様の方法で子嚢胞子を射出させた。その際，胞子

ができるだけ重ならずに寒天上に散らばるようにシャー

レを一定時間ごとに回転させ着地点をずらした。寒天上

の子嚢胞子を一定時間ごとにランダムに 200 個観察し発

芽時の形態変化を 24 時間後から 120 時間後まで 6 時間

または 12 時間毎に調査した。一次胞子に由来する二次

胞子のいずれかに発芽菅が見られた場合を発芽と判定し

た。 

 

図–1．分離作業模式図. 

大型のプラスチック容器の中で保湿して行う 

Fig. 1. Isolation diagram.  

In a large plastic box with keeping moisture. 

得られた菌株7B2および2B5をSDY培地で前培養し，

3 mm 角のブロックをポテトデキストロース培地（以降

PDA と略）（日水製薬株式会社），SDY 培地を流し込んだ

9 cm シャーレ中央に接種した。培養温度として 5，10，

15，20，25，30 ℃を設定し，24 時間暗条件で 14 日間培

養し，コロニー直径をシャーレにつき菌糸伸長が最も早

い部分と遅い部分の 2 か所測定した。各温度条件でシャ

ーレ 3 枚を用いた。 

採集地の気象条件について，気象庁のウェブページ「各

地の過去の気象データ」(1)より 1998 年から 2007 年の 1

月から 3 月までの鹿児島県名瀬の気温を参照した。 

 

III 結果と考察 

本種の子嚢胞子は糸状であり多数の隔壁を持ち，射出

後縦一列の珠数状に多数の二次胞子に分裂する。さらに

個々の二次胞子の給水により一直線の状態からジグザグ

状態に屈曲する。さらに個々の胞子が膨潤した後に発芽

菅を形成する。 

1 回目の発芽実験の結果を図–2 に示した。20 ℃の時 42

時間後に発芽菅を初めて確認し発芽と判断した。最終的

に 96 時間後に全胞子が発芽した。15 ℃の時，発芽開始

は 66 時間後，発芽終了は 102 時間後だった。10 ℃では

78 時間後まで発芽が見られず以降の観察を取りやめた。 

2 回目の発芽実験の結果を図–3 に示した。発芽は 30，

25，20，15，10 ℃の順に開始までの所要時間が短かった。

発芽は 30 ℃が最も早く 36 時間で開始したが，その後の

胞子の発芽数は頭打ちとなり最大で 132 個程度（66％）

の発芽状態となった。なお，時間経過の後半の数値が下

がっているのは，同じ胞子の継続観察ではなく，ランダ

ムに 200 個の胞子を観察したためである。 

図–2. 子嚢胞子の発芽試験 1 回目（10, 15, 20 ℃）. 

Fig. 2. Number of ascospores germinated in trial 1 (10, 15, 

20 ℃). X-axis: time after inoculation. Y-axis: Number of the 

germinated spores.  

 

図–3. 子嚢胞子の発芽試験 2 回目（10, 15, 20, 25, 30 ℃）. 

*: 108 時間以降はコロニーの融合のため計数できず. 

Fig. 3. Number of ascospores germinated in trial 2 (10, 15, 20, 

25, 30 ℃). X-axis: Time after inoculation. Y-axis: Number of 

the germinated spores. *: Due to colony fusion, counting is not 

possible after 108 hours. 

25 ℃と 20 ℃では 48 時間後に共に発芽が認められた

が発芽数は 25 ℃の方が多かった。一方，25 ℃ではその

後の発芽速度が低下し，60 時間後以降になると 20 ℃の

発芽数が勝っていた。20 ℃では 72 時間後は 199 個の胞

子が発芽していたが，25 ℃では 108 時間後も発芽数は

184 個であった。15 ℃では発芽は 60 時間後から始まり

96 時間後には 197 個の胞子が発芽した。グラフの形態は

20 ℃と同様 S 字状であった。10 ℃では発芽開始は 84 時

間後であった。120 時間経過後も 106 個の発芽状態であ

った。 

発
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子
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2 回目の発芽実験時の胞子の状態変化を図–4 に示した。

状態を屈曲，膨張，発芽菅の 3 段階に分割して記録した。

30 ℃，25 ℃等の高温条件では膨張状態を示す灰色の部

分が小さいが，20 ℃以下ではより低い温度ほど膨張状態

の部分が大きく，併せてそこに至るまでの時間も長いこ

とが示された。 

発芽した胞子の度数と所要時間の積を経過時間ごとに

足し上げた後，発芽した全胞子数で除して，発芽までの

平均所要時間を求めた。また、平均所要時間と実験条件

温度の積を計算した。時間単位で測定したため単位を「時

間度」とした。１回目の発芽実験時 20 ℃では 64.4 時間

（1288 時間度），15 ℃では 89.4 時間（1341 時間度），2

回目の時 20 ℃では 62.2 時間（1245 時間度），15 ℃では

86.3 時間（1295 時間度）であった。条件温度が等しけれ

ばほぼ同じ所要時間で発芽し、条件温度が異なっても 4

回の試行の積は皆近い数値（1300 時間度前後）となった。 

 

図–4. 時間経過に伴う各温度下の子嚢胞子の状態変化 

白色：屈曲．灰色：膨張. 黒：発芽. グラフの欠落部分

は菌糸が互いに融合したため計数できなかった部分. 

Fig. 4. Changes in ascospore morphology over time. White: 

Bending. Gray: Expanding. Black: Germinating. X-axis: 

Elapsed time from the inoculation. Y-axis: Proportion of 

different forms. The missing parts in the graphs mean the spore 

morphology could not be observed due to the colony fusion. 

条件を変えた培養時のコロニー成長の結果を図–5，6

に示した。得られた 2 菌株（7B2 株, 2B5 株）のコロニー

直径はどちらも PDA を用いた方が SDY 培地の場合より

も大きかった。培養温度を変えた場合，PDA では 25 ℃

の時に最大成長を示したが，SDY 培地では菌株により最

大成長を示す温度が 20 ℃または 25 ℃と異なった。一方，

30 ℃ではどちらの培地の場合も生育は著しく劣った。 

 

 

図–5. PDA 培地における各温度のコロニー直径 

菌株：7B2, 2B5. シャーレ 3 枚の平均 ± SD 

Fig. 5. Colony diameter at each temperature on PDA medium 

Isolates: 7B2, 2B5. Average ± SD from three Petri dishes. X-

axis: Temperature. Y-axis: Colony diameter. 

 

 
図–6. SDY 培地における各温度のコロニー直径 

菌株：7B2, 2B5. シャーレ 3 枚の平均 ± SD 

Fig. 6. Colony diameter at each temperature on SDY medium 

Isolates: 7B2, 2B5. Average ± SD from three Petri dishes. X-

axis: Temperature. Y-axis: Colony diameter. 

 

奄美市名瀬の 2007 年 2 月の平均，最高，最低気温はそ

れぞれ 16.0 ℃，19.6 ℃，12.7 ℃であり，1998 年から 2007

年まで10年間の平均，最高，最低気温はそれぞれ15.6 ℃，

19.6 ℃，11.3 ℃であった(1)。 

 以降すべての結果について、温度に対する本種の発芽

と成長特性を考察する。発芽は 10 ℃以上であれば起き

るが，高温側の条件になると本菌は生理的に対応できな
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くなると考えられた。25 ℃，30 ℃条件で発芽が迅速に起

きたのは形態形成に必要な反応が高温で速まったことが

考えられる。しかし，負荷がかかり反応できる胞子は限

られているようである。発芽開始は 30 ℃の方が早いが

発芽した胞子数では 48 時間後以降は 25 ℃の方が大きい。

25 ℃では発芽数の増加は緩やかであるが 108 時間後は

180 個以が発芽している。一方，30 ℃では発芽数は 120–

130 個前後で停滞し，明らかにこの温度では生理的に影

響を受けていることが示唆される。それに対して 20 ℃
以下の場合には温度に対応した代謝により発芽が進んだ

と考えられる。 

発芽までの平均所要時間と実験条件温度の積の値より

本菌の発芽にはおよそ 1300 時間度が必要だと考えられ

た。30 ℃では 43.3 時間後に 1300 時間度に達する。30 ℃
の時 48 時間で発芽している胞子はあるものの，この時

点以降 20 ℃条件の発芽数の方が多く，30 ℃では最終的

に全体の 3 割を超える胞子の発芽が起きていない。次に

25 ℃では 52 時間後に 1300 時間度を迎える。発芽実験で

は 48 時間後から発芽が上昇し最終的には 9 割を超える

ことから，本種が生理的に対応可能な温度であると考え

られた。しかし，60 時間後以降では，より低い 20 ℃条

件の発芽数に劣っている。菌糸の培養試験においても

30 ℃の生育は著しく悪い。25 ℃では本菌は培地上で良

好に生育することから，25 ℃は本菌が対応できる高温側

の限界に近い温度であり，30 ℃は明らかにこの菌の生育

には適していないと考えられた。 

ハナヤスリタケは西日本では冬から春に発生する(2)

ことから上述の特性は本菌の発生する 2 月の奄美の気温

とも合致した生理的性状であると考えられ，分離および

培養時には PDA 培地を用いて 15 ℃または 20 ℃で行う

ことが適していると考えられた。 

謝辞 ：現場をご案内いただい藤本勝典氏（鹿児島森林管

理署名瀬森林管理事務所）に感謝する。 
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トリュフ菌共生苗木の植栽において苗木の定着に必要な管理条件の検討 

古澤仁美 1・仲野翔太 2・中村慎崇 3・野口享太郎 1・山中高史 4 
1森林総合研究所・2元森林総合研究所・3森林総合研究所九州支所・4森林総合研究所東北支所 

 

要旨：ホンセイヨウショウロ（Tuber japonicum）菌を共生させた苗木の植栽において，植栽初期の苗の定着に必要な

管理条件を検討した。ホンセイヨウショウロ菌を根に共生させたコナラ苗木を植栽し，苗木の周囲に不織布シート，

稲わら，木材チップをそれぞれ敷設した各処理区と対照区を設定し，苗木の成長，葉の SPAD 値，地温，土壌の窒素

無機化速度を測定した。その結果，木材チップ区は他の区より日最大地温が低く環境ストレスを緩和する機能があっ

たものの，苗木葉の SPAD 値が低く，12 か月後までに 3 区中 2 区で苗が枯死した。窒素無機化速度の測定では木材チ

ップ区では無機化・硝化が生じていなかったことから，窒素不足が苗木定着を阻害した一因と考えられた。 

キーワード：地温，窒素無機化速度，苗木，ホンセイヨウショウロ，木材チップ 

 

Examination of managements for establishment of saplings infected with Tuber japonicum 
Hitomi FURUSAWA1, Shota NAKANO2, Noritaka NAKAMURA3, Kyotaro NOGUCHI1, Takashi YAMANAKA4 

1Forestry and Forest Products Research Institute, 2Formerly of Forestry and Forest Products Research Institute, 3Kyusyu Research 

Center, Forestry and Forest Products Research Institute, 4Tohoku Research Center, Forestry and Forest Products Research Institute 

 

Abstract: In order to clarify management necessary for the establishment of saplings with Tuber japonicum, we examined mulch 

managements for establishment of saplings in the initial planting period. Quercus serrata saplings infected with Tuber japonicum 

were planted, and non-woven fabric sheets, rice straw, and wood chips were placed around each plot. Saplings without mulch were 

also set up as controls. The woodchip plot had the ability to alleviate environmental stress with a lower daily maximum soil 

temperature than the other plots, but the SPAD values of the sapling leaves were lower, and at the end of 12 months the seedlings 

had died in two of the three plots. Mineralization rate measurements showed that the woodchip plot did not undergo mineralization 

or nitrification, suggesting that nitrogen deficiency was one of the factors that prevented seedlings from establishing. 

Keywords: Soil temperature, Net potential nitrogen mineralization rate, Saplings, Tuber japonicum, Wood chip 

I はじめに 

 日本国内に生息する Tuber 属のうち，ホンセイヨウシ

ョウロ（Tuber japonicum）は 2016 年に新種記載された日

本固有の白トリュフで，マツ科やブナ科など多くの樹種

と共生が可能であり，栽培に適すると考えられている。

そこで，ホンセイヨウショウロについて人工栽培の試み

が行われており，これまでに生息地の土壌特性，菌の培

養条件，苗木への菌の接種方法について検討され，菌を

共生させた苗木の試験的な植栽が実施されている(4)。 

 室内環境で育てたトリュフ菌共生苗木にとって野外の

環境では温度変化も大きいなど厳しい環境であると予想

される。まずは苗木が生育すること，そしてホンセイヨ

ウショウロ菌が共生を継続することが必要で，そのため

の管理条件を明らかにする必要がある。ホンセイヨウシ

ョウロは国内で見つかった新種であり，新たに検討をす

る必要がある。そこで，苗木と菌の定着に必要な管理条

件を検討した。 

 

II 調査地と方法 

1．調査地 茨城県内に植栽試験地（縦12 m × 横16 m）

を設定した（図–1）。試験地付近の 2017 年の平均気温は

15.0℃，年降水量は 1304 mm である。試験地の場所は平

坦で日当たりはよい。 

この試験地に，2017 年 10 月に胞子接種によりホンセ

イヨウショウロ菌を根に共生させた当年生のコナラ苗木

を 12 本植栽し，環境の急激な変化の緩和のために苗木

の周囲に不織布シート，稲わら，木材チップをそれぞれ

マルチングした区と対照区（マルチなし）の合計 4 処理

区を設定した（各処理区 3 反復）。 

不織布は白色で，ホームセンターで購入したものを用

いた。稲わらは稲作農家からいただいた。木材チップに

ついては，樹種はコナラであり，立木を伐倒して幹材を

チッパーでチップにした。チップ粒径はおよそ 8 mm で

ある。不織布シート，稲わら，または 木材チップ（コナ

ラチップ）を苗の周囲 1 m の範囲で敷設した。不織布区 

論 文 関東森林研究 76-1 (2025) 
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図–1. 植栽試験地の植栽とマルチングの概要 

Fig.1 Outline of planting and mulching at the experimental site 

 

では，半径 1 m の円状に切り抜いた不織布を敷いた。稲

わら区では，地表を被覆するよう均等に稲わらを敷設し

た。木材チップ区では，チップを土壌の表面に厚さ約 5 

cm 程度堆積するように敷いた。植栽後に苗に対して施肥

や潅水は行わなかった。 

2．調査項目  2017 年 10 月の植栽時，およびその約

1 年後の 2018 年 10 月に苗木の樹高を測定した。2018 年

6 月に苗木葉の葉緑素を葉緑素計（コニカミノルタ，

SPAD-502Plus）で測定した。各苗木の日光が当たる葉を

3 枚選んで，1 枚当たり 5 箇所で SPAD 値（葉緑素の指

標値）を測定して平均した。苗木の根系の一部を 2018 年

10月に採取しトリュフ菌根の有無をKinoshita et al. (3) に

従って外生菌根の形態と rDNA の ITS 領域の塩基配列に

基づいて確認した。 

 2018 年 4 月からマルチの直下に地温計（Onset，ティ

ドビット V2）を各区に 1 個埋設した。対照区は地表面付

近に埋設して軽く覆土した。各区の地温を 1 時間に 1 回

計測し，日平均地温を計算した。 

 窒素無機化については 2018 年 8 月 16 日から 9 月 6 日

に埋設バッグ法(1, 2, 5, 7 )で測定した。0–20 cm の土壌を

採取して 2 つに分け，一方の土壌サンプルをポリエチレ

ンの袋（厚さ 0.08 mm）にいれて密封して採取した穴に

戻した。もう一方の土壌サンプルは直ちに研究室に持ち

帰り，採取時含水率を測定するとともに，土壌：2N KCl

溶液比 1：5 で振とう抽出してろ過した。ろ液について

オートアナライザーでアンモニア態窒素濃度と硝酸態窒

素濃度を定量し初期値とした。3 週間後の 9 月 6 日にポ 

リエチレン袋ごとサンプルを回収し，初期値の分析と同

様の方法でアンモニア態窒素濃度と硝酸態窒素濃度を測

定した。各処理区 3 反復で実施したが，不織布区の１つ

でポリエチレン袋が破れて雨水がはいってしまって測定

しなかったことから 2 反復となった。3 週間後と初期値 

表–1. 各処理区の苗木の樹高 

Table 1 Height of saplings in each plot 

単位：cm 

 

の差分から，正味の窒素無機化速度と硝化速度を計算し

た。 

 敷設して 1 年 1 か月後の 2018 年 11 月に木材チップと

稲わらを一部採取して，風乾・粉砕後に乾式燃焼法（住

化分析センタ―，NC-TR22）で炭素窒素含有率を測定し，

C/N 比を算出した。 

 統計解析は，苗木の樹高，土壌水分，窒素無機化ポテ

ンシャルについて R を使って Kruskal-Wallis の検定を行

ってマルチ処理の影響を検討した。 

 

III 結果と考察 

1．苗木の成長経過  植栽時の 2017 年 10 月において，

苗の樹高は Kruskal-Wallis の検定では処理による有意な

差は認められなかった。木材チップ区以外では苗の成長

不良や枯死は認められず 1 年後まで生存・定着した。木

材チップ区については 3 区中の 1 区で SPAD 値測定時の

2018 年 6 月時点で苗木は枯死し，2018 年 10 月までに

さらにもう 1 区で苗木が枯死したので 3 区中 1 区だけ苗

木が定着した。2018 年 10 月木材チップ区以外の 3 つ

の処理区では樹高は平均値で 32.6-57.2 cm であり，処理

による有意な差は認められなかった（表–1）。そして，こ

れら生存していた苗木ではすべての処理区においてトリ

ュフ菌根の存在を確認した(6)。 

 2．地温  各処理区における 2017 年 10 月～2018 年 10

月の日最高地温と日較差を図–2，3 に示す。木材チップ

区は他の処理区より日最高地温が低く，日較差も小さか

ったことから，木材チップ敷設は温度変化のストレスを

緩和する機能があったといえる。木材チップ区以外の処

理区では夏季の日最高地温が 35－45 ℃と高い環境であ

り（図–2），さらに日較差が大きかった（図–3）。このよ

うな環境は苗木にとってストレスがかかると予想された

が，この状況下でも苗木は枯死しなかったことから，こ

の温度環境は苗木の定着には問題ないと考えられた。 

3．土壌水分  窒素無機化試験のために採取した土壌

サンプルの採取時含水率（重量含水率）は，対照区が最 

平均値 標準偏差 平均値 標準偏差
対照区 9.1 ±1.4 32.6 ±11.2
不織布区 10.8 ±4.1 35.5 ±20.6
稲わら区 6.2 ±1.4 57.2 ±15.0

⽊材チップ区 6.1 ±0.8 7.5

2017年10⽉ 2018年10⽉
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図–2. 各処理区の日最高地温 

Fig.2 Maximum daily soil temperatures in each plot  

 

 

図–3. 各処理区の日較差（日最高地温－日最低地温） 

Fig.3 Daily disparity in soil temperature in each plot 

 

図–4. 各処理区の窒素無機化速度測定時の土壌の含水

率 

Fig.4 Soil moisture content at the time of sampling of 

measuring nitrogen mineralization rate in each plot 

 
図–5. 各区の苗木葉の SPAD 値の平均値 

Fig.5 Mean SPAD values of sapling leaves in each plot 

 

も低く，稲わら区と木材チップ区で高い傾向があった（図

–4）。処理区の影響が統計的に有意であった（p = 0.025）。

土壌水分の測定はこの 1 回のみであり，採取時含水率は

気象条件で変わるので不確実であるが，木材チップや稲

わらマルチは土壌乾燥を抑制する効果があった可能性が

ある。 

4．SPAD 値  2018 年 6 月の苗木葉の SPAD 値は木材

チップ以外の区では 30-40 の範囲にある一方，木材チッ

プ区で 20 以下であり，ほかの区より低い傾向であった

（図–5）。 

5．窒素無機化ポテンシャル  正味の無機化速度はマ

イナス，つまりアンモニア量が培養後に培養前より減少

した（図–6）。アンモニア減少の多くは硝化により硝酸に

なった。木材チップ区では無機化だけでなく硝化も生じ

ていなかった（図–7）。 

一般に C/N 比が高い有機物を施用すると，微生物が無

機態窒素を有機化して不動化する「窒素飢餓」が生じる

ことが知られている。微生物による無機態 N の有機化は

C/N 比が 20～60 になるまで生じるとされている（8）。本

研究では敷設して 1 年 1 か月後（2018 年 11 月）の C/N

比は 205 だったので，今回敷設した木材チップにより窒

素飢餓が生じてアンモニア態窒素が有機化されて減少し

たと考えられた。稲わらについては敷設して 1 年 1 か月

（2018 年 11 月）の C/N 比は 63 であり，稲わら区でも窒

素の有機化が生じていた可能性はあるが，木材チップ区

より顕著でなかったと考えられる。 

 窒素無機化速度の測定では木材チップ区では無機化・

硝化が生じていなかった。また，木材チップ区では SPAD

値が低い傾向にあった。サンプルサイズが少なくて統計

処理ができない条件であるため不確実性が高いものの，

これらの測定結果から窒素不足の状態にあったと考えら

れ，窒素不足が苗木成長を阻害して枯死に至らしめた一

因と考えられた。 
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図–6. 各処理区の窒素無機化速度 

Fig.6 Nitrogen mineralization rate of each plot 

図–7. 各処理区の硝化速度（硝酸態窒素の変化速度） 

Fig.7 Nitrification rate of each plot 

トリュフを共生させた苗木の植栽においても，窒素飢餓

を招くような有機質資材の施用方法は適切ではないとい

える。高い C/N 比の有機質資材の使用を検討する際には

十分な注意が必要である。 
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コナラおが粉を培地基材としたナメコ菌床栽培における 

コーンコブミール培地のエノキタケ廃菌床による培地基材置換率の検証 

清水達哉 1・島津桃子 1 
1新潟県森林研究所 

 

要旨：ナメコ菌床栽培におけるコーンコブミール培地のエノキタケ廃菌床（以下廃菌床）による培地基材置換率の検

証を 2 つの栽培試験で行った。一つ目はコナラおが粉が培地基材の培地を対照群，培地基材を廃菌床により 6 通りの

置換率で置換した培地を実験群とした。二つ目は，一つ目と同様の対照群と，対照群に炭酸カルシウム（以下炭カル）

を 1 供試ビンあたり約 2 g 添加したもの，そして，培地基材を廃菌床により 5 通りの置換率で置換し，炭カルを 1 供

試ビンあたり約 2 g 添加したものを実験群とした。栽培試験の結果，対照群と比較し，置換率 10，20%では大幅に収

量が増収した。一方で，置換率 55，75%では大幅に減収し，75%では収穫に至らないものが多数存在した。また廃菌

床で置換した実験群における炭カルの添加による効果は一定でなかった。 

キーワード：ナメコ，菌床栽培，エノキタケ廃菌床，培地基材 

 

Investigation of the replacement rate of corn cob meal medium by waste enokitake (Flammulina 

velutipes) mushroom substrate for Quercus serrata sawdust nameko (Pholiota microspora) cultivation 
Tatsuya SHIMIZU1, Momoko SHIMADZU1 
1Niigata Prefectural Forest Research Institute 

 

Abstract: Two cultivation trials were conducted to evaluate the replacement rate of corn cob meal medium with waste enokitake 

mushroom substrate in the cultivation of nameko mushrooms. In the first trial, the control group used Quercus serrata sawdust as 

the medium base, while the experimental groups replaced the sawdust base with spent enokitake mushroom substrate at six different 

replacement rates. In the second experiment, a control group as in the first experiment, a control group to which approximately 2 g 

of calcium carbonate was added per bottle, and an experimental group to which approximately 2 g of calcium carbonate was added 

per bottle after the substrate was replaced by waste beds at five different replacement rates. The results showed that compared to the 

control group, the yield increased significantly at 10% and 20% replacement rate. On the other hand, the replacement rate of 55% 

and 75% resulted in a significant decrease in yield, and many of the fruiting bodies were not harvested at 75%. In addition, the effect 

of the addition of calcium carbonate was not constant in the experimental group that was replaced with waste beds. 

Keywords: Nameko mushroom, sawdust-based cultivation, Enokitake mushroom waste bed, substrate 

I はじめに 

菌床栽培による食用きのこの生産が増えるにしたがい，

大量の廃菌床の排出問題が生じている(4)。これら廃菌床

の一部は有機肥料などとして再利用されているが，多く

が廃棄物として処理されており，有効な用途開発が望ま

れている(4)。また廃菌床を菌床栽培に再利用できれば，

おが粉などの原材料費のコストダウンにつながる(9)。 

廃菌床を菌床栽培に利用した報告はいくつか存在する

(9)が，コナラおが粉を培地基材としたナメコ菌床栽培に

おいて，コーンコブミールを培地基材としたエノキタケ

廃菌床を培地基材と置換して利用可能か検証した研究は

みられない。そこで本研究では，コナラおが粉を培地基

材としたナメコ菌床栽培におけるコーンコブミールを培

地基材としたエノキタケ廃菌床による培地基材の置換率

の検証を二つの栽培試験で行い，エノキタケ廃菌床の培

地基材としての利用可能性について検討した。 

 

II 材料と方法 

1. 供試菌 KX-N008 号（株式会社キノックス）を使用

した。 

2. 培地資材 培地基材には，2023 年 11 月 26 日に購

入後，屋根付きの小屋で常温保管したコナラおが粉（以

下おが粉）を使用した。おが粉の粒度ごとの質量割合は，

2.8 mm 以上が 5.5%，2.0 mm 以上から 2.8 mm 未満は

論 文 関東森林研究 76-1 (2025) 
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21.7%，1.4 mm 以上から 2.0 mm 未満は 60.5%，1.4 mm 未

満が 12.3%だった。培地基材の置換材のエノキタケ廃菌

床（コーンコブミール主体，以下廃菌床）は，2024 年 3

月 12 日に新潟県内の菌床エノキタケ生産施設から掻き

出し直後に収集した。廃菌床の粒度は未測定だが，指で

つぶすと泥状になった。廃菌床は，約 3 時間常温で輸送

後，室温約 2 °C の暗所で培地調整まで保管した。栄養材

には，特ふすま（かちどき製粉株式会社，20 kg 袋入り）

を使用した。添加材には，炭酸カルシウム（有恒鉱業株

式会社，飼料用 30 kg 入り，以下炭カル）を使用した。 

3. 培地調整と種菌の接種 栽培試験は 2 つ行った。一

つ目の栽培試験は 2024 年 3 月 25 日に培地調整，26 日に

接種した。培地基材がおが粉で構成された培地を対照群

（以下 0%置換），培地基材のおが粉の容積率 10，20，30，

40，55，および 75%を廃菌床で置換した実験群（以下 x%

置換と表記：x は置換率）の合計七つの試験培地を設定

した（表–1）。栄養材の特ふすまは，1 供試ビンあたりの

混合量を乾燥質量 45.74 g に揃えた。培地の含水率（湿量

基準）は，計算上の値が 62.0%に揃うように水分量を調

整した。二つ目の栽培試験は 2024 年 4 月 8 日に培地調

整，9 日に接種した。一つ目の栽培試験と同様に 0%置換

の対照群と，0%置換に炭カルを 1 供試ビンあたり乾燥質

量 2.03 g 添加したもの，そして，培地基材のおが粉の容

積率 10，20，30，40，および 55%を廃菌床で置換したう

え，炭カルを 1 供試ビンあたり乾燥質量 2.03 g 添加した

ものを実験群（以下x%置換&炭カルと表記：xは置換率）

とし，合計七つの試験培地を設定した（表–1）。 

培地調整については，各試験培地をミキサー（協全商

事株式会社）で攪拌後，800 mL の P.P ビン（ホクト産業

株式会社）に手詰めした。供試ビンは各試験培地あたり

32 本作製し，16 本ずつコンテナに格納後（4 行×4 列），

瓶詰め機（田中技研工業株式会社）で接種孔を 1 か所成

形した。培地調整と瓶詰め作業後，高圧殺菌釜（株式会

社千代田製作所，TFK-T06 W-C）で高圧殺菌（119 °C，60

分）した。高圧殺菌後，半日程度室温 17.0 °C に設定され

たクリーンルーム内で放熱し，手作業でおが粉種菌を約

10 g 接種した。 

4. 栽培条件と子実体の収穫 接種後，試験培地ごとに

供試ビンの管理位置が偏らないように，一つのコンテナ

内に各試験培地あたり 2 もしくは 3 本ずつ格納した。 

接種後の培養は，室温 17.0 °C，湿度 70%，CO2 濃度

2,000 ppm 以下になるように設定した暗黒条件下の培養

室内で 56 日間行った。培養は台車に載せたまま行った。 

培養完了後，菌掻機（ホクト産業株式会社）を使用し

て発生処理を行った。発生処理は「ひら掻き」で行い，

常温下で 2 時間程度水道水を注水後，ビンを倒立させビ

ン内の余剰水を排出した。余剰水の排出後はビンを正立

に戻した。 

芽出し工程は，室温 16.0 °C，湿度 96%以上，CO2濃度

2,000 ppm 以下に設定した暗黒条件下の部屋で管理した。

発生処理面が乾燥しないよう，原基形成が完了するまで

水道水で湿らせた厚さ 8 mm の軟質ポリウレタンフォー

ムで被覆した。なお，原基形成が完了するまでに要する

期間が各供試ビンで異なったことから，原基形成完了後

は，成長速度が類似する供試ビンごとにコンテナに格納

して管理した。 

原基形成後は，軟質ポリウレタンフォームを除去し，

室温 16.0 °C，湿度 96%以上，CO2濃度 2,000 ppm 以下に

設定した部屋で管理し，白色蛍光灯で 1 日あたり 8 時間

照射した。白色蛍光灯の照度は，部屋中央で約 100 lx，

各コンテナ上で約 30 lx となるように調整した。 

発生した子実体がマッチ棒の頭の大きさ程度になった

時点で室温 14.0 °C，湿度 96%以上，CO2濃度 2,000 ppm

以下に設定した部屋に移動させて管理した。収穫適期の

2，3 日前には，室温 12.0 °C，湿度 96%以上，CO2 濃度

2,000 ppm 以下に設定した部屋に移動させて管理した。 

子実体の収穫は，子実体の内皮膜が破れる直前に行っ

た。調査は 1 番収穫までとし，ビンの口より上部の生質

量を 0.1 g 括約で測定し，これを 1 供試ビンあたりの収

量として記録した。併せて，発生処理から収穫までの日

数（以下生育日数）を記録した。 

5. 培地調整と種菌の接種 各試験培地の殺菌前と殺

菌後の培地 pH を測定した。試験培地ごとに栽培試験の

供試ビン 32 本のほかにサンプルを用意した。サンプル

から培地を 100 mL コニカルビーカーに 10 g 秤量し，そ

こに蒸留水を 50 mL 加え，5 分間ホットプレートスター

ラーで攪拌し，室温で 60 分間静置した後，上澄み液の

pH を pH メーター（株式会社堀場製作所，LAQUA F-72）

で測定した（表–1）。 

6. 統計解析 廃菌床による培地基材の置換率がナメ

コの 1 供試ビンあたりの収量に与える効果を評価するた

め，一般化線形モデル（以下 GLM）で解析した。GLM

解析のパラメータはベイズ推定した。なお，炭カル添加

の有無と栽培試験の実施日の違いが交絡していることか

ら，解析は二つの栽培試験ごとに行った。応答変数には

害菌による汚染等の被害がなく，収穫に至った供試ビン

の，1 供試ビンあたりの収量を使用した。説明変数には

試験培地の違い（一つ目の栽培試験：0，10，20，30，40，

55，および 75%置換の 7 区分の質的データ，二つ目の栽

培試験：0%置換，0，10，20，30，40，および 55%置換
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&炭カルの 7 区分の質的データ）を使用した。 

ベイズ推定の MCMC のサンプリング設定は，バーン

イン回数を 1,000 回，乱数生成の繰り返し数を 2,000 回，

チェーン数を 4 本，事前分布には無情報分布を適用した。

また，応答変数の誤差構造は正規分布，リンク関数は

identity とした。モデルの収束判断は収束指標である Rhat

が 1.1 未満であることにより行った。なお，説明変数の

効果は，95%信用区間にゼロを含まない場合に統計学的

に有意であると判断した。 

7. 使用した統計解析ソフトウェア GLM 解析は R 

version 4.4.0(6)の brms パッケージの brms 関数(2)で行い，

Stan version 2.23(8)を使用してベイズ推定した。 

 

表–1. 栽培試験の培地条件（上：一つ目，下：二つ目） 

Table 1 Conditions for cultivation trials (top: 1st test, bottom: 

2nd test) 

 
III 結果 

1. 栽培試験の結果 一つ目の栽培試験における 1 供

試ビンあたりの収量は，10%置換で最も大きく，次いで

20，30，40，0，55，75%置換の順に大きかった（表–2）。

生育日数は，30%置換で最も短く，次いで 20，10，40，

0，55，75%置換の順に短かった（表–2）。二つ目の栽培

試験における 1 供試ビンあたりの収量は，20%置換&炭

カルで最も大きく，次いで 10，0，30，40%置換&炭カル，

0%置換，55%置換&炭カルの順に大きかった（表–2）。生

育日数は，10%置換&炭カルで最も短く，次いで 20，0，

30，40%置換&炭カル，0%置換，55%置換&炭カルの順に

短かった（表–2）。 

2. GLM 解析の結果 GLM 解析の Rhat はすべてのモ

デルで 1.1 未満であり，MCMC は収束したと判断した。 

一つ目の栽培試験における収量を応答変数とした

GLM 解析の結果，10，20，30，および 40%置換は，0%

置換に対して有意な正の効果があった。一方で，55，お

よび 75%置換は，0%置換に対して有意な負の効果があっ

た（表–3）。二つ目の栽培試験における収量を応答変数と

した GLM 解析の結果，0，10，20，30，および 40%置換

&炭カルは，0%置換に対して有意な正の効果があった。

一方で，55%置換&炭カルは，0%置換に対して有意な負

の効果があった（表–3）。 

 

IV 考察 

二つの栽培試験ともに，0%置換に対して，置換率 10，

20，30，および 40%は有意に収量が大きく（表–3），特に

置換率 10，および 20%は，二つ目の栽培試験の 0%置換

&炭カルよりも収量が大きいうえ，生育日数にほとんど

違いがなかった（表–2）。一方で，二つの栽培試験ともに，

0%置換に対して，置換率 55%は有意に収量が小さく（表

–3），一つ目の栽培試験の 75%置換においては，収穫に至

らない供試ビンが多数存在した（表–2）。各試験培地の 

 

表–2. 各試験培地の収量と生育日数（上：一つ目，下：

二つ目） 

Table 2 Yield and number of growing days for each test medium 

(top: 1st test, bottom: 2nd test) 

 
20，30，40%置換の各 1 供試ビンは，培地調整時の培地充填量が

設計より多いと考えられたためデータから除外した。 
One sample each of 20, 30, and 40% replacement rate was excluded 
from the data because it was considered that the amount of medium 
filled during medium preparation was higher than designed. 
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殺菌後の pH はすべて，ナメコの菌糸成長に好適な範囲

（4.6～6.0）内であった。また本研究で使用した廃菌床の

主原料であるコーンコブミールは，ナメコ菌床栽培にお

いて，培地基材の容積率 25，および 50%で置換するとわ

ずかに増収し，一方で，75，および 100%で置換すると減

収した(1)との報告がある資材である。 

廃菌床の置換率 10，および 20%で大きく増収した理由

として，他の置換率の試験培地よりも廃菌床に残ってい

た栄養を利用しやすかった可能性がある。コーンコブミ

ールを培地基材としたエノキタケ菌床栽培において，コ

ーンコブミールはエノキタケが培地内に生産したセルラ

ーゼやキシラーゼによりコーンコブミールが分解される

ことで，培地基材の役割だけでなく栄養源として利用さ

れる(7)との報告がある。しかしながら，エノキタケは栽

培日数の短いきのこのひとつであり，本研究に使用した

廃菌床には，エノキタケが利用できなかったコーンコブ

ミール由来の栄養が残っていたと考えられる。 

一方で，廃菌床の置換率が 20%から大きくなるにつれ

て減収した理由として，高圧殺菌後，廃菌床が膨張し，

培地の空隙が小さくなったことが影響した可能性がある。

本研究で使用したものと同じ廃菌床をエノキタケ菌床栽

培の培地基材として利用できるか検証した際，培地基材

のスギおが粉の 100%を廃菌床で置換したところ，高圧

殺菌後に接種孔が塞がるほど膨張した(清水私信)。培養

工程において，栽培ビン内の煙突効果によりビン内部と

外部の空気が循環する(5)が，置換率が大きくなると廃菌

床が膨張したことによって培地の空隙が小さくなり，栽

培ビン内の空気の循環が十分にされず，ナメコの菌糸成

長が阻害され，減収につながった可能性がある。 

ナメコ菌床栽培において，消石灰や炭カルなどの添加

により増収効果が認められており(3)，本研究においても

炭カル添加の効果を検証した。その結果，0%置換と比較

し，0%置換&炭カルでは約 40 g 増収したものの，他の試

験培地では増収したり減収したりと炭カル添加の効果が

一定でなかった。このため，炭カルの添加量の調整によ

り増収するかどうか検証することが今後の課題である。 

以上のことから，コナラおが粉を培地基材としたナメ

コ菌床栽培において，コーンコブミール培地のエノキタ

ケ廃菌床は，置換率 10，20，30，および 40%であれば利

用でき，特に置換率 10，および 20%だと有用な置換材と

して利用できることがわかった。 

謝辞：エノキタケ廃菌床を提供いただいた有限会社マッ

シュ小林には，この場を借りて深く感謝申し上げる。 
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表–3. 各試験培地の収量を応答変数とした GLM 解析の

結果（上：一つ目，下：二つ目） 

Table 3 Results of GLM with yield of each test medium as 

response variable (top: 1st test, bottom: 2nd test) 

単位は g。 
*が付いた項目は，95%信用区間にゼロを含まないことを示す。 
Units are in g. 
Items marked with * indicate that the 95% CI did not include zero. 
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ふもとっぱらにおけるブッシュクラフトイベントの可能性 

－東京農業大学学生対象のアンケートを事例として－ 

佐藤孝吉 1・竹田悠悟 1 
1東京農業大学地域環境科学部 

 

要旨：ふもとっぱらは，静岡県富士宮市麓に位置し，年間 20 万人以上が訪問する体験型宿泊施設である。本論文は，

ブッシュクラフトによる森林空間の活用を検討するために，ふもとっぱらを訪問した森林総合学科 1 年生 146 名にア

ンケート調査を実施した。キャンプへの興味「あり」，「なし」で分類し比較検討した。キャンプに興味「あり」の回

答者は，「なし」の回答者よりブッシュクラフトによる野外活動へと展開する可能性があると判断した。 

キーワード：ブッシュクラフト，ふもとっぱら，アンケート調査，イベント 

 

Possibilities for bushcraft events in Fumotoppara:  

A case study of Tokyo University of Agriculture students 
Takayoshi SATO1, Yugo TAKEDA1 

1Faculty of Regional Environment Science, Tokyo University of Agriculture 

 

Keywords: Bush craft, Fumotoppara, Questionnaire survey, Event 

I はじめに 

ブッシュクラフトは，「ブッシュ＝やぶ」と「クラフト

＝工芸」を組み合わせた造語で，「ブッシュクラフト＝生

活の知恵，森と生きる知恵」（技術）とし，より自然と一

体になれるアウトドアのスタイル（考え方や活動そのも

の）である(1)。森林空間はブッシュクラフトの活動の場

として最適であり，キャンプ活動との親和性も強い。し

かしながら，山火事や立木の損傷など，生産機能や公益

的機能への悪影響をおよぼすことなく活用するためには，

一定のルールを作成し，遵守するようなシステムが必要

不可欠である。イベントは，出来事や事柄，様々な種類

の催し物を意味し，ここではキャンプ場で実施する催し

物とする。ブッシュクラフトのイベントは，限られた道

具を活用した自然との共生のための手法や技術を習得す

ることであり，森林を活用したアウトドアスタイルへと

展開すると考えた。本論文では，キャンプ場におけるブ

ッシュクラフトに注目し，イベントの可能性についてア

ンケート調査により検討することにした。 

 

Ⅱ 調査地および調査方法 

ふもとっぱらは，静岡県富士宮市麓に位置し，年間 20

万人以上が訪問する「毛無山の多様な森林と富士山を望

む美しい風景に恵まれた広大なキャンプフィールドをベ

ースとした体験型宿泊施設である」(4)。林業という生業

を主軸としながら，木材生産，木質エネルギー利用，農

業，ジビエ，森林空間を利用したキャンプ場運営などを

行っている(3)。2005 年に法人化し，2006 年にキャンプ

場を開設，2019 年には木質バイオマスボイラーやシカ肉

処理場を導入するなどしている。 

ふもとっぱらの土地利用形態は，入退場など管理可能

な平坦な場所にキャンプ場があり，その周りが人工林

（250 ha），比較的急傾斜地は，天然林（440 ha）となっ

ている。森林空間利用のイベントは，登山，マウンテン

バイクなどが実施されている。 

ふもとっぱらに学外研修で訪問した東京農業大学森林

総合科学科 1 年生 146 名を対象にアンケート調査を実施

し，142 名（回答率 97.3％）から回答が得られた。学科

の特徴から回答者は森林に興味「あり」とし，キャンプ

への興味の有無でさらに分類した。 

ブッシュクラフトのマニュアル(3)を参照し，イベント

を基礎編（ナイフワーク，火おこし，ロープワーク），発

展編（シェルターづくり，薪割り，カラトリーなど道具

の制作），応用編（生活へと応用した焚火料理，食料確保，

水の確保），知識編（情報として不可欠な野外生活や動植

物の特徴や同定）として質問項目を設定した。 

 

Ⅲ 調査結果 

１．キャンプへの興味による分類 回答者のキャンプ

速 報 関東森林研究 76-1 (2025) 
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の実施状況により，キャンプに「興味あり」33 名（全体

の 23.2％），「興味なし」109 名（76.8％）とした（表-1）。 

 

 

 

 

 

 

 

２．イベントの展開過程 イベント参加への回答（表

－2）は，焚火料理（67.6％），動植物の特徴や行動（50.0%），

火起こし（48.6%），薪割り（47.9%），食料になる動植物

の同定（40.1%）が多かった。動植物の特徴や行動，動植

物の同定など知識編については，キャンプへの興味の有

無にかかわらず多かった。キャンプに興味「あり」の回

答者は，全般的に積極的に参加する傾向であり，ロープ

ワーク，水の確保，シェルターづくり，ナイフワークな

どブッシュクラフトの応用編への回答が比較的多かった。

キャンプに興味「なし」の回答者は，森林の知識と関連

する動植物の特徴・行動（52.3％）への回答が多かったが，

比較的消極的な参加傾向であった。 

３．イベントの実施方法 イベントの実施方法は，友

人同士（68.3%），できるだけ少数（48.6％）か入退場自由

（37.3％），2 時間（23.9％）から半日程度（25.4%），金額

は，無料（39.4%）や 1,000 円（38.7%）への回答が多か

った。実施場所は，歩きやすい平地（41.5％）や植生が多

く繁茂（24.5%）が多かった。できるだけ労働力や費用を

かけずに実施するのが現実的であると判断した。 

 

Ⅳ まとめ 

イベントの実施は，火起こし，薪割り，道具の制作な

ど全般的に興味のある内容を導入編とし，ロープワーク，

ナイフワーク，シェルターづくりなどブッシュクラフト

の基本編へと展開するのが良いと考える。水や食料の確

保や焚火料理の応用編をとおして野外での生活へと展開

するのが適当ではないかと考察した。野外生活の基本，

動植物の特徴や行動や同定などの知識編は，ブッシュク

ラフトにかかわらず森林全般の理解へとつながると考え

た。いくつかの段階を考慮すると，参加者のニーズによ

っていろいろなイベントを計画することになる。 

イベントを通して，ブッシュクラフトというスタイル

のアウトドアを知ってもらう機会の創出することで新し

い森林空間利用の具体的な方法へとつながる。実施方法

は，キャンプ施設の労働力，予算の余裕があるときが現

実的で，内容は地域の特徴や経営方針によって異なると

思われ，今後の課題とする。 

 

謝辞：本調査にご協力いただいた株式会社ふもとっぱら

およびアンケート回答者にお礼申し上げる。 
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興味 キャンプ実施 N ％ N ％
はい 9 6.3
ときどき 24 16.9
めったに 36 25.4
いいえ 73 51.4

142 100 142 100合計

表-１．キャンプへの興味について

あり 33 23.2

なし 109 76.8

（複数回答）
χ2

N ％ N ％ N ％
①⽕起こし 18 54.5 51 46.8 69 48.6 7.8 0.61
②ナイフワーク 16 48.5 39 35.8 55 38.7 12.7 0.17
③ロープワーク  13 39.4 24 22.0 37 26.1 17.4 3.97 *
④道具の制作（ｶﾗﾄﾘ-、ﾍﾞﾝﾁ） 14 42.4 37 33.9 51 35.9 8.5 0.79
⑤薪割り  18 54.5 50 45.9 68 47.9 8.7 0.76
⑥シェルターづくり 10 30.3 18 16.5 28 19.7 13.8 3.04
⑦焚⽕（たきび）料理  25 75.8 71 65.1 96 67.6 10.6 1.02
⑧⾷料確保の⽅法 13 39.4 32 29.4 45 31.7 10.0 1.18
⑨⽔の確保 13 39.4 27 24.8 40 28.2 14.6 2.68
⑩野外⽣活の基本 12 36.4 33 30.3 45 31.7 6.1 0.43
⑪動植物の特徴・⾏動 14 42.4 57 52.3 71 50.0 -9.9 0.09
⑫⾷料になる動植物同定 14 42.4 43 39.4 57 40.1 3.0 0.17
⑬その他 1 3.0 1 0.9 2 1.4 2.1

基礎編

発展編

応⽤編

知識編

表-2．「ふもとっぱら」で参加したい⾃然体験イベント

分類 内容
キャンプ興味あり キャンプ興味なし 合計 ％

（あり-なし）
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デジタル航空写真によるスギ林の林分パラメータの広域推定手法の開発 

小谷英司 1・田中真哉 1 
1森林総合研究所 

 

要旨：低コストな森林資源量の広域把握のために，デジタル航空写真によるスギ林の林分パラメータの広域推定手法

を開発した。対象地は青森県深浦町とし，プロット 30 箇所を計測し，平均樹高等の林分パラメータを集計した。デジ

タル航空写真を写真測量解析して表面高を算出し，航空レーザ計測による地盤高との差分から，林冠高を作成した。

林冠高による平均，最大，標準偏差の指数と，林分パラメータとを回帰分析した。決定係数から最も当てはまりの良

い指数は，平均樹高，林分材積，平均直径，炭素蓄積量に対しては林冠高平均であった。 

キーワード：デジタル航空写真，スギ林，林分パラメータ，広域推定 

 

Developing a large-scale estimation method for Sugi forest stand parameters using digital aerial 

photography 
Eiji KODANI1, Shinya TANAKA1 

1Forestry and Forest Products Research Institute 

 

I はじめに 

 国内の針葉樹人工林は成熟し，森林管理や収穫調査の

ために，森林資源量について様々な計測手法の開発が行

われている。近年，航空レーザ計測による森林資源把握

が，国や多くの地方自治体で行われており、民有林の 3

割に達している(3)。しかし，航空レーザ計測は非常に高

額であるために，特に航空レーザ計測後に低コストな森

林情報の更新手法開発が社会的に要望されている。 

 本論の目的は，デジタル航空写真によるスギ林の林分

パラメータの広域推定手法の開発と，航空レーザ計測と

の比較によるデジタル航空写真の特徴の把握，とした。 

 

II 材料と方法 

1．対象地と地上調査 対象地は青森県深浦町とした。

県有林のスギ林に半径 12 m の円形プロット 30 箇所を設

定し，直径と樹高を計測し，プロット単位で平均樹高，

林分材積，炭素蓄積量等の林分パラメータを集計し，炭

素蓄積量は京都議定書での算定式により算出した（2; 表

-1）。プロットの中心位置は，GNSS の Mobile Mapper120 

（Spectra 社）により測量した。 

 

表–1. 調査プロットの概要（n=30） 

 

 

 

 

 

2．航空レーザ計測 青森県の砂防事業における精密

地形計測のために，「砂基委第 1-4 号 令和 2 年度 土砂災

害防止法に基づく基礎調査航空レーザ測量業務委託」に

より取得されたデータを用いた。この中から，地盤高

DTM（Digital Terrain Model）とレーザ計測の点群データ

を用いて表面高 DSM（Digital Surface Model）を作成し，

その差分から，航空レーザの林冠高 DHM（Digital Height 

Model）を算出した。 

3．写真測量による解析 青森県のマツ枯れ対策のた

めに「R01 年度深浦鯵ヶ沢地区デジタルオルソ作成業務」

で撮影されたデジタル航空写真を用いた。GNSS で撮影

位置が測量されたデジタル航空写真を，写真測量ソフト

ウェア Metashape（Agisoft 社）で解析し，表面高 DSM を

算出した。航空レーザ測量の地盤高 DTM と，航空写真

の表面高 DSM の差分から，航空写真の林冠高 DHM を

作成した。 

航空写真の林冠高 DHM と，地上プロット調査を重ね

合わせて目視判読した。この結果，地上プロット内にお

いて，単木判読が一部の高齢林では可能だが，大多数の

若齢林や壮齢林では難しいと評価した。このため単木単

位ではなく，林分単位の分析方法を採用した。 

4．林分単位での分析法 航空レーザと航空写真の林

冠高 DHM から，一般的な GIS によりプロット単位で集

計できる指数として，平均，最大，標準偏差を算出した

(1)。これらの指数と林分パラメータの決定係数から，最

も当てはまりのよい指数を選択して，広域推定に用いた。 

 

III 結果と考察 

 1．林分パラメータに対する航空レーザと航空写真の

速 報 関東森林研究 76-1 (2025) 

平均直径 平均樹⾼ 林分材積 本数密度 炭素蓄積量
(cm) (m) (m3/ha) (本/ha) (ton/ha)

平均 32.6 23.7 999 1095 250
最⼤ 45.8 30.9 1421 2236 355
最⼩ 16.6 11.4 337 464 84.4
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林冠高指数の決定係数 林分パラメータに対して航空

レーザと航空写真の林冠高指数を回帰分析した決定係数

を表にまとめ（表-2），最も決定係数が大きい指数を選択

した。航空レーザの決定係数は，平均樹高，林分材積お

よび炭素蓄積量に対して，指数の林冠高平均が最も大き

く，一方で，平均直径と本数密度に対しては，指数の林

冠高最大が最も大きかった。航空写真も，航空レーザと

ほぼ同様の結果であるが，平均直径に対しては指数の林

冠高平均の決定係数が最も大きい点のみが異なった。 

林分パラメータの中で重要な平均樹高について，最も

決定係数の大きい航空写真の林冠高平均との散布図を示

した（図-1）。回帰式と林冠高データから，平均樹高の広

域推定地図を作成した（図-2）。 

 

表–2.  林分パラメータに対する航空レーザと航空写真

の林冠高指数の決定係数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 航空レーザ指数の林冠高平均は単純な指数であるが，

林分材積や平均樹高などの推定に有効であり(1)，本論で

も航空レーザと航空写真の分析で有効である（表-2）。ま

とめると，航空レーザ計測と航空写真という異なる計測

手法であっても，林冠高という森林の高さを用いる分析

は有効であり，汎用性が高い。 

2．航空レーザ計測と航空写真の比較 国内では，航空

レーザ計測による森林資源把握が各自治体で進められて

いるが(3)，航空レーザ計測は高額であるために，森林資

源情報の更新が今後大きな問題となる。本論の分析方法

は林分単位であるけれども，航空レーザ計測と航空写真

とで回帰分析した結果の決定係数は，ほぼ同程度である

（表-2）。航測会社等からの聞き取り調査によると，航空

レーザ測量の地形計測は10-20 万円/km2であり，一方で，

デジタル航空写真撮影は 8 千円/km2 と航空レーザ測量

の 1/10 以下である。ただし，航空写真は地盤高 DTM が

把握できないので，撮影前に航空レーザによる正確な地

盤高 DTM の計測完了が，本論のような林冠高 DHM の

分析の前提条件となる。これらの条件と本論の結果を総

合的に検討すると，特に航空レーザ計測が行われた箇所

で，広域での低コストな森林資源情報の更新に，デジタ

ル航空写真は非常に有効であると結論する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1. 航空写真の林冠高平均と平均樹高の散布図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2. 航空写真の林冠高平均による平均樹高の推定地

図 (地盤高が未計測のためブロック単位で一部欠ける)  

 

謝辞：本研究の一部は，青森県の委託研究「低コストな

森林計測手法の確立」により実施した。 
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航空写真による林冠高 平均 (m)

y = 1.01x + 5.37

(a) 航空レーザ指数
指数 最⼤ 平均 標準偏差
平均直径(cm) 0.761 0.656 0.639
平均樹⾼(m) 0.769 0.846 0.497
林分材積(m3/ha) 0.426 0.631 0.189
本数密度 (本/ha) 0.807 0.642 0.642
炭素蓄積量 (ton/ha) 0.426 0.631 0.189
(b) 航空写真指数
指数 最⼤ 平均 標準偏差
平均直径(cm) 0.767 0.772 0.308
平均樹⾼(m) 0.795 0.917 0.131
林分材積(m3/ha) 0.507 0.631 0.065
本数密度 (本/ha) 0.746 0.741 0.288
炭素蓄積量 (ton/ha) 0.507 0.631 0.065

＊決定係数が最も⼤きい指数を太字にした
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スギ特定母樹の自然交配種子から育成した苗木の植栽後の生育特性 

 
前川直人 1・宇都木景子 1・鈴木孝典 1 

1茨城県林業技術センター 

 

要旨：スギ特定母樹の種子を育成した苗木（特定苗木）の生育特性を明らかにするため，茨城県常陸太田市，石岡

市及び高萩市の試験地に特定苗木と少花粉品種由来の苗木（対照）を植栽し，植栽木の成長量と下草との競合状態

を調査した。常陸太田市の試験地では，特定苗木の樹高成長量は対照より良好であったが，石岡市及び高萩市の試

験地で有意な差は見られなかった。原因として，石岡市の試験地は特定苗木の生育に適していなかった可能性があ

ること，高萩市の試験地は植栽木が下草に被圧され，特定苗木の生育特性が発揮されないことが考えられた。 

キーワード：造林，特定母樹，特定苗木，競合植生  

 

Post-outplanting growth of Cryptomeria japonica saplings produced from open pollinated seeds of 

specified mother trees  

 
Naoto MAEKAWA1, Keiko UTSUGI1, Takanori SUZUKI1 

1Ibaraki Prefectural Forestry Research Institute 

I  はじめに 

茨城県の民有林における人工林の約 7 割が 11 齢級以

上の主伐期に達しており，本格的に利用期を迎えている

(1)。次世代への持続的な林業の継承を考えると，伐採

跡地への再造林は不可欠である。そのためには，再造林

の各工程等に要する費用の大きな割合を占め，非常に過

酷な作業でもある下刈作業の省力化・軽労化を進めるこ

とで，費用や労動力の負担軽減を図ることが急務である

(2)。このような中，特定母樹から採取された種穂から

育成された苗木は従来の苗木と比べて成長などに優れる

ことから，下刈期間の短縮による育林費用の削減が期待

されており(3)，本県では，全国に先駆けてスギ特定母

樹採種園を整備するとともに，自然交配種子を育成した

苗木(以下，特定苗木)を 2021 年に初出荷し，山林への

植栽を始めている。その一方で，特定苗木の生育特性に

関する知見は少ない。そこで，本研究では特定苗木を山

林へ植栽した際の生育特性を明らかにするため，生育状

況調査を行った。 

 

II 調査の概要 

1. 試験地 試験地を茨城県常陸太田市，石岡市及び高

萩市（以下，常陸太田試験地，石岡試験地及び高萩試験

地）に設定した。試験地の概要は表–1 に示すとおりであ

る。なお，年平均気温，年平均降水量は最寄りの気象観

測所（石岡試験地: アメダス土浦観測所，常陸太田試験

地及び高萩試験地: アメダス大子観測所）のものである。

各試験地において特定苗木を植栽するとともに，対照と

して，県内で広く普及しているスギ少花粉品種の種子を

育成した苗木（以下，少花粉苗木）を植栽した。常陸太

田試験地では，特定苗木と少花粉苗木の 2 つの試験区

（3,000 本/ha）を，石岡試験地，高萩試験地では試験地

内に植栽密度の異なる複数の試験区（特定苗木: 3,000 本

/ ha，2,000 本/ ha，1,500 本/ ha，1,000 本/ ha 少花粉苗木: 

3,000 本/ ha，2,000 本/ ha）を設置し, 試験区毎に 36 本の

調査対象木を選定した。なお，石岡試験地，高萩試験地

では苗木の種類による差以外の要因を可能な限り排除す

るため，植栽環境が比較的近い試験区間で比較を行った。 

 

表–1. 試験地の概要 

 

2. 調査項目 毎年，成長停止期の 12 月に樹高を計測

し，その結果から年間成長量を算出した。有意差検定は

Welch の t 検定により行った。また，競合植生調査につい

て，植栽木１本ごとに山川ら(4)の判定基準を基に C1~C4 

で評価し，C4 の割合を下草による被圧度合いの基準とし

て用いた。 

場 所 標 高 年平均気温 年平均降水量 植栽年月 

常陸太田市 約 650 m 12.6 ℃ 1,451.3 mm 2021 年 3 月 

石 岡 市 約 250 m 14.8 ℃ 1,229.3 mm 2021 年 3 月 

高 萩 市 約 720 m 12.6 ℃ 1,451.3 mm 2022 年 3 月 

速報 関東森林研究 76-1 (2025) 
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III 結果と考察 

1. 常陸太田試験地 植栽 3 年目において，特定苗木は

少花粉苗木と比較し，成長量が良好であった（図–1）。ま

た，全体的に C4 率は低く，被圧による影響は小さい状

態であった。本試験地の前生樹種はスギであり，下草は

1 m 前後のキイチゴ類や草本類等の草丈が低いものが多

く，苗木が被圧を受けにくい状態であった。本試験地は

一貫作業システムにより植栽されており，皆伐，地拵え，

植栽が同時に行われたため，下草が繁茂する前に植栽す

ることができ，結果として特定苗木の生育特性が発揮さ

れ，苗木が良好に生育したと考えられる。 

2. 石岡試験地 植栽 3 年目において，特定苗木，少花

粉苗木間の成長量に有意な差は見られなかった。また，

全体的に C4 率は低く，被圧の影響は小さい状態であっ

た（図–2）。本試験地の前生樹種はヒノキであり，周辺環

境もヒノキ林である。前生樹種がヒノキの場合，前生樹

種がスギの場合と比較して植栽したスギの苗木の成長が

悪いことが最近の研究で示唆されており(5)，本試験地で

2 種間の成長量に差が生じなかった原因の 1 つではない

かと考えられる。また，本試験地では，下草は 1 m 前後

のキイチゴ類や木本類が多く，草丈は全体的に低い傾向

にあった。ヒノキの適地は全体的に乾燥気味であること

から，そのことにより下草の生育が抑えられ，全体的に

草丈が低めであったと考えられる。 

3. 高萩試験地 植栽 2 年目において，特定苗木，少花

粉苗木間の成長量に有意な差は見られなかった。また，

全体的に C4 率は高く，被圧の影響は大きい状態であっ

た (図–3) 。本試験地の前生樹種はスギであり，特定苗

木の生育適地である可能性が高いと考えられるものの，

一貫作業システムによる植栽ではないため，下草は草丈

2 m を超える広葉草本類が優占しており，植栽木が被圧

を受けやすい状態であった。このことから，一貫作業シ

ステム等により初期に下草の繁茂を防げなかった場合は，

スギの生育適地であっても下草の被圧を受け，特定苗木

の特性が発揮されないことがあると考えられる。 
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図–2. 石岡試験地の植栽 3 年目の樹高成長量と C4 率 

図–3. 高萩試験地の植栽 2 年目の樹高成長量と C4 率 

図–1. 常陸太田試験地の植栽 3 年目の樹高成長量と C4 率 
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仕様の異なるカメムシ防除袋がスギ種子の発芽率に与える影響 

室紀行 1  
1埼玉県寄居林業事務所森林研究室 

 

要旨：スギ種子の発芽率はカメムシ害により低下するが，その防除のために防除袋を施用すると夏季の高温により発

芽率が低下する場合がある。そこで仕様の異なる 3 種類の防除袋をスギ採種木に施用し，発芽率への影響を評価した。

その結果，発芽率を上昇させる効果は不織布袋より 1.0 mm 目の袋で大きかった。カメムシ害と高温環境を同時に防

除するためには，適切な防除資材を使用する必要があると考えられる。 

キーワード：ミニチュア採種園，球果，害虫，チャバネアオカメムシ，高温  

 

The effect of different protect bags on germination rate of Cryptomeria japonica  
Noriyuki MURO1  

1Saitama Prefecture Yorii Forestry Office Forest laboratory 

 

I はじめに 

スギ種子の発芽率は種子食性カメムシの吸汁加害によ

り低下する(1)。その防除手法として枝の袋がけ処理が知

られているが，枝の袋がけ処理には夏季の枝温度を上昇

させる作用があり，この高温が原因と考えられる種子発

芽率の低下が観察された事例がある(2)。枝温度の上昇の

程度は防除袋の仕様により異なるが(3)，袋の仕様の相違

による種子発芽率の変化は直接調べられていない。そこ

で本研究では，既往研究の少ない防除袋の仕様と枝温度

との関係について追加調査を行うともに，防除袋の仕様

が発芽率に与える影響を評価した。 

 

II 材料と方法 

1. 調査地 本研究は，埼玉県寄居林業事務所上の原採

種園（埼玉県大里郡寄居町鉢形地内，標高約 120 m）の

スギミニチュア採種園で実施した。 

2. 試験区配置 採種木 3 個体を利用し，球果が着生し

た供試枝を 40 本選定した。供試木は 19 年生接ぎ木個体

であり，クローンはすべて群馬 4 号とし，供試枝は西面，

南面および東面から選定した。2023 年 5 月 10 日に 3 種

類の仕様が異なる防除袋を各 10 本計 30 本の供試枝に施

用し，残る 10 本の枝は袋を施用せず無処理とした。使用

した袋資材はポリエチレン製不織布袋（20 cm×40 cm，

モリフジ有限会社製，以下不織布袋）およびポリエチレ

ン製ネット（目合い 0.4 mm および 1.0 mm，日本ワイド

クロス株式会社製）を 20 cm×40 cm の袋状に加工した

もの（以下 0.4 mm 目，1.0 mm 目）である。 

3. 袋仕様と枝温度の関係の調査 各供試枝にボタン

型温度ロガー（株式会社 KN ラボラトリーズ製）を枝の

下面に密着させて固定した。枝温度の測定期間は同年 7

月 21 日から 9 月 1 日，測定間隔は 30 分とし，ロガーは

球果の収穫時に回収した。各供試枝について日最高枝温

度の平均値を算出し，Kruskal-Wallis 検定により差の有無

を評価した。解析には R ver. 4.1.2 の標準パッケージおよ

び追加パッケージ Rcmdr の追加機能 EZR を利用した。 

4. 袋仕様と種子発芽率の関係の評価 同年 10 月 2 日

から 3 日にかけて各供試枝の球果を収穫し，乾燥脱粒し

た種子を-13℃で保存した。2024 年 5 月から 7 月にかけ

て種子発芽率を測定した。種子の供試数は各枝 100 粒 3

反復とし，シャーレ内に濾紙を敷きベンレート水和剤を

添加した蒸留水で湿らせたのち，無作為に選出した種子

を播種した。シャーレは 25℃全暗条件に置き，28 日後に

発根済み種子の数を目視で計数した。また播種前に種子

の重量を計測した。統計解析には一般化線形モデルを利

用した。応答変数を種子発芽率，説明変数を袋仕様 4 水

準，種子重量，枝方位 3 水準および供試ラメット 3 水準

とし，統計モデルとして誤差構造を二項分布としたロジ

スティック回帰を仮定した。カテゴリー型の説明変数の

うち効果が有意であったものについては，Tukey 法によ

る多重比較を行った。解析には R ver. 4.1.2 の標準パッケ

ージおよび追加パッケージ multcomp を利用した。 

 

III 結果と考察 

最高枝温度に対する Kruskal-Wallis 検定の結果，処理区

間には有意な差が認められなかった（p = 0.52，図–1）。

これは室(3)における結果と異なる。その理由として，本
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研究の供試木は一部の枝で立ち上がり角度が既往研究よ

り大きい傾向があったことから，防除袋への直射日光の

当たり方に既往研究と差異が生じた，または目合いが大

きい袋を設置した枝のロガーにのみ直射日光が当たり正

確な測定ができなかった可能性が挙げられる。 

一般化線形モデルによるモデル推定の結果，袋の仕様

3 処理，種子重量および西側の枝に有意な効果が認めら

れた（p < 0.05，表–1，図–1, 2）。多重比較の結果，袋仕様

では無処理と他の 3 処理との間（それぞれ p < 0.01）およ

び 1.0 mm 目と不織布の間（p < 0.05）で，枝方位では西

と他の 2 方位との間（それぞれ p < 0.01）で有意な差が認

められた（図–1, 2）。このことから各袋資材には発芽率を

向上させる効果があり，1.0 mm 目は不織布と比べてその

効果が大きいと考えられた。種子重量の係数は正であり，

これは大きく充実した種子ほど発芽率が高いという一般

的な理解と矛盾しない結果であった。また枝方位につい

ては西側でのみ有意に発芽率が高かったが，この原因は

現時点では不明である。種子形成期の環境要因だけでな

く，花粉飛散期の風向き等が影響している可能性も考え

られ，この点の評価には更なる調査が必要である。 

以上の結果から，発芽率の向上のためには目合いサイ

ズが大きい防除袋がより効果的であることが示唆された。

一方，袋の目合いサイズが大きいほどカメムシ幼虫の侵

入リスクは増大すると考えられる。したがって，発芽率

を向上させる最適な目合いサイズがあると考えられ，そ

の評価のためには更なる研究が必要である。また本研究

では，袋の仕様が枝温度に与える影響が既往研究と異な

った。枝温度は微環境により大きく変化すると考えられ

る。本研究や既往研究では標本数が小さくかつ条件が均

一でなかった可能性があるため，袋の仕様が枝温度に与

える影響を正確に評価するためには，改めてサンプルサ

イズの大きい実験を行う必要があると考えられる。 

 

謝辞：本研究の実施にあたり，埼玉県寄居林業事務所の

職員諸氏には有益な助言を賜った。また赤岩利行氏，新

井秀郎氏，鎌田智裕氏，星野恵美子氏には発芽率測定作

業の多大なる補助を賜った．ここに深く御礼申し上げる。 
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図–1. 袋仕様4処理区における各変数の分布 符号

が異なる群間に有意差あり。 

図–2. 枝方位および各ラメットにおける種子発芽

率の分布 符号が異なる群間に有意差あり。 

表–1. 一般化線形モデルによるモデル推定の結果 

切片は無処理区・枝方位東・ラメット A を表す。 

説明変数 係数 標準誤差 t 値 p 値 

切片 -3.07 0.19 -15.85 < 2e-16 *** 

1.0 mm 目 1.43 0.08 17.01 < 2e-16 *** 

0.4 mm 目 1.36 0.09 15.91 < 2e-16 *** 

不織布 1.25 0.09 14.55 < 2e-16 *** 

種子重量 1.70 0.84 2.02 0.04 * 

枝方位：南 0.09 0.07 1.20 0.23 

枝方位：西 0.33 0.08 4.09 4.35e-05 *** 

ラメット B -0.05 0.06 -0.82 0.41 

ラメット C -0.07 0.08 -0.88 0.38 

*: 有意水準 5%で有意差あり，***: 有意水準 0.1%で有意差あり 
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1 年生コンテナ苗の生産に向けた培土と肥料の検討 

向井愛美 1 
1千葉県農林総合研究センター森林研究所 

 

要旨：近年，千葉県ではスギ非赤枯性溝腐病や松くい虫などの病虫害や自然災害によって被害を受けた森林の早期復

旧のために苗木の需要が見込まれている。現在，苗木は活着が良く植栽適期が長いコンテナ苗が主流になりつつある

が，コンテナ苗は裸苗よりも価格が高い。そこで，本研究では，育苗期間を短縮してコストを削減することを目的と

して，培土及び肥料の条件を検討することで1年で山行き規格を満たすコンテナ苗を生産する技術の開発に取り組ん

だ。 

キーワード：コンテナ苗，スギ，ヒノキ，クロマツ 

 

Consider of soil and fertilizer for production of 1-year-old container-grown seedlings 
Manami MUKAI1 

 
1Chiba Prefectural Agriculture and Forestry Research Center, Forestry Research Institute

I はじめに 

近年，千葉県では非赤枯溝腐病やマツノザイセンチュ

ウなどによる病虫害被害，台風などの自然災害によって

被害を受けた森林を早期に再生させるため，スギ・ヒノ

キ・クロマツ苗木の需要が見込まれている。現在，苗木

は活着が良く植栽適期が長いコンテナ苗が主流となりつ

つあるが，従来の裸苗と比較して価格が高く，出荷に 2

年程度かかる(1)。 

そこで，本研究ではコンテナ育苗用の培土の種類，肥

料（元肥及び追肥）の量や種類を変え育苗し，上記 3 樹

種に適した条件について検討した。 

 

II 材料と方法 

1. 供試樹種 樹種はスギ・ヒノキ・クロマツとした。

スギ及びヒノキは 150cc コンテナ容器（1 つにつき 40 本

育苗可能），クロマツは 300cc コンテナ容器（1 つにつき

24 本育苗可能）を使用した。各樹種とも 2 反復行った。 

2. 育苗管理 2023 年 2 月にスギ及びヒノキの種子を

セルトレーに複数粒播種し，3 月に培土と元肥を充てん

したコンテナに１本ずつ移植した。クロマツは 2023 年 3

月に培土を充てんしたコンテナ容器に複数粒を直接播種

した。発芽後，1 本になるよう除去した。 

3 樹種とも移植後は温室で管理し，4 月に日よけのあ

るさし床へ移動させた。6 月に屋外の育苗施設に移動さ

せ 11 月まで育苗し，苗高及び根元径を測定した。 

3. 培土と施肥条件 コンテナ培土の種類は表１のと

おりである。ココピートに鹿沼土又は珪藻土を体積比で

混合した。 

肥料について，スギ及びヒノキは 2020 年の試験で良

好な成長を示した緩効性肥料のスーパーエコロング

413–100（ジェイカムアグリ株式会社）と緩効性肥料のエ

コロング 413–180（ジェイカムアグリ株式会社）を 9:1（体

積比）で混合した肥料（以下，混合肥料）を元肥に使用

した。クロマツは，混合肥料とハイコントロール 650–

180E（ジェイカムアグリ株式会社，以下，ハイコン）を

元肥に使用し成長を比較した。元肥は各肥料 10 g/L とな

るように 1 苗ずつ施用した。追肥には，ハイコンを使用

し施用量及び施肥方法は元肥と同様である。 

表–1. 培土と肥料の条件 

 
4．苗木の測定 11 月に苗高をメジャーで，根元径を

デジタルノギスで測定した。千葉県ではコンテナ苗の出

荷規格（山行き規格）が定められていないため，今回は

本県の県有林事業等で使用される千葉県土木資材単価表

（2024 年 1 月）に記載の規格を基準とした(2)。コンテナ

苗のスギとクロマツは，苗高 15 cm 以上かつ根本径 3 mm

以上となっている。ヒノキコンテナ苗は，同単価表に記

載がないためスギコンテナ苗の規格を準用した。 

 

試験区 樹種 培土 肥料

① ココピートのみ

② ココピート80%　鹿沼土20%

③ ココピート60%　鹿沼土40%

④ ココピート80%　珪藻土20%

⑤ ココピート60%　珪藻土40%

⑥ ココピートのみ

⑦ ココピート80%　鹿沼土20%

⑧ ココピート60%　鹿沼土40%

⑨ ココピート80%　珪藻土20%

⑩ ココピート60%　珪藻土40%

スギ・
ヒノキ・
クロマツ

クロマツ

混合肥料

ハイコン
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III 結果と考察 

 表–3 に育苗したコンテナ苗の結果を示した。 

表–3. 各樹種の育苗数と得苗率 

 
*：残存苗木は測定時に生存していた苗木の本数 

**：土木資材単価表の規格を満たした苗の本数 

***：得苗率（％）＝（得苗数／残存苗木）×100 

 1. スギ 育苗の結果，スギでは③と④の条件で成長が

良好で，得苗率が 80％以上であった。また，それぞれの

条件で平均苗高が③31.9（±7.9）cm（±SD），④30.3（±

7.0）cm，平均根元径が③4.0（±1.0）mm，④3.9（±0.9）

mm と他の試験区より大きく，規格を満たしており有意

差がみられた（図–1）。また，得苗率は③80.0 %，④82.3 %

と高く，スギの 1 年生コンテナ苗の育苗に適した条件で

ある可能性がある。 

  

図–1. スギ 1 年生コンテナ苗の育苗結果 

 注 1）①～⑤は表–3.のとおり 

 注 2）検定は Tukey-Kramer 法による多重比較検定。異なるア

ルファベット間で 5%有意差あり 

 注 3）エラーバーは標準偏差 

 2. ヒノキ ヒノキは，②以外の条件で平均苗高が規格

を満たしていたが，根元径が小さく③の条件のみが規格

を満たしていた（表–3）。また，平均苗高と平均根元径は，

得苗率の低かった②では 14.0（±4.7）cm，2.2（±0.8）

mm，得苗率の高かった③では 22.7（±6.3）cm，3.1（±

1.0）mm と有意差がみられた（図–2）。 

 しかし，ヒノキはスギと比較してすべての条件で得苗

本数及び得苗率が低く 1 年で規格を満たす苗木を十分に

育苗できなかった。ヒノキ 1 年生コンテナ苗育苗にはさ

らなる探求が必要と考える。 

  

図–2. ヒノキ 1 年生コンテナ苗の育苗結果 

 注 1）①～⑤は表–3.のとおり 

注 2）検定方法はスギと同様 

注 3）エラーバーは標準偏差 

 3. クロマツ 育苗の結果，クロマツではハイコンを元

肥に使用した試験区で成長が良好で，混合肥料の試験区

と比較して残存本数が多く，得苗率も高かった（表–3）。

また，ハイコンの試験区は⑥以外で規格を満たしており，

試験区ごとに有意差がみられた（図–3）。ハイコンの試験

区の得苗率は⑧86.4 %，⑨91.9 %，⑩86.4 %と高くクロマ

ツ 1 年生コンテナ苗の育苗に適している可能性がある。 

  

図–3. クロマツ 1 年生コンテナ苗の育苗結果 

注 1）①～⑤は表–3.のとおり 

注 2）検定方法はスギと同様 

注 3）エラーバーは標準偏差 

 

引用文献 
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樹種
試験
区

育苗本数
（本）

残存苗木
（本）

得苗数*

（本）

得苗率**

（%）

① 80 44 17 37.8
② 80 47 20 41.7
③ 80 45 36 80.0
④ 80 62 51 82.3
⑤ 80 54 24 44.4
① 80 73 18 24.7
② 80 48 _8 16.7
③ 80 60 31 51.7
④ 80 62 18 28.1
⑤ 80 68 26 38.2
① 48 19 _6 31.6
② 48 _8 _1 12.5
③ 48 19 13 68.4
④ 48 18 11 61.1
⑤ 48 27 21 77.8
⑥ 48 34 12 35.3
⑦ 48 40 26 65.0
⑧ 48 44 38 86.4
⑨ 48 45 41 91.9
⑩ 48 44 38 86.4

クロマツ
（混合肥料）

クロマツ
（ハイコン）

スギ

ヒノキ
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スギコンテナ苗生産におけるスギ材粉砕チップの代替培土としての利用可能性 

飯泉佳世 1 
1埼玉県寄居林業事務所森林研究室  

 

要旨：コンテナ苗生産者の多くは培土基材としてヤシ殻培地を利用している。しかし，ヤシ殻培地は海外輸入品であ

り，今後も安定的に供給され続ける保証はない。そこで国内生産可能なスギ材を粉砕して作成したスギチップをコン

テナ苗生産における培土基材として利用できないかと考えた。スギ実生苗をスギチップで育苗した場合とヤシ殻培地

で育苗した場合とを比較したところ，生存個体数には差がなかったものの苗高と地際径についてはスギチップで育苗

した苗の方が有意に小さかった。 

キーワード：スギチップ，未分解チップ，ヤシ殻ピート，ココナツハスク，ココナツピート 

 

Possibility of using crushed cedar wood chips as an alternative soil for containerized cedar seedling 

production 
Yoshitoshi IIIZUMI1 

1Saitama Prefecture Yorii Forestry Office Forest laboratory 

I はじめに 

造林用苗木の生産現場においては，コンテナ容器を用

いた生産手法を採用する生産者が多くなっている。コン

テナ苗生産には培土基材が必要であり，多くの生産者は

ヤシ殻培地を用いている。全国のコンテナ苗生産者に対

して行われたアンケート調査では，回答者の 8 割以上が

培土基材としてヤシ殻培地を利用すると回答している

(2)。日本国内で流通するヤシ殻培地は主にスリランカか

ら輸入されており，国内では生産されていない。このよ

うに海外輸入に依存した状態で今後，安定的に供給され

続けるのか不安がある。そこでヤシ殻培地の代替として

利用可能な国内生産できる培土基材の模索が課題となっ

ている。針葉樹の樹皮を堆肥化あるいは自然養生した上

で培土基材として用いるとスギ苗木等の育苗が可能であ

るとの報告がある(1，3)。一方で材を丸ごと利用した事例

はみられず，また樹皮を用いた検証についてはいずれも

数年かけて堆肥化するなど，長い準備期間を要している。

そこで今回はスギ材を粉砕して作成したスギチップを発

酵などの下処理をせずに培土基材として用い，スギ実生

コンテナ苗生産が可能であるか検証を行った。 

 

II 材料と方法 

 1. 培土基材の準備 本試験では，培土基材としてヤシ

殻培地とスギチップの 2 種類を用いた。ヤシ殻培地はト

ップココピートオールド（株式会社トップ）を使用した。

スギチップは次の手順で作成した。2023 年 1 月に埼玉県

寄居林業事務所山の神採種園内で 15 年生スギ立木を伐

倒し，直後にチッパシュレッダ SR3000-1（ハスクバーナ・

ゼノア株式会社）により粉砕してチップ化した。このス

ギチップは育苗試験を開始する直前までの 3 ヶ月間，採

種園内にブルーシートで覆った状態で静置した。 

2. コンテナ苗の作成 2023 年 4 月，ヤシ殻培地とス

ギチップをそれぞれ小粒鹿沼土と体積比 4：1 で混合し，

緩効性肥料ハイコントロール 085 180 日タイプ（ジェ

イカムアグリ株式会社）をそれぞれの培土 1 リットルあ

たり 5 g 添加した。これらを十分に攪拌した後，インナ

ーポット及びスペーシングトレイ（谷口産業株式会社）

で構成されたコンテナ容器に 1 ポットあたり 300 ml ず

つ充填した。これを各培土で 280 ポットずつ作成した。

種子は 2022 年 10 月に埼玉県寄居林業事務所上の原採種

園内で採種した自然交配スギ種子4系統（母樹は多賀2，

南那須 2，比企 13，久慈 17）を使用した。育苗手法は幼

苗移植法と直接多粒播種法の 2 通りとした。まず，2022

年 11 月に多賀 2 及び南那須 2 の種子を小粒鹿沼土で満

たした育苗トレイ 2 つにそれぞれ播種した。次に 2023 年

4 月にトレイから成立した 2 系統の幼苗を各培土のコン

テナ容器にそれぞれ 70 ポットずつ移植した。また，同時

に比企 13及び久慈 17の種子を各培土のコンテナ容器 70

ポットずつにそれぞれ直接播種した。播種数は 1 ポット

あたり 9 粒とした。なお，複数本の苗が成立したポット

については 2023 年 10 月に苗高が最も大きい苗 1 本を残

す間引き作業を実施した。2024 年 4 月にプロフェッショ

ナルハイポネックス 20-20-20（株式会社ハイポネック

スジャパン）の 2000 培希釈液による追肥を実施した。以
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上のとおり，培土 2 種類，種子 4 系統で計 8 処理区を設

けた。これらは上の原採種園内にあるガラス温室におい

て，頭上潅水により育苗した。 

3. 調査及び解析 全処理区の苗木について，2024 年 5

月に苗高，地際径の測定及び苗木生存数の計数を行った。

なお，直接播種した処理区において，苗が全く発芽しな

かったポットについては生存していないものとして扱っ

た。調査で得られた苗高と地際径のデータについて，培

土組成以外の条件が同一である 2 処理区間を welch の t

検定により解析した。なお，検定を複数回実施したこと

による多重性を考慮し，bonferroni 法による有意水準補正

を行った。解析には R version 4.4.0 の標準パッケージ及

び追加パッケージ MASS を用いた。 

 

III 結果と考察 

 生存個体数は，どの系統においても培土の違いによる

差がほとんど見られなかった。なお，直接播種した比企

13 の生存個体数が少ないのは，種子の発芽率が低く，苗

が 1 本も発芽しなかったポットが複数あったためである。

苗高及び地際径は，南那須 2 以外の 3 系統において，ス

ギチップを用いた処理区はヤシ殻培地を用いた処理区よ

り有意に小さかった。 

 これらのことから，スギ実生コンテナ苗生産において，

スギチップを培土基材として用いた場合，ヤシ殻培地で

育苗した場合と比べて，苗木の生長量が小さくなること

が明らかとなった。 

本試験では堆肥化処理をしていない未分解のチップを

用いたため，チップを分解する微生物の活動により培土

中の窒素が不足した状態であったと予想され，それが原

因で苗木の生長量が小さくなったと考えられる。2024 年

4 月に筆者が各処理区の苗木を観察したところ，培土基

材としてスギチップを用いた処理区の苗木の一部に葉色

の黄化が認められた。これは窒素飢餓により葉緑素の生

産量が減少したことによるものと考えられる。堆肥化処

理をしていないスギチップを培土基材として用いるには，

窒素肥料を特に多く添加するなどの工夫が必要となるだ

ろう。 
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表-1. 各処理区（n = 70）における苗木の生存個体数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図-1. 各処理区における苗高及び地際径の分布 
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スギチップ×鹿沼土 70 70 61 69
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簡易なニホンジカ捕獲技術の実証試験 

松山元昭 1  
1埼玉県寄居林業事務所森林研究室 

 

要旨：埼玉県が開発したニホンジカ捕獲技術「スリット式ワンウェイゲート」を活用し，ニホンジカの被害が発生し

ている造林地において捕獲技術の実証試験を行った。現地での作業性及び経済性を考慮すると罠の小型化が必須であ

ったが，罠の小型化は捕獲個体による罠への集中的なアタックを誘発した。この対策として，罠内にもう一つ小部屋

（以降「内罠」という。）を設置した。この内罠に誘導することで捕獲個体の動きは制御され罠の耐久性は格段に向上

し捕獲率の向上につながった。 

キーワード：スリット式，ゲート，捕獲試験，囲い罠，内罠 

 

Demonstration test of simple sika deer capture technology  
Motoaki MATSUYAMA1 

1 Saitama Prefecture Yorii Forestry Promotion Office Forest laboratory 

I はじめに 

ニホンジカによる広範囲の農林業被害を軽減・防止す

るためには，森林所有者や林業事業体が狩猟者に協力し

て捕獲を進めていく必要がある。深刻な被害が想定され

る造林地において罠の作成までを造林者側が行うことで

狩猟者は捕獲だけに集中することが可能となる。これに

より，効率的な捕獲作業が可能となり捕獲頭数の増加が

期待できる。埼玉県では，簡易で経済的な方法で捕獲を

促進するため「スリット式ワンウェイゲート」(1)を開発

し，造林木が成長したため役目を終えたシカ柵と組み合

わせた囲い罠による捕獲試験を行ってきた。令和 4 年度

からは，被害が発生している造林地においても効率的な

捕獲を可能とするため，罠の設置や資材の運搬及び維持

管理に便利な作業道等を活用して捕獲試験を行った。さ

らに，現地における作業性及び設置コストを考慮し罠の

小型化を行った。この試験ではニホンジカの捕獲状況に

加え罠の耐久性・構造上の弱点を把握するため，捕獲個

体を長時間罠に閉じ込める方法で観察を行った。観察を

続ける中，助走をつけて行う強力なアタックによってゲ

ートや網が破損し脱走されることが度々起きた。この対

策として，罠の奥側に内罠を設置し捕獲個体が助走でき

る空間をなくすことで動きを止める方法を考案した(2)。

内罠の導入により罠の耐久性及び捕獲効率が格段に向上

したのでその手法を紹介する。 

 

II 材料と方法 

1. 試験地 県立長瀞玉淀自然公園（埼玉県秩父市大字

定峰地内）カラマツ造林地内の作業道上に囲い罠を 2 基

設置した。（標高 650 m～700 m）。 

2. 材料と道具 本試験で設置した囲い罠は，外周

柵，ゲート及び内罠から構成される（図–1）。 

 

罠の主な材料はシカ柵として一般に使用されているも

ので，具体的には FRP 支柱（直径 38 mm，全長 2,700 mm），

ステンレス入りポリエチレンネット（網目 50 mm，高さ

2,000 mm），ポリエチレンロープ（直径 8 mm，4 mm），

固定具としてプラスチックアンカー（全長 400 mm），マ

イカー線（幅 10 mm），結束バンドを使用した。侵入ゲー

ト及び内罠ゲートについては，スリット式ワンウェイゲ

ートの改良型ゲートを導入した。構造はシカ柵をベース

にゲート開閉のためのばね材として FRP ポール（直径 5 

mm，全長 2,400 mm）を横方向に 2 本，縦方向に 1 本使

用する仕組みとした（図–2）。また，捕獲状況の観察のた

めそれぞれの罠の両端にセンサーカメラを設置した。試

験の方法は，ゲートを開放し罠内の餌に慣れさせること

からはじめた。次に餌の摂食状況を観察しながらゲート

図–1. 囲い罠の構造 
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の開口部の幅を徐々に狭め，侵入時ゲートが体に触れる

ことに慣れさせた後，侵入ゲート及び内罠ゲートを閉じ

て捕獲試験を開始した。 

週に 2 回程度の罠の巡視により捕獲状況を確認し，捕

獲個体があればその都度放逐した。また，センサーカメ

ラの動画映像の解析を行い，侵入状況，罠内の行動，罠

の耐久性等の観察及び罠内での滞在時間，内罠での滞在

時間を計測した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

III 結果と考察 

 本試験の画像解析結果から，ニホンジカはゲートから

侵入した後も暴れだすことはなく，餌を摂食し，休憩を

とり，最後は出口を探して柵沿いを歩き回ることが確認

できた。一方，捕獲された個体は人の気配など異変を感

じた時は，急に罠内を走り回り，ゲートや柵に体当たり

を続けることも確認できた。捕獲個体の内罠への侵入は，

多くの場合異変を感じるなどパニック状態になった時に

行われるが，出口を探す行動の中で侵入することもある。

この場合，捕獲個体は内罠内でも暴れだすことなく，落

ち着いた状態が維持されることも確認できた（図–3）。 

  
 令和 4～5 年度に実施した囲い罠 2 基による捕獲状況

は，延べ 88 頭が罠に侵入し罠内の滞在時間は平均で 24

時間 26 分であった（表–1）。捕獲した個体のうち 52 頭が

逃走しているが，これは捕殺せず放逐しているため，侵

入ゲートのすり抜け方を学習した個体が幾度も侵入・逃

走したことが影響している。なお、これらの個体につい

ても改良型ゲートの導入により逃走数は大きく減少した。

内罠に侵入した個体数は 28 頭で，内罠での平均滞在時

間は 32 時間 25 分であった。また，内罠に侵入した個体

の逃走数はわずか 3 頭であり，内罠に入った個体の脱出

は困難で罠の損傷を十分抑えられることが確認できた。

なお内罠についても改良型ゲートの導入により性能が向

上し逃走数は 0 となった。 

表–1. ニホンジカ捕獲状況 

 
ここで，内罠から捕獲個体を逃がさないための最重要

ポイントを示す（図–4）。捕獲された個体は出口を探すた

めどんな狭い隙間にも入り込もうとする習性がある。こ

のため構造は侵入後の動きを止めることを優先した仕様

とした。ゲートエリア○Aは，捕獲個体が捕獲エリア○Bか

らゲート裏に侵入できないように幅を 500 mm 以下とし、

エリア○Aからエリア○Bへの通路幅は 100 mm 程度とする。 

 

今後は，本試験結果を踏まえ被害地の造林者が罠を作

成できるよう技術提供を行うとともに，作成した罠を狩

猟者が利用してニホンジカの捕獲・処分を行うモデルの

実証試験を予定している。 
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図–3. 平穏状態における内罠への侵入の様子（2 頭） 

 
図–4. 内罠作成時の重要ポイント 

 
図–2. シカ柵を利用した改良型ゲート 
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